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ライフサイエンス分野

　

左記取組により得られた主な成果

がん､脳卒中、高血圧、糖尿病
などの生活習慣病や高齢化にと
もなう｢痴呆｣や「寝たきり」に関
連する各疾患関連遺伝子群の
同定を目指し､年間数千万SNPs
のタイピング解析を行う。各疾患
あたり、10個程度の疾患関連遺
伝子を同定し、分子病因的分類
を行う。また、薬剤の選択や副
作用予防への応用を実現する
ための疾患遺伝子や遺伝子多
型等を同定・解析する。

　

　（１）活力ある長寿社会実現のためのゲノム関連技術を活用した疾患の予防・治療技術の開発

動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組研究開発の目標 課題・論点等

○引き続き、血液サンプルの収
集及びデータベースの整備に
取り組む。（文部科学省、平成
16年度：26.5億円）
○引き続き、疾患関連遺伝子
等の研究開発に取り組む。（文
部科学省、平成16年度：運営
費交付金の内数）
○引き続き、競争的資金等に
おいて大学や研究所等におい
て行われている基礎的研究開
発を推進。（文部科学省）
○ヒトゲノム・再生医療等研究
－遺伝子治療分野（厚生労働
省、平成１６年度：２１．８億円
の内数）
○保健医療分野における基礎
研究推進事業－疾患ゲノムプ
ロジェクト（厚生労働省、平成１
６年度：約４０億円の見込み）
○遺伝子多様性モデル解析事
業において、遺伝統計学的ソフ
トウェアの高度化・高速化・並
列化を進めるとともに、疾患関
連遺伝子の更なる解析・同定を
行い、その解析手法を確立す
る。（経済産業省、NEDO、平成
16年度:9.6億円）

○これらの研究は、患者の遺伝情報及び臨床情報を
取り扱うことから、患者に対するインフォームド・コンセ
ント、倫理審査、情報公開の在り方等の倫理面への
適切な配慮をしつつ、着実に推進していくことが重要。
○新たな疾患関連遺伝子が次々と同定されてきてお
り、今後、疾患や副作用に関与するSNPsの解析等を
急ぐ必要がある。

○２１世紀に入って、ヒトの遺伝
子が解読され、ゲノム科学やた
んぱく質科学等を応用した新し
い創薬手法であるゲノム創薬に
よる新薬開発競争が国際的に
激化する中で、我が国において
は、ミレニアム・プロジェクトによ
り、ゲノムに係る研究開発を国
家のイニシアティブの下に、研
究者を結集して、強力に推し進
めることにより、バイオテクノロ
ジーの応用によって幅広い分
野における新しい産業の創出
を図っていくことを目指す。
○平成1４年10月、ヒトゲノム上
の多型情報を臨床応用していく
ために不可欠なハプロタイプ地
図の作成を、日・米・英・中・加
の協力により取り組むことが合
意された。平成14年より3年間
かけて、日本25％、米国31％、
英国24％、中国10％、カナダ
10％の解析分担でハプロタイプ
地図の作成を実施することとし
ている。
○遺伝子多型解析の受託サー
ビスへの参入企業が相次いで
いる。

○個人個人にあった予防・治療を
可能とする医療の実現に資する
「個人の遺伝情報に応じた医療の
実現プロジェクト」を平成15年度よ
り開始。（文部科学省、平成14年度
補正：83.4億円、平成15年度：21.5
億円）
○（独）理化学研究所遺伝子多型
研究センターにおいて、疾患関連
遺伝子、薬剤応答性に関する遺伝
子の基礎的・先導的な研究開発を
推進。（文部科学省、平成13年度：
25.1億円、平成14年度：24.9億円、
平成15年度：21.8億円）
○（独）科学技術振興機構の戦略
的創造研究推進事業において、
「ゲノム構造と機能」等の研究領域
を設定し基礎的研究を推進。（文
部科学省）
○ヒトゲノム・再生医療等研究－遺
伝子治療分野（厚生労働省、平成
１５年度：２１．２億円の内数）
○保健医療分野における基礎研
究推進事業－疾患ゲノムプロジェ
クト（厚生労働省、平成１５年度：４
８．１億円）
○遺伝子多様性モデル解析事業
（経済産業省、NEDO、平成13年
度:7.0億円、平成14年度:12.0億
円、平成15年度:9.6億円）

○平成15年度においては、当初計
画通り、バイオバンクを整備し、対
象疾患患者からの血液サンプル等
の収集及びこれらのSNP情報・臨
床情報に係るデータベースの整備
に着手。
○薬剤代謝酵素のＳＮＰや心筋梗
塞の発症率を高める遺伝子等が発
見された。
○新規骨粗鬆症関連遺伝子のＳＮ
Ｐと骨量との優位な相関が明らか
になり、診断学的価値が期待され
るとともに、骨粗鬆症疾患モデル動
物が作成される等、着実に研究が
進展している。
○がん、アルツハイマー病などの生
活習慣病や高齢化にともなう疾患
について、発病のしやすさや副作
用の起こりやすさの予測、及び診
断や最適な治療方針の選択に有用
な遺伝子／遺伝子多型等を新たに
多数同定し、その一部は診断薬用
途の特許申請も行っている。また、
治療の際に新たな標的となり得る
候補遺伝子も同定するなど、具体
的な成果を上げている。
○マイクロサテライト（塩基対の反
復配列）やSNPs等の遺伝子多型情
報から、疾患関連遺伝子や薬剤感
受性遺伝子を探索するソフトウェア
を開発。
○全ゲノムから疾患関連遺伝子を
高精度に検出できる３万個のマイク
ロサテライトマーカーを設定。マイク
ロサテライトの解析により、慢性関
節性リウマチ４７個の候補遺伝子
領域を、更にそれらの領域内の
SNPs解析により７個のリウマチ関
連遺伝子を同定。
○SNPｓの解析により３個の糖尿病
候補遺伝子領域を同定。
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5年間でタンパク質の全基本構
造の3分の1(約3,000種)以上の
構造・機能の解析を行うための
技術開発及び体制整備を行うと
ともに、構造決定困難な膜タン
パク質や複合タンパク質などの
構造決定を可能にすることによ
り、有用なタンパク質の構造と機
能を多数解明する。さらに､DNA
塩基配列情報からタンパク質の
構造と機能を予測するために構
造モデリング技術や機能予測技
術を高度化する。また、糖鎖付
加など修飾を受けたタンパク質
の構造と機能を解明し、新しいタ
イプの薬の開発を可能にする。

○平成15年4月にヒトゲノムの
全塩基配列の解読が完了し、こ
れら解読されたゲノム情報を用
いたポストゲノム研究において
は、生体反応において重要な
役割を果たしているタンパク質
の構造・機能解析がその重要
性を増してきている。
○欧米諸国では疾患からのア
プローチに既に国家プロジェク
トとして膨大な予算を投入して
その取り組みに着手しつつある
ところであることを踏まえ、我が
国においても、厚生労働省とし
て、産学官の強力な連携のも
と、患者と健常人における疾患
に関連したタンパク質の量と種
類の違いを同定するための大
規模な基盤整備を国家戦略と
して進めていく必要がある。
○米国で、転写制御領域を含
めた遺伝子の大規模解析を行
う「ENCODE計画」が立ち上がる
など、ポストゲノムシーケンス研
究における遺伝子ネットワーク
解明に向けた取組みが激しく
なっている。
○タンパク質の中でも、創薬の
ターゲットとして注目されている
膜タンパク質について、その立
体構造を決定することにより、
創薬候補となる低分子化合物
の理論的推定を行う研究が注
目され、新たな展開が期待され
る。
○糖鎖分野においてはこれま
で他国に先駆けて研究を推進
してきた経緯もあり、特許取得
に関しては世界をリードしてい
る数少ない分野。また、ヒトの
糖鎖合成遺伝子の約６割は日
本人の手により取得されてい
る。
○国内の糖鎖科学研究を結集
するため、平成１５年１１月、糖
鎖科学コンソーシアムが設立。

○タンパク３０００プロジェクト（文部
科学省、平成14年：117.7億円、平
成15年度：95.1億円）
○（独）理化学研究所ゲノム科学
総合研究センターにおいて、タンパ
ク質の立体構造及びその機能の
解明に関する研究開発を推進。
（文部科学省、平成13年度：111.9
億円、平成14年度：83.8億円、平成
15年度：71.3億円）
○（独）科学技術振興機構の戦略
的創造研究推進事業において、
「たんぱく質の構造・機能と発現メ
カニズム」の研究領域を設定し、基
礎的研究を推進。（文部科学省）
○疾患関連たんぱく質解析研究
（厚生労働省、平成１５年度：５億
円の内数）
○タンパク質機能解析・活用プロ
ジェクト（経済産業省、NEDO、平成
15年度:24.8億円）
○生体高分子立体構造情報解析
（経済産業省、ＮＥＤＯ、平成14年
度：19.5億円、平成15年度：14.3億
円）
○タンパク質相互作用解析ナノバ
イオチッププロジェクト（経済産業
省、ＮＥＤＯ、平成15年度：4.2億円）
○糖鎖エンジニアリングプロジェク
ト（経済産業省、ＮＥＤＯ、平成14年
度補正10.8億円、平成15年度：18.0
億円）

○平成15年10月までに構造解析が
終了したタンパク質等の構造数：
796
PDB(Protein Data Bank)登録数：
485
○人工タンパク質合成につながる
人工塩基２種の開発に成功。
○平成１５年度より、疾患関連たん
ぱく質の解析手法を検討し、我が
国における五大主要疾患である高
血圧、糖尿病、がん等に係る疾患
関連たんぱく質に関するデータベー
スの作成を行っている。
○ヒト完全長cDNAを汎用ベクター
へ導入したクローンを世界で最多と
なる１万５千個作製。
○遺伝子発現情報を1000万データ
ポイント（遺伝子数×組織数）取
得。
○1,500遺伝子を解析し、2,500のタ
ンパク質間相互作用を検出。疾患
に関わる相互作用50を同定。
○高分解能（2.5Å分解能）の極低
温電子顕微鏡を開発し、その一部
を自動化するシステムを開発。さら
に結晶を用いずに解析できる単粒
子解析法において、より信頼度の
高い立体構造が得られるシステム
を開発した。また、ＮＭＲ（核磁気共
鳴装置）による交差飽和法を用い、
従来の１／１０以下の測定時間でタ
ンパク質の相互作用界面構造を解
析する手法を確立した。さらに、高
精度モデリング等を可能にするソフ
トウェアを開発し、無料配布してい
る。
○膜タンパク質複合体をウイルス
上に再構成する技術を用いて、膜
タンパク質のシグナル伝達を蛍光
検出する系を開発。
○新たなヒト糖鎖合成関連遺伝子
約３０個を取得し、糖鎖合成関連ヒ
ト遺伝子ライブラリーの整備、１０
０種類以上の糖ペプチドをグラム単
位で供給可能な糖鎖自動合成装置
のプロトタイプの作製、pg単位の試
料から糖鎖・糖タンパク質などの構
造解析を日単位で解析可能な分析
システムの作製を行っている。

○引き続き、タンパク質の構
造・機能解析に取り組む。（平
成16年度：90.5億円（文部科学
省、タンパク3000プロジェクト））
○引き続き、競争的資金等に
おいて大学や研究所等におい
て行われている基礎的研究開
発を推進。（文部科学省）
○疾患関連たんぱく質解析研
究（厚生労働省、平成１６年度：
６．６億円の内数）
○タンパク質機能解析・活用プ
ロジェクトにおいて、ヒト完全長
ｃDNAクローン３万個を最大限
に活用したタンパク質の機能解
析を行う。
（経済産業省、NEDO、平成16
年度:23.5億円）
○生体高分子立体構造情報解
析事業において、電子顕微鏡、
ＮＭＲ（核磁気共鳴装置）による
構造解析技術・機器を活用し、
産業上有用なタンパク質複合
体の構造・機能相関解析を行
う。（経済産業省、ＮＥＤＯ、平
成16年度：14.3億円）
○タンパク質相互作用解析ナノ
バイオチッププロジェクトにおい
て、膜タンパク質のシグナル伝
達を解析するチップを開発し、
コンテンツの充実化を図る。
（経済産業省、ＮＥＤＯ、平成16
年度：4.0億円）
○糖鎖エンジニアリングプロ
ジェクトにおいて、ＥＣＤ（電子
線捕獲解離）やＩＲＭＰＤ（赤外
多光子吸収解離）などを組み
込んだ糖鎖構造解析用質量分
析装置や１００種類以上の糖ペ
プチドをグラム単位で供給可能
な糖鎖自動合成装置の開発を
推進。（経済産業省、ＮＥＤＯ、
平成16年度：11.0億円）

○今後、これまで研究開発によって得られた成果等の
知的財産を有効に新たな創薬等に結びつけるための
体制整備が必要。また、現在では構造決定困難な膜
タンパク質や糖鎖付加など修飾を受けたタンパク質等
の構造・機能解析に向けて更なる技術開発等が重要
であり、引き続き、重点的な取組みが必要。
○我が国が世界的な優位性を持って保有するヒト完
全長cDNA３万個を活用し、タンパク質の研究を加速
化する必要がある。
○膜タンパク質の立体構造解析は非常に難易度が高
いが、ひとたび構造が明らかになり、その機能との相
関関係が明らかになれば、その情報を基にした知的
財産権の取得、効果的かつ効率的創薬への着手、他
のタンパク質の機能・構造相関への類推など、大きな
波及効果が期待される。
○糖鎖研究については、世界トップレベルの研究成果
を得ており、我が国の優位性を活かすためにはさらに
重点的に推進すべきである。糖鎖研究をさらに加速す
るためには、今後糖鎖の機能解析を実施していく必要
がある。
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○遺伝子や生体分子の相互作
用を解析することにより、複雑
な生命機能の解明や、画期的
な創薬の実現につながる成果
等が期待されるゲノムネット
ワーク研究を戦略的に開始。
（文部科学省、平成16年度：
30.0億円）
○萌芽的先端医療技術推進研
究－トキシコゲノミクス分野（厚
生労働省、平成１６年度：１１．
８億円の内数）
○細胞内ネットワークのダイナ
ミズム解析技術開発において、
細胞内分子の挙動を解析する
ための分子標識技術及び標識
物質の細胞内導入技術の製品
化に向けた開発を行う。（経済
産業省、ＮＥＤＯ、平成16年度
8.9億円）

○平成15年4月にヒトゲノムの
全塩基配列の解読が完了し、
現在ゲノム科学は遺伝子の機
能及び生命システムの全体の
メカニズムの解明にその中心を
移行しつつある。このような、ゲ
ノム機能解析や生命システム
の解明は、新規産業の創出や
知的財産権の獲得に直結する
ため、本格的な国際競争が発
生している。例えば米国におい
ては、全ゲノムの機能を網羅的
に解明することを目的としたＥＮ
ＣＯＤＥ計画を、３年間のパイ
ロットプロジェクトとして開始して
いる。
○欧米先進国において取組み
が強化されているライフサイエ
ンス分野において、「ゲノム創
薬」の激しい国際競争に伍して
いくためには、化学物質たる薬
剤候補物質の基本構造から安
全性や有効性に優れた医薬品
の安全性予測技術の開発を行
い、我が国のゲノム創薬技術
の向上を図ることが重要

○ 約6万のマウスcDNA アノテー
ション情報を公開、頒布。
○平成１４年度より、バイオインフォ
マティクス技術を用いて、医薬品開
発時における化合物の毒性を、従
来よりも早期に予測するデータベー
ス・システム構築を着実に実施。
○細胞内分子が形成する情報伝達
ネットワークシステムを解析するた
め、蛍光・発光タンパク質などの分
子標識技術やセミインタクト細胞な
どを利用した標識物質の細胞内導
入技術を確立した。

生命反応をシステムとして統合
的に理解するための研究・技術
開発を進める。その成果を疾患
の病因解明と診断・治療に応用
し、薬剤の有効性･副作用の予
測､迅速・効率的な医薬品開発
手法を確立する。

○研究によって得られた成果等を着実に新たな医療・
創薬等の実現に結び付けていくことが重要であり、引
き続き、重点的な取組みが必要。
○蛍光標識タンパク質として主に使われているＧＦＰ
（米国特許）は多額の特許使用料を支払わなければ
ならないため、国内の産業界が広く使用できる新たな
蛍光標識タンパク質の開発が必要。

○（独）理化学研究所ゲノム科学
総合研究センターにおいて、ゲノム
レベルから個体レベルまでを総合
した生命戦略の解明を目指した研
究開発を推進。（文部科学省、平
成13年度：111.9億円、平成14年
度：83.8億円、平成15年度：71.3億
円）
○萌芽的先端医療技術推進研究
－トキシコゲノミクス分野（厚生労
働省、平成１５年度：１２．７億円の
内数）
○細胞内ネットワークのダイナミズ
ム解析技術開発（経済産業省、Ｎ
ＥＤＯ、平成１４年度：13.2億円、平
成15年度8.9億円）

ライフサイエンス－3



ITを駆使して、膨大かつ多様な
データの統合化･体系化、知識
発見、シミュレーションを行うこと
により､上記の解析研究の格段
の効率化・省力化を実現すると
ともに生命をシステムとして理解
するための理論や方法論を開発
する。

○平成15年4月、ヒトゲノムの全
塩基配列の解読が完了し、今
後はポストゲノム研究によって
得られる多くの知見を元に、工
学や理学と医学、生物学等の
研究者が今まで以上に融合し、
バイオインフォマティクスや最先
端のイメージング技術等を駆使
して、細胞や生体といった複雑
な生命反応全体のシミュレー
ション技術等を開発すること等
が重要。
○欧米先進国において取組み
が強化されているライフサイエ
ンス分野において、「ゲノム創
薬」の激しい国際競争に伍して
いくためには、化学物質たる薬
剤候補物質の基本構造から安
全性や有効性に優れた医薬品
の安全性予測技術の開発を行
い、我が国のゲノム創薬技術
の向上を図ることが重要
○膨大かつ多様なデータベー
スの有効利用を図るため、ミレ
ニアム研究開発の成果を統合
し、利用者の利便性向上が期
待されている。

○細胞・生体機能シミュレーション
プロジェクト（文部科学省、平成14
年度補正：40.0億円、平成15年度：
8.0億円）
○（独）科学技術振興機構バイオイ
ンフォマティクス推進センターにお
いて、生命情報データベース等の
開発・高度化を実施。（文部科学
省、平成13年度：20.0億円、平成14
年度：21.5億円、平成15年度：20.2
億円）
○萌芽的先端医療技術推進研究
－トキシコゲノミクス分野（厚生労
働省、平成１５年度：１２．７億円の
内数）
○バイオインフォマティクス知的基
盤整備（経済産業省、平成13年
度:5.4億円、平成14年度:9.3億円、
平成15年度:7.8億円）
○生体高分子立体構造情報解析
（経済産業省、ＮＥＤＯ、平成14年
度：19.5億円、平成15年度：14.3億
円）

○平成15年度において、細胞・生
体機能シミュレーションプロジェクト
の推進体制を整えるとともに、必要
な機器・設備等の整備、研究者の
雇用等を行い、本格的に研究に着
手。
○バイオインフォマティクス研究に
重要な核酸、タンパク質等の配列
や構造に関するデータベースの高
度化・標準化、ゲノム解析ツールの
開発を実施し、その活用普及活動
を行うとともに、生物系と情報系研
究者の共同研究体制を構築。
○平成１４年度より、バイオインフォ
マティクス技術を用いて、医薬品開
発時における化合物の毒性を、従
来よりも早期に予測するデータベー
ス・システム構築を着実に実施。
○ミレニアム・プロジェクトの成果等
を中心として国内外の主要なヒトｃ
ＤＮＡ関係データを集めた統合デー
タベースを構築しつつあり、その成
果の一部については、平成１６年３
月に公開予定。
○膜タンパク質等の効率的な分子
構造探索のための相互作用シミュ
レート等を可能にするソフトウェアを
開発し、無料配布中。

○平成15年度に構築した細胞・
生体機能シミュレーションプロ
ジェクトの推進体制にもとづき、
具体的なシミュレーションの開
発及びそれらに必要な解析情
報の収集に取り組む。（文部科
学省、平成16年度：7.6億円）
○引き続き、ヒトゲノム関連
データベース等の高度化・標準
化・拡充、ゲノム解析ツールの
開発を実施するとともに、活用
普及活動を行い、ゲノム情報科
学の研究開発を推進する。（文
部科学省、平成16年度：運営
費交付金の内数）
○萌芽的先端医療技術推進研
究－トキシコゲノミクス分野（厚
生労働省、平成１６年度：１１．
８億円の内数）
○バイオインフォマティクス知
的基盤整備において、バイオテ
クノロジー関連の膨大なデータ
の利用環境のさらなる充実を
図り、研究や産業に活かすた
めの情報基盤となる統合デー
タベースを構築する。（経済産
業省、平成16年度：7.8億円）
○生体高分子立体構造情報解
析事業において、より実用的な
ソフトウェアへ拡張するため、タ
ンパク質の動的な変化に対応
するなど、シミュレーション技術
の高度化を行う。（経済産業
省、ＮＥＤＯ、平成16年度：14.3
億円）

○細胞・生体機能の計算機によるシミュレーションは、
次世代の技術基盤を形成する上で重要であり、引き
続き、重点的な研究開発が必要。
○３０億塩基対からなるヒトゲノムの解読をはじめ、膨
大なゲノム等のデータを解析するためには情報技術
の活用・融合が重要であり、引き続き、重点的な取り
組みが必要。
○バイオテクノロジー戦略大綱において、バイオイン
フォマティクスはバイオテクノロジーに関するあらゆる
産業の基盤となるものと位置づけられており、今後と
も、国家プロジェクトを中心とするデータベースの整
備・拡充に努めることが必要。
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○平成15年度において、細胞・生
体機能シミュレーションプロジェクト
の推進体制を整えるとともに、必要
な機器・設備等の整備、研究者の
雇用等を行い、本格的に研究に着
手。
○平成１４年度より、バイオインフォ
マティクス技術を用いて、医薬品開
発時における化合物の毒性を、従
来よりも早期に予測するデータベー
ス・システム構築を着実に実施。
○薬剤候補物質等の産業上有用
な物質を高速・高度にスクリーニン
グする技術及び装置を開発するた
め、そのコアとなる高機能磁性ナノ
微粒子の創製技術を開発した。

○平成１５年度に構築した細
胞・生体機能シミュレーションプ
ロジェクトの推進体制にもとづ
き、具体的なシミュレーションの
開発及びそれらに必要な解析
情報の収集に取り組む。（文部
科学省、平成16年度：7.6億円）
○萌芽的先端医療技術推進研
究－トキシコゲノミクス分野（厚
生労働省、平成１６年度：１１．
８億円の内数）
○ナノ微粒子スクリーニングプ
ロジェクトにおいて、新薬開発
等の迅速化に資するため、薬
剤候補物質等の自動スクリー
ニング装置のプロトタイプを作
製する。（経済産業省、ＮＥＤ
Ｏ、平成16年度：4.2億円）

ゲノム解析やタンパク質構造・機
能解析の結果を活用し､臨床試
験に至るまでの薬剤の開発期間
を半減させることを目指す。

○平成15年4月、ヒトゲノムの全
塩基配列の解読が完了した。
今後、ゲノム情報を基にした画
期的な薬剤・治療法の開発を
推進していことが重要。
○欧米先進国において取組み
が強化されているライフサイエ
ンス分野において、「ゲノム創
薬」の激しい国際競争に伍して
いくためには、化学物質たる薬
剤候補物質の基本構造から安
全性や有効性に優れた医薬品
の安全性予測技術の開発を行
い、我が国のゲノム創薬技術
の向上を図ることが重要

○細胞・生体機能シミュレーション
プロジェクト（文部科学省、平成14
年度補正：40.0億円、平成15年度：
8.0億円）
○萌芽的先端医療技術推進研究
－トキシコゲノミクス分野（厚生労
働省、平成１５年度：１２．７億円の
内数）
○ナノ微粒子スクリーニングプロ
ジェクト（経済産業省、ＮＥＤＯ、平
成15年度：4.5億円）

○細胞・生体機能の計算機によるシミュレーションは、
現在、実際の生体や細胞を用いて実施している薬剤
応答解析、動物試験等の代替として重要であり、引き
続き、重点的な取組みが必要。
○創薬の期間を大幅に削減するためには、薬剤候補
物質等のスクリーニング技術の向上が必須であるた
め、高速・高度な自動スクリーニング装置の開発が必
要。

臨床応用可能なレベルで遺伝
子多型や遺伝子発現を高速･正
確･安価で解析できる技術を開
発する。個人の体質に合った薬
剤の効果的な処方を実現する。

○平成15年4月、ヒトゲノムの全
塩基配列の解読が完了した。
今後、ゲノム情報を基にした画
期的な薬剤・治療法の開発を
推進していことが重要。

○２１世紀型革新的先端ライフサ
イエンス技術開発プロジェクト
（テーラーメイド医療基盤整備プロ
グラム）（文部科学省、平成14年
度：43.3億円の内数、平成15年度：
28.5億円の内数）
○（独）理化学研究所遺伝子多型
研究センターにおいて、大量、高
速、安価にＳＮＰ（single nucleotide
polymorphism：1塩基多型）解析す
る技術の開発やデータベースの作
成を推進。（文部科学省、平成13
年度：25.1億円、平成14年度：24.9
億円、平成15年度：21.8億円）
○（独）科学技術振興機構の戦略
的創造研究推進事業において、
「ゲノム構造と機能」等の研究領域
を設定し基礎的研究を推進。（文
部科学省）
○遺伝子多様性モデル解析事業
（経済産業省、NEDO、平成13年
度:7.0億円、平成14年度:12.0億
円、平成15年度:9.6億円）

○タンパク質機能解析・活用プロ
ジェクト（経済産業省、NEDO、平成
15年度:24.8億円）

○テーラーメイド医療の実現を目指
した薬剤開発や遺伝子発現情報の
解析に資するため、遺伝子発現変
動解析システムの構築を目的とし
た課題等を採択し、推進している。
○高速大量ＳＮＰタイピング法の確
立等を行った。
○薬剤代謝酵素のＳＮＰや心筋梗
塞の発症率を高める遺伝子等が発
見された。
○マイクロサテライト（塩基対の反
復配列）の効率的かつ精度の高い
解析技術を開発した。
○世界最高密度の28,200個の遺伝
子を搭載したマイクロアレイを作製
し、遺伝子発現を再現性高く解析す
る技術を開発。

○引き続き、ヒトゲノム情報や
ヒト遺伝子多型情報を利用した
テーラーメイド医療実現化のた
めの基盤整備を推進する。（文
部科学省、平成16年度：23.9億
円の内数）
○引き続き、ＳＮＰ解析の技術
開発やデータベース作成等の
研究開発に取り組む。（文部科
学省、平成16年度：運営費交
付金の内数）
○引き続き、競争的資金等に
おいて大学や研究所等におい
て行われている基礎的研究開
発を推進。（文部科学省）
○遺伝子多様性モデル解析事
業において、遺伝子多型を解
析するソフトウェアの高度化・
高速化・並列化を進める。（経
済産業省、NEDO、平成16年
度:9.6億円）
○タンパク質機能解析・活用プ
ロジェクトにおいて、ヒト完全長
ｃDNAクローン３万個を最大限
に活用し、マイクロアレイや
PCRを用いた遺伝子発現技術
の開発及びデータの取得を進
める。
（経済産業省、NEDO、平成16
年度:23.5億円）

○これらの研究は、患者の遺伝情報及び臨床情報を
取り扱うことから、患者に対するインフォームド・コンセ
ント、倫理審査、情報公開の在り方等の倫理面への
適切な配慮をしつつ、着実に推進していくことが重要。
○遺伝子発現解析を臨床応用可能なレベルにするに
は、再現性・信頼性を確保したマイクロアレイ技術の
開発が必要。
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高齢者に特有の抗酸化機能､脳
機能等の低下を防いだり､生活
習慣病を予防する機能性成分を
解明し、その機能を活かした食
品を開発する。

○花粉症に効くヨーグルトや乳
酸菌飲料について、キリンやカ
ルピスがヒトで効果を検証、学
会で発表。

○食品の安全性及び機能性に関
する総合研究（農林水産省、平成
13年度2.5億円、平成14年度：3.5億
円の内数、平成15年度：8.3億円の
内数）

○動物実験でアントシアニンが抗
酸化作用を持つことを確認。
○緑茶ポリフェノール（カテキン）が
持つアレルギー症状調節機構を解
明。
○緑茶中に含まれるＬ－テアニン
が学習・記憶等遂行時にリラックス
を促進することを解明。

○食品の安全性及び機能性に
関する総合研究（農林水産省、
平成16年度：10.4億円の内数）

○今後は、成果を実際に食品として活かすために、ヒ
トを対象とした実証試験を行う予定。

　遺伝子多型や遺伝子発現解
析などの技術を応用した予防技
術を開発し､生活習慣病の罹患
率を下げる。また、非侵襲・低侵
襲性の診断機器と治療法を開
発する。

○生活習慣病に関連するとも
思われるSNPｓなどが多数発見
○非侵襲・低侵襲性の診断機
器の開発が激化

○光技術を融合した生体機能計測
技術の研究開発（文部科学省、平
成14年度補正：9.0億円、平成15年
度：5.0億円）
○（独）放射線医学研究所におい
て、痛みがなくて治療効果の大き
い重粒子線がん治療法に関する
研究開発を推進。（文部科学省、
運営費交付金の内数）

○新規トレーサー技術、マスを対象
としたPET検診を可能とするスク
リーニング技術及びPETの高解像
力化、高速化などの高度化技術の
研究開発に着手。
○重粒子線がん臨床試験は、平成
15年2月現在で、1,462例の患者に
適用。

○引き続き、光技術等を利用し
た診断・検診技術等の開発に
取り組む。（文部科学省、平成
１６年度：5.7億円）
○引き続き、重粒子線がん治
療に関する研究開発を推進す
るとともに、小型で安価な高性
能重粒子線治療装置を開発す
る「小型加速器の開発」を新規
に推進する。（文部科学省）

○今後も引き続き、重点的な取組みが必要。

様々な幹細胞の分化、増殖を人
為的に調節する技術を開発し、
組織や細胞の欠失を伴う様々な
疾病に対して安全な細胞治療を
実現する。また、遺伝子治療の
ための基盤技術を開発する。

○平成15年8月には、京都大学
において、国内初の胚性幹細
胞（ＥＳ細胞）の樹立の成功が
報告されるなど、発生・再生研
究が活発化してきている。
○遺伝子治療分野について、１
９９９年の米国でのアデノウイ
ルスベクター投与による死亡事
例、２００３年のフランスでのレト
ロウイルスベクターによる白血
病の発生事例等を踏まえ、ウイ
ルスベクターを用いた治療法の
安全性の確立が急務。

○再生医療の実現化プロジェクト
（文部科学省、平成14年度補正：
70.0億円、平成15年度：13.0億円）
○（独）理化学研究所発生・再生科
学総合研究センターにおいて、発
生・再生研究開発を推進。（文部科
学省、平成13年度：59.9億円、平成
14年度：57.1億円、平成15年度：
53.4億円）
○（独）科学技術振興機構の戦略
的創造研究推進事業において、
「生物の発生・分化・再生」の研究
領域を設定し、基礎的研究を推
進。（文部科学省）
○ヒトゲノム・再生医療等研究－遺
伝子治療分野（厚生労働省、平成
１５年度：２１．２億円の内数）

○平成15年度においては、当初計
画通り、研究用ヒト幹細胞バンクの
整備、幹細胞操作技術の開発及び
幹細胞による治療技術の開発に着
手。
○サルなどのES細胞から脳幹や脊
髄の運動ニューロンや底板をはじ
めとする広範囲の中枢神経系細胞
や末梢神経系の前駆細胞および
ニューロン分化に世界で初めて成
功。
○遺伝子治療分野について、ウイ
ルスベクターの安全性及び有効性
評価のための実験系の開発等着
実に実施。

○引き続き、研究用ヒト幹細胞
バンクの整備、幹細胞操作技
術の開発及び幹細胞による治
療技術の開発に取り組む。（文
部科学省、平成16年度：12.4億
円）
○引き続き、発生・再生科学分
野の研究開発に取り組む。（文
部科学省、平成16年度：運営
費交付金の内数）
○引き続き、競争的資金等に
おいて大学や研究所等におい
て行われている基礎的研究開
発を推進。（文部科学省）
○ヒトゲノム・再生医療等研究
－遺伝子治療分野（厚生労働
省、平成１６年度：２１．８億円
の内数）

○幹細胞バンクの整備等にあたっては、関係省と適
切に連携して実施することが必要。また、ＥＳ細胞等
の使用にあたっては、総合科学技術会議生命倫理専
門調査会等の審議等を踏まえ、適切に対応していくこ
とが重要。
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研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

左記取組により得られた主な成果 　

生体防御機構について分子レベ
ルの解明を進め、統合的な理解
を確立する。

○花粉症やアトピー性皮膚炎
等のアレルギー疾患や、昨年
発生したＳＡＲＳ等の新興・再興
感染症の克服を目指した研究
開発が求められている。

○（独）理化学研究所免疫・アレル
ギー科学総合研究センターにおい
て、アレルギー疾患、感染症等の
治療法開発に資する、免疫メカニ
ズムの基礎的・基盤的研究を推
進。（文部科学省、平成13年度：
41.7億円、平成14年：52.8億円、平
成15年度：51.8億円）
○（独）科学技術振興機構の戦略
的創造研究推進事業において、
「免疫難病・感染症等の先進的医
療技術」の研究領域を設定し、基
礎的研究を推進。（文部科学省）

○アレルギー発症制御に不可欠な
リンパ球NKT細胞や免疫制御する
Ｔ細胞マスター遺伝子(FOXP3)等を
発見。

○引き続き、免疫メカニズムの
基礎的・基盤的研究に取り組
む。（文部科学省、平成16年
度：運営費交付金の内数）
○引き続き、競争的資金等に
おいて大学や研究所等におい
て行われている基礎的研究開
発を推進。（文部科学省）

○免疫・アレルギー疾患克服に向け、基礎的研究成
果を的確かつ効率的に臨床つなげるため、大学・医療
機関等との連携強化を図りつつ、引き続き、重点的な
取組みが必要。

現在問題となっている有害物質
等が生体に及ぼす機構を解明
し、それにより引き起こされる疾
病の根本的な解決方法を開発
する。

○平成１２年度よりシックハウス
症候群に関する病態の解明、
診断法・治療法の確立に向け
た調査研究を実施している。
○内分泌かく乱化学物質、ダイ
オキシン類等について健康影
響の作用機序の解明が重要視
されている。

○健康科学総合研究事業（厚生労
働省、平成１５年度：2.8億円の内
数）
○厚生労働科学研究費補助金に
よる化学物質リスク研究事業（厚
生労働省、平成１５年度：20.5億円
の内数）

○建築基準法や建築物衛生法の
改正をはじめとした化学物質の低
減対策の推進
○クリーンルーム等のシックハウス
症候群に関する専門的な医療施設
の充実
○室内汚染微量化学物質を含む生
活環境中の微量化学物質の生体
への影響について各種の知見を得
た。
○内分泌かく乱化学物質、ダイオ
キシン類の生体内での作用機序に
ついて各種の知見を得た。

○健康科学総合研究事業（厚
生労働省、平成１６年度：2.8億
円の内数）
○厚生労働科学研究費補助金
による化学物質リスク研究事業
（厚生労働省）

○シックハウス症候群における中毒、アレルギー性疾
患、感染症等の鑑別診断の確立
○中毒、アレルギー性疾患、感染症以外の未知の病
態の解明
○生活環境中の化学物質について、リスク評価、管理
の基礎となる生体影響の機構解明は引き続き重要な
課題である。

　（２）国民の健康を脅かす環境因子に対応した生体防御機構の解明と疾患の予防・治療技術の開発

課題・論点等
平成１６年度の主な取組
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○平成14年から現在にかけ
て、ＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症
候群）や鳥インフルエンザ等の
新興・再興感染症が東・東南ア
ジアを中心に発生しており、ア
メリカで現在発生しているウエ
ストナイル熱等もふくめ、新興・
再興感染症に対して、国際的に
関心が高まっている。これらの
ウイルス等に対する生体の免
疫防御機構等の解明による新
たなワクチンや治療薬の開発
が求められている。
○平成１４年よりアジアを中心
としたＳＡＲＳの集団発生を受け
て、ウイルスの構造解明、迅速
検査法(LAMP法)の開発に成功
している。また、昨今国内外で
鳥インフルエンザをはじめ動物
由来感染症の発生が相次いで
おり、新型ウイルスの発生およ
びヒトへの感染を防ぐべく努め
ている。
○昨年カナダ及び米国におい
てＢＳＥの発生を確認し、国内
においても、非定型的なＢＳＥ
や若齢牛での発生等、現在ま
でに10頭の感染牛を確認。
また、本年に入ってから、国内
では79年ぶりに高病原性鳥イ
ンフルエンザが確認されたのを
はじめ、アジアを中心に発生が
拡大。

○科学技術振興調整費においてＢ
ＳＥやＳＡＲＳ等に係る緊急研究を
実施。（文部科学省、平成13年度：
0.7億円（ＢＳＥ）、平成15年度：1.0
億円（ＳＡＲＳ）、1.0億円（鳥インフ
ルエンザ））
○（独）科学技術振興機構の戦略
的創造研究推進事業において、
「免疫難病・感染症等の先進的医
療技術」の研究領域を設定し、基
礎的研究を推進。（文部科学省）
○肝炎に関する研究開発（厚生労
働省、平成１５年度：7.4億円）、新
興感染症に関する研究開発（厚生
労働省、平成１５年度：13.6億円）
○牛海綿状脳症（ＢＳＥ）及び人獣
共通感染症の制圧のための技術
開発（農林水産省、平成15年度：
8.6億円）
○動物の伝達性海綿状脳症の実
験指針（農林水産省、平成15年10
月、動物の伝達性海綿状脳症実
験指針検討会（報告））

○ＢＳＥに関する緊急研究では、Ｂ
ＳＥ診断法の標準化に関する報告
書を取りまとめた。
○Ｃ型肝炎に関してInterferonα-
2b+Ribavirin併用療法を中心とした
臨床的解析および基礎的研究が進
んでいる。新興感染症に関しては
動物インフルエンザにリバースジェ
ネティック遺伝子操作技術により弱
毒化したウイルス株を用いて不活
化ワクチンを本邦チームが世界に
先駆けて開発し、任意の変異ウイ
ルスの作製を可能にした。
○プリオン蛋白質の性状、異常化
機構の解明、高感度診断法の開発
等に向けた研究ツール及び基盤的
技術の開発を行った。
○動物の伝達性海綿状脳症の研
究をより安全に実施するため、「動
物の伝達性海綿状尿症の実験指
針」策定した。

C型肝炎、O-157、狂牛病､イン
フルエンザ等の感染症等の発症
メカニズムを解明し、ワクチンの
開発等による感染予防や発病を
抑える技術の開発を行う。さら
に、今後問題化する恐れのある
感染症についても、その病原体
について早期に解明し解決を図
る。

○引き続き、競争的資金等に
おいて大学や研究所等におい
て行われている基礎的研究開
発を推進。（文部科学省）
○平成１５年度に引き続き、動
物インフルエンザのサーベイラ
ンスの強化およびヒトインフル
エンザサーベイランス体制との
総合化、ワクチンの実用化、抗
ウイルス薬の効果的な運用な
ど、肝炎に関しては、病態解明
や治療方法の改良による治療
成績の向上、Ｃ型肝炎ウイルス
の治療用ワクチンの開発を図
る。（厚生労働省）
○牛海綿状脳症（ＢＳＥ）及び
人獣共通感染症の制圧のため
の技術開発（農林水産省、平
成16年度：8.6億円）

○人獣共通感染症等の新興・再興感染症において
は、関係府省等と適切に連携し、協力していくことが
必要。
○Ｃ型肝炎ウイルスの受動免疫療法の開発、抗インフ
ルエンザウイルス薬の小児への投与の安全性および
効果の検討の充実、共通中和モノクローナル抗体の
亜型インフルエンザウイルスに対する予防効果の検
討など
○ＢＳＥや鳥インフルエンザをはじめとした人獣共通感
染症の制圧は喫緊の課題であり、更なる研究の加速
化が重要となる。
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生物の生体防御機構を利用し
て､感染症､がん､免疫･アレル
ギー性疾患の予防・治療法を開
発する。また、さらに、重大家畜
伝染病の診断方法や新しい発
想での薬剤耐性菌の予防・治療
技術を確立する。

○平成14年から現在にかけ
て、ＳＡＲＳや鳥インフルエンザ
等の新興・再興感染症が東・東
南アジアを中心に発生してお
り、アメリカで現在発生している
ウエストナイル熱等もふくめ、新
興・再興感染症に対して、国際
的に関心が高まっている。これ
らのウイルス等に対する生体の
免疫防御機構等の解明による
新たなワクチンや治療薬の開
発が求められている。
○　本邦におけるリウマチ、気
管支喘息、アトピー性皮膚炎、
花粉症等のリウマチ・アレル
ギー疾患を有する患者は、国
民の３０％にのぼると言われて
おり、また、長期にわたり著しく
支障をきたすため、国民の健康
上重大かつ放置できない重要
な問題となっている。そこでこれ
らの疾患について、発症原因と
病態との関係を明らかにし、予
防、診断及び治療法に関する
新規技術を開発するとともに、
既存の治療法の再評価を行う
ことにより、国民に対してより適
切な医療の提供を目指す必要
がある。
○　現在のがんの治療は、手
術療法、放射線療法、化学療
法を基本として行われている
が、これらをもってしても効果が
ない難治性がんが依然として
存在する。第４の治療法として
生体防御機構を利用した治療
法が期待を集めている所以で
ある。
○新興・再興感染症の予防に
向けて新世代ワクチンとして期
待される「粘膜ワクチン」開発が
期待されており、そのために粘
膜アジュバントと呼ばれる粘膜
免疫誘導機能を増強させる分
子の開発が試みられている。

○（独）理化学研究所免疫・アレル
ギー科学総合研究センターにおい
て、免疫・アレルギー疾患、感染症
等の治療法開発に資する、免疫メ
カニズムの基礎的・基盤的研究を
推進。（文部科学省、平成13年度：
41.7億円、平成14年：52.8億円、平
成15年度：51.8億円）
○科学技術振興調整費においてＢ
ＳＥやＳＡＲＳ等に係る緊急研究を
実施。（文部科学省、平成13年度：
0.7億円（ＢＳＥ）、平成15年度：1.0
億円（ＳＡＲＳ）、1.0億円（鳥インフ
ルエンザ））
○（独）科学技術振興機構の戦略
的創造研究推進事業において、
「免疫難病・感染症等の先進的医
療技術」の研究領域を設定し、基
礎的研究を推進。（文部科学省）
○厚生労働科学研究費補助金に
よる免疫アレルギー疾患予防・治
療研究事業による研究開発の推
進（厚生労働省、H13年度7.5億
円、H14年度13.1億円、H15年度
11.4億円）
○がん克服戦略研究事業（厚生労
働省、平成１５年度：１１．７億円の
内数）
○効果的医療技術の確立推進臨
床研究事業－がん分野（厚生労働
省、平成１５年度：８．３億円の内
数）
○生体防御機構を利用したワクチ
ン開発に関する研究開発（厚生労
働省、平成１５年度：1.3億円）、薬
剤耐性菌の発生動向のネットワー
クに関する研究（厚生労働省、平
成１５年度：0.３億円）

○アレルギー発症制御に不可欠な
リンパ球NKT細胞や免疫制御する
Ｔ細胞マスター遺伝子(FOXP3)等を
発見。○ＢＳＥに関する緊急研究で
は、ＢＳＥ診断法の標準化に関する
報告書を取りまとめた。
○　アレルギー疾患の発症要因と
して、遺伝的要因（胎内因子）と環
境的要因（胎外因子）との連関を検
討し、免疫発症に対するそれらの
影響及びアレルギー疾患発症の予
測手法に関する基礎的知見を得
た。
○　スギ花粉遺伝子の導入による
スギ花粉症ＤＮＡワクチンを開発
し、イヌ花粉症患畜にてその効果を
実証。
○　改正食品衛生法において主要
アレルギー物質含有食品の表示が
義務化されたが、その表示義務品
目の設定に際し、食物アレルギー
の発生原因別頻度等の疫学調査
の結果が利用された。
○　「関節リウマチに対する生物製
剤使用のためのガイドライン」を、
現在予定されている関節リウマチ
向け生物製剤の認可に先立ち作
成。生物製剤の適正使用と有害事
象の防止に有用となることが期待さ
れる。
○　「喘息予防・管理ガイドライン」
「アトピー性皮膚炎治療ガイドライ
ン」等を作成し、医療機関等へ周知
することにより、適切な予防方法及
び治療方法の普及啓発に努めてき
た。
○白血病患者に対する骨髄非破壊
的移植療法（ミニ移植）など有望な
治療法が確立されつつある。また
生体防御機構を利用したその他の
治療法の研究も急速な発展がみら
れる。
○遺伝子工学の手法を応用し毒性
がなくかつ免疫増強作用が維持さ
れている無毒化変異型コレラトキシ
ンの開発に成功した。

○引き続き、免疫メカニズムの
基礎的・基盤的研究に取り組
む。（文部科学省、平成16年
度：運営費交付金の内数）
○引き続き、競争的資金等に
おいて大学や研究所等におい
て行われている基礎的研究開
発を推進。（文部科学省）
○これまでに、免疫・アレル
ギー患者の医療環境の向上に
寄与してきたが、今後も目標の
達成に向けた取組みを予定と
しており、
・花粉症に関するＤＮＡワクチン
のヒトへの応用を目指した研究
・喘息、食物アレルギー等の難
治性アレルギー疾患に対し細
胞表面分子をターゲットとした
遺伝子治療の開発
・遺伝子診断による予知・予防
に関する研究環境因子、遺伝
素因の解明に基づくアレル
ギー疾患の予防、根治的療法
の確立
・リウマチ、膠原病に対する治
療反応予測技術の確立
・免疫反応を制御する機構の
解明に基づくリウマチ、膠原病
の新規治療法の確立
　　といったテーマを中心に研
究を推進し、その成果を行政に
反映していく。（厚生労働省）
○第３次対がん総合戦略研究
事業（厚生労働省、平成１６年
度：３１．１億円の内数）
○安全で効果のある粘膜ア
ジュバントの開発およびヒトへ
の応用。院内感染対策サーベ
イランスにつきオンラインシステ
ムの構築。（厚生労働省）

○免疫・アレルギー疾患や感染症等の予防・治療法
等においては、引き続き、重点的な取組みが必要。
○　アレルギー疾患については、喘息、アトピー性皮
膚炎、花粉症、食物アレルギー等、疾患が多岐にわた
り、またその病態については、長期にわたり慢性的に
持続し、不適切な治療法の結果により予後の悪化をも
たらす等、患者は様々な問題を抱えており、総合的な
取組みが必要。
○　リウマチ疾患についても、高齢化社会の進行に伴
い、その患者数は増加の一途にあり、またその病態
は、特に運動障害となって現れることから、個々の患
者のQOL（Quality of Life, 生活の質）のみならず、社
会における労働力・生産力の低下等経済的な視野か
らも様々な問題が発生。
○　しかるに免疫・アレルギー疾患予防・治療研究事
業は、小児（アトピー性皮膚炎・小児喘息等）から高齢
者（リウマチ性疾患等）までを対象としており、少子高
齢社会を迎えた本国が行政として抱える問題志向と
一致しているところであり、引き続き本分野に係る事
業をを推進する必要。
○無毒化変異コレラ毒素を併用したインフルエンザワ
クチンの有効性および同ワクチンの大量生産系の確
立に関する検討。
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左記取組により得られた主な成果 　

○単一細胞レベルから器官とし
ての脳全体のレベルまで脳を統
合的に捉え神経機能分子の解
明や脳の画像解析技術の開発
を進め、システムとしての高次
脳機能の解明を行う。脳の発
達･成長の生物学をベースとした
ヒトの認知・行動・思考の発達原
理を解明する。
○脳科学と行動科学、心理学、
情報科学等との融合を図り、
様々な刺激がこころと脳に与え
る影響の実態を把握する。ま
た、脳科学と教育学等の人文社
会科学との接点を広げる。

　○平成９年に我が国の脳神
経科学研究の中核的研究機関
として、理化学研究所に脳科学
総合研究センターが設置。同セ
ンターでは、脳を「知る」、「守
る」、「創る」、「育む」の４つの研
究領域を設定し、脳に関する総
合的な基礎研究を推進してい
る。
○人の生涯にわたる学習の仕
組みを明らかにし、人が本来有
している能力の健やかな発達・
成長や維持を目指すこと及び
その障害を取り除くことを目指
す研究を推進するため、文部科
学省に「脳科学と教育」研究に
関する検討会を設置し、平成１
５年７月に『「脳科学と教育」研
究の推進方策について』を取り
まとめた。

○（独）理化学研究所脳科学総合
研究センターにおいて、脳機能の
解明や脳疾患の治療、教育分野
への貢献等を目指し、脳を「知
る」、「守る」、「創る」、「育む」の４
つの領域の研究を推進。（文部科
学省、平成13年度：105.3億円、平
成14年度：102.9億円、平成15年
度：99.5億円）
○（独）科学技術振興機構の戦略
的創造研究推進事業等により、
「脳科学と教育」研究を実施。（文
部科学省、平成14年度：1.6億円、
平成15年度：5.7億円）

○前頭葉に自発的な行動の中枢を
発見するなど脳の高次機能の解明
に関する成果や、躁うつ病のテー
ラーメード治療につながる分子メカ
ニズム等の解明、また、アルツハイ
マー病のモデルマウスを用いた実
験的遺伝子治療等について成果を
あげた。
○脳科学者と教育科学者を交えた
「脳の発達と生涯に亘る学習」に関
するネットワーク会議の開催。
○非侵襲脳機能計測を活用した、
学習による高齢者の脳機能改善の
実証。

○引き続き、（独）理化学研究
所脳科学総合研究センターに
おいて、脳を「知る」、「守る」、
「創る」、「育む」の４つの領域の
研究に取り組むとともに、（独）
科学技術振興機構において、
平成16年度より開始する「心や
言葉の健やかな発達と脳の成
長」を含め、「脳科学と教育」研
究を推進する。（文部科学省）

○脳については高次機能の解明、脳疾患の病因・病
態機序の解明など、引き続き、重点的な取組みが必
要。
○「脳科学と教育」研究を世界に先駆けて開始し、有
効な成果を上げつつある。我が国の先導性確保と、研
究成果の社会への還元という点からも、研究を着実に
推進する必要がある。

平成１６年度の主な取組平成１５年度までの主な取組

　（３）こころの健康と脳に関する基礎的研究推進と精神・神経疾患の予防・治療技術への応用

動向概況研究開発の目標

課題・論点等
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研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

左記取組により得られた主な成果 　

多様な生物の遺伝子情報やタン
パク質構造･機能解析データを
蓄積し、バイオインフォマティク
スの活用により､有用遺伝子の
検出や、目的とするタンパク質
の分子設計を高精度に可能に
する。

○平成15年4月、ヒトゲノムの全
塩基配列の解読が完了し、今
後のポストゲノム研究において
は、膨大に得られた多くの情報
を効率的に活用するために、バ
イオインフォマティクス等を活用
した基盤整備が重要。

○（独）科学技術振興機構バイオイ
ンフォマティクス推進センターにお
いて、生命情報データベース等の
開発・高度化を実施。（文部科学
省、平成13年度：20.0億円、平成14
年度：21.5億円、平成15年度：20.2
億円）

○バイオインフォマティクス研究に
重要な核酸、タンパク質等の配列
や構造に関するデータベースの高
度化・標準化、ゲノム解析ツールの
開発を実施し、その活用普及活動
を行うとともに、生物系と情報系研
究者の共同研究体制を構築。

○引き続き、ヒトゲノム関連
データベース等の高度化・標準
化・拡充、ゲノム解析ツールの
開発を実施するとともに、活用
普及活動を行い、ゲノム情報科
学の研究開発を推進する。（平
成16年度：運営費交付金の内
数）

○３０億塩基対からなるヒトゲノムの解読をはじめ、膨
大なゲノム等のデータを解析するためには情報技術
の活用・融合が重要であり、引き続き重点的な取り組
みが必要。

　（４）生物機能を高度に活用した物質生産・環境対応技術開発

課題・論点等

○引き続き、（独）理化学研究
所脳科学総合研究センターに
おいて、脳を「知る」、「守る」、
「創る」、「育む」の４つの領域の
研究に取り組むとともに、（独）
科学技術振興機構において、
平成16年度より開始する「心や
言葉の健やかな発達と脳の成
長」を含め、「脳科学と教育」研
究を推進する。（文部科学省）
○こころの健康科学研究事業
（厚生労働省、平成16年度
17.6億円）
○身体機能解析・補助・代替機
器開発研究（厚生労働省）のう
ち「身体機能解析機器開発」
（平成16年度　1.0億円）

○脳については高次機能の解明、脳疾患の病因・病
態機序の解明など、引き続き、重点的な取組みが必
要。
○「脳科学と教育」研究を世界に先駆けて開始し、有
効な成果を上げつつある。我が国の先導性確保と、研
究成果の社会への還元という点からも、研究を着実に
推進する必要がある。
○精神疾患の病態解明に関する生物学的研究につ
いては、先端的な研究が進行しているが、一方、治
療、特に心理社会学的研究については緒についたば
かりであるが、緊急に取組みを要する課題も多い。ま
た、児童精神医学、人格障害、ストレス性障害等、比
較的新しい分野の取組みはまだ十分ではない。○神
経疾患についても、病態の解明・治療法開発に関して
一層の研究開発を進める必要がある。

○（独）理化学研究所脳科学総合
研究センターにおいて、脳機能の
解明や脳疾患の治療、教育分野
への貢献等を目指し、脳を「知
る」、「守る」、「創る」、「育む」の４
つの領域の研究を推進。（文部科
学省、平成13年度：105.3億円、平
成14年度：102.9億円、平成15年
度：99.5億円）
○（独）科学技術振興機構の戦略
的創造研究推進事業等により、
「脳科学と教育」研究を実施。（文
部科学省、平成14年度：1.6億円、
平成15年度：5.7億円）
○こころの健康科学研究事業（厚
生労働省、平成14年度　21.4億円
平成15年度　19.0億円）　○身体機
能解析・補助・代替機器開発研究
（厚生労働省）のうち「身体機能解
析機器開発」（平成15年度新規
1.0億円）

○前頭葉に自発的な行動の中枢を
発見するなど脳の高次機能の解明
に関する成果や、躁うつ病のテー
ラーメード治療につながる分子メカ
ニズム等の解明、また、アルツハイ
マー病のモデルマウスを用いた実
験的遺伝子治療等について成果を
あげた。
○脳科学者と教育科学者を交えた
「脳の発達と生涯に亘る学習」に関
するネットワーク会議の開催。
○非侵襲脳機能計測を活用した、
学習による高齢者の脳機能改善の
実証。
○精神分野では、睡眠障害指導マ
ニュアル（保健指導者向け、一般医
向け）作成、地域における自殺予防
のための介入手法開発、心の健康
の疫学調査実施、自殺行動に関連
する遺伝子の検索、探索眼球運動
による統合失調症診断装置の試
作、反復式経頭蓋気刺激療法の効
果解明等 、また、神経分野では
パーキン蛋白の機能解析、クロイツ
フェルトヤコブ病の治療法の開発等

平成１６年度の主な取組

アルツハイマー病やパーキンソ
ン病等の神経疾患、精神疾患、
脳の種々の発達異常などの発
症機構を解明し、遺伝子マー
カーも含め新しい診断・治療法
の技術の開発を行う。非侵襲性
脳機能計測法の臨床応用につ
いても研究を進める。

○平成９年に我が国の脳神経
科学研究の中核的研究機関と
して、理化学研究所に脳科学
総合研究センターが設置。同セ
ンターでは、脳を「知る」、「守
る」、「創る」、「育む」の４つの研
究領域を設定し、脳に関する総
合的な基礎研究を推進してい
る。
○人の生涯にわたる学習の仕
組みを明らかにし、人が本来有
している能力の健やかな発達・
成長や維持を目指すこと及び
その障害を取り除くことを目指
す研究を推進するため、文部科
学省に「脳科学と教育」研究に
関する検討会を設置し、平成１
５年７月に『「脳科学と教育」研
究の推進方策について』を取り
まとめた。
○脳科学、分子遺伝学的研究
の進展に伴い、多くの神経・筋
疾患の原因が解明されつつあ
り，今後遺伝子治療、再生医療
等による治療法の開発が期待
される。
○精神疾患については、平成1
４年には総患者数が250万人を
超えるなど、国民の大きな健康
問題となっている。最近は生物
学的研究が進歩したが、さらに
心理社会学的研究も重要視さ
れており、これらの総合的なｱﾌﾟ
ﾛｰﾁにより、原因解明や、治療
法の開発が期待される。
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ゲノム情報が明らかとなったモ
デル生物を用い、代謝シミュ
レーションなど生体反応を統合
的に理解し､細胞機能の再構成
技術を確立する。また､解析のた
めの細胞機能イメージング技術
を開発する。

○平成15年4月、ヒトゲノムの全
塩基配列の解読が完了し、今
後はポストゲノム研究によって
得られる多くの知見を元に、工
学や理学と医学、生物学等の
研究者が今まで以上に融合し、
バイオインフォマティクスや最先
端のイメージング技術等を駆使
して、細胞や生体といった複雑
な生命反応全体のシミュレー
ション技術等を開発すること等
が重要。
○ゲノムを基点とする統合バイ
オロジー・システム生物学は急
速に展開しており、米国では、
関連する各種施策が推進さ
れ、研究センター等の新設・拡
張が相次いでいる
○モデル生物のゲノム情報を
活用して代謝物質を網羅的に
解析するメタボローム解析の取
り組みが進んでいる。
○各種質量分析装置やコン
ピュータの活用により、メタボ
ロームデータを大量かつ高速に
解析して統合的理解に向けた
研究を行うことが可能になって
きている。

○細胞・生体機能シミュレーション
プロジェクト（文部科学省、平成14
年度補正：40.0億円、平成15年度：
8.0億円）
○２１世紀型革新的先端ライフサ
イエンス技術開発プロジェクト（高
度先端解析技術開発等プログラ
ム）（文部科学省、平成14年度：
43.3億円の内数、平成15年度：28.5
億円の内数）
○イネ・ゲノムシミュレーターの開
発（農林水産省、平成13年度12.4
億円、平成14年度11.0億円、平成
15年度3.2億円）
○生物機能を活用した生産プロセ
スの基盤技術開発（経済産業省、
NEDO、一般会計、平成13年度：
10.0億円、平成14年度：9.3億円の
内数）
○産業システム全体の環境調和
型への革新技術開発（経済産業
省、NEDO、特別会計、平成13年
度：10.7億円、平成14年度：18.7億
円、平成15年度：21.8億円の内数）
○植物の物質生産プロセス制御基
盤技術開発（経済産業省、NEDO、
平成14年度：9.7億円、平成15年
度：8.6億円）

○平成15年度において、細胞・生
体機能シミュレーションプロジェクト
の推進体制を整えるとともに、必要
な機器・設備等の整備、研究者の
雇用等を行い、本格的に研究に着
手。
○生体内分子動的可視化センサー
分子の開発と応用等を目的とした
課題について採択し、推進してい
る。
○各種イネ・ゲノムデータベース
（遺伝子予測DB、プロテオーム
DB、育種学DB等）のプロトタイプ構
築
○イネ葉細胞基本代謝系の全動的
モデルを構築
○イネ生育モニタリングシステムを
開発
○大腸菌等の主要代謝経路シミュ
レーションを実施するため、190反
応（153酵素、212代謝産物）が含ま
れる大規模なモデルを作成した。
○植物の物質生産機能の解析を
実施し、酵素や関連遺伝子機能の
解析を進めた。また、シロイヌナズ
ナに関する情報及びクローンを解
析し25,000余の遺伝子に分類し、こ
のうち約8,000遺伝子を搭載したマ
イクロアレイを設計・テスト生産する
ことにより、生体反応を統合的に理
解する上での研究ツールを作成す
るとともに、統合代謝経路データ
ベースの初期バージョーンを構築し
た。

○引き続き、これまで「細胞・生
体機能シミュレーションプロジェ
クト」で実施されてきた各種技
術開発について取り組む。（文
部科学省）
○新たに最先端研究ニーズに
応える世界初の先端計測分析
技術・機器について技術開発
等を公募により実施。（文部科
学省）
○植物（イネ）ゲノム研究のうち
イネ・ゲノムシミュレーターの開
発（農林水産省、平成16年度：
2.5億円）
○産業システム全体の環境調
和型への革新技術開発におい
て、平成15年度までに整備され
た大腸菌単一遺伝子欠失株等
の代謝解析を行い、定量的
データをもとにモデル化及びシ
ミュレーションを行う。（経済産
業省、NEDO、平成16年度：19.0
億円の内数）
○植物の物質生産プロセス制
御基盤技術開発において、植
物の代謝系の解析とデータ
ベースの構築を実施。（経済産
業省、NEDO、平成16年度：8.2
億円）

○細胞・生体機能の計算機によるシミュレーション技
術やイメージング技術等は、次世代の技術基盤を形
成する上で重要であり、引き続き重点的な取組みが必
要。
○総合科学技術会議の優先順位付けによる指摘を踏
まえ、イネ・ゲノムシミュレーター本体の開発部分は中
止し、イネ･ゲノム統合データベースの整備のみを引き
続き実施。
○ゲノム配列／酵素データベースからのモデル自動
作成、未知代謝物質の網羅的同定、バイオインフォマ
ティクスによる代謝経路推定等が課題。
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○昆虫研究については、カイコゲノムの概要解読等世
界トップレベルの研究を進めており、当初の目標をほ
ぼ達成している。
○産学官の連携を強化し、研究成果の産業利用を促
進することが必要。
○殺虫・殺菌剤、化学肥料の使用量を削減し、環境負
荷を低減した農業技術を開発することは重要な課題
であり、着実に実施する必要がある。
○農林水産生態系に存在する有害化学物質の分解・
無毒化技術、作物への吸収抑制技術の開発を行う予
定
○バイオプロセスの導入は、生産コストの低減、新規
高付加価値物質の開発等により産業競争力強化に資
するものであるため、基盤研究のみならず実用化研究
を推進することが重要である。
○モデル生物を用いた物質生産系解析を、実用生物
を用いた物質生産効率向上に結びつけることが重要
である。

○各種生物のゲノム解析情報
の取得により、ゲノム情報に基
づいた機能改良手法の開発が
進展してきている。
○平成14年に「残留性有機汚
染物質に関するストックホルム
条約」(POPs条約)に加盟し、残
留性の高いドリン系農薬、ダイ
オキシン等の有機汚染物質の
動態を十分に把握することが求
められている。Codexにより作
物別のカドミウム濃度基準値が
検討されている。

○昆虫テクノロジー研究（農林水
産省、平成13年度：0.9億円、平成
14年度：2.3億円、平成14年度補
正：5.5億円、平成15年度：5.0億円）
○農林水産業における内分泌かく
乱物質の動態解明と作用機構に
関する総合研究(農林水産省、平
成13年度:6.6億円の内数、平成14
年度:4.0億円の内数
○農林水産生態系における有害
化学物質の総合管理技術の開発
(農林水産省、平成15年度:4.1億円
の内数)
○生物機能を活用した生産プロセ
スの基盤技術開発（経済産業省、
NEDO、一般会計、平成13年度：
10.0億円、平成14年度：9.3億円）
○産業システム全体の環境調和
型への革新技術開発（経済産業
省、NEDO、特別会計、平成13年
度：10.7億円、平成14年度：18.7億
円、平成15年度：21.8億円）
○エネルギー使用合理化生物触
媒等技術開発（経済産業省、
NEDO、平成13年度：2.4億円、平
成14年度：2.1億円、平成15年度：
1.7億円）
○植物の多重遺伝子導入技術開
発／植物機能改変技術実用化開
発（経済産業省、NEDO、平成13年
度：5.0億円、平成14年度：4.9億
円、平成15年度：3.8億円）
○植物の物質生産プロセス制御基
盤技術開発（経済産業省、NEDO、
平成14年度：9.7億円、平成15年
度：8.6億円）

○カイコゲノムについて、全体の
80％に相当する塩基配列を解読
（平成１６年２月）
○遺伝子組換えカイコを利用して
絹糸腺から有用タンパク質を吐か
せることに成功
○絹糸を加工して微粉末化に成功
し、アレルギー反応がない不織布・
化粧品など医療、生活用品への用
途を開拓。
○ダイオキシン類を分解する担子
菌を選抜。
○分解菌を集積させた木質炭化素
材を用いた、除草剤分解技術の現
地実証試験を検証。
○カドミウム汚染土壌浄化技術に
資することが可能な高吸収する植
物を選抜。
○例として大腸菌においては約１
百万塩基対（全染色体の20％相
当）の多重削除株を得た他、生育
能力が向上した削除株を得た。ま
た、酸化反応等により脂肪族・芳香
族やアルコール、ジカルボン酸等を
生成する活性を持つ微生物の探索
を行い、600株以上を取得した。
○未利用バイオマスから高効率か
つ安定的にメタンを発酵するプロセ
スのパイロットプラントデータを取得
した。また、パルプ製造工程に微生
物を用いて省資源・省エネルギー
化、使用薬品削減に資するデータ
を取得し、菌処理の効果を確認し
た。
○工業原料を植物に効率良く生産
させるために必要な要素技術として
１０種類の遺伝子を狙い通りに（連
結個数や連結の順番）連結するこ
とに成功するとともに、導入した遺
伝子の発現を安定化するベクター
の改良に取り組み、その有効性を
確認した。
○モデルとする植物の物質生産
系・調節系の解析、実用植物にお
ける目的物質生産系を解析を行っ
た。例として、グルタミン酸代謝に
関与する１０種の酵素、２０遺伝子
のうち１６遺伝子についてプロモー
ター領域を単離し、アッセイに用い
る形質転換体を作出した。

遺伝子組換え技術やクローン技
術等の生物機能を高度に活用
するための技術開発を進め、生
物を用いた有用物質の効率的
な生産・機能修飾や環境汚染物
質の分解等の産業技術を多数
実用化段階にする。

○昆虫テクノロジー研究（農林
水産省、平成16年度：5.0億円）
○アグリバイオ実用化・産業化
研究（農林水産省、平成16年
度：10.0億円）
○生物機能を活用した環境負
荷低減技術の開発（農林水産
省、平成16年度：3.5億円）
○農林水産生態系における有
害化学物質の総合管理技術の
開発(農林水産省、平成16年
度:4.5億円の内数)
○産業システム全体の環境調
和型への革新技術開発におい
て、バイオプロセス技術基盤の
構築のため、宿主細胞創製技
術開発、モデリング技術開発、
微生物遺伝資源ライブラリーの
構築、生分解・処理技術の高
度化に向けた研究開発等を実
施。（経済産業省、NEDO、平成
16年度：19.0億円）
○製造工程におけるバイオプ
ロセスの導入を加速するため、
「エネルギー使用合理化生物
触媒等技術開発」と「植物機能
改変技術実用化開発」を統合し
た上で、平成16年度から「バイ
オプロセス実用化開発プロジェ
クト」を開始し、製造プロセスの
省エネルギー化、新規高付加
価値製品の製造等を可能とす
るバイオプロセスを製造工程に
導入するための実用化開発を
１／２補助により推進する。ま
た、「愛・地球博」においてバイ
オマスプラスチックの普及に向
けた実証試験を実施する。（経
済産業省、NEDO、平成16年
度：26.1億円）
○植物の物質生産プロセス制
御基盤技術開発において、植
物の代謝系の解析および物質
生産制御技術の開発を実施。
（経済産業省、NEDO、平成16
年度：8.2億円）
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○25リソース（調査を含む）に係る
中核拠点整備、情報センターの整
備を実施。
○イネのジベルリン合成遺伝子の
突然変異体の作成やウマの胚性幹
細胞の単離等に成功。
○深海から分離・培養した３種類の
微生物の全塩基配列の決定、地殻
内微生物生態系の実証、産業化に
向けた企業との共同研究の締結
（計７社）
○平成14年4月に(独)製品評価技
術基盤機構(NITE)に生物資源保存
機関を設置し、微生物を中心とした
収集・供給体制の整備を行った。
○インドネシアとNITEにおいて
MOU(包括的覚書)、PA(プロジェクト
実施合意書)及び研究のための
MTA(資材移転契約書)を締結し、海
外の多様な微生物の収集体制を整
備した。また、インドネシア以外の
国（ミャンマー、ベトナム）でも同様
のスキーム作りを開始し、海外の多
様な微生物の収集体制の拡大を
図っている。
○インドネシア政府関係機関との
共同研究を平成15年度より開始
し、収集した菌類及び放線菌につ
いてＮＩＴＥに微生物株を移転した。
○今まで収集・培養等が困難で
あった未知微生物を海洋生物、植
物、昆虫体内等から分離し収集を
行った。
○各国の遺伝資源へのアクセスに
関する規制等のデータベースを構
築。

○バイオリソースの安定した供給体制の確保するた
め、引き続き、着実に推進していくことが必要。
○生物資源を含む生物多様性の保全と利用を目的と
した生物多様性条約(ＣＢＤ)の発効により、生物多様
性の豊かな国々の生物資源にアクセスし、新規微生
物を収集することが困難になってきたことから、ＣＢＤ
を踏まえた海外の国との覚書や共同研究などによる
協調関係の下に、未開拓生物資源の開発を行うこと
が重要である。

極限環境微生物等の多様な微
生物、動植物等の遺伝資源の
収集､確保､管理､供給体制を整
備する。また、難培養微生物等
のDNAを利用するための技術・
体制を整備する。

○平成14年3月に、平成7年10
月に「生物の多様性に関する条
約」に基づき策定された生物多
様性国家戦略の見直しがされ
た。新・生物多様性国家戦略に
おいては、生物資源の持続可
能な利用や生物遺伝資源の保
存、提供等の重要性が明記さ
れた。
○平成１４年４月に開催された
生物多様性条約第６回締約国
会議において、遺伝資源の利
用から生じる利益の公正で衡
平な配分に各国締約国が取り
組む際の国際的なガイドライン
（ボン・ガイドライン）が採択され
た。

○ナショナルバイオリソースプロ
ジェクト（文部科学省、平成14年
度：44.4億円、平成15年度：40.0億
円）
○（独）理化学研究所バイオリソー
スセンターにおいて、生物遺伝資
源（バイオリソース）を有効に活用
し、ライフサイエンス研究及びその
基盤整備を推進。（文部科学省、
平成13年度：27.5億円、平成14年
度：14.2億円、平成15年度：12.1億
円）
○（独）海洋研究開発機構（極限環
境生物フロンティア研究システム）
において、深海や地核内の微生物
や高等生物に係る研究開発を推
進。（文部科学省、平成13年度：8.0
億円、平成14年度：9.3億円、平成
15年度：8.8億円）
○生物資源保存供給施設(BRC)の
運営等(経済産業省、(独)製品評価
技術基盤機構(NITE)、平成14年
度:77億円の内数、平成15年度:78
億円の内数)
○ｹﾞﾉﾑ情報に基づいた未知微生
物遺伝資源ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰの構築(経済
産業省、NEDO、平成14年度5.5億
円、平成15年度:4.3億円)
○生物多様性条約に基づく遺伝資
源へのアクセス促進事業（経済産
業省、平成14年度：0.4億円、平成
15年度：0.65億円）

○引き続き、実験動植物、ヒト
細胞、各種生物の遺伝子材料
等のバイオリソースの整備を行
う。（文部科学省）
○（独）海洋研究開発機構にお
いて、深海微生物の遺伝子・タ
ンパク質解析及び代謝・適応機
能の研究等を行うとともに、地
殻内からの新規微生物の分
離・培養等を行う。（文部科学
省、平成１６年度：運営費交付
金の内数）
○生物資源保存供給施設
(BRC)において、バイオテクノロ
ジーの技術基盤となる微生物
を収集・保管し、産学官の研究
者等に分譲を行う。(経済産業
省、(独)製品評価技術基盤機
構、平成16年度:77億円の内
数)
○ｹﾞﾉﾑ情報に基づいた未知微
生物遺伝資源ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰの構築
において、難培養微生物等を
収集しライブラリーを構築する
ことにより、微生物による有用
物質生産技術の開発等の環境
を整備する。(経済産業省、
NEDO、平成16年度4.1億円)
○生物多様性条約に基づく遺
伝資源へのアクセス促進事業
において、途上国の生物遺伝
資源に関する情報の収集、法
制度等の調査及びデータベー
スの構築を行う。（経済産業
省、平成16年度：0.6億円）
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左記取組により得られた主な成果 　

作物及び家畜等を安全で効率
良くかつ持続的に生産、管理す
るためのシステム、機器の開発
を行う。また、微生物や有害物
質の評価等の食品の衛生管理
に関する技術を高度化する。

○平成14年4月、スウェーデン
食品庁が、炭水化物を多く含む
食材を高温で加熱して製造した
食品に、 アクリルアミドが高濃
度に含まれていると発表。

○食品の安全性及び機能性に関
する総合研究（農林水産省、平成
14年度：3.5億円の内数、平成15年
度：8.3億円の内数

○食品中の有害微生物、天然毒
素、金属、有害物質等の検出技術
の開発及び高度化を実施中。

○食品の安全性および機能性
に関する総合研究（農林水産
省、平成16年度：10.4億円の内
数

○汎用性のある技術とするための条件検討や、基礎
的知見をリスク管理に資する技術に発展させるための
研究開発を行う予定。

○農林水産省等、関係府省と密接な連携を図りつつ、
引き続き、重点的な取組みが必要。
○国際イネゲノム解読プロジェクト（１０ヶ国・地域で構
成）は、平成16年中に完全解読を完了する見込み。

課題・論点等

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

遺伝子マーカー､クローン等の先
端的技術を利用して､安全で健
康の維持向上に資する農作物
及び食品及び品質保持技術の
開発を行う。

○安全で健康の維持向上に資する農作物に対する国
民の関心が高いため、引き続き研究開発を着実に実
施する必要がある。
○課題間での緊密な連携等を図り効率的に研究を推
進することで、得られた成果を有効かつ早期に育種現
場での活用を図ることが重要である。
○家畜ゲノム研究については、肉質・肉量、抗病性に
関連する遺伝子領域を特定する等の成果を得てお
り、今後、有用遺伝子の単離・機能解明を着実に進め
る必要がある。
○汎用性のある技術とするための条件検討や、基礎
的知見をリスク管理に資する技術に発展させるための
研究開発を行う予定。

　（５）食料供給力の向上と食生活の改善に貢献する食料科学・技術の開発

○主要３アレルゲンのうち２つを欠
失した大豆品種、易消化性蛋白質
のグルテリン含量が少ない米品
種、抗酸化機能を有するアントシア
ニンを高含有するサツマイモ等を育
成
○麦・大豆・野菜等について、病害
虫抵抗性が強い品種を育成
○小麦赤かび病抵抗性について遺
伝子マーカーを開発
○トビイロウンカ抵抗性、いもち病
真性抵抗性および出穂期について
実用的な準同質遺伝子系統（一つ
の遺伝子の近傍の領域を除いて他
の特性が同じ系統）を作出した。
○DNAマーカーを用いた黒豚識別
技術を開発し、市場における表示
の信頼性確保に貢献
○農作物及び食品中のカビ毒、有
害微生物等制御技術の開発及び
高度化を実施中。

○新鮮でおいしい「ブランド・
ニッポン」農産物提供のための
総合研究（農林水産省、平成
16年度：11.0億円）
○ＤＮＡマーカーによる効率的
な新品種育成システムの開発
（農林水産省、平成16年度：4.7
億円）の実施
○畜産ゲノム研究（農林水産
省、平成16年度：1.8億円）
○アグリバイオ実用化・産業化
研究（農林水産省、平成16年
度：10億円）
○食品の安全性および機能性
に関する総合研究（農林水産
省、平成16年度：10.4億円の内
数

平成１６年度の主な取組

○引き続き、植物の機能の強
化と開発を目標にしたモデル植
物等を活用した研究に取り組
む。（文部科学省、平成16年
度：運営費交付金の内数）
○引き続き、競争的資金等に
おいて大学や研究所等におい
て行われている基礎的研究開
発を推進。（文部科学省）
○植物（イネ）ゲノム研究（農林
水産省、平成16年度：31.2億
円）

モデル植物及び農業用植物の
ゲノム解読と遺伝子機能の解明
を進める。また、その情報をもと
に植物の形態や機能の制御と
それらに関する遺伝的要因を解
析する。特に耐乾燥性、耐低温
性、耐塩性等の環境ストレス耐
性や生産性、病害虫抵抗性に
関わる遺伝子とその発現機構を
多数解明し、環境ストレス耐性
や生産性について革新的な作
物を開発する。

○主要穀物をはじめとする作物
研究の基礎として重要なイネゲ
ノムの全塩基配列の解読につ
いて、平成14年12月に、重要部
分の解読終了宣言がなされ
た。これらの解読データはホー
ムページ上で公開されている。
○イネゲノム塩基配列の重要
部分の解読が終了したことか
ら、植物ゲノム研究はポストゲ
ノムシーケンス（塩基配列情報
に基づく生命現象の解明）とい
う新たな段階を迎えている。
○世界各国は、解読された塩
基配列データ等をもとに農業及
び他産業での活用が期待され
る有用遺伝子の機能解明を加
速しており、遺伝子特許取得を
目指した激しい国際競争が本
格化している。

○（独）理化学研究所植物科学研
究センターにおいて、植物を利用し
た環境浄化を目指した環境植物研
究等、植物の機能の強化と開発を
目標にモデル植物等を活用した研
究を推進。（文部科学省、平成13
年度：21.9億円、平成14年度：18.0
億円、平成15年度：16.6億円）
○（独）科学技術振興機構の戦略
的創造研究推進事業において、
「植物の機能と制御」の領域を設
定し、基礎的研究を推進。（文部科
学省）
○植物（イネ）ゲノム研究（農林水
産省、平成13年度：52.6億円、平成
13年度補正：32.4億円、平成14年
度：57.0億円、平成14年度補正：6.3
億円、平成15年度32.0億円）

○青色光受容体の共通シグナルや
シロイヌナズナにおけるエチレン反
応経路によるアブブシジン酸シグナ
ル制御、また、根の硫黄、窒素のト
ランスポーター等を解明。
○イネゲノム重要部分の高精度塩
基配列配列解読を終了（H15.12)
○病害虫抵抗性に関連する遺伝子
等、４７個の有用遺伝子を特許化
（H15.12現在)
○遺伝地図法等の遺伝子機能解
明手法の確立
○完全長ｃDNA（約３万種）やミュー
タントパネル（遺伝子破壊系統）
等、遺伝子機能解明の鍵となる研
究試料を保有
○ゲノム情報と栽培管理・生理デー
タ等を統合するデータベースを構築

○DNAマーカーを用いた育種
技術は世界的に注目されてお
り、世界各国でマーカー開発が
進められている

○食料自給率向上のための２１世
紀の土地利用型農業確立に関す
る総合研究（農林水産省、平成13
年度：18.1億円、平成14年度：18.1
億円）
○国産野菜の持続的生産技術の
開発（農林水産省、平成14年度：
2.5億円）
○新鮮でおいしい「ブランド・ニッポ
ン」農産物提供のための総合研究
（農林水産省、平成15年度：11.8億
円）
○ＤＮＡマーカーによる効率的な新
品種育成システムの開発（農林水
産省、平成13年度：3.7億円、平成
14年度：6.0億円、平成15年度：4.7
億円）
○畜産ゲノム研究（農林水産省、
平成13年度：1.4億円、平成14年
度：1.7億円、平成15年度：1.9億円）
○食品の安全性及び機能性に関
する総合研究（農林水産省、平成
14年度：3.5億円の内数、平成15年
度：8.3億円の内数）
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研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

左記取組により得られた主な成果 　

○バイオインフォマティクス､ナノバイオロジー、システ
ム生物学などの工学・理学・医薬学・農学等の異分野
の融合は、次世代の技術基盤を形成する上で重要で
あり、引き続き重点的な取組みが必要。
○我が国は材料ナノテクノロジーや、ナノ微細加工技
術等について強みを有しており、新たな事業化、産業
化を図るため、それらの技術をバイオ分野において活
用し、各種チップやバイオツールとしての計測機器及
び医療機器等の早期市場導入を推進していく必要が
ある。
○ナノバイオテクノロジープロジェクトは、ナノ府省連
携プロジェクトの「ナノＤＤＳ］、「ナノ医療デバイス」分
野に位置づけられており、今後とも関係府省の連携の
もと推進していく。
○高齢化を迎えた現在、高齢者の疾病に対する治療
や、早期の診断・治療による健康維持・向上を図るこ
とは、重要な課題であり、これらを実現するため、医療
機器の開発を早急に推進していく必要がある。
○従来の医療技術では回復が期待できない失われた
身体機能を、人工的に代替・修復することで患者の日
常生活や社会復帰を支援することは、国民の生活の
質の向上という観点から重要である。

課題・論点等

○平成15年度において、細胞・生
体機能シミュレーションプロジェクト
の推進体制を整えるとともに、必要
な機器・設備等の整備、研究者の
雇用等を行い、本格的に研究に着
手。
○バイオインフォマティクス研究に
重要な核酸、タンパク質等の配列
や構造に関するデータベースの高
度化・標準化、ゲノム解析ツールの
開発を実施し、その活用普及活動
を行うとともに、生物系と情報系研
究者の共同研究体制を構築。
○バイオインフォマティクスやシス
テム生物学、バイオ知財等の分野
に関する人材養成の課題を採択
し、実施している。
○萌芽的先端医療技術推進研究
－ナノメディシン分野については、
平成１４年度より、ナノメディスンの
シーズとニーズのマッチングの場を
提供するためのデータベースの作
成を行っている。
○身体機能解析・補助・代替機器
開発プロジェクトについては、平成
１５年度より５年計画で開始され、
順調に進捗している。
○有用生体物質の高速・高度な自
動スクリーニングのためのナノ磁性
微粒子創製技術を確立。また、２０
分程度で３０項目程度の血液検査
を可能とするナノバイオデバイスを
開発するため、ナノピラー構造によ
る分離精製技術等の要素技術開
発を実施。
○微細加工技術を用いた再生医療
を支援するための機器等の開発を
実施。また、長期保存可能で、血液
型を問わずに使用可能な人工赤血
球の製造技術の開発を推進し、現
有の10L試作設備に対してウイルス
不活化工程の増設、改造等を実
施。
○遺伝子ネットワークをはじめ、高
速・高精度・低コスト等のバイオ
ツール・バイオインフォマティクスを
１／２補助で実用化開発中。

○平成15年度に構築した細胞・
生体機能シミュレーションプロ
ジェクトの推進体制にもとづき、
具体的なシミュレーションの開
発及びそれらに必要な解析情
報の収集に取り組む。（文部科
学省、平成16年度：7.6億円）
○引き続き、ヒトゲノム関連
データベース等の高度化・標準
化・拡充、ゲノム解析ツールの
開発を実施するとともに、活用
普及活動を行い、ゲノム情報科
学の研究開発を推進する。（文
部科学省、平成16年度：運営
費交付金の内数）
○引き続き、ＢＴ関連人材の戦
略的な育成に取り組む。（文部
科学省）
○萌芽的先端医療技術推進研
究－ナノメディシン分野（厚生
労働省、平成１６年度：１３．０
億円の内数）
○身体機能解析・補助・代替機
器開発プロジェクト（厚生労働
省、平成１６年度：７億円の内
数）
○ナノバイオテクノロジープロ
ジェクトにおいて、少量試料・短
時間・同時多項目分析が可能
なナノバイオデバイス、有用物
質の高速・高度スクリーニング
技術、再生医療を支援するた
めの機器の開発及び人工赤血
球の開発等の実用化を加速す
る。新たに高機能化内視鏡の
研究を推進する。（経済産業
省、ＮＥＤＯ、平成16年度：24.5
億円）
○バイオ・ＩＴ融合機器開発プロ
ジェクトにおいて、遺伝子ネット
ワークをはじめ、高速・高精度・
低コスト等のバイオツール・バ
イオインフォマティクスの実用
化開発を１／２補助により推進
する。（経済産業省、ＮＥＤＯ、
平成16年度：20.7億円）

平成１６年度の主な取組

様々なレベルの生命情報の高
効率な解析･収集･処理技術を
確立するなど、バイオインフォマ
ティクス､ナノバイオロジー、シス
テム生物学などの工学・理学・
医薬学・農学等の異分野の融合
による新しい分野を開拓し、融
合領域の人材を増やす。これに
より新しい生命科学の創造を目
指す。

○平成15年4月、ヒトゲノムの全
塩基配列の解読が完了し、今
後はポストゲノム研究によって
得られる多くの知見を元に、工
学や理学と医学、生物学等の
研究者が今まで以上に融合し、
バイオインフォマティクスや最先
端のイメージング技術等を駆使
して、細胞や生体といった複雑
な生命反応全体のシミュレー
ション技術等を開発すること等
が重要となる。
○萌芽的先端医療技術推進研
究（ナノメディシン分野）－近
年、我が国において国際的に
技術的優位に立つナノテクノロ
ジー・材料分野の基礎的な研
究開発への投資が拡充してい
る中、産学官の連携の下、基盤
的技術研究としてのナノテクノ
ロジーの応用が可能な主要な
分野の一つである医療におい
て研究開発を推進するととも
に、ナノテクノロジーを用いた医
療技術の開発を押し進め、研
究成果の社会・産業への迅速
な還元を目指す必要がある。
○身体機能解析・補助・代替機
器開発プロジェクト－生体機能
を立体的、総合的に捉え、個々
の要素技術を効率的に組み合
わせ、ニーズから見たシーズの
選択、組み合わせを行いシステ
ム化するという新しい発想によ
る機器開発は、国際的な競争
下に晒されている。このような
状況下で、医療機器産業の国
際競争力強化、国民の健康増
進の向上、安全・安心な医療機
器の開発等の推進を図るた
め、身体機能の解析や補助、
代替機能に焦点を置いた医療
機器開発を推進するものであ
る。
○米国は２００３年に２１世紀ナ
ノテクノロジー研究開発法が成
立し、連邦政府によるナノテクノ
ロジーに関する研究開発、教
育、商業応用等を加速。

○細胞・生体機能シミュレーション
プロジェクト（文部科学省、平成14
年度補正：40.0億円、平成15年度：
8.0億円）
○（独）科学技術振興機構バイオイ
ンフォマティクス推進センターにお
いて、生命情報データベース等の
開発・高度化を実施。（文部科学
省、平成13年度：20.0億円、平成14
年度：21.5億円、平成15年度：20.2
億円）
○科学技術振興調整費「新興分野
人材養成」プログラムを活用したＢ
Ｔ関連の融合領域等における人材
の戦略的な育成を実施。（文部科
学省）
○萌芽的先端医療技術推進研究
－ナノメディシン分野（厚生労働
省、平成１５年度：１２．０億円の内
数）
○身体機能解析・補助・代替機器
開発プロジェクト（厚生労働省、平
成１５年度：７億円の内数）
○ナノバイオテクノロジープロジェ
クト（経済産業省、ＮＥＤＯ、平成15
年度23,9億円）
○バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェ
クト（経済産業省、ＮＥＤＯ、平成14
年度補正：12.1億円、平成15年度：
21.7億円）
○タンパク質機能解析・活用プロ
ジェクト（経済産業省、NEDO、平成
15年度:24.8億円）
○早期診断・短期回復のための高
度診断・治療システムの開発（経
済産業省、NEDO、平成13年度：
17.2億円、平成14年度：16.8億円、
平成15年度：9.3億円）
○身体機能代替・修復システムの
開発（経済産業省、NEDO、平成13
年度：9.0億円、平成14年度：13.3億
円、平成15年度：6.4億円）

　（６）萌芽・融合領域の研究及び先端技術の開発
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○ナノテクノロジーやＩＴとの融合に
より、バイオテクノロジーは新たな
展開を切り拓きつつある。
○医療機器分野においての貿易
収支は、年間５０００億円程度の赤
字となっており、特に生体機能補
助・代行機器（輸入２５６０億円、輸
出３４０億円）と処置用機器（輸入
２２００億円、輸出７４０億円）の分
野においては多額の輸入超過状
態である。

○フェムトモルレベルで蛋白質相互作
用解析が可能な高感度・高速質量分
析システムと、インフォマティクスによ
る自動処理・同定システムにより、２４
時間運転で１時間に１５０以上のタン
パク質複合体を同定可能なシステムを
開発。既に１，５００遺伝子を解析済
み。約２，５００相互作用を検出。新規
相互作用はそのうち約２０％程度と予
想される。疾患に関わる約５０の相互
作用を同定済み。
○内視鏡やマニュピレータを用いた手
術システムの開発や、超音波を用いた
診断機器の開発を実施中。早期診断・
短期回復を可能とし、患者の生活の質
の向上に寄与する。一次試作機の評
価、改良を踏まえ、二次試作機の設計
を完了。
○自己修復が困難となった心機能・視
覚機能等を人工的に代替修復する機
器技術及び生体親和性の高い人工骨
材料等の開発を実施。体内埋込型人
工心臓のトータルシステムが完成し、
動物実験において、連続７０日間を達
成。

○タンパク質機能解析・活用プロ
ジェクトにおいて、ヒト完全長ｃ
DNAクローン３万個を最大限に活
用し、インフォマティクスを用いた
効率的なタンパク質機能解析手
法の確立及び機能解析を行う。
（経済産業省、NEDO、平成16年
度:23.5億円）
○内視鏡やマニピュレータを用い
た手術システムや、超音波を用い
た診断機器等について、引き続き
開発を実施し、一部については試
作機の評価も実施する。（経済産
業省、NEDO、平成16年度：4.8億
円）
○人工骨材料や体内埋込型人工
心臓のトータルシステムについて
動物実験等による評価を実施す
る。（経済産業省、NEDO、平成16
年度：7.0億円）

細胞内分子反応の非侵襲イメー
ジング装置の開発などのバイオ
イメージング技術、単一細胞機
能解析技術、一分子機能解析
技術等の次代を先取りした新し
い解析技術を開発する。さらに
その効率的な産業化を実現す
る。

○現在、ライフサイエンス分野
における計測分析技術・機器の
多くを海外からの輸入に依存し
ており、先端計測分析技術に基
づく創造的な研究開発について
取組を強化することが重要。
○細胞内の分子の動きを直接
観察できる機器が開発されれ
ば、細胞内の遺伝子ネットワー
クの解明が飛躍的に進展する
ことが期待されている。

○２１世紀型革新的先端ライフサ
イエンス技術開発プロジェクト（高
度先端解析技術開発等プログラ
ム）（文部科学省、平成14年度：
43.3億円の内数、平成15年度：28.5
億円の内数）
○細胞内ネットワークのダイナミズ
ム解析技術開発（経済産業省、Ｎ
ＥＤＯ、平成１４年度：13.2億円、平
成15年度8.9億円）

○生体内分子動的可視化センサー
分子の開発と応用等を目的とした
課題について採択し、推進してい
る。
○平成１５年度末までに細胞内の
分子の動きを３次元解析が可能な
システムのプロトタイプ機を完成。

○引き続き、これまで「２１世紀
型革新的先端ライフサイエンス
技術開発プロジェクト（高度先
端解析技術開発等プログラ
ム）」で実施されてきた各種技
術開発について取り組む。（文
部科学省）
○新たに最先端研究ニーズに
応える世界初の先端計測分析
技術・機器について技術開発
等を公募により実施。（文部科
学省）
○細胞内ネットワークのダイナ
ミズム解析技術開発において、
細胞内分子のリアルタイム３次
元解析装置の開発を推進して
いく。（経済産業省、ＮＥＤＯ、平
成16年度8.9億円）

○非侵襲イメージング技術等は、次世代の技術基盤
を形成する上で重要であり、引き続き、重点的な取組
みが必要。
○細胞内分子の解析装置については、日本のオリジ
ナル技術によって飛躍的に性能を高めることが可能
で、世界に先駆けて細胞内分子のリアルタイム３次元
解析装置の開発を推進していく必要がある。
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左記取組により得られた主な成果 　

基礎研究成果を臨床に応用す
るトランスレーショナルリサーチ
を効率的に推進するための拠点
を国内に数箇所整備し、研究を
促進すると同時に、有効性と安
全性の科学的審査体制を整備
する。

○「全国治験活性化3カ年計
画」（平成15年4月）や「第3次対
がん10か年総合戦略」（平成15
年7月）等において、トランス
レーショナルリサーチの整備・
充実の必要性が明記されるな
ど、近年その重要性が注目され
てきている。

○２１世紀型革新的先端ライフサ
イエンス技術開発プロジェクト（トラ
ンスレーショナルリサーチプログラ
ム）（文部科学省、平成14年度：
43.3億円の内数、平成15年度：28.5
億円の内数）

○免疫疾患領域や遺伝子治療・細
胞治療等の新たな治療技術開発を
目的とした課題を採択し、推進して
いる。

○これまでの研究開発につい
て引き続き取り組むとともに、
「第3次対がん10か年総合戦
略」に基づき、特にがんに関わ
る基礎研究の成果を新たな治
療法の開発につなげるための
研究（トランスレーショナルリ
サーチ）を推進する。（文部科
学省）

○関係省との情報交換など効果的な実用化に向けた
連携を図りつつ、引き続き、重点的な取組みが必要。

国内の医療技術開発の空洞化
を防ぐために、国内での企業主
導型の臨床研究を促進する。ま
た研究者、医師主導型の予防・
診療法の有効性に関して科学
的な根拠を得るために行う臨床
研究を促進する。これらを推進
するために、統計学者、臨床疫
学者、クリニカルリサーチコー
ディネーターなどの支援体制を
整備・拡充する。これにより治験
にかかる期間を短縮する。

○治験届け出件数の減少傾向
が続いており、治験環境の整備
が急務である。
厚生労働省は、平成１５年に、
薬事法を改正し医師主導の治
験という新たなスキームを作る
と共に、臨床研究倫理指針の
策定するなど、臨床研究の基
盤整備につとめている。

○我が国における治験の現状及
び課題等について提示するととも
に、国民理解の浸透と患者の権利
の尊重の重要性を踏まえ、厚生労
働省と共同で治験活性化３ヵ年計
画を策定し、平成１５年度より実
施。文部科学省においては、治験
の質の向上に寄与する治験コー
ディネーター（ＣＲＣ）養成研修を実
施。（文部科学省）
○基礎研究成果の臨床応用推進
研究（厚生労働省、平成１５年度：
１１．０億円）
○治験推進研究（厚生労働省、平
成１５年度：６．５億円）

○平成１０年度から平成１５年度ま
でに８００名超の修了者を輩出、各
国公私立大学病院における治験関
係業務等に従事。
○基礎研究成果の臨床応用推進
研究ーいくつかの研究において、す
でに基礎研究成果の臨床応用がな
されている。
○治験推進研究－５００を超える医
療機関から成る大規模治験ネット
ワークを組織し、その整備のため、
医師主導型の治験モデル事業を立
ち上げる研究等を実施することとし
ている。

○引き続き、治験コーディネー
ター（ＣＲＣ）養成研修を実施す
るとともに、３ヵ年計画の着実な
推進に努める。（文部科学省）
○基礎研究成果の臨床応用推
進研究（平成１６年度：１０．３億
円）
○治験推進研究（平成１６年
度：１０．８億円）

○施策等の着実な実施等を通じ、治験の迅速化と質
の向上を図り、国際的に魅力ある治験環境を実現す
るため、関係省庁等と連携しながら総合的な取り組み
を推進することが重要。

平成１６年度の主な取組

課題・論点等

動向概況 平成１５年度までの主な取組

　（７）先端研究成果を社会に効率良く還元するための研究の推進と制度・体制の構築

研究開発の目標
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○旧文部省と旧科学技術庁が
それぞれ運用を行ってきた遺伝
子組換え実験に係る指針につ
いて、中央省庁再編等を踏ま
え、統一化を図った「組換えＤＮ
Ａ実験指針」（平成１４年１月）を
策定、同年３月に施行。（同時
に旧指針は廃止。）
○遺伝子組換え生物等による
生物多様性への悪影響を防止
するため、平成１２年１月に「生
物多様性に関する条約のバイ
オセーフティに関するカルタヘ
ナ議定書」が採択。我が国にお
いても、本議定書の締結に必
要な国内措置を定めた「遺伝子
組換え生物等の使用等の規制
による生物の多様性の確保に
関する法律」が平成１５年６月
に成立・公布。同年１１月に議
定書を締結し、平成１６年２月
に議定書が我が国に対して発
効、同時に法律が施行された。
（「組換えＤＮＡ実験指針」の内
容は同法の下の省令等に位置
づけられ、指針は法の施行に
伴って廃止。）
○食品安全委員会が、遺伝子
組換え食品（種子植物）の安全
性評価基準を作成

○遺伝子組換え生物の環境放出
利用に当たってのリスク評価手法
等について必要な知見を集積を行
うための研究を平成15年度より実
施。（ライフサイエンス安全研究プ
ログラム　文部科学省、平成15年
度：28.5億円の内数）
○高校等において遺伝子組換え
技術に関する基礎的な理解、関心
の向上等を目的とする教育目的実
験について、「組換えＤＮＡ実験指
針」（平成１４年１月文部科学省)に
「教育目的組換えＤＮＡ実験」の枠
組みを規定。（法制化後も、指針と
同様の対応により、教育目的実験
の実施が可能。）
○教育目的遺伝子組換え実験を
行う指導者を育成するセミナー等
を実施。（文部科学省）
○遺伝子組換え食品の安全性に
ついて（パンフレット）を作成、正し
い知識の普及について努めてい
る。（厚生労働省）
○　関係省と共同で、｢遺伝子組換
え生物等の使用等の規制による生
物の多様性の確保に関する法律｣
を第１４７通常国会に提出。同法の
施行に必要な省令・告示等を整
備。（農林水産省）
○遺伝子組換え体の産業利用に
おけるリスク管理に関する研究（経
済産業省、NEDO、平成14年度：
0.8億円、平成15年度：0.8億円）
○バイオインダストリー安全対策
調査（経済産業省、平成14年度：
0.7億円、平成15年度：0.6億円）

○リスク評価手法等について知見
を集積。
○スーパーサイエンスハイスクール
やサイエンスパートナーシッププロ
グラム事業により指定された高等
学校等において、教育目的の遺伝
子組換え実験が行われた。
○教育目的の遺伝子組換え実験に
係る指導者の育成を図った。
○平成15年6月成立・公布、平成16
年2月19日施行。
○｢遺伝子組換え生物等の使用等
の規制による生物の多様性の確保
に関する法律｣に基づく承認状況
等、法の運用に関する各省統一的
なホームページを設置。
○遺伝子組換え体が生態系に与え
る影響に関する国内外の科学的知
見を収集整理し、リスク管理手法の
評価を行うための、データベースの
プロトタイプがほぼ完成した。
○微生物を開放系利用した際の周
辺微生物相への影響等のデータの
収集を行った。
○カルタヘナ議定書国内担保法の
整備に伴い、GILSP（優良工業製造
規範）として自動的に判定しても安
全性上問題のない微生物リスト
（GILSP自動化リスト）及び用いるべ
き設備の基準等を作成した。

○引き続き積極的に遺伝子組
換え生物の環境放出利用に当
たってのリスク評価手法等につ
いての研究を推進。（文部科学
省）
○「遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の多様
性の確保に関する法律」の下
で、高等学校等における遺伝
子組換え実験について安全性
を確保しつつ推進。（文部科学
省）
○学校教育等における遺伝子
組換え実験の円滑な実施に資
する情報の提供。（文部科学
省）
○｢遺伝子組換え生物等の使
用等の規制による生物の多様
性の確保に関する法律｣に基づ
く、遺伝子組換え生物等の生
物多様性影響に係る安全性評
価の実施。（農林水産省）
○遺伝子組換え体の産業利用
におけるリスク管理に関する研
究において、遺伝子組換え生
物等が生態系に与える影響に
関する国内外の科学的知見の
収集・充実を図り、データベー
スシステムの構築を推進すると
ともに、事後管理手法の開発に
向けて新たな実験データ取得
方法を導入し、実験場所も増や
して、さらなるデータの充実を
図る。（経済産業省、平成16年
度：0.8億円）
○バイオインダストリー安全対
策調査において、微生物の病
原性情報を登載したデータ
ベースの作成及びGILSP自動
化リストの更新等を行う。（経済
産業省、平成16年度：0.6億円）

○遺伝子組換え生物等規制法第３４条において、「国
は、遺伝子組換え生物等及びその使用等により生ず
る生物多様性影響に関する科学的知見の充実を図る
ため、これらに関する情報の収集、整理及び分析並び
に研究の推進その他必要な措置を講ずるよう努めな
ければならない。」と規定されており、当該研究の拡充
が重要。
○遺伝子組換え生物等規制法第３５条において、「国
は、この法律に基づく施策に国民の意見を反映し、関
係者相互間の情報収集及び意見の交換の促進を図
るため、生物多様性影響の評価に係る情報、前条の
規定により収集し、整理し及び分析した情報その他の
情報を公表し、広く国民の意見を求めるものとする。」
と規定されており、引き続き遺伝子組換え技術に関す
る広報等の活動の推進が重要。
○｢遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物
の多様性の確保に関する法律｣に基づく、適切な安全
性評価の実施。
○ホームページを通じた適切な情報提供の実施、評
価の場を公開するなどの透明性の確保等による、国
民からの信頼性の確保
○リスクコミュニケーションの促進につながるような、
安全性に係る科学的知見を一層充実し、国民理解の
増進につなげることが必要。

GMOの安全性を科学的に検証
し､安全性を評価する。それらの
知見を蓄積するとともに、社会
的受容性を高めるための広報
等の活動を促進する。
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○平成１６年２月には韓国において人クローン胚から
のＥＳ細胞の樹立が初めて報告される等、急速にライ
フサイエンスが発展しているなかで、研究の進捗状況
や社会の動向等を勘案し、適宜指針等見直しを行うこ
とが重要である。
○総合科学技術会議において、ヒト受精胚や人クロー
ン胚等のヒト胚の取扱いの在り方について検討中。
○バイオテクノロジー戦略大綱（平成１４年１２月ＢＴ戦
略会議）において、「ＥＬＳＩについての高い意識と知見
をもったＢＴ分野の研究者の要請を進める」とされてお
り、生命倫理に適切な対応を行うことができる人材を
養成することが重要。
○患者の期待に応える先端医療の実施のためには、
産学連携・医工連携が重要である。このため、患者と
医師の信頼関係の下に等しく行われるべき医療行為
等に悪影響を及ぼさないことに配慮しつつ、医療関連
行為に関する特許保護の在り方について検討する。
○バイオテクノロジーの研究成果を社会に還元するた
めには、バイオテクノロジーに関する国民の正確な理
解と一層の合意形成を図る必要がある。

○クローン技術については、平
成９年に英国において初の哺
乳類のクローン個体であるク
ローン羊（ドリー）が誕生。これ
を受けて、日本では「ヒトに関す
るクローン技術等の規制に関す
る法律」（平成１２年１２月）が制
定され、クローン人間の産生が
禁止（人クローン胚等の胎内の
移植を禁止）された。また、人ク
ローン胚等の作製については
同法に基づく指針により規制さ
れる。
○平成１０年１１月に、米国にお
いて初のヒトＥＳ細胞の樹立が
報告。
○平成１５年１０月、ユネスコに
おいて「ヒト遺伝子情報に関す
る国際宣言」が採択され、ま
た、平成１６年２月、ＯＥＣＤにお
いて「Workshop on Human
Genetic Research Databases」
が東京において開催された。
○ユネスコの「ヒトゲノムと人権
に関する世界宣言」(平成９年１
０月）等を踏まえ、「ヒトゲノム研
究に関する基本原則」（平成１２
年６月）が策定。
○我が国では、医療方法（手
術、治療、診断方法）は特許保
護の対象となっていないが、患
者がより先進的な医療を受けら
れるなど、国民の保健医療水
準の向上に資する有用で安全
な医療技術の進歩を促進する
観点から、特許保護の対象とす
ることの必要性について検討が
求められている。

○「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に
関する倫理指針」（平成１３年３月
(４月施行）　文部科学省、厚生労
働省、経済産業省）、 「ヒトＥＳ細胞
の樹立及び使用に関する指針」(平
成１３年９月　文部科学省）、 「特
定胚の取扱いに関する指針」（平
成１３年１２月文部科学省）及び
「疫学研究に関する倫理指針」（平
成１４年６月　文部科学省、厚生労
働省)を意見募集を経て策定・運
用。
○科学技術・学術審議会生命倫
理・安全部会において、報告書「機
関内倫理審査委員会の在り方に
ついて」（平成１５年３月）を取りま
とめ。（文部科学省）
○アジア各国の生命倫理観を調査
するとともに、生命倫理の施策立
案に携わるアジアの各国代表者に
よる京都会議を開催。（科学技術
振興調整費、アジアにおける生命
倫理に関する対話と普及（文部科
学省、平成１３～１５年度）
○生命科学技術推進にあたっての
諸問題を研究会を通して議論する
とともに、公開シンポジウム「“生命
倫理”－破壊と再生」においては市
民との対話を行った。(科学技術振
興調整費、生命科学技術の推進
に当たっての生命倫理と法（文部
科学省、平成１４～１５年度））
○生命科学や医療の現場におい
て生命・医療倫理への適切な対応
が可能な人材を育成するためのカ
リキュラムを構築。（文部科学省、
科学技術振興調整費、生命・医療
倫理人材養成ユニット、平成１５年
度～）
○「知的財産の創造、保護及び活
用に関する推進計画」（平成15年7
月８日知的財産戦略本部決定）に
おいて、医療関連行為の特許保護
の在り方について検討を行い、平
成16年中の早い時期に結論を得
ることとされている。これを受け、
平成15年7月に知的財産背略本部
に「医療関連行為の特許保護の在
り方に関する専門調査会」を設置
し、検討を行っている。　（内閣官
房知的財産戦略本部）
○バイオ事業化に伴う生命倫理問
題等に関する研究（経済産業省、
平成14年度：0.4億円、平成15年
度：0.4億円）

○各領域における研究の適正な推
進を確保。
○平成１６年２月までにヒトＥＳ細胞
の樹立計画１件、使用計画８件に
ついて指針への適合性を確認。
○ アジア諸国での生命倫理に関す
る対話の場を提供し、生命倫理に
関する諸問題への対応について相
互理解を深めた。
○ 我が国の研究者・社会一般の拠
り所となるような生命倫理に関する
考え方や施策について提言する報
告書を本年度中に策定する予定。
○平成15年12月17日の第6回知的
財産戦略本部において、左記専門
調査会における検討状況の報告が
行われた。
○諸外国における個人遺伝情報に
関する規制と議論の現状、生命倫
理とバイオテクノロジーの関係に関
する研究を行い、また、研究成果の
発表会を行った。

○引き続き各領域における研
究の適正な推進を確保。（文部
科学省）
○「ヒトＥＳ細胞の樹立及び使
用に関する指針」(平成１３年９
月　文部科学省） について、最
近の研究の進捗状況等を踏ま
え、見直しについて検討。（文
部科学省）
○総合科学技術会議の議論の
結果を踏まえ、人クローン胚等
の取扱いの在り方について検
討。（文部科学省）
○生命科学の研究者や医療従
事者等を対象に講義や実習を
行うことにより、生命・医療倫理
問題への適切な対応が可能な
人材等を養成。文部科学省、
(科学技術振興調整費）
○平成16年度も引き続き検討
を行い、平成16年度中の早い
時期に結論を得る。　（内閣官
房知的財産戦略本部）
○バイオ事業化に伴う生命倫
理問題等に関する研究におい
て、新たな科学技術の産業化
に伴う法的、社会的、倫理的問
題に関する研究を実施するとと
もに、研究機関、ＮＰＯ等が行う
生命倫理問題に関するシンポ
ジウム等の開催を支援。（経済
産業省、平成16年度：0.4億円）

遺伝子の検査、再生医学、生殖
医学等のライフサイエンスの急
速な進歩に伴って生み出される
様々な倫理的、社会的な諸問題
についての研究を進める。同時
に広く国民の合意を形成するた
めの様々な施策を実施する。
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大学等の研究成果から有効な
発明を見出し、知的財産として
確保するための体制を強化す
る。そのために不足しているライ
フサイエンス分野の弁理士の増
員・人材育成や目利きの人材確
保を進める。

○平成14年12月に公布された
知的財産基本法に基づき、平
成15年8月、大学等における知
的財産の創造の推進や知的財
産を有効に活用するための環
境整備等を盛り込んだ「知的財
産の創造、保護及び活用に関
する推進計画」が策定された。

○科学技術振興調整費「新興分野
人材養成」プログラムにより知的財
産の保護・活用等を担う人材を戦
略的に養成する（民間企業等の参
画も想定）ユニットを設置。（文部科
学省）
○弁理士人口の量的拡大、有為な
人材の参入促進等を目的とする新
しい弁理士試験を、平成１４年度よ
り実施。（特許庁）
○弁理士の人材育成については、
特許庁職員向け先端技術研修へ
の弁理士参加、先端技術分野の
審査基準等について審査官と討論
研修を実施
（特許庁）

○先端医学領域での知的財産の
発掘・管理・活用を担える人材の育
成を目的とした課題を採択し、実
施。
○左記弁理士試験制度改革によ
り、試験合格者が増加。これにより
弁理士の数も大幅な増加傾向にあ
る。
弁理士数
平成１３年末４，７７６人
平成１４年末５，１２１人
平成１５年末５，５４８人
○先端技術研修の弁理士参加人
数
　平成１５年度５５人
　平成１４年度９８人
○討論研修の弁理士参加人数
　平成１５年度３１人

○知的財産の保護・活用等を
担う人材の養成に取り組む。
（文部科学省）
○引き続き制度改革の趣旨に
沿った新弁理士試験を的確に
実施することにより、ライフサイ
エンス分野の弁理士の増加も
期待。
（特許庁）
○ライフサイエンスを含む特許
庁職員向けの先端技術研修を
引続き弁理士にも開放する予
定。また、先端技術分野の審査
基準等について審査官と討論
研修を実施予定。
（（独）工業所有権総合情報館）

○大学等の研究成果を国内で有効に活用するため
に、知的財産を発掘・確保し、展開させ、利用すること
ができる人材を、引き続き、着実に輩出していくことが
必要。
○弁理士の人材育成については、先端技術への理解
や頻繁に行われる審査基準の改正にも対応可能な知
財人材の育成を今後も着実に実施する必要がある。

　

左記取組により得られた主な成果 　

国家的取り組みの強化
戦略的に取り組む領域を明確化
した上で､各府省庁の施策を有
機的に連携して実施し、効果的
に研究を推進する。
施策の実行においては､競争的
資金の活用により優秀な人材を
幅広く活用していく。

　○平成１５年４月にヒト全ゲノ
ム配列が解読されるなどライフ
サイエンス分野は著しい進歩を
遂げている。

○平成１４年１２月にＢＴ戦略会議
において「バイオテクノロジー戦略
大綱を策定し、バイオテクノロジー
分野の推進のための国家的戦略
を示すとともに、具体的な行動計
画をあげてその実現に向かって施
策を推進している。

○平成１６年１月のＢＴ戦略フォ
ローアップ会議において、２００の詳
細行動計画のうち、１９９項目がす
でに実施済みもしくは実施中であ
り、施策は着実に推進されつつあ
る。

○引き続き、詳細行動計画の
推進に努める。

○行動計画の進捗状況の評価についてより詳細な報
告が必要

○技術の進歩に従って、詳細行動計画の見直しが必
要となってくる。

平成１６年度の主な取組

課題・論点等

　（8）研究開発の推進方策の基本的事項

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組
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○経済社会ニーズに対応した
産学官の共同研究を促進する
ため、科学技術振興調整費に
より「産学官共同研究の効果的
な推進」（マッチングファンド）プ
ログラムを引き続き実施。（文
部科学省、平成１６年度：５３億
円）
○大学発ベンチャー創出のた
めに必要な研究開発を引き続
き支援。（文部科学省、平成１６
年度：４３億円）
○産学官連携を推進する際に
不可欠な各種専門知識を有す
る人材を大学のニーズに対応
して配置。（文部科学省、平成
１６年度：１４億円）
○大学等において知的財産の
創出・取得・管理・活用を戦略
的に実施するための体制（大
学知的財産本部）の充実・強化
を図る。（文部科学省、平成１６
年度：２６億円）
○大学等における研究成果の
戦略的な特許化を推進するた
め、大学等の研究成果の特許
化（特に海外特許出願）等をサ
ポート。（文部科学省、平成１６
年度：２４億円）
○平成16年度においても、引き
続き事業を実施。ライフサイエ
ンス関連では、平成15年度まで
の本格実施地域８地域のほ
か、平成１５年度までの試行地
域３地域についても本格実地
地域に移行させて事業実施。
（文部科学省、平成16年度：
90.0億円の内数）
○大学発事業創出事業実用化
研究開発事業において、大学
等と民間事業者が連携して行
う研究開発テーマ（ライフサイエ
ンス分野を含む）を引き続き支
援する。（（経済産業省、
NEDO、平成16年度:26億円）

○我が国における産学官連携は最近大きく進んでい
るものの、世界でも最高水準にある我が国の大学の
研究開発能力や欧米の大学の研究成果の活用状況
にかんがみれば、十分ではなく、今後の産学官連携
の一層の推進が必要。
○経済産業省の産業クラスター計画をはじめとする他
省の施策等との連携をより一層進めることにより、研
究成果を継続的に発展させていくことが重要。
○大学における研究成果（シーズ）を活用して実用化
研究開発を行うことで、新たな産業の創出を促すこと
により、平成１６年度末までに大学発ベンチャー企業１
０００社の達成を目指す。

○平成１５年８月末、大学発ベン
チャー数：６１４社（政府系研究施設
発ベンチャーを含めると６５４社）
○平成１４年度における大学等と企
業の共同研究実績は７０００件以
上。
○平成１５年度承認ＴＬＯによる特
許出願件数４０８８件。
○平成１５年度承認ＴＬＯによる実
施許諾件数９２０件。
○各地域において、地域の有する
技術シーズを研究開発の核として、
産学官の共同研究が積極的に行
われ、着々と成果も出つつあるとこ
ろ。
○平成14年度で52件を採択、平成
14年度補正で106件を採択、平成
15年度で13件を採択した（ライフサ
イエンス分野を含む）。

産学官の効果的連携
基礎的研究を行う大学などの研
究機関と､実用化研究を行う企
業等が研究開始の早い段階か
ら連携することにより貴重な研
究成果を無駄なく産業に結びつ
ける。ベンチャー企業の支援を
強化する等の施策により､産学
官での人材の流動性を高める。
さらに、地域科学技術振興の観
点から、都道府県、民間、大学
及び公的な研究機関の有機的
な連携による開発を進める。

○平成14年12月に公布された
知的財産基本法に基づき、平
成15年8月、大学等における知
的財産の創造の推進や知的財
産を有効に活用するための環
境整備等を盛り込んだ「知的財
産の創造、保護及び活用に関
する推進計画」が策定された。
○政府として「大学発ベン
チャー３年１０００社計画」を推
進しているところであり、平成１
４年度末現在大学発ベンチャー
企業数は５３１社。

○経済社会ニーズに対応した産学
官の共同研究を促進するため、科
学技術振興調整費により「産学官
共同研究の効果的な推進」（マッチ
ングファンド）プログラムを実施。
（文部科学省、平成１４年度：２８億
円、平成１５年度：４３億円）
○大学発ベンチャー創出のために
必要な研究開発を支援。（文部科
学省、平成１４年度：１８億円、平成
１５年度：２３億円）
○産学官連携を推進する際に不
可欠な各種専門知識を有する人
材を大学のニーズに対応して配
置。（平成１６年度１月現在１０３
名）（文部科学省、平成１４年度：９
億円、平成１５年度：１４億円）
○大学等において知的財産の創
出・取得・管理・活用を戦略的に実
施するための体制（大学知的財産
本部）整備を実施。平成１５年７月
４３件を選定、８月より整備開始。
（文部科学省、平成１５年度：２４億
円）
○大学等における研究成果の戦
略的な特許化を推進するため、大
学等の研究成果の特許化等をサ
ポート。（文部科学省、平成１５年
度：１６億円）
○「知的クラスター創成事業」にお
いて、大学、公的研究機関等を核
とし、関連研究機関・研究開発型
企業等が集積した知的クラスター
の創成を平成１４年度から推進。
平成１５年度は、ライフサイエンス
関連では、本格実施地域８地域
（浜松、関西文化学術研究都市、
大阪北部、神戸、広島、香川、富
山・高岡、徳島）、試行地域３地域
（金沢、岐阜・大垣、宇部）で事業
実施。（文部科学省、平成14年度：
60.0億円の内数、平成15年度：69.0
億円の内数）
○大学発事業創出事業化研究開
発事業（経済産業省、NEDO、平成
14年度22.2億円、平成14年度補
正:30億円、平成15年度:24.1億円）
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○ヒト胚の取扱に関する最終
報告書作成に向け、検討を続
ける。（総合科学技術会議）
○これまでの研究開発につい
て引き続き取り組むとともに、
「第3次対がん10か年総合戦
略」に基づき、特にがんに関わ
る基礎研究の成果を新たな治
療法の開発につなげるための
研究（トランスレーショナルリ
サーチ）を推進する。（文部科
学省）
○引き続き社会への情報開
示、理解の促進に努める。（文
部科学省）
○みんなで考えるバイテク推進
事業（農林水産省、平成16年
度：0.9億円）
○第1種使用規程承認組換え
作物栽培実験指針の運用（農
林水産省）
○農林水産技術移転促進事業
（農林水産省、平成16年度：0.4
億円）
○バイオ事業化に伴う生命倫
理問題等に関する研究におい
て、新たな科学技術の産業化
に伴う法的、社会的、倫理的問
題に関する研究を実施するとと
もに、研究機関、ＮＰＯ等が行う
生命倫理問題に関するシンポ
ジウム等の開催を支援。（経済
産業省、平成16年度：0.4億円）

○基礎的研究成果を臨床等に適切に結びつけるため
に、引き続き重点的な取組みが必要。
○ライフサイエンスの発展に伴って生じうる新たな生
命倫理の課題に適格な対応を行うため、生命倫理に
関する研究を推進するとともに、その課題や対応策に
ついて情報提供していくことが重要。
○｢みんなで考えるバイテク推進事業｣の適切な実施。
○｢第1種使用規程承認組換え作物栽培実験指針｣の
適切な運用。
○ＴＬＯ活動を通じて得られた特許等のニーズ情報
を、研究体制へどのように反映させていくのかが課
題。
○バイオテクノロジーの研究成果を社会に還元するた
めには、バイオテクノロジーに関する国民の正確な理
解と一層の合意形成を図る必要がある。

研究成果を社会に還元する制
度･体制の整備
ライフサイエンス研究の成果を
社会に還元するために、制度や
体制を整備するとともに、先端
技術の安全性・有効性を科学的
に検証し、その結果を国民に判
りやすく説明することにより､国
民のライフサイエンス先端技術
に対する受容を高める努力を続
ける。学術的、多面的に生命倫
理について研究する。また、研
究の推進に対する社会の理解
を得るために、社会への情報開
示を積極的に進める。

○クローン技術については、平
成９年に英国において初の哺
乳類のクローン個体であるク
ローン羊（ドリー）が誕生。
○平成１０年１１月に、米国にお
いて初のヒトＥＳ細胞の樹立が
報告。
○「ヒトに関するクローン技術等
の規制に関する法律」に基づ
き、総合科学技術会議がヒト受
精胚の人の生命の萌芽として
の取扱いの在り方に関する検
討を行っている。
○平成15年6月に農林水産省
所管試験研究独立行政法人の
特許等の民間への移転を促進
する技術移転事業者（ＴＬＯ）を
農林水産大臣が認定
○平成１５年１０月、ユネスコに
おいて「ヒト遺伝子情報に関す
る国際宣言」が採択され、ま
た、平成１６年２月、ＯＥＣＤにお
いて「Workshop on Human
Genetic Research Databases」
が東京において開催された。

○生命倫理専門調査会においてヒ
ト胚の取り扱いについて２１回の会
議を開き検討を重ねてきた。（総合
科学技術会議）
○２１世紀型革新的先端ライフサ
イエンス技術開発プロジェクト（トラ
ンスレーショナルリサーチプログラ
ム及びライフサイエンス安全研究
プログラム）（文部科学省、平成14
年度：43.3億円の内数、平成15年
度：28.5億円の内数）
○「個人の遺伝情報に応じた医療
の実現プロジェクト」等の個々のプ
ロジェクト等にかかるシンポジウム
を開催。また、それぞれのプロジェ
クトについてホームページを開設。
（文部科学省）
○アジア各国の生命倫理観を調査
するとともに、生命倫理の施策立
案に携わるアジアの各国代表者に
よる京都会議を開催。（科学技術
振興調整費、アジアにおける生命
倫理に関する対話と普及（文部科
学省、平成１３～１５年度）
○生命科学技術推進にあたっての
諸問題を研究会を通して議論する
とともに、公開シンポジウム「“生命
倫理”－破壊と再生」においては市
民との対話を行った。(科学技術振
興調整費、生命科学技術の推進
に当たっての生命倫理と法（文部
科学省、平成１４～１５年度））
○「最近の生命倫理について」、
「ヒトに関するクローン技術等の規
制に関する法律解説資料」及び「ヒ
トＥＳ細胞の樹立及び使用に関す
る指針解説資料」等を作成し、ＨＰ
に公開。（文部科学省）
○科学技術・学術審議会生命倫
理・安全部会特定胚及びヒトＥＳ細
胞研究専門委員会における研究
計画の審査を含め、審議会を公開
で実施。（文部科学省）
○みんなで考えるバイテク推進事
業（農林水産省、平成13年度：0.5
億円、平成14年度：0.6億円、平成
15年度：1億円）
○第1種使用規程承認組換え作物
栽培実験指針（農林水産省、平成
16年2月策定）
○農林水産技術研究成果移転促
進事業（農林水産省、平成13年
度：0.6億円、平成14年度0.5億円、
平成15年度0.4億円）
○バイオ事業化に伴う生命倫理問
題等に関する研究（経済産業省、
平成14年度：0.4億円、平成15年
度：0.4億円）

○「ヒト胚の取扱いに関する基本的
考え方」（中間報告書）をとりまと
め、パブリックコメントを募集した。
また東京都神戸でシンポジウムを
開催した。
○免疫疾患領域や遺伝子治療・細
胞治療等の新たな治療技術開発を
目的とした課題を採択し、推進して
いる。
○シンポジウムの開催及びホーム
ページを開設。
○ アジア諸国に生命倫理に関する
対話の場を提供し、生命倫理に関
する諸問題への対応について相互
理解を深めた。
○ 我が国の研究者・社会一般の拠
り所となるような生命倫理に関する
考え方や施策について提言する報
告書を本年度中に策定する予定。
○国民一般に生命倫理について理
解の促進を図った。
○パンフレットの配布、体験研究、
シンポジウムの開催、ホームペー
ジを通じた情報提供、市民会議の
開催等により、遺伝子組換え技術
の国民理解を増進。
○試験研究機関が｢第1種使用規
程承認組換え作物栽培実験指針｣
に基づき栽培実験を実施すること
により、当該研究に対する国民理
解を増進。
○産業界へ農林水産関係独立行
政法人の技術を積極的に移転する
ための事業を推進中。
○諸外国における個人遺伝情報に
関する規制と議論の現状、生命倫
理とバイオテクノロジーの関係に関
する研究を行い、また、研究成果の
発表会を行った。
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○膨大かつ多様なデータベー
スの有効利用を図るため、ミレ
ニアム研究開発の成果を統合
し、利用者の利便性向上が期
待されている。
○　平成１４年４月に開催され
た生物多様性条約第６回締約
国会議において、遺伝資源の
利用から生じる利益の公正で
衡平な配分に各国締約国が取
り組む際の国際的なガイドライ
ン（ボン・ガイドライン）が採択さ
れた。

○ナショナルバイオリソースプロ
ジェクト（文部科学省、平成14年
度：44.4億円、平成15年度：40.0億
円）
○（独）科学技術振興機構バイオイ
ンフォマティクス推進センターにお
いて、生命情報データベース等の
開発・高度化を実施。（文部科学
省、平成13年度：20.0億円、平成14
年度：21.5億円、平成15年度：20.2
億円）
○創薬研究に不可欠な、生物資源
（薬用植物、細胞、遺伝子、実験用
小動物（疾患モデル動物）及び実
験用霊長類）供給事務を医薬基盤
研究所の元に一元化して、業務の
充実強化を図るべく、独立行政法
人医薬基盤研究所法案を今国会
に提出した。（厚生労働省）
○農業生物資源ジーンバンク第３
期事業（平成13～17年度、農林水
産省、（独）農業生物資源研究所）
植物、動物、微生物、ＤＮＡ部門の
センターバンクとして、サブバンク
等と協力して、遺伝資源の収集、
保存、情報管理等を行うとともに、
利用者への配布を行う。
○バイオインフォマティクス知的基
盤整備（経済産業省、平成13年
度:5.4億円、平成14年度:9.3億円、
平成15年度:7.8億円）
○生物資源保存供給施設(BRC)の
運営等(経済産業省、(独)製品評価
技術基盤機構(NITE)、平成14年
度:77億円の内数、平成15年度:78
億円の内数)
○ｹﾞﾉﾑ情報に基づいた未知微生
物遺伝資源ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰの構築(経済
産業省、NEDO、平成14年度5.5億
円、平成15年度:4.3億円)
○生物多様性条約に基づく遺伝資
源へのアクセス促進事業（経済産
業省、平成14年：0.4億円、平成15
年度：0.65億円）

○25リソース（調査を含む）に係る
中核拠点整備、情報センターの整
備を実施。
○バイオインフォマティクス研究に
重要な核酸、タンパク質等の配列
や構造に関するデータベースの高
度化・標準化、ゲノム解析ツールの
開発を実施し、その活用普及活動
を行うとともに、生物系と情報系研
究者の共同研究体制を構築。
○平成15年度までに、植物23万
点、動物896点、微生物2万点、ＤＮ
Ａ15.3万点を収集、保存。
○ミレニアム・プロジェクトの成果等
を中心として国内外の主要なヒトｃ
ＤＮＡ関係データを集めた統合デー
タベースを構築しつつあり、その成
果の一部については、平成１６年３
月に公開予定。
○平成14年4月に(独)製品評価技
術基盤機構(NITE)に生物資源保存
機関をに設置し、微生物を中心とし
た収集・供給体制の整備を行った。
○インドネシアとNITEにおいて
MOU(包括的覚書)、PA(プロジェクト
実施合意書)及び研究のための
MTA(資材移転契約書)を締結し、海
外の多様な微生物の収集体制を整
備した。また、インドネシア以外の
国（ミャンマー、ベトナム）でも同様
のスキーム作りを開始し、海外の多
様な微生物の収集体制の拡大を
図っている。
○インドネシア政府関係機関との
共同研究を平成15年度より開始
し、収集した菌類及び放線菌につ
いてＮＩＴＥに微生物株を移転した。
○今まで収集・培養等が困難で
あった未知微生物を海洋生物、植
物、昆虫体内等から分離し収集を
行った。
○各国の遺伝資源へのアクセスに
関する規制等のデータベースを構
築。

○引き続き、実験動植物、ヒト
細胞、各種生物の遺伝子材料
等のバイオリソースの整備を行
う。（文部科学省、平成16年度：
37.2億円）
○引き続きヒトゲノム関連デー
タベース等の高度化・標準化・
拡充、ゲノム解析ツールの開発
を実施するとともに、活用普及
活動を行い、ゲノム情報科学の
研究開発を推進する。（文部科
学省、平成16年度：運営費交
付金の内数）
○平成１７年度の開所に向け、
中期目標・計画、設備、内部諸
規定等を整備する。（厚生労働
省）
○遺伝資源の効率的な保存並
びにバイテクを利用した画期的
品種の育成や新作物開発のた
めの基盤的材料として高度化。
（農林水産省）
○バイオインフォマティクス知
的基盤整備において、バイオテ
クノロジー関連の膨大なデータ
の利用環境のさらなる充実を
図り、研究や産業に活かすた
めの情報基盤となる統合デー
タベースを構築する。（経済産
業省、平成16年度：7.8億円）
○物資源保存供給施設(BRC)
において、バイオテクノロジー
の技術基盤となる微生物を収
集・保管し、産学官の研究者等
に分譲を行う。(経済産業省、
(独)製品評価技術基盤機構、
平成16年度:77億円の内数)
○ｹﾞﾉﾑ情報に基づいた未知微
生物遺伝資源ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰの構築
において、難培養微生物等を
収集しライブラリーを構築する
ことにより、微生物による有用
物質生産技術の開発等の環境
を整備する。(経済産業省、
NEDO、平成16年度4.1億円)
○生物多様性条約に基づく遺
伝資源へのアクセス促進事業
において、途上国の生物遺伝
資源に関する情報の収集、法
制度等の調査及びデータベー
スの構築を行う。（経済産業
省、平成16年度：0.6億円）

○引き続き、重点的な取組みが必要。
○ジーンバンクの機能の拡充・強化を図るために以下
の点に重点をおく。
　・遺伝資源の多様性評価法の開発
　・生物の有用特性評価法の開発
　・ゲノム情報を活用したコアコレクションの作成
　・超低温等による長期保存法の開発
　・公開用データベースシステムの開発等を行う。
○バイオテクノロジー戦略大綱において、バイオイン
フォマティクスはバイオテクノロジーに関するあらゆる
産業の基盤となるものと位置づけられており、今後と
も、国家プロジェクトを中心とするデータベースの維
持・拡充に努めることが必要。
○生物資源を含む生物多様性の保全と利用を目的と
した生物多様性条約(ＣＢＤ)の発効により、生物多様
性の豊かな国々の生物資源にアクセスし、新規微生
物を収集することが困難になってきたことから、ＣＢＤ
を踏まえた海外の国との覚書や共同研究などによる
協調関係の下に、未開拓生物資源の開発を行うこと
が重要である。

生物遺伝資源等の共通基盤の
整備拡充
遺伝子やタンパク質に関する膨
大なデータを蓄積、整理する
データベースの整備やそれを支
えるデータ処理能力の向上､計
算機科学の推進を図る。
また、疾患モデルマウスや微生
物・動植物等の多様な生物遺伝
資源の収集、確保、維持、管
理、供給等の機能は長期間に
わたり継続されることが必要で
あり、国家として対応する。
　脳科学研究、精神・神経科学
研究を行うための実験用サンプ
ルや、疾患遺伝子解析を行うた
めの疾患遺伝子サンプル、医薬
品の開発等で用いる実験用のヒ
ト細胞・組織等を始めとし実験用
材料を確保することが重要であ
ることから、これらの研究基盤に
関する体制整備を進める。
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○引き続き,ＢＴ関連人材の戦
略的な育成に取り組む。（文部
科学省）
○引き続き、本制度を通じた若
手研究者の受け入れを推進す
る。（文部科学省、平成１６年
度：運営費交付金の内数）
○バイオ人材育成事業におい
て、バイオ産業に資金提供等
の支援を行う人材や、事業展
開に必要な技術人材を育成す
るため、スキルスタンダードや
カリキュラムなどを開発する。
（経済産業省、平成16年度：4.7
億円）

○引き続き、重点的な取組みが必要。
○市場の拡大や技術開発の進展に伴って、バイオ産
業に対して、事業化支援や資金提供等を行う支援人
材や、特定のバイオ技術領域に関して、精緻な作業
や試験等を行うことができる技術人材の不足が課題と
なっており、今後はこれらの人材を対象としたスキル
スタンダード等の策定が必要。

融合領域の人材育成
ライフサイエンス分野の新たな
展開を支える人材を養成、確保
する。そのためには大学やその
他の研究機関において、教育・
研究の拠点や組織を柔軟に整
備することにより、上記の異分
野の融合による新しい分野の開
拓を進め、人材を育成する。高
校の理科教育の振興のための
施策の充実を図って行く。また、
海外の優れた研究者が数多く日
本に集まり活躍できるような環
境を整備していく。

○科学技術・学術審議会人材
委員会において、現在我が国
が抱える研究人材の養成・確
保に関する諸問題について検
討を行い、平成１５年６月に第２
次提言「国際競争力向上のた
めの研究人材の養成・確保を
目指して」を取りまとめた。
○バイオテクノロジー分野にお
いては、今後の市場規模の拡
大に対し、研究者や技術者等
の不足が懸念されているところ
である。技術革新が早いバイオ
分野においては、スキルスタン
ダード（標準的な技術水準）の
確立が難しく、体系的な教育を
行うにいたっていない。また、平
成14年12月に策定された「バイ
オテクノロジー戦略大綱」にお
いては、バイオ関連人材の３倍
増など、人材供給の抜本的充
実に向けた取り組みを求めて
いるところである。

○科学技術振興調整費「新興分野
人材養成」プログラムを活用したＢ
Ｔ関連の融合領域等における人材
の戦略的な育成を実施。（文部科
学省）
○「科学技術・理科大好きプラン」
を実施。（文部科学省）
○（独）日本学術振興会において、
バイオテクノロジー研究等を含め
た海外の優秀な若手研究者の我
が国研究機関への受け入れを推
進するため、外国人特別研究員制
度を推進。（文部科学省）
○バイオ人材育成システム開発事
業（経済産業省、平成14年度補正
予算：6.5億円）

○バイオインフォマティクスやシス
テム生物学、バイオ知財等の分野
に関する課題を採択し、実施してい
る。
○従来の採用期間１～２年間の制
度に加えて、欧米研究者を対象とし
た短期枠を創設し、停滞している欧
米からの若手研究者の来日意欲を
喚起。
○バイオテクノロジー分野におい
て、人材育成を行う際に基盤となる
スキルスタンダードやカリキュラム
等を開発。また、開発したカリキュラ
ム等を用いて、実際にバイオ分野
に携わる研究者や経営者などを対
象としたモデル研修等を実施したと
ころ。
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情報通信分野

　

左記取組により得られた主な成果

○ ユビキタスネットワーク(何でも
どこでもネットワーク)技術の研究
開発(総務省、平成15年度25.0億
円)

○ ユビキタスネットワークの各要素
技術に関し、基本設計及び試作。

○ ユビキタスネットワーク(何で
もどこでもネットワーク)技術の
研究開発(総務省、平成16年
度:31.1億円)

○ 対象研究分野は極めて多方面にわたり、民間主導
では広範かつリスクが高い研究開発を個別に効率的・
効果的に進めることは困難である。

○ ユビキタスネットワーク時代に
おける電子タグの高度利活用に関
する調査研究会(平成15年4月～)

○ 左記の研究会では、電子タグの
高度利活用に向けて総合的な推進
方策等を検討（平成16年３月に報
告書をとりまとめ予定）。

○ 電子タグの高度利活用技術
に関する研究開発(総務省、平
成16年度:7.0億円)

○ 研究範囲が広範囲で、研究費も多額に上り、かつ
研究開発内容も先導性が強いため、民間単独で行う
にはリスクが高い。そのため、国が率先する形で産学
官連携による研究開発を推進する必要がある。
   電子タグ等に付与するＩＤと、ＩＤに親和性のあるネッ
トワークアドレスは、社会インフラに密接に関連するも
のであり、我が国においても、諸外国に先駆けて標準
化を確立する観点から、国家戦略として産学官連携に
よる電子タグの利活用技術に係る研究開発にできる
だけ早期に取り組む必要がある。

○ 電子タグ普及基盤整備事業
(経済産業省、平成16年度:30.0
億円)

○ 電子タグの活用によるサプライチェーン全体の合
理化のためには、電子タグの低コスト製造技術の開
発、ユーザー業界ごとの実証実験、電子タグの国際
標準化等が重要である。

家庭、オフィス、移動時など、い
つでもどこでも大量の情報を無
線及び光ネットワークを介して高
品質に交換・活用でき、高度イン
ターネットを支える超高速モバイ
ルインターネットシステムを実現
する技術を実現すること

【ユビキタス・電子タグ関連】
○ 商品の追跡管理(トレーサビ
リティ)の確保や効率的な在庫
管理 (サプライチェーンマネジメ
ント)への需要の高まり等を背
景に、電子タグの活用に大きな
期待が寄せられている。電子タ
グ利用の実証実験や実用化
が、製造、流通等で始まってい
る。

○ 日本国内では、物流、アパ
レル業界や、スーパーマーケッ
ト等において流通過程から店舗
を含めた実証実験が活発化し
つつある。最近では、消費者に
対する商品の情報提供などの
実証実験も幅広く行われる等
一般利用者が直接参加する形
の取り組みが着実に進展しつ
つある。

○ 米国防総省は平成15年10
月、納入業者に対して2005年1
月までに電子タグの使用を命じ
る方針を発表した。欧米では、
あらゆるものに番号を振る技術
の研究開発を、国際標準化を
視野に入れて、産学官連携に
より推進している。

①ネットワークがすみずみまで行き渡った社会に向けた研究開発領域

超高速モバイルインターネットシステム技術

動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組研究開発の目標 課題・論点等

情報通信－1



○ インターネットのＩＰｖ6への移行
の推進(総務省、平成15年度20.0
億円)

○ 地方自治体、企業ユーザ、家庭
ユーザ等から構成されるネットワー
クにおいてモデル実証実験を行
い、ＩＰｖ4ネットワークに影響を与え
ずにＩＰｖ6へ段階的に移行するため
に必要な基本技術について検証す
るとともに、各主体に応じた課題を
抽出し、暫定的な移行モデルを策
定。

○ インターネットのＩＰｖ6への移
行の推進(総務省、平成16年
度:17.5億円)

○ IPv6ではほぼ無限のＩＰアドレス(約340澗個(澗は10
の36乗))の割り当てが可能であるとともに、セキュリ
ティの強化及び各種設定の簡素化等が実現できる。Ｉ
Ｐｖ6を備えたインターネットへの移行が喫緊の課題で
あるが、経済・社会活動の重要な基盤となっている現
行インターネットに影響を与えずに確実かつ円滑にＩＰ
ｖ6への移行を実現するためには、各種インターネット
利用主体の参加を得て、官民の適切な連携の下、実
証実験を行い、課題解決を図り、移行モデルを策定す
ることが必要。

○ 情報家電のＩＰｖ6化に関する総
合的な研究開発(総務省、平成13
年度30.5億円、平成14年度20.5億
円、平成15年度27.7億円)

○ 我が国へのＩＰｖ6アドレス割振組
織数は、順調に増加し続けており、
平成15年末で62である。(米国に次
いで世界第2位の割振組織数。)
ＩＰｖ6マルチキャスト対応ルータ、モ
バイルＩＰｖ6対応携帯電話端末、ＩＰ
ｖ6無線通信機能内蔵デジタルカメ
ラ、ＩＰｖ6対応電気冷蔵庫等の情報
家電が実用化・商品化されつつあ
る。

○ 情報家電のＩＰｖ6化に関する
総合的な研究開発(総務省、平
成16年度:21.4億円)

○ 我が国の得意とする家電分野の技術を活用して我
が国の産業競争力の強化を図ると共に、ＩＰｖ6の高度
な機能の恩恵を利用者に還元し、ＩＰｖ6の普及を加速・
推進していくことが必要。
   また、ＩＰｖ6技術を活用する情報通信システムの開
発を民間企業のみで行うことは、需要動向等に不透
明な部分があること等からリスクが大きく、ＩＰｖ6化が
円滑に進行しないおそれがあり、国が先導して研究開
発を実施する必要がある。

○ 超高速フォトニック・ネットワーク
技術に関する研究開発(総務省、
平成13年度16.5億円、平成14年度
16.5億円、平成15年度16.5億円)

○ 幹線系超高速フォトニック・ネット
ワーク技術、アクセス系超高速フォ
トニック・ネットワーク技術及びイン
ターネットノード全光化技術の開発
及び実験。

○ 超高速フォトニック・ネット
ワーク技術に関する研究開発
(総務省、平成16年度:15.4億
円)

○ フォトニック・ネットワークの研究開発に関わる要素
技術は、材料・デバイス・ファイバ・論理素子等極めて
多方面にわたる総合的な研究開発体制が不可欠であ
り、民間主導による部分的な研究開発体制では効果
的な研究開発を行うことが困難である。
   また、情報通信技術の研究開発競争がグローバル
化している状況において、フォトニック・ネットワークの
早期実現は、我が国の経済再生、産業競争力強化等
の観点から重要である。

○ テラビット級スーパーネットワー
クの開発(総務省、平成14年度9.0
億円、平成15年度8.1億円)

○ 次の基礎実験及び改良。
①テラビット級ネットワーク制御技
術
　大容量のトラヒックを安定に交換
及びネットワークの最適な経路選
択を実現するネットワークの設計・
制御技術
②テラビット級ネットワーク管理技
術
　サービス毎にトラヒックを管理する
等の品質保証を実現するネット
ワークの管理技術
③テラビット級アクセス系接続技術
　伝送品質・伝送速度の異なるＩＰ
やモバイル等のアクセス回線の大
容量化及び高速化に対応可能なテ
ラビット級のアクセス制御技術

○ テラビット級スーパーネット
ワークの開発(総務省、平成16
年度:6.5億円)

○ テラビット級ネットワークの研究開発は、研究対象
がネットワーク運用・制御・管理、アクセス系接続等極
めて多方面にわたり、民間主導では広範かつリスクが
高い研究開発を個別に効率的・効果的に進めること
は困難である。国による主導的な研究開発を推進して
いる欧米諸国と同様の研究開発体制を整える必要が
ある。

【高速ネットワーク関連】
○ 欧米においては、ネットワー
ク技術の研究開発は重点化さ
れ、産学官一体で戦略的に推
進されている。

【IPv6関連】
○ インターネットは爆発的な普
及を遂げ、今後はパソコンに加
え、デジタルテレビ、携帯電話、
カーナビ等の情報家電が新た
にインターネットのプラット
フォームとなり、さらに利用が拡
大することが予測される。
   ＩＰｖ4でのＩＰアドレス(約43億
個)の枯渇が予測されており、ま
た、安全性・信頼性の確保やパ
ソコン以外の様々な端末による
高度かつ多様なサービスに対
するニーズが高まりつつある。

○ 米国防総省は平成15年6月
に、2008年までに管轄するすべ
てのネットワークをIPv6化すると
発表した。
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○ 新世代移動通信システムの将
来展望に関する情報通信審議会
答申(平成13年6月)

○ 第4世代移動通信システム実現
のための研究開発(総務省、平成
14年度9.0億円、平成15年度9.0億
円)

○ 左記の答申においては、重点的
な研究開発課題への注力、研究開
発・国際標準化の推進等が提言さ
れるとともに、重点的研究開発課題
として、超広帯域移動通信伝送技
術、ソフトウェア無線技術等が提示
された。

○ 超広帯域移動通信伝送技術及
びソフトウェア無線技術に関する基
礎設計、評価モデルの試作、基礎
実験及びその評価等。

○ 第4世代移動通信システム
実現のための研究開発(総務
省、平成16年度:9.5億円)

○ 第4世代移動通信システムは、新たな産業やサー
ビスの創出を可能とするＩＴ社会における重要な社会
基盤となることが期待されており、諸外国においても
研究開発の取り組みが進められている。我が国として
も、世界的な情勢に遅れることがないよう、積極的に
研究開発を推進していくことが必要である。
   また、世界をリードする研究開発を推進することによ
り、国際標準化においても我が国が大きく貢献し、イニ
シアティブを発揮することが可能となる。

○ ＩＴプログラム「世界最先端IT国
家実現重点開発プロジェクト」(うち
次世代モバイルインターネット端末
の開発)(文部科学省、平成14年
度:35.8億円の内数、平成14年度補
正:76.0億円の内数、平成15年
度:30.0億円の内数)

○ 開発したＬＳＩ等を用いた実効速
度100Mbpsの無線端末を試作 等

○ ＩＴプログラム「世界最先端IT
国家実現重点開発プロジェク
ト」(うち次世代モバイルイン
ターネット端末の開発)(文部科
学省、平成16年度:27.5億円の
内数)

○次世代無線端末の研究開発においては、更なる高
速化、小型化を目指すとともに、試作機の実証試験等
を行い、引き続き大学・企業との連携により実用化を
目指すことが重要。

○ 超高速無線LANの研究開発
(総務省、平成16年度:4.3億円)

○ ギガビットクラスの超高速無線アクセスを実現する
ためには、ミリ波帯等の高周波数帯における高度な伝
送技術、通信制御技術など、基盤技術のブレークス
ルーが必要となる。
   ギガビットクラスの超高速無線ＬＡＮは、世界最先端
のモバイルＩＴ環境の実現に重要な役割を果たすもの
と期待される。また、我が国が強みを持つモバイル技
術の産業集積をいかして、世界をリードする技術開発
を推進することにより、世界標準化においてイニシア
ティブを発揮することが可能となる。
 

○ 「e-Lifeイニシアティブ」(平成15
年4月、経済産業省「e-Life戦略研
究会」報告書)

○ デジタル情報機器相互運用基
盤プロジェクト(経済産業省、平成
15年度：10.0億円)

○ 左記の基本戦略「e-Lifeイニシ
アティブ」においては、技術の共通
化・標準化の推進、制度的環境整
備など、情報家電の普及に向けた7
つの行動計画を取りまとめた。

○ 情報家電については、相互接続
層ミドルウェア及び宅内へのアクセ
ス制御の基本仕様を策定。無線
LANスポットについては、基本アー
キテクチャの設計と必要な機能を
詳細化。要素技術の設計に着手
し、機能検証用プロトタイプを作成。

○ デジタル情報機器相互運用
基盤プロジェクト(経済産業省、
平成16年度:9.2億円)

○ デジタル情報機器が社会生活に浸透し、モバイル
社会が進むにつれて、家庭や公共の場で各種情報通
信機器を特別の知識がなくとも容易かつセキュアに接
続でき、自由な情報のやりとりを可能とする環境開発
が必要となる。各企業が独自に開発に取り組むので
はなく、各ブランドの情報家電が相互に接続・運用で
きる基盤システムを開発することが、この分野の普及
発展に重要である。
   今後、情報家電を社会システムとして着実に普及さ
せ、新たな生活様式を実現していくためには、技術的
な共通化・標準化、制度的環境整備及び要素技術の
開発など様々な課題の分析及び克服が必要。

【モバイル・情報家電関連】
○ 現在の移動通信システムで
は、第3世代移動通信システム
により最大で2Mbps、PHSによ
る128Kbps程度までが実現され
ている。ITU(国際電気通信連
合)において、第3世代携帯電話
の後継システムの実現に向け
検討が進められている。ＥＵ、
米国、韓国等において、次世代
の移動通信システムに向けて
の要素技術の研究開発が積極
的に取り組まれている。

○ 無線ＬＡＮは、ホットスポット
や家庭・オフィスにおいて急速
な普及が見られており、多くの
事業者によるサービス提供が
なされるとともに、機器の市場
も急速に拡大してきている。現
在は、54Mbpsの通信速度が実
現し、広く普及している。2．4Ｇ
Ｈｚ帯、5ＧＨｚ帯、25ＧＨｚ帯など
の周波数に応じて、伝送速度、
距離等の特徴の異なる数多く
の国際標準規格が策定されて
いる。今後、無線LANの関連市
場が継続して拡大していくととも
に、ユーザーニーズが増大、高
度化していくことが予測される。

○ 機器が相互接続されること
で新たな機能・サービスを発現
する情報家電が普及の兆しを
見せている。
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左記取組により得られた主な成果
【半導体プロセス技術】
○システムＬＳＩ等の半導体集
積回路は、情報通信機器をは
じめとする様々な製品で利用さ
れており、情報化社会の進展に
伴って、処理スピードの向上等
の高機能化が求められることと
なる。また、製品のさらなる普及
や高機能化に伴って消費電力
の増大が深刻な問題となってく
る。

○システムＬＳＩ等の高機能化・
低消費電力化を実現する有力
な手段の一つが微細加工であ
り、国際半導体ロードマップが
策定されている。このロードマッ
プによれば、技術ノードの進抄
は平成16年に90ｎｍ、平成19年
に65ｎｍ、平成22年に45ｎｍと
なる見込みである。

○次世代半導体材料・プロセス基
盤プロジェクト(MIRAI)(経済産業
省、平成13年度:38.0億円、平成14
年度:45.6億円、平成15年度:45.5億
円)

○次世代半導体材料・プロセス
基盤プロジェクト(MIRAI)(経済
産業省、平成16年度:45.5億円)

○半導体チップの高機能化、低消費電力化を実現す
ることが可能となる極微細加工に必要な材料・プロセ
ス技術開発は、現在の技術の延長では解決できない
技術課題が多く、民間企業だけでの取り組みでは困
難であるため、産・学・官の連携により進められてい
る。

【システムLSI技術】
○近い将来、PCに代わりデジタ
ル情報家電が半導体の牽引役
になると考えられている。デジタ
ル家電向けシステムLSI(SoC：
システムオンチップ)は、汎用
DRAMのような少品種多量生産
品とは異なり、LSIユーザー毎
に仕様が異なり世代交代も頻
繁であるために多品種少量生
産となることが予想される。そ
のため、半導体の設計・製造に
おいては、要求仕様に対し短時
間で対応できるシステムが要求
される。

○先端的半導体製造技術開発(経
済産業省、平成13年度:6.3億円、
平成14年度:5.8億円、平成15年
度:2.2億円)

○平成13年度は、リソグラフィー・マ
スク関連分野1事業、ウエハープロ
セス関連分野2事業、欠陥検査・計
測装置関連分野2事業を実施。

○平成14年度は、継続5件を含め、
リソグラフィー・マスク関連分野1事
業、ウエハープロセス関連分野3事
業、欠陥検査・計測装置関連分野2
事業を実施。

○平成15年度は、リソグラフィー・マ
スク関連分野1事業、ウエハープロ
セス関連分野3事業、欠陥検査・計
測装置関連分野2事業を平成14年
度に引き続き実施。

○先端的半導体製造技術開発
(経済産業省、平成16年度:2.1
億円)

○半導体製造装置の世界市場におけるシェアは日本
の約30%に対し、米国は約55%。競争力を維持・回復さ
せるためには、各企業において研究開発を積極的に
実施し、新技術・新製品を市場に提供していくことが重
要な課題の一つとなっているが、内外メーカーの売上
高に対する研究開発比率を比較してみると、日本メー
カーは概して海外に比べて低い状況。このため、各企
業の研究開発を支援し最先端の半導体製造プロセス
技術の事業化を促進させることが重要。

動向概況 平成16年度の主な取組

高機能・低消費電力デバイス技術

研究開発の目標 平成15年度までの主な取組 課題・論点等

高性能な携帯情報端末､高速の
ネットワーク等を実現する高機
能・低消費電力デバイス技術(半
導体プロセス技術､システムLSI
技術、平面ディスプレイ技術等を
含む)を実現すること

○高誘電率ゲート絶縁膜として有
望な材料に関して基礎的素子特性
データを得た。高品質な高誘電率
絶縁膜を形成するLL-D&A(Layer-
by-Layer Deposition & Annealing)
法を新規に開発した。

○低誘電率層間絶縁膜としては、
誘電率と機械的強度を制御できる
塗布型ポーラス材料で比誘電率2
以下の実現可能性を示した。低誘
電率膜としてのポーラス構造の形
成にTMCTSガス処理を加えること
により、機械的強度が向上すること
を見いだした。

○大幅に電流駆動能力が向上する
独自のひずみSOI構造トランジスタ
によりCMOS動作を従来の1.7倍高
速化した。

○将来のマスク検査装置に必要な
波長200nmで高出力の連続発振
レーザー光が得られた。

○遺伝的アルゴリズムをクロックタ
イミングバラツキの適応調整に導
入することによって、高速デジタル
回路を高速化かつ低消費電力化で
きた。
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○高効率次世代半導体製造シス
テム技術開発(経済産業省、平成
13年度:7.2億円、平成14年度:6.8億
円、平成15年度:5.3億円)

○半導体製造システムにおいて、
複数のプロセスについて個別に同
一の装置で対応可能とする共用化
技術、複数のプロセスを同一装置
で連続的に処理可能とする多機能
技術、プロセスの高精度自動制御
等によるプロセス処理時間短縮技
術、Cuメッキ及びLow-K塗布で行う
Cuデュアルダマシン配線技術を確
立し、実用性の実証を行った。
○開発技術により、100ロット／月
規模の半導体生産ファブにおける
電力使用量をロット当たりの値で、
ほぼ当初目標値である従来(平成
12年度)の40．5%に削減。

○高効率マスク製造装置技術
開発(経済産業省、平成16年
度:2.9億円)

○半導体微細加工技術の進展に伴ってマスクパター
ンが微細化される。その際、マスクの製造コストや製
造時間の増加を抑えるための技術が重要である。

○マイクロ波励起高密度プラズマ
技術を用いた省エネ型半導体製造
装置の技術開発(経済産業省、平
成14年度:12.3億円、平成15年
度:9.0億円)

○100-65nｍ世代用ゲート絶縁膜と
して、SiO2換算膜厚1.0nm以下、か
つリーク電流を1桁以上低減する窒
化酸化膜、直接窒化膜形成プロセ
スを確立した。本プロセス用に
300mmウェーハ上で1%(σ)以内の
均一性を得られる装置技術を確立
し、実証実験装置を製作した。

○低誘電率薄膜について層間誘電
率2.2以下、成膜速度3000Å/min以
上、膜厚均一性5%以下で成膜する
ことを可能とした。

○マイクロ波励起高密度プラズ
マ技術を用いた省エネ型半導
体製造装置の技術開発(経済
産業省、平成16年度:7.3億円)

○最先端システムLSI設計プロジェ
クト(経済産業省、平成15年度:6.2
億円)

○TEG(Test Element Group)による
基本性能、バラツキ、歩留り等の評
価技術を開発し、評価を開始した。

○テスト設計システム開発のため
の故障モデルの仕様を完成し、評
価を開始した。また、ＰＩ(Pattern
Integrity)検証、共通Ｉ／Ｆ(Interface)
のための環境を構築した。

○最先端システムLSI設計プロ
ジェクト(経済産業省、平成16年
度:5.1億円)

○ 半導体微細化の進展に伴い、システムＬＳＩの高集
積化が進み、設計工程数が増大。

○90nm以細の微細加工では、電気信号が正確に伝
わらなくなる問題(混信や遅延等)、加工するパターン
が正確に転写されなくなる問題等の物理設計上の問
題が深刻となることから、半導体設計の効率を大幅に
向上することが重要。
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【メモリ素子】
○DRAM(ダイナミックランダム
アクセスメモリ)は、コンピュータ
ならびに情報家電の普及に
伴ってその重要性が一層増加
し、小型化・大容量化を目指し
た開発競争が世界中で続いて
いる。さらに、不揮発性メモリも
情報家電を中心に用途が拡大
しており、不揮発性メモリとして
市販されているフラッシュメモリ
よりも高速・低消費電力となる
FeRAMやMRAMなどが検討さ
れている。

○半導体アプリケーションチッププ
ロジェクト(経済産業省、平成15年
度:33.1億円)

○メモリデバイスの研究開発(経済
産業省、平成14年度:3.6億円)

○次世代高可用性サーバーでは
ハードウェアの方針設計が完了し、
ソフトウェアでは基本設計の仕様検
討が完了した。また、Linuxサー
バーではハードウェアの詳細設計
およびソフトウェアの基本設計が完
了した。

○不揮発性メモリ(ＭＲＡＭ)では、
磁性膜などのデバイス要素技術の
検討を行い、MTJ素子のバラツキ
低減と、書き込み電流の低減を
図った。また、集積化プロセス技術
開発に着手してチップ試作を行うと
ともに、シミュレーションによる回路
技術の検証を行った。

○半導体アプリケーションチッ
ププロジェクト(経済産業省、平
成16年度:28.5億円)

○現在幅広く利用されているDRAM等よりも低消費電
力型メモリである不揮発性メモリ(MRAM)等は今後大
きな需要が見込まれている。我が国は、DRAMの競争
力を失って以来、メモリ市場で低迷。次世代メモリとし
て期待されるMRAMの早期実用化による競争力の回
復が必要。

○我が国企業は最先端技術を有するものの民間企業
単独では、ビジネスリスクが高く、十分な対応ができて
いない

○積層メモリチップ技術開発
(経済産業省、平成16年度:3.0
億円)

○微細化によるメモリチップの性能及び容量の向上も
見込まれるが、コスト面での競争が厳しいメモリ事業
においては、より効率的に性能や容量を向上させるこ
とが必要。

○メモリチップの性能及び容量を飛躍的に向上させる
ためには、高密度実装する必要があるが、既存の実
装技術では限界がきており、早急に技術開発を行うこ
とが必要。

○FeRAM(強誘電体不揮発性メモ
リ)製造技術の開発(経済産業省、
平成14年度:9.7億円)

○微細化と高信頼性を両立する大
容量ＦｅＲＡＭを実現できる製造プロ
セス構築した。

○また、さらなる大容量化を可能と
する次元立体構造のキャパシタを
有するのＦｅＲＡＭの製造プロセスを
構築した。

○FeRAM技術は我が国企業が先行し、小容量なもの
は既に一部製品化されている。こうした中、不揮発性
という特徴を有しDRAMと同程度の容量を実現するこ
とができれば、大きな市場が見込まれるDRAM代替と
して迅速に普及することが予想される。
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○低消費電力次世代ディスプレイ
製造技術ク共同研究施設整備事
業(経済産業省、平成13年度補
正:153億円)

○仙台市泉センターシティに研究
施設を建設し、低消費電力な大型
液晶ディスプレイの研究開発に必
要な製造装置を導入。

○低消費電力な大型液晶ディスプレイの革新的製造
プロセス技術では、計画どおり研究施設の整備が進
められるなど着実に研究開発が進められている。急速
な平面テレビ市場の拡大に伴い、早急に低消費電力
な大型液晶テレビの革新的製造プロセス技術を確立
することが必要となっている。

○省エネ型次世代ＰＤＰプロジェク
ト(経済産業省、平成15年度:7.7億
円)

○低消費電力化技術として、発光
効率が3ｌm/Wの高効率発光機構
(小型実験パネル)を達成予定(平成
16年3月)。小型実験パネルでの3ｌ
m/Wの実証は、世界トップレベル。

○省エネ型次世代ＰＤＰプロ
ジェクト(経済産業省、平成16年
度:8.4億円)

○次世代プラズマディスプレイ製
造技術の開発
(経済産業省、平成14年度補
正:10.0億円)

○律速工程(焼成工程及び保護膜
形成工程、封着・排気工程)の処理
速度を現状の3倍以上にできる技
術を開発し、目標を達成した。

○高効率有機デバイスの開発(経
済産業省、平成14年度:9.4億円、
平成15年度:7.8億円)

○新材料の合成により世界最高水
準の発光効率(外部量子効率
15.6%、最大視感効率29.8lm/W)を
持つ青色燐光素子の開発に成功
(平成16年2月)。

○有機アクティブ発光素子を試作し
輝度は当初目標の2倍(10,000cd/
㎡)を達成。これは有機ELと有機ト
ランジスタを組み合わせたデバイス
として世界最高レベル。(平成15年5
月)。

○高速有機トランジスタ(電圧-電流
変換効率0.1mS(ミリジーメンス)、動
作周波数30kHz)を試作した。(平成
16年2月)。

○高効率有機デバイスの開発
(経済産業省、平成16年度:8.1
億円)

○有機ＥＬでは、世界最高水準の発光効率を達成す
るなど着実に研究開発が進んでいる。他の平面ディス
プレイの普及が急速に進む中で、早期に本格的な実
用化を図るために、寿命など製品信頼性の向上や潜
在的優位性の確立に必要な技術開発に早急に取り組
む必要がある。

○エネルギー使用合理化液晶デ
バイスプロセス研究開発(経済産業
省、平成13年度:7.9億円、平成14
年度:7.0億円、平成15年度:5.1億
円)

○低温酸化技術により作成した絶
縁膜について、リーク電流密度、界
面準位密度、固定電荷密度、絶縁
耐圧等の電気特性において、高温
で作成した絶縁膜と同等性能が得
られた。

○位相シフトレーザ照射法により室
温で形成したSi単結晶粒上にTFT
の試作を行い、移動度としてｐ－
チャネル型で150cm2/Vs以上、ｎ－
チャネル型で440cm2/V以上を確認
し、いずれも実用化時の性能目標
値を越える結果が得られた。

○エネルギー使用合理化液晶
デバイスプロセス研究開発(経
済産業省、平成16年度:5.7億
円)

○中小型ディスプレイの低消費電力化、高精細化など
の高機能化を可能する技術開発では、高い電子移動
度を有する液晶シリコン基板を実現するなど着実に研
究開発が進められている。今後、表示コンテンツの高
度化、利用シーンの多様化が進むに従い、低消費電
力化、高精細化などに加え、液晶ディスプレイのシス
テム化・インテリジェント化についての技術開発を進め
て行く必要がある。

【平面ディスプレイ技術】
○地上波デジタル放送の開始
(平成15年12月)などを背景に、
平面テレビ(ＬＣＤ、ＰＤＰ)市場が
急速に拡大しており、また、携
帯電話などのモバイル分野で
も、動画コンテンツが増加し、さ
らにその利用シーンも多様化し
ている。

○液晶テレビは大型化傾向に
あり、液晶パネルメーカはガラ
ス基板サイズの大型化によるコ
スト削減を図っているが、技術
的な困難さの増大、投資コスト
の増加などの問題に直面して
おり、従来とは異なる革新的な
製造技術が要求されている。ま
た、携帯電話等に利用される中
小型液晶ディスプレイでは、表
示コンテンツの高度化、利用
シーンの多様化などに伴い、低
消費電力化、高精細化、システ
ム化など、一層の高機能化を
実現する技術が重要となってい
る。

○プラズマテレビは、消費電力
量が大きく、また、依然として高
価格な状況にある。今後の市
場拡大に向けては低消費電力
化とコスト削減が必要となって
いる。

○有機ＥＬは一部で実用化が進
んでいるが、寿命等の製品信
頼性及びデバイスとしての潜在
的な優位性が十分には確立さ
れておらず、今後、様々な製品
へ実用化を図っていくためは、
こうした課題を克服して行くこと
が必要となっている。

○プラズマディスプレイでは、世界トップレベルの発光
効率の実現や生産プロセス速度の向上技術を確立す
るなど着実に研究開発が進んでいる。急速な平面ディ
スプレイ市場拡大に伴い、早急に低消費電力化技
術、低コスト化技術の確立を図る必要がある。
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○ＩＴプログラム「世界最先端IT国
家実現重点開発プロジェクト」(うち
超小型大容量ハードディスクの開
発)
(文部科学省、平成14年度:35.8億
円の内数、平成14年度補正:76.0億
円の内数、平成15年度:30.0億円の
内数)

○平成14年度において、垂直磁気
記録方式による150ギガビット級の
ハードディスク(磁気記録媒体)の開
発に成功。

○平成15年度において、400ギガ
ビット級のハードディスクの設計仕
様を決定し、その実現の可能性を
理論的に示すなどの成果を創出。

○ＩＴプログラム「世界最先端IT
国家実現重点開発プロジェク
ト」(うち超小型大容量ハード
ディスクの開発)(文部科学省、
平成16年度:27.5億円の内数)

○従来推進されてきた面内記録方式での記録密度増
加はその限界に近づきつつあり、垂直磁気記録方式
による記録密度増加が検討されている。

○大容量光ストレージ技術の開発
(経済産業省、平成14年度:4.2億
円、平成15年度:3.1億円)

○開口径40nmの近接場光ヘッドの
石英コアを全バッチプロセスで作製
し、量産性と再現性を確認した。ナ
ノ粒子構造スーパーレンズディスク
では、60nmマーク長で31.45dBの信
号を観測した。

○ジブロックコポリマーを用いて
40nm径、80nmピッチのドットを円周
状に配置したナノパターンドメディア
ディスクを作製した。電子ビームマ
スタリングでは、幅50nmグルーブパ
ターンを0.5mm幅の範囲で描画した
原盤を作製した。

○高効率集光素子と近接場光発光
素子を検討し、組合せたヘッドを試
作した。これを搭載可能な浮上スラ
イダを試作し、浮上量 25 nm 以下
での走行を確認した。

○大容量光ストレージ技術の
開発(経済産業省、平成16年
度:4.4億円)

○近接場光を用いた光ストレージ技術では、我が国が
リードして取り組むなど着実に研究開発が進められて
いる。先端的な光技術を発展させながら、1Ｔｂ／inch2
の記録密度を実現するための技術開発を着実に進め
ていくことが必要である。

【ストレージ】
○企業、家庭、モバイルなど多
様なシーンでのＩＴ利活用が進
み、取り扱う情報量は飛躍的に
増大している。こうした状況に
伴い、情報を記憶するストレー
ジについても、その記録容量の
大容量化が求められ、2010年
頃には記録密度として
1TB/inch2の実用化が必要とさ
れ、その実現のための革新技
術が求められている。ハード
ディスク(磁気記録)の記録密度
に関しては、過去10年近くにわ
たり年率60～100%で増加してき
たが、1年ほど前より、従来の長
手磁気記録方式の限界が近づ
いているなどの理由により、増
加率が30%程度に低下している
といわれている。一方、光スト
レージ技術は、近接場光を利用
することで大容量化の可能性
が検討されている。
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○極端紫外線(EUV)露光システム
プロジェクト(経済産業省、平成14
年度:10.9億円、平成15年度:25.0億
円)

○EUV(Extreme Ultra Violet)光源
の出力を高める技術に関して、現
存のLPP(Laser Produced Plasma：
レーザ励起プラズマ)研究機関の中
で世界最高出力4Wを達成した。ま
た、光源の品位を高めるために必
要な評価に重要なプラズマイメージ
計測技術を開発し、13.5nmのEUV
像観察が可能となった。

○非球面加工を行うためのIBF(Ion
Beam Figuring)加工装置、非球面形
状を高精度に計測するための可視
光レーザーによる高再現性干渉計
測装置の製作を開始した。

○極端紫外線(EUV)露光システ
ムプロジェクト(経済産業省、平
成16年度:22.1億円)

○極端紫外線(ＥＵＶ)露光システムは、45ｎｍ以細の
極微細加工における露光システムとして有望。

○実用性能を有する光源、光学系技術等が課題。

○ＬＰＰ(Laser Produced Plasma ：
レーザー生成プラズマ)方式では、
各要素技術を総合してＥＵＶ発生実
験を実施し、シングルパルスで変換
効率0.53%を確認した。

○ＤＰＰ(Discharge Produced
Plasma ：放電生成プラズマ)方式
は、キャピラリーZピンチXeプラズマ
型で、EUVの発光を確認
(2.9mJ,2%BW,2sr)し、2ｋHz動作で集
光点見積もり5.8Wの結果を得た。

○極端紫外(EUV)光源開発等先進
半導体製造技術の実用化(文部科
学省、平成14年度補正:58.0億円、
平成15年度:12.0億円)
(文部科学省と経済産業省が連携
して、EUV開発企画政策委員会及
びEUV光源開発技術委員会の下
で、分担して研究開発を実施(平成
15年度))

○高効率EUV発光のプラズマ条件
が予測可能なシミュレーションコー
ドを開発し、レーザー方式により
EUV発光効率3%(従来の2倍以上)
の世界最高値を達成。

○極端紫外(EUV)光源開発等
先進半導体製造技術の実用化
(文部科学省、平成16年度:11.4
億円)

○EUV発光効率のさらなる向上、発光材料(ターゲット)
の10kHz高繰り返し供給及び10kW級高出力レーザー
の基盤技術開発が不可欠。我が国のEUV光源開発は
この1年で急速に進展したが、これらの基盤技術実用
化の観点から、産官学の強い連携の下に研究開発を
強力に推進する必要がある。

【その他】
○1990年代に米国で波長多重
技術(WDM)の開発・導入が先行
した。

○今後のさらなる通信量の増
大に対応するために、幹線網
のノード部分での波長と経路に
技術革新が必要。

○フォトニックネットワーク技術の
開発(経済産業省、平成14年
度:13.8億円、平成15年度:10.4億
円)

○光スイッチ、光波長変換器、光合
分波器、波長可変光源、光増幅器
等の個別要素デバイスを試作し、
個別要素機能の動作検証を実施し
た。光波長変換器では、電界吸収
型光変調器(EAM)による波長変換
として、世界最高水準の100Gb/s波
長変換動作を実証した。

○先進的半導体構造を用いた次世
代光スイッチノード用デバイスを試
作し、デバイスの基本特性評価を
実施した。量子ドット光増幅器で
は、100nmの広利得帯域と20dBm
の高出力動作を世界で初めて実証
した。

○フォトニックネットワーク技術
の開発(経済産業省、平成16年
度:8.4億円)

○高度情報化社会の発展に向けては、基盤的インフ
ラとなるネットワークの一層の高速大容量化が必要で
あり、そのための技術開発は重要。

【ＥＵＶ】
○半導体微細加工技術の進展
に伴って、リソグラフィのために
はより短波長の光源が求めら
れている。45nm以細の加工に
は、極端紫外光(EUV)を利用し
たリソグラフィが必要になるとい
われている。日本におけるリソ
グラフィによる半導体微細化技
術開発は世界のトップレベルで
あるが、特に光源開発に関して
は欧米に比べてスタートが2年
遅れているといわれている。
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○今後のさらなる通信量の増
大に対応するために、波長多
重技術(ＷＤＭ)に時間分割多重
技術(ＴＤＭ)を合わせたテラビッ
ト級・フェムト秒の超高速・大容
量化の通信デバイスが必須。

○超短パルス光エレクトロニクス技
術開発(経済産業省、平成13年
度:11.6億円、平成14年度:10.6億
円、平成15年度:8.5億円)

○超高速光パルス伝送技術を用い
た160Gb/s-8波多重(1.28Tb/s)の
波長多重/光時分割多重伝送実験
において140km無中継伝送に成功
した(世界記録)。また、モード同期
半導体レーザを用いて、480GHzの
安定なパルス列の発生を実現した
(世界最高速)。

○超短パルス光エレクトロニク
ス技術開発(経済産業省、平成
16年度:7.0億円)

○ワイヤレス通信は光通信と
共に超高速通信ネットワークの
担い手として必須の技術。
現在、携帯電話で使われてい
る１～２ＧHz帯を中心とする周
波数領域において、今後、通信
容量の不足が見込まれる。

○窒化物半導体を用いた低消費
電力型高周波デバイスの開発（経
済産業省、平成14年度8.2億円、平
成15年度6.2億円）

○Al組成とGaN膜厚均一化につい
て有効となる成長条件を絞り込み、
欠陥など結晶性阻害要因について
は、AlN層挿入により20～30％性能
を改善した。これにより競合技術と
比較して、同等以上のウェハ性能
を得た。

○2GHz帯のデバイス出力は179W
を達成した。この時点で世界最高レ
ベルであり、最終目標達成の目処
を得た。

○窒化物半導体を用いた低消
費電力型高周波デバイスの開
発（経済産業省、平成16年
度:5.8億円）

○通信量の増大に対応するために、周波数領域の高
周波化・広帯域化とあわせて高出力化が要求される。
また、情報化社会の進展に伴い、情報通信機器によ
るエネルギー消費量が増加しており、省エネルギー化
等環境問題へも配慮した技術開発も課題。

○現状のネットワークには通信
速度毎秒10ギガビットのルータ
が主に用いられているが、高度
情報化社会の進展に伴い、より
大量の情報をより高速に処理
することが必要となってきてい
る。

○次世代高速通信機器技術開
発プロジェクト(経済産業省、平
成16年度:23.3億円)

○世界最先端のIT国家となるために、世界に先行し
て、従来のネットワーク網に替わる高速・大容量・高信
頼性及び低消費電力の次世代高速通信機器の開発・
導入が必要。

○近い将来半導体の微細加工
技術に限界がくることが予想さ
れ、半導体と異なる原理で動作
するＬＳＩが必要。

○低消費電力型超電導ネットワー
クデバイスの開発(経済産業省、平
成14年度:6.1億円、平成15年度:9.1
億円)

○ニオブ系LSIに関する新試作プロ
セスを構築し、6層の積層を実現し
た。また、SFQ(Single Flux
Quantum：単一磁束量子)回路にお
ける2X2スイッチの動作を確認し
た。

○酸化物系LSIについて超電導層4
層の積層構造における絶縁層材
料、酸素導入方法の最適化、抵抗
層の積層技術を開発した。

○低消費電力型超電導ネット
ワークデバイスの開発(経済産
業省、平成16年度:6.8億円)

○低コストで、高速かつ低消費電力化の機能を備えた
超電導デバイスによる情報通信機器の開発が課題。
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左記取組により得られた主な成果

○ネットワークセキュリティ基盤技
術の推進(総務省、平成13年度
22.4億円、平成14年度22.4億円、
平成15年度24.2億円)

○電子署名文書に関して、署名間
に連鎖関係を築くことで長期にわた
る証拠性の維持を可能とする技術
を確立。

○ネットワークセキュリティ基盤
技術の推進(総務省、平成16年
度:24.4億円)

○世界的規模で生じているＩＴ革命に的確に対応し、イ
ンターネット等を通じて自由かつ安全に多様な情報や
知識を受発信できるようにすることが喫緊の課題。

○高度ネットワーク認証基盤
(総務省、平成16年度:10.4億
円)

○ユーザ利便性を向上しつつ確実な本人確認機能を
実現する新たな認証基盤技術として、本人確認の処
理をネットワーク側に具備させ、利用者が簡便で安心
して利用できるネットワーク環境を構築することが必
要。

○コンピュータウィルス等に関する
研究基盤の構築(総務省、平成15
年1.8億円)

○テストベッドの設計、試作
　・コンピュータウィルス等を外部に
漏れることなく動態保存するための
データベース環境の設計及び試
作。
　・ウィルスの感染・拡大動作を検
証する模擬ネットワークのシステム
設計及び試作

○コンピュータウィルス等に関
する研究基盤の構築(総務省、
平成16年度:1.8億円)

○将来のウィルスの発生やネットワークへの影響を包
括的に予測する研究は諸外国においても行われてお
らず、国民一人一人が安心して情報通信ネットワーク
を利用できる環境を整備することは極めて重要

○タイムスタンプ・プラットフォーム
技術の研究開発(総務省、平成15
年度2.7億円)

○高精度時刻情報配信技術や高
速・高信頼時刻認証技術につい
て、設計及び試作。

○タイムスタンプ・プラットフォー
ム技術の研究開発(総務省、平
成16年度:1.7億円)

○タイムスタンプ・プラットフォーム技術は、ネットワー
クを通じた社会経済活動の基盤となる波及性の高い
共通基盤技術であるとともに、伝送方式の共通化・標
準化に取り組むことが必要。

○「情報セキュリティ総合戦略」の
策定(平成15年10月、経済産業省
産業構造審議会情報セキュリティ
部会報告)

○情報セキュリティ研究開発評価
等事業(経済産業省、平成13年度
2.8億円、平成14年度3.5億円、平
成15年度3.5億円)

○脆弱性低減のためのプログラミ
ング手法を開発。

○情報セキュリティ研究開発評
価等事業(経済産業省、平成16
年度:5.0億円)

○情報セキュリティ分野において不可欠な官民連携を
如何に促進していくかが課題。

○電子政府行政情報化事業(経済
産業省、平成13年度14.0億円　平
成14年度9.9億円　平成15年度4.9
億円)　等

○各種暗号技術を評価。 ○電子政府行政情報化事業
(経済産業省、平成16年度:6.0
億円)

○不正アクセス行為等対策事業
(経済産業省、平成13年度1.4億
円、平成14年度1.5億円、平成15年
度6.5億円)

○インターネット定点観測システム
を構築。不正アクセス対策等に関
する普及啓発活動を実施。

○不正アクセス行為等対策事
業(経済産業省、平成16年
度:6.7億円)

課題・論点等平成16年度の主な取組

利便性(注1)、安全性(セキュリ
ティ)・信頼性(注2)、システムの
拡張性･継続性の確立、ソフト
ウェアの信頼性・生産性及びコ
ンテンツ制作・流通支援のため
の技術の向上を図る(注3)こと

【安全性（セキュリティ等）】
○近年、インターネット接続
サービスの競争が進展したこと
を受けて、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ等の
一般家庭への高速回線の普及
が本格的に始まり、定額料金制
度の導入とも相まってインター
ネットに常時接続できる環境が
急速に整いつつある。

○常時接続の利点を生かした
便利なサービスが登場する一
方で、負の側面ともいえるコン
ピュータウィルス等によるネット
ワークへの影響が短時間で広
範囲に広がることが懸念され
る。

○ネットワークに対する不正ア
クセス、ホームページの改ざ
ん、ウェブ・サイトの停止、コン
ピュータウィルス被害等、セキュ
リティに関する被害がますます
増大しており、2002年のコン
ピュータウィルスによる国内の
被害額は2約4,400億円、情報
漏えい事故による損害賠償額
は151億円と推計されている。
また、インターネットサービスプ
ロバイダがコンピュータワーム
対策に費やす経費は2004年に
は世界全体で3億7000万ドルに
のぼると予想されている。

利便性、安全性・信頼性向上技術

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組

情報通信－11



○次世代ソフトウェア開発事業(経
済産業省、平成14年度12.0億円、
平成15年度6.0億円)

○ヒューマンインターフェース分野、
デジタル情報流通分野、高信頼・高
安全分野について、世界市場にも
通用するソフトウェアを開発。

○次世代ソフトウェア開発事業
(経済産業省、平成16年度:4.0
億円)

○オープンソフトウェア活用基盤整
備事業(経済産業省、平成15年度
10.0億円)

○高信頼の基盤的ソフトウェアを開
発。

○オープンソフトウェア活用基
盤整備事業(経済産業省、平成
16年度:9.1億円)

○産学の連携、コミュニティとの連携を通じて、効果的
な技術開発を実施することが必要。

○産学連携ソフトウェア工学実
践拠点の整備(経済産業省、平
成16年度:14.8億円)

○産学連携の下、引き続き、市場の要求の高い分野
を中心に研究開発を推進することが必要。

○ｅ－Sｏｃｉｅｔｙ基盤ソフトウェアの
総合開発(文部科学省、平成15年
度:12.0億円)

○ｅ－Sｏｃｉｅｔｙ基盤ソフトウェア
の総合開発(文部科学省、平成
16年度:11.0億円)

○ソフトウェアの重要性は高まってきており、産学連携
の下、引き続き、実用化に向けて研究開発を推進する
ことが必要。また、ITの利活用を促進する研究開発を
推進することも重要。

○ビジネスグリッドコンピューティン
グプロジェクト(経済産業省、平成
15年度28.0億円)

○ビジネス利用に耐えうるグリッド
コンピューティング技術の基本機能
(ミドルウェア)を開発し、その稼働に
成功。

○ビジネスグリッドコンピュー
ティングプロジェクト(経済産業
省、平成16年度26.0億円)

○産学連携、省庁連携の下、引き続き、実用化に向け
て効果的に研究開発を推進することが必要。

○未踏ソフトウェア創造事業(経済
産業省、平成13～15年度各11.0億
円)

○独創性に優れた天才的なプログ
ラマーを28名発掘・育成。

○未踏ソフトウェア創造事業(経
済産業省、平成16年度:9.0億
円)

【利便性（ヒューマンインター
フェース等）】
○薄型ディスプレィの各種方式
が実用化・商用化され、車中や
街中などでの広告への利用も
始まった。

○小型デバイスやPCによる音
声認識が実用化され、カーナビ
などにおいて音声による操作な
情報機器が商用化されている。

○高度な遠隔医療等の実現に資
する映像関連技術の研究開発(ナ
チュラルビジョンの研究開発)(総務
省、平成13年度2.0億円、平成14年
度1.9億円、平成15年度2.3億円)

○平成14年度までに、静止画段階
での基礎的な技術開発、総合実証
実験を行った。平成15年度におい
ては、静止画と動画のナチュラルビ
ジョンの統合化技術の研究開発に
着手。

○高度な遠隔医療等の実現に
資する映像関連技術の研究開
発(ナチュラルビジョンの研究開
発)(総務省、平成16年度:7.6億
円)

○離島や僻地における高度な遠隔医療等の実現に資
する高公共性を有するとともに、汎用性が高いもの
の、リスクが高く高負担であること、新規性・技術的困
難性が高く研究開発に長期間を要すること等から、民
間企業単独では十分な研究開発の体制がとれないこ
とから、産学官が連携して取り組むことにより、実用化
を視野に入れた総合的な研究開発を計画的に実施す
る必要がある。

(注2)　不正な接続の排除､情報の秘密の保持、障害発生時の迅速な復旧などの、安全性・信頼性の向上(評価を含む)のための技術

【信頼性（ソフトウェア等）】
○ソフトウェアはあらゆる産業
の付加価値の源泉であり、経
済社会システム全体の基盤とし
て機能しており、その信頼性・
安定性を左右する存在となって
いる。たとえば汎用OSの不具
合を修正するために度重なる
パッチ作業が要求されるなど、
年々大規模化するソフトウェア
の不具合を原因とする企業情
報システムのダウン、ソフトウェ
アの品質・生産性の低下の兆
候が見られる。

○携帯電話など組み込み分野
においても高機能化に伴い開
発コストに占めるソフトウェアの
比率画増大しており、携帯電話
のリコール等の問題も起こして
いる。

○ソフトウェアの開発について
は、業界の下請け構造の問題
が表面化しており、アジア各国
へのアウトソーシングも盛んに
なってきている。アウトソーシン
グについては、その仕様を決定
できる上級のソフトウェア技術
者が不足しており、問題化して
いる。

○汎用OSの一社依存状態へ
の危機感からリナックスなどの
オープンソースソフトウェアへの
注目が高まっている。大企業に
よる正式サポートも開始され、
導入が加速している。

(注1)　必要な情報をネットワークから迅速に検索するデータベース高度化技術、大量の情報を蓄積する大容量ストレージ技術、デジタルデバイド解消技術など

(注3)　現状では達成目標を明確に示すことが困難なものについては､可能な限り将来的な展望を示しつつも、当面は研究者の自由な発想を尊重する「領域設定型研究開発」として推進する
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左記取組により得られた主な成果
【ヒューマンインターフェース】
○計算機を介して容易に多様
な情報資源を利用するための
技術開発が米国NITRDにおけ
るプログラム領域とされている。

○ネットワーク・ヒューマン・イン
ターフェースの総合的な研究開発
(総務省、平成15年度:5.3億円)

○研究開発に関する基本計画を策
定

○ネットワーク・ヒューマン・イン
ターフェースの総合的な研究開
発(総務省、平成16年度:7.3億
円)

○ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの研究開
発は、多様な要素技術を必要とするため、個々の研
究機関が効率的・効果的に進めることは困難であり、
国の主導により研究開発体制を整え、国際競争力を
強化する必要がある。

【量子工学技術】
○米国においてNITRDの体制
の下、量子情報通信技術の進
んだ段階の研究開発が進めら
れている。また、オーストラリア
やシンガポール等でも国家プロ
ジェクトが進められるなど、各国
での量子情報通信技術の研究
開発への取組みが加速してい
る。

○量子情報通信技術の研究開発
(総務省、平成13年度:1.5億円、平
成14年度:2.6億円、平成15年度:2.8
億円)

○量子状態生成・検出技術に関す
る設計・試作

○通信波長帯で100km程度の量子
暗号通信システム実験に成功

○量子情報通信研究開発に関する
国際シンポジウムを開催

○量子情報通信技術の研究開
発(総務省、平成16年度:3.2億
円)

○我が国では量子暗号技術の理論研究等を中心とし
た独自の基礎研究がなされているが、国際競争力確
保の観点からも進んだ段階の量子情報通信技術の研
究開発プロジェクトを行う必要がある。

○量子情報通信技術に関する研究期間は長期にわ
たり、リスクが高いため、単独の研究機関が実施する
ことが困難。産学官の力を結集し早急に研究開発を
行うことが必要である。

○DSL加入者数が1,000万人を
超過(平成16年1月)

○家庭からのアクセスネット
ワークの高速化やP2PからM2M
へのパラダイムシフト等により、
さらに大容量のバックボーン
ネットワークが求められている。
また、セキュリティを高める通信
技術の開発も必要とされてい
る。

○ＩＴプログラム「世界最先端IT国
家実現重点開発プロジェクト」(うち
光・電子デバイス技術の開発)(文
部科学省、H14年度:35.8億円の内
数、平成14年度補正:76.0億円の内
数、H15年度:30.0億円の内数)

○量子ドットレーザの発光波長の
不均一広がりについて15ミリ電子
ボルト以下を実現(平成16年2月時
点で世界最高記録)

○素子の試作として量産可能な
MOCVD法としては世界最長波長の
量子ドットレーザを実現

○ＩＴプログラム「世界最先端IT
国家実現重点開発プロジェク
ト」(うち光・電子デバイス技術
の開発)(文部科学省、H16年
度:27.5億円の内数)

○我が国の大学で生まれた量子ドット素子の実用化
をめざして経済産業省との連携を図りつつ、引き続き
産学連携の下、研究開発を推進することが重要

【その他】
○より高速・高密度・低消費電
力不揮発性メモリが、これから
のモバイル・省資源時代の情報
通信において必要とされてい
る。

○ＩＴプログラム「世界最先端IT国
家実現重点開発プロジェクト」(うち
高機能低消費電力メモリの開
発)(文部科学省、H14年度:35.8億
円の内数、平成14年度補正:76.0億
円の内数、H15年度:30.0億円の内
数)

○平成14年度には素子幅を小さく
しても情報記録電力が大きくならな
いスピンメモリ素子を世界で初めて
実現。平成15年度には磁性半導体
を用いたスピン3端子素子を開発
し、低消費電力でデータの書き込
みを可能とする電界アシストによる
磁化反転技術を世界で初めて実証

○ＩＴプログラム「世界最先端IT
国家実現重点開発プロジェク
ト」(うち高機能低消費電力メモ
リの開発)(文部科学省、H16年
度:27.5億円の内数)

○大学を核として開発している基盤技術を実用化に
結びつけるため、引き続き産学の連携の下、ナノ技術
を含めた研究開発を推進する必要がある。

次世代ヒューマンインターフェー
ス技術、量子工学技術など新し
い原理・技術を用いた次世代情
報通信技術の研究開発を推進
すること

②次世代のブレークスルーをもたらし将来の新しい産業の種となる領域

次世代情報通信技術等

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組 課題・論点等
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○ロボットの開発基盤となるソフト
ウェア上の基盤整備(経済産業省、
平成14年度:1.0億円、平成15年
度:0.9億円)

○モジュール化を実現するための
フレームワーク及びミドルウェアを
開発、力センサ等に実装し様々な
組合わせによる動作を確認した。

○ロボットの開発基盤となるソ
フトウェア上の基盤整備(経済
産業省、平成16年度:0.8億円)

○産業活性化のために、様々な企業が参入を容易に
するソフトウェア、ハードウェアのモジュール化・標準
化を進めることが必要。

○次世代ロボット基盤要素技術開
発(経済産業省、平成15年度:16.0
億円)

○次世代ロボット基盤要素技
術開発(経済産業省、平成16年
度:15.9億円)

○人間協調・共存型ロボット開発
(経済産業省、平成13年度:8.8億
円、平成14年度:8.3億円)

○人間環境で作業する研究用プ
ラットフォームロボットとしてヒューマ
ノイドロボットを開発。

○次世代ロボット実用化プロ
ジェクト（経済産業省、31.3億
円)

○人間と共存するロボット(次世代ロボット)は、人間と
共存する環境において安定的な動作を行うレベルに
は達しておらず、今後はロボット利用のニーズがある
分野について、実際の使用現場にて実証試験を実施
し、問題点を要素技術開発にフィードバックながら、双
方を同時並行的に進めることで、実用に即したロボッ
トシステムの高度化が必要。また、次世代ロボットの
普及の状況を見つつ、安全基準等の制度的課題につ
いて検討することが必要。

○ネットワークヒューマンイン
ターフェース(ネットワークロボッ
ト)(総務省、平成16年度:7.3億
円の内数)

○ロボット等によるIT施工システム
の開発経費(国土交通省、平成15
年度1.6億円)

○ロボット等によるIT施工シス
テムの開発経費(国土交通省、
平成16年度:1.6億円)

○身体機能解析・補助・代替機器
開発(厚生労働省、平成15年度7億
円の内数)

○身体機能解析・補助・代替機
器開発(厚生労働省、平成16年
度:7億円の内数)

【ロボット】
○産業用ロボットについては日
本のシェアが約6割を占めてい
るものの、市場が成熟し、撤退
企業が相次いでいる。一方、2
足歩行ロボットやペットロボット
の出現などを契機として、生
活、医療、福祉等人間と共存す
る環境でのロボット利用が今後
期待されており、ロボットの競技
会ではロボット研究者だけでな
く一般の参加が増加してきてい
る。

○各ロボットメーカーは人間社
会で利用されるロボットの開発
を進めているものの、ロボットの
利用ニーズが多岐にわたること
から、明確な販売戦略を立てる
ことができずロボットの市場投
入が進まない。

○米国では医療ロボットが商用
化され、軍事向けを含め実用的
なロボットの開発が進んでい
る。
欧州では第6次フレームワーク
プログラムの中で、ロボット研究
に関するNoE(Network of
Excellence) が設置されている。

高度な交通情報システム(ITS
等)、宇宙開発(通信)、環境、ナノ
技術、バイオインフォマティクス、
防災、ロボティクスなど、融合領
域において他分野との連携の下
で行う高度な情報通信技術の研
究開発を行うこと
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○準天頂衛星システムの研究開
発(総務省、平成15年度:15.0億円)

○衛星搭載用超高精度原子時計
の試作、衛星測位システム用基準
時系管理部及び高精度時刻管理
部の概念設計、衛星通信システム
概念設計を実施。

○準天頂衛星システムの研究
開発(総務省、平成16年度:25.4
億円)

○地上系の移動通信・放送やＧＰＳを補完し、洋上、
上空も含めたあらゆる場所での高速移動体通信・高
精度測位を2010年代初頭に実現するためには、平成
20年度頃の研究開発衛星打上げ、宇宙での実験実証
を行い、準天頂衛星システムに必要な技術の確立を
図る必要。

○準天頂衛星を利用した高精度測
位実験システムの研究開発（文部
科学省、平成15年度:27.0億円)(運
営費交付金中の推計額を含む)

○高精度測位実験システムの概念
設計、設計実証システムの研究モ
デルの試作、衛星搭載実験機器の
部分的な試作を実施。

○準天頂衛星を利用した高精
度測位実験システムの研究開
発（文部科学省、平成16年
度:33.0億円)(運営費交付金中
の推計額を含む)

○準天頂衛星システム開発（経済
産業省、平成15年度:12億円)

○高精度測位実験システムの概念
設計、設計実証システムの研究モ
デルの試作、衛星搭載実験機器の
部分的な試作を実施。

○準天頂衛星システム開発
（経済産業省 、平成16年度:21
億円）

○準天頂衛星システム開発（国土
交通省、平成15年度:4億円)

○高精度測位実験システムの概念
設計、設計実証システムの研究モ
デルの試作、衛星搭載実験機器の
部分的な試作を実施。

○準天頂衛星システム開発
（国土交通省、平成16年度:5億
円）

○技術試験衛星Ⅷ型(ETS-Ⅷ)の
研究開発(文部科学省、平成13年
度:73.0億円、平成14年度:42.4億
円、平成14年度補正:11.4億円、平
成15年度:47.6億円）(運営費交付
金の中の推計額を含む)

○ETS-VIII衛星の詳細設計、フライ
ト品の製作、全体システムの組立
て(システムインテグレーション)、シ
ステム試験等を実施。

○技術試験衛星Ⅷ型(ETS-Ⅷ)
の研究開発（文部科学省、平
成16年度:55.2億円(運営費交
付金の中の推計額を含む)

○ETS-VIIIで開発した衛星バス技術、大型展開アンテ
ナ、および通信機器等は、商業通信衛星等のへ適用
が図られているため、確実で遅延のない軌道上での
実証の必要。また、準天頂衛星等の実用移動体衛星
通信システム構築に係る開発リスクの低減のため、事
前実証手段として早期に実現する必要。

○超高速インターネット衛星
(WINDS)の研究開発（文部科学
省、平成13年度:75.2億円、平成14
年度:55.5億円、平成14年度補
正:12.8億円、平成15年度:61.6億円
(運営費交付金の中の推計額等を
含む)

○平成11年度から詳細設計を経て
フライト品を製作中。

○平成15年度は組立て(システムイ
ンテグレーション)及びシステム試験
等を実施。

○超高速インターネット衛星の基本
設計を終了した。また、詳細設計、
地上試験モデルでの試験検証、お
よび一部フライトモデルの製造に着
手した。

○実験手法・環境の事前確認とし
てパイロット実験を実施。

○超高速インターネット衛星
(WINDS)の研究開発（文部科学
省、平成16年度:51.5億円)(運
営費交付金中の推計額等を含
む)

○民間の超高速衛星インターネットサービス会社への
技術移転のため、より一層の確実な開発に努める必
要。

【宇宙】
○車両等における移動体通信・
測位に対するニーズは年々増
大しており、ビルや山陰等の影
響を受けず、あらゆる場所で確
実に利用できる通信測位システ
ムの実現が望まれている。

○第4世代移動通信や超高速
インターネット衛星の実用化が
見込まれる2010年代初頭に
は、あらゆる場所でブロードバ
ンド通信や高精度測位が可能
な環境が求められると考えられ
る。

○平成15年6月に移動体衛星
通信衛星Ｔｈｕｒａｙａ2(米国製衛
星バス、LバンドGEO衛星携帯
電話)が打上げられた。

○平成16年にモバイル放送用
衛星MBSAT(米国製衛星バス、
Sバンド衛星放送)・第4世代イン
マルサット(マルチスポットビー
ムによる移動体通信(インマル
サットＢＧＡＮ))の打上げが予定
されている。

○平成14年10月に日米GPS会
合が開催され、日米両政府は、
GPSと準天頂衛星システムに
関する測位システムの技術的
事項を検討するためのワーキ
ンググループを設置することを
決定した。

○平成14年11月に準天頂衛星
システムの事業化の検討等を
行う民間企業(新衛星ビジネス
株式会社)が設立。
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○ナノ技術を活用した超高機
能ネットワーク技術(総務省、平
成16年度:1.4億円)

○我が国では、大学、民間企業、独立行政法人の一
部において、材料やデバイス基盤技術を中心とした研
究が行われているのみであるのが実情であり、国際
競争力確保の観点からも早急にナノ技術活用による
超高機能ネットワークの研究開発プロジェクトを行う必
要がある。

○MEMSプロジェクト（経済産業
省、平成15年度:19.2億円）

○RF-MEMS,光MEMS,センサMEMS
分野で特に有望と期待されるデバ
イスの実用化に必要な製造技術を
研究開発。

○MEMSプロジェクト（経済産業
省、平成16年度:11.6億円）

○微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）や微細加工に関
しては、我が国は論文数等のデータでは米国に比較
して劣っている。サブミクロン領域を含むこの領域は有
望分野であると指摘されており、製造技術の維持と製
造業の復権のためにも、当該分野の強化が必要であ
る。

○ＩＴＳ実現のための情報通信技術
の研究開発(総務省、平成13年度
16.7億円、平成14年度14.7億円、
平成15年度9.3億円)

○ＩＴＳにおける高速インターネット
の実現に向けて、ＩＴＳ高速ルーティ
ング技術及びＩＰ対応マルチモード
端末技術に関する試作。

○ＩＴＳ実現のための情報通信
技術の研究開発(総務省、平成
16年度:6.8億円)

○ＩＴＳは、交通渋滞や環境問題等の社会的課題の解
決、経済の活性化、国民生活の利便性向上等幅広い
黄河が見込まれる技術であり、そのための情報通信
技術の研究開発を円滑かつ効率的に推進するために
は、産学官の役割の明確化を図りつつ推進することが
重要。

○高度道路交通システム(ITS)等
に関する研究（国土交通省、平成
13年度:82億円、平成14年度:82億
円、平成15年度:84億円）

○ETCによる駐車場料金徴収実験
開始。

○高度道路交通システム(ITS)
等に関する研究（国土交通省、
平成16年度:82億円)

○情報経済基盤整備事業(経済産
業省、平成15年度:21.0億円)

○ITS(交通情報システム)や非接触
ICカードシステム等の分野におい
て、IT活用の有効性を検証・実証。

○先導的分野における戦略的
情報化推進モデル事業(経済
産業省、平成16年度:34.2億円)

○e-Japan戦略Ⅱで掲示された医療、生活、中小企業
金融等の先導的分野において、ITを積極的・効果的に
活用する実証試験・調査研究等を行い、ITを導入する
ことの安全性、利便性、経済性等に関する知見を集積
し、IT導入を容認する制度改革等に貢献する必要が
ある。

○高度即時的地震情報伝達網実
用化プロジェクト(文部科学省、平
成14年度:9.0億円、平成15年度:2.0
億円)

○特定ユーザーに向けて試験的に
本情報の発信を開始。
○また、11分野において分野毎に
プロトタイプを製作、本情報の利活
用に関する実証試験を開始。

○高度即時的地震情報伝達網
実用化プロジェクト(文部科学
省、平成16年度:1.9億円)

【ITS・社会基盤】
○高速道路においてETCの運
用が開始され、高速道路の利
用料金のみならず、駐車場など
各種サービスへの応用も始まっ
ている。

○阪神大震災を契機として災
害時の災害情報伝達システム
の重要性の認識が広まってお
り、国の中央防災会議が取りま
とめた東海地震対策大綱なら
びに東南海・南海地震対策大
綱でもその重要性が指摘され
た。

【ナノテク】
○米国では、既に2000年から
国家ナノテクノロジー戦略の下
で5つの大きな取組みを行って
おり、その一つである「グランド
チャレンジ」において、ＤＯＤ、Ｎ
ＡＳＡ等のプログラムにより、ナ
ノ技術を活用することで大容
量、省電力、高密度等の超高
機能なネットワークを実現する
ための研究開発が進められて
いる。

○MEMSのための部品開発お
よびその加工技術（セラミック
MEMS等）開発が盛んに行われ
ている。またMEMS技術を採用
した新たな製造技術の開発も
行われている。
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○バイオインフォマティクス推進セ
ンター(文部科学省、平成13年
度:20.0億円、平成14年度:21.5億
円、平成15年度:20.2億円)(運営費
交付金の中の推計額を含む)

○バイオインフォマティクス研究に
重要な核酸、タンパク質等の配列
や構造に関するデータベースが整
備され、新たな視点からの研究開
発「酵母遺伝子破壊株の細胞形
態」、「ヒトゲノムアノテーションライ
ブラリ」等が促進されている。

○バイオインフォマティクス推
進センター（文部科学省、平成
16年度:17.7億円）

○30億塩基対からなるヒトゲノムの解読をはじめ、膨
大なゲノム等のデータを解析するためには情報技術
の活用・融合が重要であり、人材養成も含めた重点的
な取り組みが必要。

○細胞・生体機能シミュレーション
プロジェクト(文部科学省、平成14
年度補正:40.0億円、平成15年
度:8.0億円)

○細胞・生体機能シミュレー
ションプロジェクト(文部科学
省、平成16年度:7.6億円)

○細胞・生体機能の計算機によるシミュレーションは、
次世代の技術基盤を形成する上で重要であり、人材
養成も含めた重点的な研究開発が必要。

【バイオ】
○2003年4月14日、ヒト全ゲノム
の解読が終了し、解読に参加し
た日米欧等の6カ国の首脳によ
り、解読完了が宣言された。今
後はポストゲノム研究によって
得られる多くの知見を元に、工
学や理学と医学、生物学等の
研究者が今まで以上に融合し、
バイオインフォマティクスや最先
端のイメージング技術等を駆使
して、細胞や生体といった複雑
な生命反応全体のシミュレー
ション技術等を開発すること等
が重要となる。
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左記取組により得られた主な成果
【高速ネットワーク】
○欧米諸国においても大規模
なテストベッドネットワークが整
備され、情報通信技術の持続
的な発展を支える効果的な手
法として、それらを戦略的に活
用し、様々な研究開発が加速さ
れ、技術の実用化が促進され
ている。

○ギガビットネットワーク技術の研
究開発(総務省、平成14年度:9.0億
円、平成15年度:9.0億円)

○研究開発用ギガビットネットワー
クは、これまでのべ約670機関に利
用され、約230件の研究開発プロ
ジェクトが実施され、研究開発の促
進に加え、経済的効果、地域の活
性化、人材育成等、幅広い波及効
果をもたらしている。

○最先端の研究開発テストベッ
ドネットワークの構築等(総務
省、平成16年度:41.8億円)

○研究開発テストベッドネットワークがもたらす効果
は、研究開発の促進、産業化への貢献、経済的効
果、地域活性化、人材育成等、極めて広範囲にわた
り、我が国の社会経済活動に大きく寄与するとともに、
IT技術の社会への浸透を加速する等、国家的観点で
の役割を担うものである。

○大規模な研究開発テストベッドネットワークの構築
には、多額の投資とリスクを伴うため、民間主導によ
る実施は困難であり、国による支援のもと、戦略的な
活用が進めてられている欧米諸国と同様に､国が主導
的に構築していく必要がある。

○研究開発現場に高速研究情
報ネットワーク等の高機能ITを
活用することにより、研究開発
スタイルを改革し、新たな研究
分野(融合研究領域等)を創出
することが求められている。

○ITプログラム「eサイエンス実現
プロジェクト」(文部科学省、H14年
度:19.9億円、H15年度:15.0億円)

○多視点カメラ映像等の複数デー
タで構成される情報の通信時に構
成データの到着時間のズレを補正
(同期)する装置を開発

○ITプログラム「eサイエンス実
現プロジェクト」(文部科学省、
H16年度:7.5億円)

○データグリッド技術への重点化、可視化技術の実証
分野の絞込み等を行った上で、研究開発を推進する
必要がある。

【超高速コンピュータ網】
○ナノテクノロジー、バイオテク
ノロジー等の分野におけるブ
レークスルーには極めて高い性
能を持つ計算機によるシミュ
レーションが不可欠であり、そ
の計算資源の共有化による効
率的利用が必要
○欧米においてグリッドコン
ピューティング環境の構築を目
的とする国家プロジェクトを更に
重点化して進める方向に向
かっている(たとえば米国の
CyberInfrastructure(CI)計画、
EUのe-Infrastructure計画)。

○超高速コンピュータ網形成プロ
ジェクト(ナショナル・リサーチグリッ
ド・イニシアティブ)(文部科学省、
H14年度補正:45.0億円、H15年
度:20.0億円)

○超高速コンピュータ網形成プ
ロジェクト(ナショナル・リサーチ
グリッド・イニシアティブ)(文部
科学省、H16年度:19.5億円)

○わが国の国際競争力強化の観点からも引き続きグ
リッド技術に関する研究開発の重点化を進める必要
がある。

○引き続き、グリッド産業応用連絡協議会との協力体
制の下、実用化を視野に入れた研究開発を実施する
ことが重要

 ○ＩＴプログラム「世界最先端IT国
家実現重点開発プロジェクト」(うち
戦略的基盤ソフトウェアの開発)(文
部科学省、H14年度:35.8億円の内
数、平成14年度補正:76.0億円の内
数、H15年度:30.0億円の内数)

○実証ソフトウェアとして科学技術
計算用プログラム22本の開発を完
了、公開(平成15年6月に10本、平
成15年12月に12本を公開)

○ＩＴプログラム「世界最先端IT
国家実現重点開発プロジェク
ト」(うち戦略的基盤ソフトウェア
の開発)(文部科学省、H16年
度:27.5億円の内数)

○産業技術、科学技術の国際競争力向上のため、シ
ミュレーション技術は重要な技術であり、引き続き産学
連携の下、研究開発を推進するとともに、普及に努め
ることが重要。

研究開発の目標 平成15年度までの主な取組 課題・論点等

分子・原子の運動や構造、気
象、環境など生物学的、理工学
的課題のシミュレーション等を行
う計算科学技術に関する研究開
発を推進すること

欧米に比べて遅れている科学技
術データベースの整備、研究
所・大学を高速ネットワークで結
び遠隔地で共同研究が行える
スーパーコンピュータネットワー
クや仮想研究所等の技術開発
及び整備を行うこと

広範な研究開発分野の基盤技術(研究開発の情報化)

③広範な研究開発分野の基盤技術(研究開発の情報化)等

平成16年度の主な取組動向概況
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○シミュレーションに関する環
境分野の研究開発としては、地
球温暖化予測研究等が、地球
シミュレータ完成前の段階から
東京大学、国立環境研究所、
気象研究所、および海洋科学
技術センター等で行われてき
た。平成14年3月地球シミュ
レータが完成し、同4月には
Linpackベンチマークテスト(大
型計算機の最も標準的な性能
比較テスト)において世界最高
速の35.86Tflopsを達成。
地球シミュレータを活用して、地
球温暖化予測研究等の環境分
野のシミュレーション研究開発
が推進されている。

○「地球シミュレータ計画推進」の
実施(文部科学省、平成13年
度:93.3億円、平成14年度:21.6億
円、平成15年度:59.3億円)

○地球シミュレータを安定的かつ効
率的に運用することにより、地球シ
ミュレータを利用する課題における
研究開発の推進に寄与。
環境分野では、従来の大気モデル
や海洋モデルの高分解能化が可
能となり、精度の高い温暖化予測
研究等の推進に寄与。

○地球シミュレータを利用した研究
成果である全球大気大循環シミュ
レーションや精緻な地震シミュレー
ションが、高性能計算技術分野で
最も権威のある「ゴードン・ベル賞」
を受賞

○「地球シミュレータ計画推進」
の実施(文部科学省、平成16年
度:53.9億円)

○地球シミュレータを利用した研究課題については、
大気・海洋分野を始めとして固体地球分野や先進的
科学分野等から公募により選定され、効率的に推進。
(平成14年度：40課題、平成15年度：34課題)

　

左記取組により得られた主な成果
研究開発の役割分担と産学官
連携の推進等

　 　 　 　 　

研究成果の実用化促進 　 　
○未踏ソフトウェア創造事業(経済
産業省、平成13～15年度各11.0億
円)

○独創性に優れた天才的なプログ
ラマーを28名発掘・育成。

○未踏ソフトウェア創造事業(経
済産業省、平成16年度:9.0億
円)

○人材育成については個人の育成だけにとどまらず、
事業化も含めたフォローアップを徹底的に実施するこ
とが重要。

○各国の情報処理技術者試験相
互認証(経済産業省、平成14年度
2.5億円、平成15年度1.2億円)

○アジア9カ国の試験制度と相互認
証を実施。

○各国の情報処理技術者試験
相互認証(経済産業省、平成16
年度:0.7億円)

○国際連携については、各国の試験機関のより一層
の自立を促すことが必要。

知的財産権の扱い 　 　
情報通信技術が社会に与える
影響等の研究

　 　 　 　 　

ＩＴ戦略本部との連携、国際連携
の強化

○アジア・ブロードバンド計画推
進等について４か国との間で二
国間合意を形成するとともに、Ｉ
ＣＴ分野の包括的協力について
日中韓の間で多国間合意を形
成。

○アジア・ブロードバンド衛星基盤
技術の研究開発（総務省、平成15
年度:5.4億円）

○ＩＰｖ６移行モデルの構築、大規模
マルチキャスト経路情報・管理情報
同期技術開発、ＩＰｖ６対応の動的帯
域割当・管理技術の一部である衛
星帯域変更シグナリング技術の開
発等を実施。

○アジア・ブロードバンド衛星
基盤技術の研究開発（総務
省、平成16年度:5.0億円）

○IPv6対応の基盤技術の確立が遅れている衛星分野
について、その研究開発を促進することが必要であ
る。

課題・論点等

重点領域における研究開発の推進方策の基本的事項

基本的事項 動向概況 平成15年度までの主な取組

研究者の交流促進・流動化、人
材育成等

○我が国におけるＩＴ関連分野
の成功事例をみると、ゲームソ
フトウェアや携帯電話など世界
をリードする分野がみられるも
のの、その数は少なく、ソフト
ウェア関連分野で独創的な技
術やビジネスシーズを有した人
材の発掘が、ますます重要な
課題となっている。

○高度情報化社会に対応でき
るIT人材育成が急務であり、そ
のための基盤作りが必要であ
る。

○我が国のIT産業は、業務や
人材面でアジア各国との連携も
進んでおり、人材育成は我が国
のみならず、アジアで推進する
ことが重要。

平成16年度の主な取組
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環境分野

　

左記取組により得られた主な成果
研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組 課題・論点等

（以下、個別プログラム毎に記載）

○内外の研究成果をとりまとめた
報告書（地球温暖化研究の最前
線）により、研究の進捗状況と今後
の課題が明らかになった。

（以下、個別プログラム毎に記載）

（以下、個別プログラム毎に記
載）

○条約の究極的な目標である安定化濃度に関する科
学的知見の糾合。
○IPCC第4次評価報告書への貢献。具体的には、現
象、影響、対策面での執筆者としての参画および関連
のワークショップ・シンポジウムへの積極的参加と研
究成果の報告。
○京都議定書の第一約束期間以降の、温暖化対策
の在り方、およびそれもとづく国際的な対応など国際
戦略に関わる研究。
○日本の温暖化研究の成果を定期的にまとめて、日
本国民、世界各国に発信するための予算と組織の確
保。
○アジア地域の地球環境研究共同推進：アジア地域
において、気候変動に関する科学技術研究スタッフを
養成することが、長期的な途上国参加につながる。既
存のアジア地域の研究協力メカニズム(アジア太平洋
地球変化研究ネットワーク（APＮ）など)を拡大し、これ
にあたることが必要。
○地球温暖化研究成果を集積し、有効に活用するた
めの地球温暖化情報システムの構築が必要。
○地球観測については、地球観測サミットで策定され
る実施計画に対する我が国の貢献策を提示するとと
もに、実施体制や実施基盤の整備･強化が必要。
○変動予測研究については、IPCC第4次評価報告書
の作成において、我が国の研究者の参画や研究成果
が反映されるよう支援が必要。

①地球温暖化研究

平成16年度の主な取組

全体目標

気候変動枠組条約の目標を見
据え、人類や生態系に危機をも
たらさないような大気中の温室
効果ガス排出抑制の可能性を
探求するため、科学的知見の取
得・体系化と対策技術の開発・
高度化を行うとともに、得られた
知見をもとに温暖化抑制シナリ
オ策定を検討する。

○「気候変動に関する日米政府
間ハイレベル協議」（第1 回：平成
13 年7月）を受けて、科学技術に
関する事務レベル協議が開催さ
れ、日米両国は、気候モデルの
高度化、地球観測の推進、温室
効果ガスの発生防止・緩和技術
の研究開発を含む7つの優先領
域において、今後両国が共同で
実施すべき具体的プロジェクトの
内容について協議。また、
IPCC(気候変動に関する政府間
パネル)の第四次報告書(2007 年
発行予定)作成のために第1 回ス
コーピング会合が開催され（平成
15 年4 月）、報告書の骨子案が
第２１回ＩＰＣＣ総会で採択され
た。
○京都議定書の第一約束期間
以降の温暖化防止対策（削減目
標等）の在り方について、EU、英
国、ドイツなどが、先行的に検
討。その際、安定化濃度と対策コ
スト、影響の程度が問題となるた
め、安定化濃度に対応した影響
の全体像、対策コストや世界経
済の影響などを総合的に検討す
ることが必要となってきた。
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左記取組により得られた主な成果

ア．温暖化総合モニタリングプロ
グラム
二酸化炭素等の海洋・陸域吸収
／放出推定量の不確実性を半
減し、気候変動を感度よく検出
することを目指したアジア太平
洋地域を中心とするモニタリング
体制を作るとともに、国際協力
によりデータの蓄積と利用・提供
ネットワークを確立する。

○アジア太平洋地球変化研究
ネットワーク（APN）によって国際
協力に関する活動がなされてい
る。
○人工衛星による地球観測に関
しては、平成12年Terra（米国）、
平成14年ENVISAT（欧州）、Aqua
（米国）、ADEOS-II(日本）等の地
球観測衛星が打ち上げられ、衛
星観測を開始している。

○温室効果気体観測技術衛星（文
部科学省、H15年度9億円）
○海洋観測研究開発（文部科学
省、H14年度21億円、H15年度19
億円)
○地球温暖化総合モニタリングシ
ステム基盤強化費（環境省、H15年
度1億円）
○地球温暖化が農林水産業に与
える影響の評価及び対策技術の
開発（農林水産省、H13年度1.8億
円、H14年度4.0億円、H15年度4.1
億円）

○地球規模の炭素循環研究プロ
ジェクトに設立から参画し、さらに事
務局も担当するなど炭素循環研究
のイニシャティブをとり、世界をリー
ドする素地が作られた。
○人工衛星データから、雲等のノイ
ズとなりうる情報を除去し、温暖化
の傾向とその森林地帯の影響を的
確に捉える衛星情報解析技術が開
発された。

○陸域観測技術衛星(ALOS)
（JAXA、95億円）
○海洋観測研究開発（海洋開
発研究機構、20億円）

○科学的な視点（現象、影響・閾値、経済など政策）か
らの安定化濃度の特定。
○国際協力のもと、データの収集・利用・提供ネット
ワークを確立することが重要。
○　地球観測サミットの10年実施計画との整合をとり
つつ、継続的観測およびデータが不足している物理量
の観測を行うための衛星観測システムを、行政や科
学ニーズを適切に集約して検討し、その運用により衛
星観測システムによる気候変動予測の精度向上等へ
の利用可能性を明らかにするようことが必要。

イ．温暖化将来予測・気候変化
研究プログラム
モデル開発に必要な地球環境
変動機構の解明を進め、温室効
果ガスの濃度予測と気候変動予
測モデルの精緻化により、異常
気象の発生傾向の変化を含む
温暖化に伴う将来の気候変化
の予測モデルの高度化を行う。

○温室効果ガス排出の将来推
計、排出削減対策の効果分析、
温暖化影響の評価を統合的に行
うために、アジア太平洋統合モデ
ル（AIM）を開発。温暖化による影
響の予測については、水資源、
植生、健康、農業への影響評価
のためのモデル開発を進めてい
る。
○宇宙開発事業団と日本原子力
研究所，海洋科学技術センター
は、多目的用としては世界最速
のスーパーコンピュータ「地球シ
ミュレータ」の運用を開始（平成14
年3 月）。

○地球フロンティア研究システム
（文部科学省、H14年度24億円、
H15年度20億円）
○地球温暖化が農林水産業に与
える影響の評価及び対策技術の
開発（農林水産省、H13年度1.8億
円、H14年度4.0億円、H15年度4.1
億円）（再掲）

○6つのSRES（IPCC Special
Report on Emission Scenario：排出
シナリオに関するIPCC特別報告
書）シナリオに基づく予測実験を世
界に先駆けて実施し、また計算結
果を影響研究に利用可能とするな
ど、研究と成果の活用が進んだ。
○より詳細に地域の将来気候を予
測する方法、特に20kmの地域気候
予測計算、および地球シミュレータ
による20km-10kmの空間精度の全
球気候予測の研究が進んだ。
○大気・海洋結合モデルなどによっ
て、例えば50年後の状況が予測さ
れ、これに対応した農業生産の変
動などを吟味することが可能となり
始めている。

○地球フロンティア研究費（海
洋開発研究機構、24億円）

○地球規模での森林の吸収量（フラックス）の詳細な
把握や、海洋での吸収量や役割をさらに解明し、対策
と効果が見えるようにすることが必要。
○将来の気候モデルの高精度化のために、エアロゾ
ルの気候影響に関する不確実性を低減させることが
重要。
○IPCC第4次報告書への寄与等を目指して、温暖化
予測モデルの一層の信頼度の向上が必要。

ウ．温暖化影響・リスク評価研究
プログラム
我が国を中心とし、アジア太平
洋地域も視野に入れた総合的な
温暖化影響評価を実施し、将来
の影響・リスクを明確化し、リス
ク回避のための適応策を提示す
る。

○温暖化により海面が1m上昇す
れば、満潮水位よりも低い土地
に住む人口は約410万人、資産
は約109兆円になる。高潮等から
このような沿岸域を守るために整
備されている防潮堤などの機能
を現状と同じレベルに維持しよう
とすると、海面上昇1mに対して、
外洋に面した堤防では2.8m高く、
内湾の岸壁では3.5m高くする必
要があると試算されている。

○地球シミュレータ計画推進（文部
科学省、H14年度22億円、H15年
度39億円)
○地球温暖化の影響と適応戦略
に関する統合調査費（環境省、H15
年度2億円）
○地球温暖化が農林水産業に与
える影響の評価及び対策技術の
開発（農林水産省、H13年度1.8億
円、H14年度4.0億円、H15年度4.1
億円）（再掲）

○安定化濃度と影響・リスク研究に
関する基礎的な知見が集積され、
プログラムとして総合的、戦略的研
究プロジェクトが開始できることに
なった。
○気象庁/気象研究所は、地域気
候モデルの予測結果を各分野の温
暖化影響・リスク評価研究で統一し
て用いる「気候統一シナリオ 第一
版」として同プログラムに提供した。

○地球シミュレータ計画推進費
（海洋開発研究機構、54億円）

○異常気象、サプライズ（熱塩循環など）の現象解明
とその影響の予測及びその方法論の開発。
○アジア太平洋地域の途上国における温暖化の影
響、適応、脆弱性評価を進めるための枠組みおよび
研究者の協力関係に基づく推進。
○地球温暖化の影響評価、各地域別の脆弱性評価と
ともに、リスクの低減を目指した適応策の総合的な検
討・評価が重要。

課題・論点等

個別プログラムの目標

動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組研究開発の目標
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エ．温室効果ガス固定化・隔離
技術開発プログラム
気候変動枠組条約の目標達成
に向けて、森林等生態系による
吸収の拡大、排ガス等からの分
離・回収・固定化・隔離・再利用
技術を開発する。

○米国は、二酸化炭素の貯蔵隔
離に関する情報交換のための国
際的共同研究開発ネットワーク
構想を発表（平成15 年2 月；平
成15 年6 月に第一回会合）。

○地球温暖化が農林水産業に与
える影響の評価及び対策技術の
開発（農林水産省、H14年度4億
円、H15年度4億円)（再掲）
○エネルギー使用合理化古紙等
有効利用二酸化炭素固定化技術
開発（経済産業省、H14年度2億
円、H15年度3億円）
○「二酸化炭素地中貯留技術研究
開発」（経済産業省H15年度9億
円、H14年度8億円）
○バイオマス燃料供給施設の安全
性に関する調査検討（総務省）

○微生物の機能を活用したバイオ
マス資源である古紙等の糖化技術
について、古紙糖化に対する不純
物の影響についての研究はほぼ完
了。
○二酸化炭素の地中隔離に関し、
地質調査、シミュレーション開発等
に関する基礎的な知見が集積さ
れ、平成１５年７月より、現場圧入
実証試験を開始。
○副資材（ワラやおがくず等）の添
加量増加による含水率の低下効果
により、搾乳牛ふんの堆肥化でメタ
ンと一酸化二窒素の発生が抑制さ
れた。
○家畜ふん尿を主な原料とし、多
様な地域のバイオマスが利用でき
るコ・ジェネレーションシステム「農
林バイオマス2号機」により実証試
験を行った。

○低品位廃熱を利用する二酸
化炭素分離回収技術開発（経
済産業省、4億円）
○地球温暖化が農林水産業に
与える影響の評価及び対策技
術の開発（農林水産省、4億
円）
○バイオマス燃料供給施設の
安全性に関する調査検討（総
務省、0.5億円）

○二酸化炭素の固定化・有効利用技術開発は基礎的
研究分野に関する研究が多く、中長期的視点からの
取り組みが不可欠。
○大気中の温室効果ガスの安定化に向けて、陸域生
態系の活用を通じた吸収量強化技術の開発・評価が
重要。

オ．エネルギー等人為起源温室
効果ガス排出抑制技術開発プロ
グラム
気候変動枠組条約の目標達成
に向けて、省エネルギー、新エ
ネルギー等による二酸化炭素の
削減、その他温室効果ガスの排
出削減技術を開発する。

○米国のブッシュ大統領が無排
出発電所建設計画を発表（平成
15年2月）。今後10年間で10億ド
ルを投じ、環境負荷排出がゼロ
に近く、経済的競争力のあるプラ
ントの実現を目指す。

○環境負荷低減型燃料転換技術
開発費補助金（経済産業省、H14
年度18億円、H15年度31億円）
○次世代内航船（スーパーエコ
シップ）の研究開発（国土交通省、
H14年度4億円、H15年度3億円）

○気候変動に関する日米ハイレベ
ル協議の中で日米間で共同研究の
合意が得られているプロジェクトに
ついて両国が協調。
○家畜ふん尿を中心とした地域の
多様なバイオマスをエネルギーとし
て利用できるコ・ジェネレーションシ
ステム「農林バイオマス２号機」の
実証試験を実施。また、水田の間
断灌漑等により温室効果ガスの排
出が抑制されること等が明らかと
なった。

○省エネルギー型化学技術創
成研究開発補助事業（経済産
業省、13億円）
○次世代内航船（スーパーエコ
シップ）の研究開発（国土交通
省、6億円）

○需要サイドの個別機器の省エネルギー効率化技
術、熱供給の高効率化等の研究開発が重要。
○産業プロセスの廃熱をセクター横断的に回収・利用
する省エネルギー技術等の研究開発が必要。
○個別技術の普及がもたらす総合的な環境への負
荷、温室効果ガス削減の有効性の評価解析等のライ
フサイクルアセスメントが重要。
○炭酸ガスなどを積極的に削減するための材料開発
プロセスが必要。
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カ．温暖化抑制政策研究プログ
ラム
社会経済動向、気候変動予測
の不確実性、温暖化の影響・リ
スク、緩和技術開発の可能性を
考慮した温暖化抑制シナリオを
提示する。

○我が国のCO2排出量の2割強
が運輸部門から排出され、その
内の約9割近くを自動車が占めて
いる。産業部門が横ばい傾向で
あるのに対し、運輸部門からの
排出量は増加の一途をたどって
おり、2001年度の排出量は、基
準年である1990年度に比べ
22.8％増加しているなど、運輸部
門における温室効果ガスの削減
はより重要な問題となっている。

○地球環境研究総合推進費（環境
省、H14年度29億円、H15年度30
億円）
○地球温暖化に対応した国土保
全支援システムに関する研究（国
土交通省、H15年度1億円、H14年
度1億円）
○地球地図データ作成（国土交通
省、H14年度0.4億円、H15年度0.4
億円）
○開発途上国における地球地図
時系列データの整備手法の開発
（国土交通省、H14年度0.2億円、
H15年度0.2億円）

○平成16年度より環境省地球環境
研究総合推進費による戦略的研究
の一環として、2050年日本で炭素
半減シナリオの作成など、中期的
な温暖化対策の削減目標設定のた
めの戦略的研究が開始されること
となった。
○安定化濃度の違いがもたらす対
策コストや国際・国別の経済影響の
研究がすすみ、安定化濃度に関わ
る科学的な検討の基礎的な知見が
得られはじめた。
○アジア太平洋地域の植生、土地
被覆、土地利用のデータについて、
これまで整備してきたデータに加え
て、各種人工衛星データや地上踏
査結果等を用いて信頼性の高い時
系列データ整備を実施し、15年度
にカザフスタン、キルギス、ミャン
マーなどのデータが新たに公開に
至った。
○開発途上国が自国で地球地図
時系列データを整備・更新できるよ
う、植生、土地被覆、土地利用等の
データの作成、検証手法をとりまと
めた。

○新たな技術に対応した危険
物保安に関する研究（総務省、
2億円）
○地球温暖化に対応した国土
保全支援システムに関する研
究（国土交通省、1億円）

○食料、水資源、健康など環境上の安全保障を脅か
す要因としての地球温暖化、地域の環境問題を総合
的にとらえ、国際、国内の環境安全保障を維持するた
めの仕組みや将来動向（シナリオ）の検討。
○IPCC第4次報告のテーマにむけての研究構築とし
ての安定化の目標設定、日本のエネルギー、技術シ
ナリオ開発が必要。
○地球シミュレータの能力を活かし、地域気候変化や
極端現象を説明できる高解像度気候モデル、大気・海
洋の化学組成や陸域生態系の変化が組み込まれた
地球環境全体（地球システム）統合モデル開発、温室
効果ガスの安定排出シナリオを用いた気候変化シナ
リオやその影響シナリオ（例えば、リスク回避シナリ
オ）を作成することが重要。
○ 環境負荷を削減するライフスタイルや社会システ
ムのエコデザインに関する研究など社会全体を捉えた
温暖化防止技術に関する研究が必要。
○温暖化抑制政策については、京都議定書第二約束
期間以降も含めた中長期的視点からの温暖化抑制シ
ナリオについて、社会経済的影響も含めた総合的観
点からの検討が必要。
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環境分野

　

左記取組により得られた主な成果

廃棄物の減量化、再生利用率
の向上並びに有害廃棄物による
環境リスクの低減に資する技術
及びシステムの開発を実現す
る。

○循環型社会形成推進基本法
に基づき策定された循環型社
会形成推進基本計画が閣議決
定（平成15 年3 月）。
○バイオマス資源の総合的な
有効利用に関する「バイオマ
ス・ニッポン総合戦略」が閣議
決定（平成14 年12 月）。
○処理過程において発生する
金属や焼却灰などを、回収する
技術開発が進んでいる。また現
在埋め立てされている場所から
ごみを掘り起こして、今のごみ
と同時に処理する方式も開始さ
れた。

（以下、個別プログラム毎に記載） （以下、個別プログラム毎に記載）
（以下、個別プログラム毎に記
載）

○資源循環型社会を実現するための目標、理念、ビ
ジョンを明確化した包括的シナリオ策定が必要。
○評価の手法としての“物差し”が重要。
○廃棄物・バイオマスの処理・再資源化技術の実用
化･普及を図るためには、地域モデルやビジネス･モデ
ルの開発等を通じて全体システム設計の推進が重要
であるとともに，人体･生態系や環境への影響･安全性
評価と一体となった研究開発による最適なシステム設
計が重要。
○プロセス技術については、多種多様な廃棄物・バイ
オマス原料への対応能力を高めるとともに、処理・再
資源化効率をより向上させる技術開発が重要。また、
物流システムについては、収集･輸送における効率性
の向上とコストの削減を図るシステム開発が重要。

　

左記取組により得られた主な成果

ア．循環型社会創造支援システ
ム開発プログラム
物質循環階層性原則及び低環
境負荷原則に基づいて、循環型
社会への変革を進めるための
技術あるいはシステムを適切に
評価するLCA手法等の開発を行
う。

○H14年度に経済産業省の
LCAプロジェクト（第一期、5ヶ
年）が終了。H15年度には各種
業界団体の協力により得られ
たLCAデータを納めたデータ
ベースが試験公開された。
○日米欧5カ国（第1期は4カ国）
が参加して行われた、MFA（マ
テリアルフローアナリシス）に基
づく指標の国際比較研究が世
界資源研究所から出版された
後、欧州を中心に多くの国で国
レベルのMFAの構築とこれに基
づく指標の算定が行われてき
た。欧州委員会統計局
（EUROSTAT）は国レベルの
MFAに関する手法マニュアルを
発行し、OECDにおける持続可
能な開発の指標や環境指標な
どの一連の指標開発作業にお
いても、MFAを利用した指標が
採用されつつある。

○FRP廃船の高度リサイクルシス
テムの構築（国土交通省、H14年
度3億円、H15年度1億円）

○データベースの試験公開や各種
セミナー等が開催され、LCAに携わ
る実務者・研究者がデータ提供者と
一体となってデータベースの利便
性向上等に関して検討する場が持
たれた。
○産業連関表を用いたリサイクル
の効果を算定する枠組みを開発。

○構造物長寿命化高度メンテ
ナンス技術開発（経済産業省、
1億円）

○データベースの更新・普及、データの適切な利用方
法の確立、静脈系データの充実等。
○環境報告書の作成、指標の算出などが目的化して
いるケースが多く、十分活用されていない。
○海外（特にアジア圏）との物質フローに関する調査・
研究が必要である。その際、条件を国際的に一元化さ
せることが重要。
○全国分散・地域偏在情報（行政情報等）や元素・物
質フロー情報（技術の適合性評価のためには、例えば
リサイクル対象物の総量・フローの把握が必要）等の
収集があげられる。これら情報の解析によってそれぞ
れのケースでの総合的シナリオの策定が可能となる。
○地域のシステムとして総合的に取り組み、モデル的
な先進地域を例証するなどの努力がさらに必要。
○農業における循環的利用はその地域の農業の活
性化と切り離して考えられない。また循環利用による
農業の多面的機能の発揮にも眼を向けることが必
要。
○開発している評価手法等について、補足的現地調
査、データ整理及び事例地域に評価方法を当てはめ
た検証を進めることが必要。

全体目標

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組

課題・論点等

課題・論点等

②ゴミゼロ型・資源循環型技術研究

個別プログラムの目標

動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組研究開発の目標

平成16年度の主な取組
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イ．リサイクル技術・システムプ
ログラム
個別循環資源に関するリサイク
ル技術やシステムの高度化・実
用化を進めるとともに、リサイク
ルシステムの基盤となる静脈物
流の効率化、高度化及び実用
化を図る。

○シュレッダーダスト（ASR）の
リサイクル技術の開発・施設整
備など、自動車リサイクル法の
本格施行（H17年1月）に向けた
各種取組が自動車メーカーを
中心に進展。
○ガス化溶融炉、流動床法、ス
トーカ式などにより、焼却灰や
汚泥を溶融してスラグにしてい
る。また現在埋め立てされてい
る場所からごみを掘り起こし
て、今のごみとの同時に処理す
る方式も実施が開始された。
○平成14年12月に「バイオマ
ス・ニッポン総合戦略」が閣議
決定され、本戦略中にバイオマ
スから高付加価値な製品を生
産・製造する技術の開発・実用
化に向けた支援が求められて
いる。

○一般・産業廃棄物・バイオマスの
複合処理・再資源化プロジェクト
（文科省、H14年度補正33億円、
H15年度5億円）
○農林水産バイオリサイクル研究
（農水省、H14年度6億円、H15年
度8億円）

○次世代型ガス化溶融炉の開発、
ダイオキシン類の分解処理。
○廃プラ処理はサーマルリサイク
ルとケミカルリサイクル（主として高
炉原料化）で技術は完成度が高く
なっている。
○FRP廃船高度リサイクル構築で
既存の施設、設備を活用した経済
的な処理方法を確立した（広域的な
廃船収集、建設重機による粗破
砕、セメント原燃料化のための中間
処理プラントの開発、セメント焼成
による最終処分）。
○UASB法メタン発酵の実証プラン
トによる設計・維持管理指針の策
定、産生するメタンを利用した脱色
技術を開発するとともに、浄化処理
の前段で畜舎汚水のﾘﾝ等資源を回
収する実証試験機を構築した。

○一般・産業廃棄物・バイオマ
スの複合処理・再資源化プロ
ジェクト（文部科学省、5億円）
○農林水産バイオリサイクル研
究（農林水産省、13億円）

○適正な自動車リサイクル実施の確保および社会コ
スト最小化など。
○家電においては法規制により、廃家電の回収、再
商品化率は着実に向上するが、難燃剤などの有害物
質を含むプラスチックの無害化、再生技術への取組み
とその加速が必要。
○木質廃棄物の物理的再利用技術及び化学・微生物
的再利用について、実用性・経済性の面から有用性を
確認することが必要。

ウ．循環型設計・生産プログラム
設計・生産する段階で3R性を一
体化させた工業製品や食品循
環資源、建設物等を提供できる
ようにするための設計・建設・生
産技術を開発する。

○「リサイクル性設計」は、家電
リサイクル法などの法規制の影
響もあり、それまでリサイクル性
が全く考慮されてこなかった製
品に対しては大きな効果をもた
らした。例えばPETボトルにつ
いて、ボトル側面にラベルを直
接印刷することがなくなり、着色
ボトルがなくなり、賞味期限等
のスタンプもキャップ部に押さ
れるようになってきた。
○EUにおいてWEEE（廃電気電
子機器）規制、RoHS規制（有害
物質規制）が成立。電気・電子
機器メーカーや自動車メーカー
を中心にサプライチェーンを通
じた環境対応がより一層重要
に。また、「企業の社会的責任」
（CSR:Corporate Social
Responsibility）を踏まえた企業
活動が問い直されている。

○バイオガスを活用した燃料電池
の導入等に向けた実証実験（国土
交通省、H15年度14億円）
○社会資本ストックの管理運営技
術の開発(国土交通省、H14年度
0.8億円、H15年度0.8億円)

○機械などの設計にまでさかの
ぼって定量的に環境保全を考える
思想は、形作られつつある。
○社会資本ストックの中で、耐用年
数の短い橋梁、建築物について、
現状の健全度の評価技術、および
補修、転用技術の違いによる健全
度の予測技術を開発した。

○構造物長寿命化高度メンテ
ナンス技術開発（経済産業省、
1億円）（再掲）

○国際動向等を踏まえた国家的戦略の策定。
○生産者、消費者両サイドでの発生抑制型の研究開
発が重要。その際の視点は、ニーズ型であり、シーズ
型ではないという点が重要。
○環境影響の少ない代替材料の開発など資源・材料
使用における動脈領域や、易解体、部品リユースを考
慮した環境適合型設計など、製品製造・使用における
上流領域との連携の取れた、トータルな循環システム
の整備が必要。
○社会的ゼロエミッションのための産業間リンクに結
びつく研究や、生産システム自体を循環型に転換して
いくための素材技術や設計・製造技術を強化していく
ことが必要。
○非石油化学系ポリマーの性能向上のための研究開
発がますます重要。
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エ．適正処理処分技術・システ
ムプログラム
最終処分場の逼迫と不適正処
理の解消、廃製品や不法投棄、
不適正処理による汚染跡地等
の負の遺産解消という緊要な課
題に対処するための技術及びシ
ステムを開発する。

○循環基本計画では循環指標
の1つとして最終処分量が選定
されている。2010年までに一般
廃棄物および産業廃棄物埋立
処分量を2000年度比で半分
（約28Mt）に削減し、さらに経済
財政諮問会議「循環型経済社
会に関する専門調査会」におい
て、2050年までに最終処分量を
1996年度比で1/10量（約7.3Mt）
に削減するという数値目標が掲
げられた。
○POPs条約への各国の批准
が進んだことを受け、2004年5
月に条約が発効予定。我が国
では廃農薬、廃PCBの適正処
理、ダイオキシン対策等の取組
が進められている。
○平成15年10月に我が国の廃
棄物処理施設整備に係る事業
の実施の目標及び概要を定め
る「廃棄物処理施設整備計画」
が閣議決定された。

○廃棄物処理等科学研究費補助
金（環境省、H14年度11億円、H15
年度12億円）
○POPs廃農薬無害化処理技術に
関する実証基礎調査研究（環境省
H13年度１億円、H14年度1億円、
H15年度1億円）

○POPs廃農薬については、燃焼技
術を用いることにより、分解される
ことが確認されている。

○廃棄物処理等科学研究費補
助金（環境省、12億円）
○POPs廃農薬等無害化処理
技術検証事業（環境省、１億
円）

○ごみ固形燃料発電施設における爆発事故の発生
等を踏まえ、廃棄物管理技術の開発に関する研究を
推進する必要がある。
○界面化学、有機化学、超音波（音響学）、土木工学
など複数にわたる技術が必要であり、連携した研究開
発が今後必要。
○POPs廃農薬については、埋設実態に応じた、きめ
細かな処理条件を確立する必要がある。
○廃棄物・バイオマスの処理・再資源化技術の実用
化･普及を図るためには、人体･生態系や環境への影
響･安全性評価と一体となった研究開発により最適な
システムを設計することが重要。
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環境分野

　

左記取組により得られた主な成果

主要都市・流域圏の自然共生化
に必要な具体的プラン作成に資
するために、流域圏・都市再生
技術・システムを体系的に整備
するとともに、流域圏における都
市のスプロール化の抑制と自立
化を図りながら、自然共生型都
市を実現するためのシナリオを
設計・提示する。

○自然再生を総合的に推進し、
生物多様性の確保を通じて自
然と共生する社会の実現を図
り、あわせて地球環境の保全に
寄与することを目的とした自然
再生推進法が成立した（平成14
年12月）。
○第3回世界水フォーラムの閣
僚宣言に、良質な水の持続可
能な供給を確保するための生
態系保護、持続可能な方法で
の水利用、荒廃した土地や湿
地の再生等への取り組みが盛
り込まれた（平成15年3月）。

（以下、個別プログラム毎に記載） （以下、個別プログラム毎に記載）
（以下、個別プログラム毎に記
載）

○モデル流域において、総合的な視野で複数の自然
共生型流域圏・都市再生シナリオを立案するととも
に、各シナリオを的確に評価できるツール（水物質循
環、生態系、社会的合意形成モデル等）の開発が重
要である。
○環境に対する負荷とそれによって得られる便益との
バランスを考慮しつつ自然共生型都市の実現を目指
すことが重要である。
○小河川の保全に関する、住民参加の強化、環境基
準の制定に取り組むべきである。
○東京都心部での大規模開発により、都心への回帰
現象が加速する一方、地方都市の衰退への歯止めが
利かなくなっており、都心部での潤いの回復、地方の
魅力の向上が課題となっている。

　

左記取組により得られた主な成果

ア．都市・流域圏環境モニタリン
グプログラム
モデル都市域内及び都市・農山
漁村を含む流域圏の水・物質循
環・生態系等環境状況を総合的
に観測・診断するとともに、全国
の過去～現在までの都市・流域
圏の再生・管理に係るデータを
収集し、これらの環境総合情報
システムを構築する。

○淀川水系流域委員会が2年
間にわたる活動をとりまとめ
た。
○水道水質基準の改正等によ
り、地域性・効率性を踏まえた
水道水質検査の実施や体系
的・組織的な水道水質の監視
が行われることになった（平成
15年5月）。

○流域圏における水循環・農林水
産生態系の自然共生型管理技術
の開発（農林水産省、H14年度3.0
億円、H15年度2.4億円）
○自然共生型国土基盤整備技術
の開発（国土交通省、H14年度3.3
億円、H15年度3.3億円）

○GISデータベースの構築が進めら
れた。
○都市や農地から雨水とともに流
出する汚濁物質について、モニタリ
ングが進んでいる。
○長期連続的な東京湾口での環境
計測により、冬季の東京湾と外洋と
の間の海水交換メカニズムが明ら
かになってきた。

○流域圏における水循環・農
林水産生態系の自然共生型管
理技術の開発（農林水産省、
2.2億円）
○自然共生型国土基盤整備技
術の開発（国土交通省、2.9億
円）

○流域圏における人間の活動量を適正に配分するた
めの基礎として、人間活動が流域全体に与える負荷
の許容量に関する指標（環境容量）の開発が重要。
○自然林再生に向けた流域レベルでの森林管理、生
物生息域としての農地の機能評価等に関する研究が
重要。
○同位体トレーサの利用技術の向上等、流域圏にお
ける水・物質動態を追跡・把握するための基盤の確立
が重要。
○流域全体を対象とした必須栄養塩類の流出形態と
沿岸生態系の関係の解明と、その健全化手法に関す
る研究が重要。

イ．都市・流域圏管理モデル開
発プログラム
都市･農山漁村を含む流域圏の
水循環・物質循環・生態系等の
変動に係るプロセスの解明とこ
れらの地域での人間活動の分
析をもとに、環境変動予測や影
響評価モデル並びにそれらを統
合した都市・流域圏環境管理モ
デルを開発する。

○鶴見川マスタープラン策定の
取り組み等、国内の都市河川
を中心とした総合水管理の検
討が行われ、治水、理水、環境
保全の3要素のバランスと維持
継続の重要性、及び、環境指
標や評価基準設定等の環境評
価手法確立の重要性が指摘さ
れている。

○流域圏における水循環・農林水
産生態系の自然共生型管理技術
の開発（農林水産省、H14年度3.0
億円、H15年度2.4億円）（再掲）
○自然共生型国土基盤整備技術
の開発（国土交通省、H14年度3.3
億円、H15年度3.3億円）（再掲）

○流域を構成する個々の単位流域
の接続関係（上流・下流）をグラフ
構造としてモデル化し、GIS上での
任意の支川流域の抽出を可能とし
た。
○モデルの基礎となるコモンデータ
ベースの整備がほぼ終了した。

○流域圏における水循環・農
林水産生態系の自然共生型管
理技術の開発（農林水産省、
2.2億円）（再掲）
○自然共生型国土基盤整備技
術の開発（国土交通省、2.9億
円）（再掲）
○都市空間の熱環境評価・対
策技術の開発（国土交通省、
1.6億円）

○管理モデルの構築が進んでおり、サブモデルの開
発、サブデータベースの構築について迅速化を図るべ
き。
○環境モニタリング・モデル開発の基盤として、各種
データを一元的に管理する情報共有化システムの構
築を一層進める必要。
○国土基盤GISデータベースの将来的な充実、適切な
維持管理を行うための維持・管理体制が必要。
○農薬や各種排水、天候等が水道水源に与える影響
が大きく、流域圏の状況や農薬の使用時期等への配
慮、ひいては水循環系を考慮した統合的水管理が
いっそう重要。

課題・論点等

課題・論点等

③自然共生型流域圏・都市再生技術研究

個別プログラムの目標

動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組研究開発の目標

平成16年度の主な取組

全体目標

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組
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ウ．自然共生化技術開発プログ
ラム
都市・農山漁村を含む流域圏の
良好な自然環境の保全、劣化し
た生態系等の修復や悪化した
生活空間の改善のため、要素技
術の開発及びシステム開発を行
う。

○ヒートアイランド現象の緩和
策として、建物に施す対策、都
市域の土地利用及び経済活動
に係わる熱対策技術の研究・
評価が行われている。
○耐塩素性病原微生物の効率
的な不活性化など、より安全で
快適な飲料水を得るための浄
水技術の研究開発が進められ
ている。
○大容量膜処理方式による浄
水処理の導入が進みつつあ
る。
○全国的に「地域再生」が注目
されており、沿岸環境について
も地域振興の観点から重要性
が増している。

○「沿岸環境・利用の研究開発」の
推進（文部科学省/海洋科学技術
センター、平成13年度0.5億円、平
成14年度0.3億円、平成15年度0.3
億円）
○流域圏における水循環・農林水
産生態系の自然共生型管理技術
の開発（農林水産省、H14年度3.0
億円、H15年度2.4億円）（再掲）
○自然共生型国土基盤整備技術
の開発（国土交通省、H14年度3.3
億円、H15年度3.3億円）（再掲）

○都市部の河川の浄化、郊外河川
のビオトープ化に進展が見られた。
○オゾン処理による環境ホルモン
等物質の分解処理効果が把握され
た。
○保水性舗装・雨水地下貯留技術
の効果が把握された。
○頭首工の河川生態系の多様性
保全を図る土砂制御技術等を開発
し、里山林と汽水域の生態学的に
新たな知見を得、それらの機能を
評価するモデル等を開発した。
○内湾環境修復の研究として、実
験システムの設計、設置を行い、効
果予測を現場で検証し、実用化へ
の見通しを確保した。

○流域圏における水循環・農
林水産生態系の自然共生型管
理技術の開発（農林水産省、
2.2億円）（再掲）
○自然共生型国土基盤整備技
術の開発（国土交通省、2.9億
円）（再掲）
○都市臨海部に干潟を取り戻
すプロジェクト（国土交通省、
0.3億円）

○都市や農地から雨水とともに流出する汚濁物質に
ついて、対策技術の実用化に向けて研究開発を急ぐ
べき。
○計測技術、リスク削減技術などの共通基盤応用技
術の開発が重要。
○農地・都市における水利用を適正化し、流域圏への
環境負荷を軽減するための研究開発が重要。
○水環境、土壌環境浄化材料の研究開発が重要。
○自然再生への要望に応えるために、より客観的か
つ定量的な評価を可能する学際的研究の推進、研究
成果を適切に事業に反映させる仕組みが重要。
○地域振興と一体となった環境修復方法の確立が、
持続的に取り組みを進める上で重要。
○対策技術と評価技術の高度化を進めると共に両者
の緊密な連携が重要。

エ．自然共生型社会創造シナリ
オ作成・実践プログラム
都市・農山漁村を含む流域圏に
おける自然共生型社会の構築
に不可欠な人間活動－社会シ
ステムのあり方に関する基本的
コンセプトの提示とその実現に
必要な環境修復・再生に関する
技術開発・政策シナリオの設計・
提示を行う。

○著しい浸水被害が発生する
おそれのある都市河川及びそ
の流域について、流域水害対
策計画の策定、河川管理者に
よる雨水貯留浸透施設の整
備、雨水流出抑制のための規
制等、総合的な浸水被害対策
を講じるための法制度として
「特定都市河川浸水被害対策
法」が成立した（平成15年6
月）。
○自然共生型流域圏・都市再
生を実現するための総合的シ
ナリオに盛り込む個別シナリオ
の抽出及び総合的シナリオの
設計についての取り組みが進
みつつある。

○流域圏における水循環・農林水
産生態系の自然共生型管理技術
の開発（農林水産省、H14年度3.0
億円、H15年度2.4億円）（再掲）
○自然共生型国土基盤整備技術
の開発（国土交通省、H14年度3.3
億円、H15年度3.3億円）（再掲）

○流域圏環境管理の発展条件を
解明し、各機関・団体が連携して管
理を行う際の課題を明らかにした。
また、援農支援システムが試作さ
れた。
○霞ヶ浦流域再生シナリオの試案
が作成された。

○流域圏における水循環・農
林水産生態系の自然共生型管
理技術の開発（農林水産省、
2.2億円）（再掲）
○自然共生型国土基盤整備技
術の開発（国土交通省、2.9億
円）（再掲）

○流域圏における水・熱・物質循環と人間活動の協働
のあり方に関する検討が重要。
○住民参加のためのPDCA（Plan-Do-Check-Action）
サイクルの具体的方策の探索が重要。
○都市と農山漁村との関係を整理し、人文科学的か
つ長期的視点に立った総合的な技術・政策研究が重
要であり、流域圏・都市の再生に向けた問題解決シナ
リオの明確化が必要。
○歴史的な考察や記載生態学の振興により、国民が
共有できる「自然共生」の科学についての知識体系を
つくりあげることが必要。
○多様な組織間の連携を強化し、自然共生型社会に
対する多様な要求を調整し、社会的な意志決定を図
るシステムの構築が重要。
○シナリオよりは実体を明らかにし、対応策に関係す
ることを提言するプロジェクトであるため、フィールド
ワークによる検証等が中心となるため、明確な研究成
果等は早急には見出せない。
○自然再生の効果だけでなく、それに係わるコスト、
影響も総合的に評価した上で、実践的なシナリオをな
るべく具体的に提示すべき。
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環境分野

　

左記取組により得られた主な成果

PRTR対象物質等リスク管理の
必要性・緊急性が高いと予想さ
れる化学物質のうち対象物質を
定めつつ、｢安全・安心｣を確保
するため、化学物質総合管理の
技術基盤、知識体系並びに知的
基盤を構築する。これらに基づ
き、10年後（2012年）を目処に対
象化学物質について社会各層
のリスクコミュニケーションがで
きるリスク評価・管理のための体
系を構築する。

○安全・安心を求める国民の期
待はさらに高まっており、食品
安全等とも絡んで、化学物質の
リスク管理研究の必要性が増
大している。
○化学物質審査規制法が改正
された（平成15年5月）。
○POPｓ条約（残留性有機汚染
物質に関するストックホルム条
約）が発効予定（平成16年5
月）。
○REACH規則、RoHS規制な
ど、国際的有害物質規制の新
しい動き。
○米国では、DEP(ディーゼル
排出粒子）のリスクアセスメント
の最新版が出されるなど、着実
に化学物質のリスクアセスメン
ト、リスクマネジメントが進行し
ている。

（以下、個別プログラム毎に記載） （以下、個別プログラム毎に記載）
（以下、個別プログラム毎に
記載）

○行政的なニーズに基づく業務的な取り組みと
研究開発の取り組みの両方の推進が必要。
○安心・安全に対する国民の関心を考慮し、本
イニシャティブの扱う範囲について狭く限定しな
いことが必要。

　

左記取組により得られた主な成果

ア．リスク評価システム開発プロ
グラム
革新的計測技術・環境動態モデ
リング技術による効率的な予
測・監視と暴露評価及び人・生
態系への有害性評価の高度化
を達成する。これらの知見をリス
ク削減の優先度判定が可能な
形で体系化し、的確なリスク極
小化への方向性を提示して効果
的・効率的なリスク評価を行う総
合化技術を開発する。

○マイクロアレイなどを用いた
分子生物学的リスク評価手法
の開発が進行中。
○子供など高感受性の集団に
対するリスク評価の重要性が
高まりつつある。
○平成14年に農薬取締法が改
正され、農薬の事前審査の際
に必要な生態影響評価が強化
された。
○動物医薬品についても生態
系影響評価が求められるように
なる。
○臭素化難燃剤による環境汚
染が世界的に注目を集めてき
た。

○食品医薬品等リスク分析研究③
化学物質リスク研究経費（厚生労
働省、H15年度20億円）
○内分泌攪乱化学物質のリスク評
価・試験法開発及び国際共同研究
等推進経費（環境省、H15年度13
億円）
○化学物質評価プログラム；化学
物質のリスク評価及びリスク評価
手法の開発（経済産業省、H15年
度5億円）
○化学物質評価プログラム；高精
度・簡易有害性評価システムの開
発（経済産業省、H15年度11億円）
○河川等環境中における化学物
質リスクの評価に関する研究（国
土交通省、H15年度0.3億円）

○ノニルフェニール、4-オクチル
フェノールの魚類に対する内分泌
攪乱作用が強く推察された。
○実際の河川中の化学物質濃度
を測定し、PRTRデータとの関連、
流下過程での質変換について調
査し、代表的な化学物質を抽出し
た。

○食品医薬品等リスク分析
研究③化学物質リスク研究
経費（厚生労働省、20億円）
○化学物質評価プログラ
ム；化学物質のリスク評価
及びリスク評価手法の開発」
（経済産業省、5億円）
○化学物質評価プログラ
ム；高精度・簡易有害性評
価システムの開発」（経済産
業省、9億円）
○内分泌攪乱化学物質のリ
スク評価・試験法開発及び
国際共同研究等推進経費
（環境省、13億円）

○POPｓ等の難分解性物質の汚染実態把握と将
来変動予測のため、モニタリングの実施と動態
モデルの開発が必要。
○化学物質の有害性のみならず、暴露量・暴露
経路に応じたリスク評価を実施し、それに基づい
た化学物質の管理を開始することが必要。
○残留性の高い有機汚染物質の大気移行モデ
ルの早期開発が必要。
○化学物質の複合影響に関するリスク評価シス
テムの開発が不十分。
○化学物質の環境中での分布、生物、生態系へ
の影響の調査の進歩が不十分。
○個々の生物でなく生態系を対象としたリスク評
価システムの開発が必要。
○リスク評価手法の開発にあたり、国際貢献を
図る面からも、OECD等を活用し、国際的標準手
法となることを意図して開発されるべき。

課題・論点等

課題・論点等

④化学物質リスク総合管理技術研究

個別プログラムの目標

動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組研究開発の目標

平成16年度の主な取組

全体目標

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組
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イ．リスク削減技術開発プログラ
ム
化学物質の排出削減技術や革
新的な環境調和型生産技術基
盤及び最適適用可能技術体系
の確立、並びに化学物質による
土壌・地下水・底質等の環境汚
染の修復・無害化処理のための
基盤技術を確立する。

○企業の環境調和型生産技術
への転換が社会的責任として
求められるようになっている。
○企業の環境情報の公開の進
展が進み、コスト効果的な排出
削減技術へのニーズが高まっ
ている。
○ダイオキシン類等による土
壌、底質の汚染が各地で発見
され、その対策や処理費用負
担が検討されている。
○POPｓ対策としてPCB廃棄物
処理プラントの建設が各地で進
行している
○埋設農薬の最終処理が平成
16年から本格的に取り組まれる
こととなった。
○都市域等における土壌汚染
が顕在化している状況を踏ま
え，土壌汚染の状況の「把握，
土壌汚染による人の健康被害
の防止に関する措置等の土壌
汚染対策を実施することを内容
とする「土壌汚染対策法」が成
立した（平成15年5月）。

○農林水産生態系における有害
化学物質の総合管理技術の開発
（農林水産省、H15年度4億円）
○化学物質評価プログラム；超臨
界流体利用環境負荷低減技術開
発（経済産業省、H15年度10億円）
○ナノテクノロジーを活用した環境
技術開発推進事業（環境省、H15
年度2億円）
○低コスト・低負荷型土壌汚染調
査対策技術検討調査（環境省、
H15年度3億円の内数）
○ダイオキシン類汚染土壌浄化技
術等確立調査（環境省H15年度3
億円）

○土壌カドミウム濃度と作物体内
カドミウム濃度との関連をみるた
め、ダイズ、ムギ、イネ等の作物
における解析を行い、作物及び土
壌条件により吸収特性が異なるこ
とを明らかとした。
○水田からダイオキシン類が吸着
される微細土壌の流出を防ぐため
の凝集剤を開発。
○作物のカドミウム吸収能を基準
とし、土壌からのカドミウム高吸収
能を有する作物を選定した。
○カドミウム汚染地域での栽培に
資するため、吸収量の少ないイ
ネ、ダイズの品種を選定した。
○平成15年7月に研究成果をもと
に「建設工事で遭遇する地盤汚染
対応マニュアル（暫定版）」を発
行。
○低コスト・低負荷型の土壌汚染
調査・対策技術を公募し、選定し
た技術について実証試験等を行
い、その評価結果等を公表した。

○農林水産生態系における
有害化学物質の総合管理
技術の開発（農林水産省5
億円）
○化学物質評価プログラ
ム；超臨界流体利用環境負
荷低減技術開発（経済産業
省、５億円）
○化学物質評価プログラ
ム；有害化学物質リスク削
減基盤技術研究開発（経済
産業省）
○低コスト・低負荷型土壌汚
染調査対策技術検討調査
（環境省、3億円の内数）
○ナノテクノロジーを活用し
た環境技術開発推進事業
（環境省、4億円）

○農作物への残留農薬対策のため、農耕地土
壌の汚染修復技術、土壌から農作物への移行
抑制技術の開発が必要。
○ドリン剤等残留塩素系農薬の分解無毒化技術
および作物吸収抑制技術の早期開発。
○カドミウムに関しては、汚染土壌の浄化技術と
低吸収栽培技術を組み合わせた総合管理技術
の開発を重点的に推進することが必要。
○コスト効率の良い環境修復技術の開発が必
要。
○ＰＲＴＲ対象物質の抜本的なリスク削減を図る
観点から、実用性が高く中小企業へも適用可能
な削減技術が必要。
○低コストで、かつ、環境への負荷の小さい土壌
汚染調査・対策技術の開発促進及び普及を図る
ことが必要。

ウ．リスク管理手法構築プログラ
ム
化学物質に係る科学的知見を
体系化した化学物質総合管理
支援情報システムを構築すると
ともに、リスク管理のための政策
的手法やリスクコミュニケーショ
ンのための知識の体系化など社
会的・政策的リスク管理手法を
開発する。

○企業の社会的責任への関心
の高まり。グリーン調達の活発
化。
○PRTRデータの利用のための
官民の支援体制が進んだ。
○米国ではTRI（有害化学物質
排出目）データの企業、行政、
大学での使用状況について調
査報告書が出された。
○オランダでは1974年からすで
に排出目録制度が、米国でも
1986年からTRIが導入されるな
ど、諸外国では早くから化学物
質の移動の把握に取り組んで
おり、これを元にリスクコミュニ
ケーションが行われているとこ
ろである。

○化学物質評価プログラム；化学
物質総合リスク評価管理システム
の開発（経済産業省、H15年度1億
円）

○化学物質評価プログラ
ム；化学物質総合リスク評
価管理システムの開発（経
済産業省、１億円）

○化学物質及びこれを含有する製品の製造段
階のみならず、使用段階、廃棄段階までの管理
手法が必要。
○健康リスクに関するリスクコミュニケーションの
体系化が遅れている。
○PRTRデータを健康影響の観点から利用する
ための、評価手法の開発とサポートが必要。
○受容しうるリスクの大きさについての社会科学
的な研究が必要。

エ．知的基盤構築プログラム
情報資料の保存・管理システム
の整備及び標準試験生物の開
発・保存を進めるとともに、取得
した試料の保存体制を整備し、
世界に発信しうるスペシメン・バ
ンキングシステムを構築する。

○化学物質の排出量（PRTR)
等、データの整備が進展。
○他分野（生物多様性等）にお
いても、長期的なスペシメンバ
ンクの整備の必要性がさらに認
識されるようになった。

○リスク評価・管理あるいはリスクコミュニケー
ションの推進のために活用できるデータベース
の整備など知識の体系化が必要。
○人の生体試料のバンキング構想を着実に進
められるよう、プライバシー保護の観点からの検
討を十分に行うことが必要。
○トランスジェニック魚類など、試験生物の開発
が重要。
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環境分野

　

左記取組により得られた主な成果

水資源需給・水循環変動が人間
社会に及ぼす悪影響を回避ある
いは最小化するとともに、持続
可能な発展を目指した水管理手
法を確立するための科学的知
見・技術的基盤を提供する。こ
れらの知見・基盤に基づき、将
来的にアジア地域における最適
水管理法を提案する。

○「第3 回世界水フォーラム」
(平成15 年3 月)において、世界
の水管理の多様性、統合的水
管理、地球環境変動と水資源
などについて議論され、「閣僚
宣言」に、気候変動の影響を含
む地球規模の水循環の予測及
び観測に関する科学的研究を
推進し、データ共有のための情
報システムを発展させること、
官と民との連携という新たな仕
組みを開発することなどが盛り
込まれた。

（以下、個別プログラム毎に記載） （以下、個別プログラム毎に記載）
（以下、個別プログラム毎に記
載）

○地球水循環変動研究には研究分野・研究機関を越
えた密接な連携が不可欠。
○解決すべき水問題の研究対象地域は、主に、わが
国と類似の地理的条件にあり、わが国の経験が生か
せるアジアに置くべき。
○全球水循環観測ネットワークによる膨大で多様な
データと人文・社会経済データとを総合的に利用し、
有用な科学技術的情報に翻訳する新たなデータ情報
基盤の構築が必要。
○アジア地域の適切で効果的な水管理法について、
研究を推奨し、強化することが必要。
○解決すべき水問題の構造を明らかにするために、
典型的な水問題を設定し、系統的な事例研究を強化
すべき。
○水環境改善技術開発について、途上国への適用性
を念頭において、わが国での既存の取り組みを系統
的に調査することが望ましい。

　

左記取組により得られた主な成果

課題・論点等

⑤地球規模水循環変動研究

個別プログラムの目標

動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組研究開発の目標

平成16年度の主な取組

全体目標

○わが国は、世界初の衛星搭載降
雨レーダを開発して、1997年に
「TRMM」を日米共同で打ち上げ、
現在も運用を継続しており、さらに
米国、欧州と協力して全球降水観
測(GPM)ミッション計画を推進して
いる。1992年にわが国の衛星「ふよ
う1」で打ち上げられたLバンド合成
開口レーダは土壌水分観測に有用
であることが確かめられ、2005年に
はさらに高度化されたPALSARを搭
載した「ALOS」が打ち上げられる予
定である。
○アジア太平洋環境イノベーション
戦略プロジェクト（APEIS）を推進し、
衛星及び地上の統合的観測技術を
用いて、河川流域単位の水環境に
対する生態系指標に関するデータ
の収集を行った。

○全球降水観測計画/二周波
降水レーダ(GPM/DPR)
（JAXA、5億円、NICT、383億円
の内数）

○地上強化観測と衛星を用いた全球水循環観測ネッ
トワークを国際協力により確立することが必要。とりわ
け衛星による全球降水観測と河川流出データの収集
が重要。
○衛星観測と定常観測／地上強化観測とを組み合わ
せた全球水循環観測ネットワークを国際協力により確
立し、必要な気象・水文データを系統的に取得するこ
とが必要。
○自然的な水循環変動と水問題との関係を明らかに
し対策を探る上で、各地域、とりわけアジアの人文・社
会経済データを収集することが不可欠。
○統合地球水循環強化観測期間 (CEOP）の国際ネッ
トワークを継続、発展させることによって、包括的で持
続的な地球規模水循環観測の実施およびデータシス
テムの構築を目指すべき。
○地球規模水循環変動に関する膨大で多様なデータ
を統合的に利用し、有用な科学的知見を抽出し、高度
情報を実際の水管理目的に活用するための情報基盤
の構築が必要。

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組

ア．全球水循環観測プログラム
衛星観測、海洋観測、陸上調
査・モニタリング等の組織的な観
測を推進するとともに、観測デー
タの相互利用を可能とする全球
水循環観測システムを構築す
る。また、アジアモンスーン地域
を中心としたデータの蓄積を推
進する。

○統合地球観測戦略（IGOS）水
循環テーマの第一要素として、
わが国のリーダシップにより、
統合地球水循環強化観測
（CEOP）が開始された（平成14
年10 月）。平成16 年12 月末ま
での全球水循環データを国際
協力で取得する。
○わが国が中心となって国際
協力の下に地球地図プロジェク
トが推進されている。現在、18
カ国の交通網、境界、水系、人
口集中地区、標高、植生、土地
利用、土地被覆の8項目のディ
ジタル地理情報が公開されて
いる。
○地球観測サミット東京会合に
おける10年実施計画の中に水
循環変動観測の重要性が盛り
込まれた。

○人・自然・共生プロジェクト（文部
科学省、H15年度37億円）
○地球規模水循環変動に対応す
る水管理技術に関する研究（国土
交通省、H15年度1.0億円）
○地球規模水循環変動が食料生
産に及ぼす影響の評価と対策シナ
リオの策定(農林水産省、平成15
年度0.9億円）
○アジア太平洋地域環境イノベー
ション戦略推進費のうち統合環境
モニタリングプロジェクト（環境省、
H15年度3億円）
○マイクロ波による水循環変動計
測技術の開発（総務省）

課題・論点等
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イ．水循環変動モデル開発プロ
グラム
水資源需給変化・気候の年変化
等に伴う水循環変動を予測する
モデルを開発する。さらに水循
環に影響を及ぼす人間活動動
向の分析シナリオを作成し、水
循環変化並びにそれに伴う環境
変化の予測を可能とするモデル
の基礎を築く。

○宇宙開発事業団と日本原子
力研究所、海洋科学技術セン
ターは、多目的用としては世界
最速のスーパーコンピュータ
「地球シミュレータ」の運用を開
始した（平成14 年3 月）。地球
シミュレータを系統的かつ有効
利用した高分解能大気海洋モ
デルを用いた地球温暖化予測
に関する研究「人・自然・地球
共生プロジェクト」（文部科学
省、平成14 年度～）が進められ
ている。

○人・自然・共生プロジェクト（文部
科学省、H15年度37億円）（再掲）
○地球規模水循環変動に対応す
る水管理技術に関する研究（国土
交通省、H15年度1.0億円）（再掲）
○地球規模水循環変動が食料生
産に及ぼす影響の評価と対策シナ
リオの策定(農林水産省、平成15
年度0.9億円）（再掲）
○アジア太平洋地域環境イノベー
ション戦略推進費のうち統合環境
モニタリングプロジェクト（環境省、
H15年度3億円）（再掲）

○気象庁が、1979年から現在まで
の全球大気および積雪・土壌水分
など陸面の状態を再現し、高品質
かつ高精度な3次元データセットを
作成する「長期再解析プロジェクト」
を、財団法人電力中央研究所と共
同して推進している。特にアジアモ
ンスーン・台風などアジア地域に特
徴的な現象を精度良く表現した
データセットの作成は世界で初めて
のことである。
○アジア太平洋環境イノベーション
戦略プロジェクト（APEIS）を推進し、
流域内の水資源のフローとストック
の経時的変化を推定する総合モデ
ルの開発を行った。

○人・自然・地球共生プロジェ
クト（文部科学省、41億円）

○アジアの多様な水問題の構造の理解と対策シナリ
オの提案に資するためには、それぞれの問題に応じ
た時空間解像度をもつ多様な気象・水文モデルの開
発が必要。
○定常的な観測網の維持と観測データの蓄積に努め
る一方、気象モデルおよびデータ同化技術により時間
的空間的な観測空白域を推定するシステムの開発・
高度化が重要。
○観測データと数値モデルを組み合わせたデータ同
化技術の強化により、物理的整合性を有する観測プ
ロダクツの作成と予測制度の向上が必要。特に、水循
環変動予測の信頼性を時空間規模ごとに評価するこ
とが重要。

ウ．人間社会への影響評価プロ
グラム
水循環変化及びそれに伴う環境
変化予測に基づく食糧、水資
源、生態系、人の健康、社会・経
済等に及ぼす影響の定量的な
評価を実現する。

○2003年9月のヨハネスブルク
サミット、2003年3月第3回世界
水フォーラム京都会議を受け
て、洪水問題についての国際
的な連携の必要性が確認さ
れ、この一環として、わが国が
主体的な役割を担う取り組みと
して国際洪水ネットワーク
（IFNET）がスタートした。
○2005年秋に独立行政法人土
木研究所内に設置予定のユネ
スコ水災害・リスクマネジメント
国際センター（仮称）にて、世界
の洪水・土砂災害に関する気
象・水文データ、被害、その背
景となる土地利用などの社会
経済データ、危機管理体制と対
応の実態、 事後対策などの
データベース整備を準備中。

○人・自然・共生プロジェクト（文部
科学省、H15年度37億円）（再掲）
○地球規模水循環変動に対応す
る水管理技術に関する研究（国土
交通省、H15年度1.0億円）（再掲）
○地球規模水循環変動が食料生
産に及ぼす影響の評価と対策シナ
リオの策定(農林水産省、平成15
年度0.9億円）（再掲）
○アジア太平洋地域環境イノベー
ション戦略推進費のうち統合環境
モニタリングプロジェクト（環境省、
H15年度3億円）（再掲）

○アジア太平洋環境イノベーション
戦略プロジェクト（APEIS）を推進し、
農業生産力等を流域単位で評価す
るためのシミュレーションモデルを
開発した。
○アジアの多様な水問題の解決と
水管理の提案に向けて、モデルの
具備すべき用件が整理された。

○地球規模水循環変動に対応
する水管理技術に関する研究
（国土交通省、0.8億円）

○水循環変動が人間活動に与える影響に加えて、土
地利用や灌漑などの人為起源の変化が水循環に与
える影響を評価する技術の開発が重要。

エ．対策シナリオ・技術開発の総
合的評価プログラム
最適な水管理を目指して既存技
術の適用性評価を行い新たな
技術開発を進めるとともに、対
策シナリオを提示する。

○2003年3月の第3回世界水
フォーラムの機会に日本国農
林水産省とFAOが共催した「水
と食と農」大臣会議のフォロー
アップとして、日本は、アジア・
モンスーン地域を主なターゲッ
トとした水田・水環境の研究、
政策行動及び国際協力を推進
する「国際水田・水環境ネット
ワーク」（IＮWEPF：The
International Network on
Water and Ecosystem in Paddy
Field）の設立を提案し、2004年
秋の設立へ向けて準備中。

○地球規模水循環変動が食料生
産に及ぼす影響の評価と対策シナ
リオの策定（農林水産省、H15年度
1億円）（再掲）

○共通データアーカイブとメコン河
流域共通基礎データマップ集をを
作成することにより、プロジェクトの
推進に必要な基礎的データが円滑
に共有できるようになった。

○地球規模水循環変動が食料
生産に及ぼす影響の評価と対
策シナリオの策定（農林水産
省、1億円）

○アジアには水循環系と人間との係わりついて欧米
にない経験を蓄積しているので、その経験を基にした
知識や知恵の体系化が重要。
○対策シナリオを考える上でこれまでの事例研究を整
理することが必要。アジアで深刻な水問題を持つ典型
的な流域や地域を選んで、系統的な事例研究を強化
することが重要。
○アジア途上国への応用を念頭に置いて、我が国の
水管理技術を系統的に整理することが必要。
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環境分野

　

左記取組により得られた主な成果

研究開発の質の向上を図るた
めの重要事項
① イニシャテイブの推進・評価
体制
② 国際協力
③ 研究開発の普及
④ 産学官の役割分担、連携
⑤ 地方公共団体やNGO等によ
る地域的取組との連携

地球規模の問題解決への取組
みの強化、先端研究における
国際協力戦略的推進、アジア
諸国との研究パートナーシップ
の構築に向けて取組を進めて
いる。

○環境研究開発推進プロジェクト
チームの設置
○環境保全に関する専門的知識
や豊富な経験を有し、その知見や
経験に基づき市民やNGO、事業者
などの環境保全活動に対する助言
などを行う人材として、環境カウン
セラーの登録を実施。
○アジアモンスーンの食糧需給と
水循環に関連する国際機関，例え
ばIWMI（国際水管理研究所），
MRC（メコン河委員会），CIAT（国
際熱帯農業研究センター）等との
共同研究を積極的に推進。
○「科学技術・学術活動の国際化
推進方策について　報告」科学技
術・学術審議会国際化推進委員会

○政府間会合において、相手国と
特定の分野の協力を広く進める等
の合意がされた場合、合意された
分野における比較的小型な複数の
プロジェクトについて、共同研究の
実施、及びワークショップ開催を、
時宜を失せずに支援した（H15は
米、中、韓と実施）。
○国際化推進の4つの基本的な考
え方を提示
1． 先端研究における国際協力の
戦略的推進
2． 地球規模の問題解決への取組
みの強化
3． アジア諸国との研究パートナー
シップの構築
4． 国際交流・協力の基盤強化
○科学技術振興調整費「我が国の
リーダーシップの確保」、ＪＳＴ「戦略
的国際科学技術協力推進事業」に
おいては、平成15年度に環境分野
の協力を実施。ＪＳＰＳ拠点大学交
流事業においても、従来の二国間
型に加えて、多国間型も開始。中
国、インドネシア、韓国、ベトナム等
と環境分野の協力を実施。

　

① イニシャテイブの推進・評価体制
・若手研究者を糾合したフォーラム組織の設置。
・抑制政策においては、産官学の関係主体を糾合した
フォーラム組織の設置。
・温暖化のみならず他のイニシャティブの成果を対外
的に公開する仕組みや出版物の継続的な作成体制
の確立。
② 国際協力
・IPCCへの積極的貢献。第4次評価報告書への研究
者の参画（執筆者、話題別ワークショップへの参加と
研究発表、全体会合への参加）。
・アジア太平洋地域途上国を巻き込んだ温暖化影響、
防止対策の立案、推進のための体制整備。
③ 研究開発の普及
・IPCCの結果などをもっと組織的に普及させる必要が
ある。
・政策ツールとしての統合評価モデルのアジア途上国
への普及と若手研究者の教育・訓練。
④ 産学官の役割分担、連携
・影響評価手法の標準化。
⑤ 地方公共団体やNGO等による地域的取組との連
携
・地域・県・市町村レベルの温暖化影響評価や対策評
価の実施。

研究開発に必要となる資源に関
する留意事項
① 競争資金の充実・拡充
② 人材の確保・育成
③ 他分野との連携
④ 環境研究に固有で重要な大
型施設・設備の整備

○競争的資金を第2期科学技
術基本計画の方針に従い倍増
を目指し､拡充を図るとともに、
その効果を最大限に発揮させ
るための制度改革に向けて取
り組んでいる。

　

① 競争資金の充実・拡充
・トップダウン型のプロジェクト研究の推進。
・国際的な研究プログラムへの積極的参加を支援する
ための予算措置。
② 人材の確保・育成
・アジア途上国の若手研究者の育成。
・実質的な共同研究ができるような予算の仕組みの構
築（途上国研究者への研究委託ができるようにするな
ど予算の柔軟な運用）。
③ 他分野との連携
・関連する学協会との連携。
・温暖化防止をうたうＮGO、地球温暖化防止対策推進
センターなどとの協力。研究成果の伝達や、具体化
（とくに対策面）。
④ 環境研究に固有で重要な大型施設・設備の整備
・環境研究では、固定長期のフィールド観測が必要。

課題・論点等平成16年度の主な取組

研究開発の基本的事項

基本的事項 動向概況 平成15年度までの主な取組
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　ナノテクノロジー・材料分野

　

左記取組により得られた主な成果
○極端紫外(EUV)光源開発等
先進半導体製造技術の実用
化（文部科学省、平成１４年度
補正：58億円、平成15年度：12
億円）

高効率EUV発光のプラズマ条件が予測可能なシ
ミュレーションコードを開発し、レーザー方式によ
りEUV発光効率3%(従来の2倍以上)の世界最高
値を達成。引続き研究を継続。

○極端紫外(EUV)光源開発等先進半
導体製造技術の実用化（文部科学省
平成16年度：11億円）

○次世代半導体ナノ材料高度
評価プロジェクト（経済産業
省、平成１５年度　２０．７億
円）

平成１５年度は、ほぼ９０ｎｍ技術ノードの配線構
造を実現できる見通しを得て、材料評価のため
の基準となる処理条件を設定できた。

○次世代半導体ナノ材料高度評価プ
ロジェクト（経済産業省、NEDO、平成
１６年度:１９．９億円）
複数の半導体材料の相互影響に関
する評価方法の開発として実際の回
路レベルでの微細構造の相互影響解
明を進めるとともに、平成１５年度か
ら設計を進めている統合部材開発支
援ツールの試作に入る。

○次世代半導体材料・プロセ
ス基盤プロジェクト（MIRAI）（経
済産業省、平成13年度予算
38.0億円、平成14年度予算
45.6億円、平成15年度45.5億
円）

○高誘電率ゲート絶縁膜として有望な材料に関
して基礎的素子特性データを得た。高品質な高
誘電率絶縁膜を形成するLL-D&A（Layer-by-
Layer Deposition & Annealing）法を新規に開発し
た。
○低誘電率層間絶縁膜としては、誘電率と機械
的強度を制御できる塗布型ポーラス材料で比誘
電率２以下の実現可能性を示した。低誘電率膜
としてのポーラス構造の形成にTMCTSガス処理
を加えることにより、機械的強度が向上すること
を見いだした。
○大幅に電流駆動能力が向上する独自のひず
みSOI構造トランジスタによりCMOS動作を従来
の1.7倍高速化した。
○将来のマスク検査装置に必要な波長200nmで
高出力の連続発振レーザー光が得られた。
○遺伝的アルゴリズムをクロックタイミングバラツ
キの適応調整に導入することによって、高速デジ
タル回路を高速化かつ低消費電力化できた。

○次世代半導体材料・プロセス基盤
プロジェクト（MIRAI）（経済産業省、
NEDO、平成１６年度：４５．５億円）
・高誘電率絶縁膜とメタルゲートを組
み合わせたゲートスタック構造を実現
するため、材料開発・装置開発・プロ
セス開発を行う。また、低誘電率層間
絶縁膜の要素プロセス技術（膜質高
度化、装置開発を含む）を構築する。
・32nm以細のデバイス技術として、
SGOI(SiGe-on-Insulator)やGOI(Ge-
on-Insulator)のトランジスタ開発、立
体構造トランジスタ開発、高精度素子
計測技術開発をおこなう。
・30nmサイズマスク欠陥検査要素技
術、EUVマスクブランクス検査技術、
ウエハ検査光学系開発、微小領域表
面分析装置開発をおこなう。
・遺伝的アルゴリズムによる適応型ク
ロック調整技術開発、高速データ転
送技術およびアナログ適応調整回路
技術の開発をおこなう。

重点領域における研究開発の目標

動向概況 平成１５年度までの主な取組

　①次世代情報通信システム用ナノデバイス・材料

平成１６年度の主な取組研究開発の目標

現在の１／２の線
幅の半導体プロ
セッサ・メモリの実
現

課題・論点等

○半導体チップの高機能化、低消費電力化を実現することが可能と
なる極微細加工に必要な材料・プロセス技術開発は、現在の技術の
延長では解決できない技術課題が多く、民間企業だけでの取り組み
ではビジネスリスクが高く困難であるため、産・学・官の連携が不可
欠。国が産学官の連携をリードして研究開発を行う必要がある。
○シリコン半導体技術においては、我が国企業において実効ゲート
長8nmのトランジスタの動作確認がなされるなど、将来への展望が開
ける。量産技術のレベルでもゲート長１０ｎｍ以下までを目指した研
究開発が重要となってきており、産学官が連携した微細化技術の加
速が必要である。
○極微細加工に対応したリソグラフィーの多くの技術課題を解決しつ
つ、微細加工技術とともに半導体チップの高性能化を実現することが
重要である。また、自己組織化の利用等、新たな微細加工技術の開
発も重要である。微細加工技術の開発とともに、新原理デバイスの
集積化への対応も同時に検討すべきである。
○現在幅広く利用されているDRAM等よりも低消費電力型メモリであ
る不揮発性メモリ（MRAM）等は今後大きな需要が見込まれている。
我が国は、DRAMの競争力を失って以来、メモリ市場で低迷。次世代
メモリとして期待されるMRAMの早期実用化による競争力の回復が
必要。また、FeRAM技術は我が国企業が先行し、小容量なものは既
に一部製品化されている。こうした中、不揮発性という特徴を有し
DRAMと同程度の容量を実現することができれば、大きな市場が見
込まれるDRAM代替として迅速に普及することが予想される。
○半導体産業で勝ち残るには、製造エネルギー低減とコストの削減
を可能にするより効率的な製造技術の向上を図りながら半導体性能
の向上を図ることが重要。
○製品の多様化により、システムＬＳＩの多品種少量生産に対応する
ことが求められ、複数工程の装置共用化技術等を駆使して、エネル
ギーの効率的な利用等を可能にする技術を開発は重要である。今後
速やかに、民間企業において実用化のための開発が行われ、半導
体製造ライン・装置に成果の導入されることが望まれる。

世界最先端の情報通信社会を支える高速・高集積・低消費電力デバイス技術における国際競争力の確保

○システムＬＳＩ等の高機
能化・低消費電力化を実
現する手段の一つが微
細加工であり、国際半導
体ロードマップが策定さ
れている。このロードマッ
プによれば、技術ノード
の進捗は２００４年に９０
ｎｍ、２００７年に６５ｎｍ、
２０１０年に４５ｎｍとなる
見込みである。
○半導体デバイスの微
細加工技術は、デバイス
自体の高機能化、省エネ
ルギー化に対し重要な技
術であり、６５ｎｍ以細の
微細加工プロセス技術に
はまだ多数の技術課題
が残っている。また４５ｎ
ｍ以細のリソグラフィー
技術に関しては極端紫
外光（ＥＵＶ：Extreme
Ultra Violet）を用いた露
光システムが注目されて
おり、各国ともに研究を
実施しているが、実用性
能を有する光源、光学系
技術等、困難な課題も多
い。
○リソグラフィーの極端
紫外、Ｘ線への展開とと
もに、米プリンストン大、
ハーバード大などでナノ
レベルのインプリンティン
グ技術の研究も進められ
ている。
○ゲート長６ｎｍのシリコ
ンＭＯＳＦＥＴで動作確認
がされる（米ＩＢＭ）など、
ムーアの法則延命の可
能性も出てきている。
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半導体アプリケーションチップ
プロジェクト（経済産業省、平
成15年度予算33.1億円）
＊平成14年度 メモリデバイス
の研究開発を引き継ぐ

○次世代高可用性サーバーではハードウェアの
方針設計が完了し、ソフトウェアでは基本設計の
仕様検討が完了した。また、Linuxサーバーでは
ハードウェアの詳細設計およびソフトウェアの基
本設計が完了した。
○不揮発性メモリ（ＭＲＡＭ）では、磁性膜などの
デバイス要素技術の検討を行い、MTJ素子のバ
ラツキ低減と、書き込み電流の低減を図った。ま
た、集積化プロセス技術開発に着手してチップ試
作を行うとともに、シミュレーションによる回路技
術の検証を行った。

半導体アプリケーションチッププロジェ
クト（経済産業省、NEDO、平成１６年
度：２８．５億円）

○高機能・高信頼サーバー用半導体
チップでは、ハードウェア、ソフトウェ
アの検証のための試作、評価機の開
発を行う。さらに、サーバー関連分野
では、半導体チップの基本検討に着
手する。

○不揮発性メモリ（MRAM）ではMTJ
素子の高品質化などの要素技術開
発を行うとともに、集積化プロセスお
よび回路技術の開発を行う。

○極端紫外線（EUV）露光シス
テムプロジェクト（経済産業
省、平成15年度：25.0億円）

○EUV（Extreme Ultra Violet）光源の出力を高め
る技術に関して、現存のLPP（Laser Produced
Plasma：レーザ励起プラズマ）研究機関の中で世
界最高出力４Wを達成した。また、光源の品位を
高めるために必要な評価に重要なプラズマイ
メージ計測技術を開発し、13.5nmのEUV像観察
が可能となった。
○非球面加工を行うためのIBF（Ion Beam
Figuring）加工装置、非球面形状を高精度に計測
するための可視光レーザーによる高再現性干渉
計測装置の製作を開始した。
○EUV露光装置のコンタミネーションを制御する
ための各種技術について検討した。

○極端紫外線（EUV）露光システムプ
ロジェクト（経済産業省、NEDO、平成
１６年度：２２．１億円）
・出力4Wで確立した技術を元に、最
終目標である集光点でのEUV出力
10Wを実現するための､課題抽出と要
素技術開発を行う。
・露光装置用非球面加工・計測技術、
EUV露光装置コンタミネーション制御
技術開発を開始し、実証試験による
評価実施を行う。
・有機物コンタミ除去装置を高度化す
ると共に、その場で多層膜の性能を
評価できる装置の仕様を検討し、装
置の開発を行う。

○次世代半導体デバイスプロ
セス等基盤技術プログラムの
一部「極端紫外線（EUV）露光
システム基盤技術開発」（経済
産業省、平成14年度：10.9億
円）

○ＬＰＰ（Laser Produced Plasma ：レーザー生成
プラズマ）方式では、各要素技術を総合してＥＵＶ
発生実験を実施し、シングルパルスで変換効率
0.53%を確認した。
○ＤＰＰ（Discharge Produced Plasma ：放電生成
プラズマ）方式は、キャピラリーZピンチXeプラズ
マ型で、EUVの発光を確認（2.9mJ,2%BW,2sr）し、
2ｋHz動作で集光点見積もり5.8Wの結果を得た。

○我が国はＦｅＲＡＭの
実用化に成功し、量産化
技術では世界に先行して
いる。しかし、近年、海外
の半導体デバイスメーカ
も、実用化を目指した大
容量ＦｅＲＡＭの技術開
発を盛んに行っている。
○次世代メモリとしては
実用化に近いＦｅＲＡＭ、
ＭＲＡＭの研究が進展す
ると同時に種々の単一分
子メモリの可能性が検討
され、原子や分子の一個
一個に情報を書き込むこ
とに成功している例も報
告されている。また、ＡＦ
Ｍや近接場光を利用す
るストレージの研究も行
われている。
○デジタル家電向けシス
テムLSIは、LSIユーザー
毎に仕様が異なり世代交
代も頻繁であるために多
品種少量生産となること
が予想される。
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○積層メモリチップ技術開発（経済産
業省、NEDO、平成１６年度：３億円）
DRAM等ﾒﾓﾘｰの小型化及び高速伝
送可能な積層化に必要な要素技術
設計を完了させ、さらに必要なﾌﾟﾛｾｽ
開発に着手する。

 ○高効率マスク製造装置技術開発
（経済産業省、NEDO、平成１６年度：
２．９億円）
マザーマスク描画装置において、マ
ザーマスクを超高速に描画できる基
盤技術を開発する。

○高度情報通信機器・デバイ
ス基盤プログラムの一部「マイ
クロ波励起高密度プラズマ技
術を用いた省エネ型半導体製
造装置の技術開発」（経済産
業省、平成14年度：12.3億円、
平成15年度：9.0億円）

○100-65nｍ世代用ゲート絶縁膜として、SiO2換
算膜厚1.0nm以下、かつリーク電流を1桁以上低
減する窒化酸化膜、直接窒化膜形成プロセスを
確立した。本プロセス用に300mmウェーハ上で
１％（σ)以内の均一性を得られる装置技術を確
立し、実証実験装置を製作した。
○低誘電率薄膜について層間誘電率2.2以下、
成膜速度3000Å/min以上、膜厚均一性5％以下
で成膜することを可能とした。

○マイクロ波励起高密度プラズマ技
術を用いた省エネ型半導体製造装置
の技術開発（経済産業省、NEDO、平
成１６年度：７．３億円）
消費電力１／５で良質なトランジスタ
を形成できる成膜装置、エッチング装
置及プロセスの開発・実証等を行う。
具体的には、以下のとおり。
・トンネル酸化膜を厚さ7nmに薄膜化
する装置技術を確立し、実証実験す
る。
・誘電率2.1以下、バリア膜の誘電率
3.5以下でリーク電流１E-8A/cm2以
下の低誘電率用成膜装置及びプロセ
ス技術を確立し、実証実験する。
・ゲート絶縁膜のリーク電流をSiO2膜
比4桁以上低減するための研究を行
う。

○高度情報通信機器・デバイ
ス基盤プログラムの一部「最
先端システムLSI設計プロジェ
クト」（経済産業省、平成15年
度：6.2億円）

○TEG（Test Element Group）による基本性能、
バラツキ、歩留り等の評価技術を開発し、評価を
開始した。
○テスト設計システム開発のための故障モデル
の仕様を完成し、評価を開始した。また、ＰＩ
（Pattern Integrity）検証、共通Ｉ／Ｆ（Interface）の
ための環境を構築した。

○最先端システムLSI設計プロジェク
ト（経済産業省、NEDO、平成１６年
度：５．１億円）
・電気信号の混信や遅延のモデルを
設計システムに織り込んでいく。
・90ｎｍ世代のパターンにて正確に転
写されない場合のパターン群の抽出
等を行い、正確に転写されるための
パターン改良策やノウハウの蓄積等
を行う。

○情報通信基盤高度化プログ
ラム「FeRAM（強誘電体不揮発
性メモリ）製造技術の開発」
（経済産業省、平成14年度：
9.7億円）

○微細化と高信頼性を両立する大容量ＦｅＲＡＭ
を実現できる製造プロセス構築した。
○また、さらなる大容量化を可能とする次元立体
構造のキャパシタを有するのＦｅＲＡＭの製造プロ
セスを構築した。
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○高度情報通信機器・デバイ
ス基盤プログラムの一部、先
端的半導体製造技術開発（経
済産業省、平成13年度：6.3億
円、平成14年度：5.8億円、平
成15年度：2.2億円）

○平成１３年度は、リソグラフィー・マスク関連分
野１事業、ウエハープロセス関連分野２事業、欠
陥検査・計測装置関連分野２事業の計５事業に
対して助成を実施。
○平成１４年度は、継続５件を含め、リソグラ
フィー・マスク関連分野１事業、ウエハープロセス
関連分野３事業、欠陥検査・計測装置関連分野2
事業の計6事業に対して助成を実施。
○平成１５年度は、リソグラフィー・マスク関連分
野１事業、ウエハープロセス関連分野３事業、欠
陥検査・計測装置関連分野2事業の計6事業に対
して平成１４年度に引き続き継続して助成を実
施。

○高度情報通信機器・デバイス基盤
プログラムの一部、先端的半導体製
造技術開発（経済産業省、NEDO、平
成１６年度：２．１億円）
ウエハープロセス関連分野２事業、欠
陥検査・計測装置関連分野１事業の
計3事業に対して平成５年度に引き続
き継続して助成を実施。

○次世代半導体デバイスプロ
セス等基盤技術プログラムの
一部「高効率次世代半導体製
造システム技術開発」（経済産
業省、平成13年度：7.2億円、
平成14年度：6.8億円、平成15
年度：5.3億円）

○半導体製造システムにおいて、複数のプロセ
スについて個別に同一の装置で対応可能とする
共用化技術、複数のプロセスを同一装置で連続
的に処理可能とする多機能技術、プロセスの高
精度自動制御等によるプロセス処理時間短縮技
術、Cuメッキ及びLow-K塗布で行うCuデュアルダ
マシン配線技術を確立し、実用性の実証を行っ
た。
○開発技術により、100ロット／月規模の半導体
生産ファブにおける電力使用量をロット当たりの
値で、ほぼ当初目標値である従来（平成１２年
度）の４０．５％に削減できることがわかった。

○高効率次世代半導体製造システム
技術開発
本プロジェクトは平成15年度で終了だ
が、成果は、一部プロジェクトの参画
企業の継続研究で完成度が向上され
るとともに、まずは参画企業で半導体
製造ライン・装置に導入が図られてい
く予定である。

現在の１０倍の面
密度の記録シス
テムの実現

○企業、家庭、モバイル
など多様なシーンでのＩＴ
利活用が進み、取り扱う
情報量は飛躍的に増大
している。こうした状況に
伴い、情報を記憶するス
トレージについても、その
記録容量の大容量化が
求められ、2010年頃には
記録密度として１
Tb/inch2の実用化が必
要とされている。
○現状技術の延長では
数百ギガビット/inch2が
限界とされ、１b/inch2の
記録密度を実現するため
には、近接場光を用いた
記録技術などの技術が
有望視されている。AFM
を利用するストレージ技
術の研究や種々の単一
分子メモリの可能性も検
討されているところ。

○高度情報通信機器・デバイ
ス基盤プログラムの一部「大
容量光ストレージ技術の開発」
（経済産業省、平成１４年度：
４．２億円、平成１５年度：３．１
億円）

○開口径40nmの近接場光ヘッドの石英コアを全
バッチプロセスで作製し、量産性と再現性を確認
した。ナノ粒子構造スーパーレンズディスクでは、
60nmマーク長で31.45dBの信号を観測した。
○ジブロックコポリマーを用いて40nm径、80nm
ピッチのドットを円周状に配置したナノパターンド
メディアディスクを作製した。電子ビームマスタリ
ングでは、幅50nmグルーブパターンを0.5mm幅
の範囲で描画した原盤を作製した。
○高効率集光素子と近接場光発光素子を検討
し、組合せたヘッドを試作した。これを搭載可能
な浮上スライダを試作し、浮上量 25 nm 以下で
の走行を確認した。

○大容量光ストレージ技術の開発
（経済産業省、NEDO、平成１６年度：
４．４億円）
・10nm精度の光ヘッドプロセス開発お
よび近接場光微細加工での位置・寸
法精度を実現する。
ナノ粒子構造スーパーレンズディスク
では、さらなるディスク構造最適化、
ナノ構造制御を行う。
・300ギガビット/inch2に対応する～
35nm径ピットのナノ加工・配列化技術
および媒体技術を開発する。
・300Gb/inch2記録検証可能な評価
システムを開発する。
全体として、300Gb/inch2級の記録実
証を行う。

○近接場光を用いた光ストレージ技術では、我が国がリードして取り
組むなど着実に研究開発が進められている。先端的な光技術を発展
させながら、１Ｔｂ／inch2の記録密度を実現するための技術開発を着
実に進めていくことが必要である。
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○次世代ＦＴＴＨ構築用有機部材開発
プロジェクト（経済産業省、平成１６年
度：１．８億円）
低コストで低消費電力の光ネットワー
ク用有機部材の開発を行う。

○高度情報通信機器・デバイ
ス基盤プログラムの一部「デジ
タル情報機器相互運用基盤プ
ロジェクト」（Ｈ１５年度：１０．０
億円）
・情報家電分野：ホームネット
ワークのプラグアンドプレイ統
合ミドルウエア、家庭向けコン
テンツ交換技術、宅外から宅
内へのアクセス制御技術の基
本仕様策定
・無線ＬＡＮスポット分野：無線
ＬＡＮスポットのプラグアンド
サービス技術。シームレス連
携技術、プライバシー保護技
術の基本設計

○情報家電分野：公募により、５社が技術開発に
取り組むこととなり、ＡＶ系、ＩＰ系、白物系等の相
互接続層ミドルウエア及び宅外から宅内へのア
クセス制御技術の基本仕様を策定した。
○無線ＬＡＮスポット分野：公募により、３社が共
同で技術開発に取り組むこととなり、基本アーキ
テクチャの設計および必要な機能の詳細化を
行った。また、プラグアンドサービス、シームレ
ス、プライバシーの各技術の設計に着手し、機能
検証用プロトタイプシステムを作成した。

○デジタル情報機器相互運用基盤プ
ロジェクト（経済産業省、NEDO、平成
１６年度：９．２億円）
・情報家電分野：基本仕様に基づき、
プラグアンドプレイ統合ミドルウエア、
家庭向けコンテンツ交換技術及び宅
外から宅内へのアクセス制御技術の
接続検証が可能となるレベルの開発
/評価を行う。
・無線ＬＡＮスポット分野：基本仕様に
基づき、無線ＬＡＮスポットの実証実
験が可能となるレベルの実装/試験を
行う。

○高度情報通信機器・デバイ
ス基盤プログラムの一部「フォ
トニックネットワーク技術の開
発」（経済産業省、Ｈ14年度：
13.8億円、Ｈ15年度：10.4億
円）

○光スイッチ、光波長変換器、光合分波器、波長
可変光源、光増幅器等の個別要素デバイスを試
作し、個別要素機能の動作検証を実施した。光
波長変換器では、電界吸収型光変調器（EAM）に
よる波長変換として、世界最高水準の100Gb/s
波長変換動作を実証した。
○先進的半導体構造を用いた次世代光スイッチ
ノード用デバイスを試作し、デバイスの基本特性
評価を実施した。量子ドット光増幅器では、
100nmの広利得帯域と20dBmの高出力動作を世
界で初めて実証した。

○フォトニックネットワーク技術の開
発（経済産業省、NEDO、平成１６年
度：８．４億円）
・光スイッチ、光波長変換器、光増幅
器等を試作し、個別機能実証を実施
する。また、各デバイス間のインタ
フェース検討を実施する。
・量子ドットレーザを試作・評価し室温
10GHz動作を確認する。また、フォト
ニック結晶による分波器、波長フィル
タ、分散補償等の基本動作を確認す
る。

○高度情報通信機器・デバイ
ス基盤プログラムの一部「超
短パルス光エレクトロニクス技
術開発」（経済産業省、Ｈ13年
度：11.6億円、Ｈ14年度：10.6
億円、Ｈ15年度：8.5億円）

○超高速光パルス伝送技術を用いた160Gb/s-8
波多重(1.28Tb/s)の波長多重/光時分割多重伝
送実験において140km無中継伝送に成功した(世
界記録)。また、モード同期半導体レーザを用い
て、480GHzの安定なパルス列の発生を実現した
(世界最高速)。

○超短パルス光エレクトロニクス技術
開発（経済産業省、NEDO、平成１６
年度：７．０億円）
システム技術者からの評価をもとに、
実用化に必要な性能を有するモ
ジュールにまでブラッシュアップし、デ
バイスの有用性を実証する。

○次世代高速通信機器技術開発プ
ロジェクト（経済産業省、平成１６年
度：２３．３億円）
通信インフラの中核設備であるルー
タ等、超高速・大容量・高信頼性を実
現する次世代高速通信機器に関する
高性能化技術開発を行う。

現在の３０倍の多
重度の光伝送シ
ステムの実現

○高度情報化社会の発展に向けては、基盤的インフラとなるネット
ワークの一層の高速大容量化が必要。そのためには、波長多重技
術（ＷＤＭ）等を用いた光スイッチング技術の開発が不可欠。また、高
出力化も要求されるため、情報通信機器によるエネルギー消費量が
増加傾向にあり、省エネルギー化等環境問題へも配慮した技術開発
も課題。
○次世代の高速大容量光ネットワークにとってフォトニック結晶（とそ
の応用）、従来の半導体と異なる原理で動作する超電導デバイスは、
重要な要素技術の一つであり、我が国でも推進することが望ましい。
また、３次元フォトニック結晶作成に必要となる３次元の微細構造構
築技術はＭＥＭＳ等への波及効果も期待できる。
○技術開発にあたっては、ユーザ視点で開発に対し目標設定の見直
しを行える体制を整備する。また、民間企業の参加を促すため、共通
のプラットフォームについて、各社共同の実証実験に加え、各社毎に
も正常に動作するかの実証実験を行い、必要に応じて設計にフィード
バックする体制とする。

○ワイヤレス通信は光通
信と共に超高速通信ネッ
トワークの担い手として
必須の技術。現在、携帯
電話で使われている１～
２ＧHz帯を中心とする周
波数領域において、今
後、通信容量の不足が
見込まれる。
○1990年代に米国で波
長多重技術（WDM）の開
発・導入が先行した。今
後のさらなる通信量の増
大に対応するために、波
長多重技術（ＷＤＭ）に
時間分割多重技術（ＴＤ
Ｍ）を合わせたテラビット
級・フェムト秒の超高速・
大容量化の通信デバイ
スが必須。
○高度情報化社会の進
展に伴い、より大量の情
報をより高速に処理する
ことが必要となってきて
いる。現状のネットワーク
には通信処理速度毎秒
１０ギガビットのルータが
主に用いられている。
○今後のさらなる通信量
の増大に対応するため
に、幹線網のノード部分
での波長と経路に技術
革新が必要。フォトニック
結晶、光スイッチ等の光
通信・信号処理用素子・
材料の研究開発は世界
的に進んでいる。
○デジタル情報機器が
社会生活に浸透し、モバ
イル社会が進むにつれ
て、家庭や公共の場で各
種情報通信機器を特別
の知識がなくても容易か
つセキュアに接続でき、
自由な情報のやりとりを
可能とする環境開発が必
要となってきている。
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○高度情報通信機器・デバイ
ス基盤プログラムの一部「窒
化物半導体を用いた低消費電
力型高周波デバイスの開発」
（経済産業省、Ｈ14年度8.2億
円、Ｈ15年度6.2億円）

○Al組成とGaN膜厚均一化について有効となる
成長条件を絞り込み、欠陥など結晶性阻害要因
については、AlN層挿入により20～30％性能を改
善した。これにより競合技術と比較して、同等以
上のウェハ性能を得た。
○2GHz帯のデバイス出力は179Wを達成した。こ
の時点で世界最高レベルであり、最終目標達成
の目処を得た。

○窒化物半導体を用いた低消費電
力型高周波デバイスの開発（経済産
業省、NEDO、平成１６年度：５．８億
円）
・ヘテロ構造ウェハ高品質化のため
の結晶成長条件改善技術を推し進め
る。
・これまでに開発した要素技術を統合
し高出力デバイスを試作し、2GHｚ帯
における出力200Wおよび26GHｚ帯に
おける出力5Wを目指す。

○高度情報通信機器・デバイ
ス基盤プログラムの一部「低
消費電力型超電導ネットワー
クデバイスの開発」（経済産業
省、Ｈ14年度6.1億円、Ｈ15年
度9.1億円）

○ニオブ系LSIに関する新試作プロセスを構築
し、６層の積層を実現した。また、SFQ（Single
Flux Quantum：単一磁束量子）回路における2X2
スイッチの動作を確認した。
○酸化物系LSIについて超電導層４層の積層構
造における絶縁層材料、酸素導入方法の最適
化、抵抗層の積層技術を開発した。

○低消費電力型超電導ネットワーク
デバイスの開発（経済産業省、平成１
６年度：６．８億円）
・集積回路50GHzクロック動作に対応
するニオブ系LSIプロセス開発を行う。
また、10万接合回路規模のSFQ回路
設計手法とツールの有効性を示す。
・配線及び接合最小線幅2μmを実現
する酸化物系集積回路プロセス技
術、200接合級の高温超電導SFQ回
路について高温（20-40 K）における
高速動作を可能とする回路設計技術
を確立する。

○高分子有機EL発光材料プロ
ジェクト（経済産業省、平成１５
年度：４．７億円）

高性能高分子発光材料の開発を行い、青色発
光材料について約３lm/W、輝度半減寿命約
10,000時間（初期輝度100cd/m2としての換算値）
の性能まで到達し、数百gスケールでの量産化の
検討を開始した。また、赤色、緑色材料の開発に
も着手し、発光を確認した。

○高分子有機EL発光材料プロジェク
ト（経済産業省、NEDO、平成１６年
度：４億円）
引き続き、発光効率と寿命性に優れ
た高性能高分子有機ＥＬ発光材料の
開発のため、合成技術、精製技術、
量産化技術の開発を行う。

○低消費電力次世代ディスプ
レイ製造技術ク共同研究施設
整備事業
（経済産業省、平成１３年度補
正：１５３億円）

仙台市泉センターシティに研究施設を建設し、低
消費電力な大型液晶ディスプレイの研究開発に
必要な製造装置を導入。

○低消費電力次世代ディスプレイ製
造技術共同研究施設整備事業
整備された研究開発施設において、
低消費電力な大型液晶ディスプレイ
の革新的な製造プロセス技術の開発
を行う。

○省エネ型次世代ＰＤＰプロ
ジェクト
（経済産業省、平成１５年度：
７．７億円）

低消費電力化技術として、発光効率が３ｌｍ／Ｗ
の高効率発光機構（小型実験パネル）を達成予
定（平成１６年３月）。小型実験パネルでの３ｌｍ／
Ｗの実証は、世界トップレベル。

○省エネ型次世代ＰＤＰプロジェクト
（経済産業省、NEDO、平成１６年度：
８．４億円）
・１５年度に開発した高発光効率機
構、蛍光体材料等を用い、３ｍｌ・Ｗの
パネルの試作・検証等を行う。
・前年に開発したリブ技術と既存プロ
セスとの一括焼成等の簡素化・複合
化等を行う。

○低消費電力な大型液晶ディスプレイの革新的製造プロセス技術で
は、着実に研究開発が進められている。急速な平面テレビ市場の拡
大に伴い、早急に低消費電力な大型液晶テレビの革新的製造プロセ
ス技術を確立することが必要となっている。
○中小型ディスプレイの低消費電力化、高精細化などの高機能化を
可能する技術開発では、高い電子移動度を有する液晶実現するなど
着実に研究開発が進められている。今後、表示コンテンツの高度化、
利用シーンの多様化が進むに従い、低消費電力化、高精細化などに
加え、液晶ディスプレイのシステム化・インテリジェント化についての
技術開発を進めて行く必要がある。
○プラズマディスプレイでは、世界トップレベルの発光効率の実現や
生産プロセス速度の向上技術を確立するなど着実に研究開発が進
んでいる。急速な平面ディスプレイ市場拡大に伴い、早急に低消費
電力化技術、低コスト化技術の確立を図る必要がある。
○有機ＥＬでは、世界最高水準の発光効率を達成するなど着実に研
究開発が進んでいるが、まだ理想的なレベルに達していない。他の
平面ディスプレイの普及が急速に進む中で、早期に本格的な実用化
を図るために、寿命など製品信頼性の向上や潜在的優位性の確立
に必要な技術開発に早急に取り組む必要がある。

○フレキシブル有機EL
ディスプレイ、ナノシリコ
ンを用いたELパネル、有
機EL材料の長寿命化、
高効率、長寿命な有機
ELディスプレー用の燐光
材料の開発など有機発
光物質やデバイスの開
発は急速に進展してい
る。しかし、その寿命等
の製品信頼性及びデバ
イスとしての潜在的な優
位性が必ずしも十分には
確立されているわけでは
ない。
○液晶テレビの大型化
へのニーズへの対応に
おいては、技術的な困難
さの増大、投資コストの
増加などの問題があり、
従来とは異なる革新的な
製造技術が要求されて
いる。また、携帯電話等
に利用される中小型液晶
ディスプレイでは、低消
費電力化、高精細化、シ
ステム化など、一層の高
機能化を実現する技術
が重要となっている。

ナノテク・材料－6



○次世代プラズマディスプレイ
製造技術の開発
（経済産業省、平成１４年度補
正：１０．０億円）

律速工程（焼成工程及び保護膜形成工程、封
着・排気工程）の処理速度を現状の３倍以上にで
きる技術を開発し、目標を達成した。

○高度情報通信機器・デバイ
ス基盤プログラムの一部「高
効率有機デバイスの開発」
（経済産業省、平成１４年度：
９．４億円、平成１５年度：７．８
億円）

○新材料の合成により世界最高水準の発光効
率（外部量子効率15.6％、最大視感効率
29.8lm/W）を持つ青色燐光素子の開発に成功
（平成１６年２月）。
○有機アクティブ発光素子を試作し輝度は当初
目標の2倍（10,000cd/㎡）を達成。これは有機EL
と有機トランジスタを組み合わせたデバイスとし
て世界最高レベル。（平成１５年５月）。
○高速有機トランジスタ（電圧-電流変換効率
0.1mS(ミリジーメンス)、動作周波数30kHz）を試
作した。（平成１６年２月）。

○高効率有機デバイスの開発（経済
産業省、NEDO、平成１６年度：８．１
億円）
・大画面ディスプレイにおいては、視
感効率30lm/Wを超える白色発光素
子の開発を行う。
・フレキシブルディスプレイでは、１６
階調制御アクティブ発光素子、100Ｋ
Ｈｚの有機トランジスタ、電子移動度
0.5ｃｍ２/Vsのプリンタブル有機薄膜
トランジスタの開発を行う。

○エネルギー使用合理化液晶
デバイスプロセス研究開発
（経済産業省、平成１３年度：
７．９億円、平成１４年度：７．０
億円、平成１５年度：５．１億
円）

○低温酸化技術により作成した絶縁膜につい
て、リーク電流密度、界面準位密度、固定電荷密
度、絶縁耐圧等の電気特性において、高温で作
成した絶縁膜と同等性能が得られた。
○位相シフトレーザ照射法により室温で形成した
Si単結晶粒上にTFTの試作を行い、移動度として
ｐ－チャネル型で150cm2/Vs以上、ｎ－チャネル
型で440cm2/V以上を確認し、いずれも実用化時
の性能目標値を越える結果が得られた。

○エネルギー使用合理化液晶デバイ
スプロセス研究開発（経済産業省、
NEDO、平成１６年度：５．７億円）
１５年度までに開発した半導体膜結
晶化シリコンアレイ形成技術等により
液晶ディスプレイを構成するトランジ
スタ構造・配線構造等のテストパター
ンの試作、実用性の実証を行う。

カーボンナノ
チューブを用いた
薄型、低消費電
力、高輝度、高画
質のフィールドエ
ミッションディスプ
レイ（ＦＥＤ）の実
現

高輝度、高画質な薄型
ディスプレイに必要な均
質電子源の開発やパネ
ル化技術の開発におい
て、実用的な成果が出て
きている状況。

○カーボンナノチューブＦＥＤプ
ロジェクト（経済産業省、平成
15年度：７.４億円）

微小な画素に対応したカソード電極を形成する
方法、画素間の電子放出特性ばらつきを低減す
る技術、パネル構造の大型化に向けた構造設計
等の開発を実施（経済産業省）

○カーボンナノチューブＦＥＤプロジェ
クト（経済産業省、NEDO、平成16年
度：8.4億円）
均質電子源の開発、パネル化及び
ディスプレイ性能評価技術の開発

○大画面、薄型ディスプレイ市場については、液晶など競合製品の
市場が拡大する傾向にあることから、本分野で勝ち残るためには早
期のカーボンナノチューブＦＥＤの実用化が必要。

優れた半導体特
性を有するダイヤ
モンドデバイスの
実現

○ダイヤモンド極限機能プロ
ジェクト（経済産業省、平成１５
年度：７．４億円）

ｐ、ｎ型ダイヤモンド半導体の性能向上のための
成膜技術の改良、放電灯陰極の電圧降下技術
の開発等。（経済産業省）

○ダイヤモンド極限機能プロジェクト
（経済産業省、NEDO、平成１６年度：
７．０億円）
最適条件での成膜技術の開発、放電
灯陰極の電極上への膜形成技術の
開発等。

○ナノ機能粒子のカプセル成
形技術開発（経済産業省、平
成１４年度：４．４億円）
○機能性カプセル活用フルカ
ラーリライタブルペーパープロ
ジェクト（経済産業省、平成１５
年度：５．９億円）

リライタブルペーパーの実現に向けて、当ＰＪ独
自の、白色度の高い電気泳動型表示素子の基
本設計を行い、白/黒粒子、溶媒の候補素材を
選定し、モデル系の単色表示素子（1cm角)を作
成した(白地反射率：38%)。さらに高品位の表示に
不可欠な単分散粒径(CV<10%)カプセル作成の見
通しをつけた。

○機能性カプセル活用フルカラーリラ
イタブルペーパープロジェクト（経済産
業省、NEDO、平成１６年度：４．７億
円）
引き続き、機能性カプセルを活用した
フルカラーリライタブルペーパーを実
現するための技術開発を行う。

○プラズマテレビは、消
費電力量が大きく、また、
依然として高価格な状況
にあり、今後一層の低消
費電力化とコスト削減が
必要となっている。
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○次世代モバイル用表示材料
技術共同研究施設整備（経済
産業省、平成１３年度二次補
正：３４億円）

平成１５年７月２８日に竣工。当施設で独立行政
法人産業技術総合研究所・東京農工大学・次世
代モバイル用表示材料技術研究組合が産学官
連携の「次世代モバイル用表示材料連携研究
体」を設立し研究している。

窒化物結晶中の
不均一性を制御
する半導体プロセ
スの開発

○創造科学技術推進事業、中
村不均一結晶プロジェクト（文
部科学省、科学技術振興機
構、平成14年度：72億円の内
数、平成15年度：54億円の内
数）

○安熱合成法によるGaNバルク結晶成長におい
て、世界最大級のアンモニアオートクレーブの運
転に成功した。○窒化物系発光ダイオードの光
取り出し効率を大幅に高める技術を開発した。

創造科学技術推進事業、中村不均一
結晶プロジェクト（文部科学省、科学
技術振興機構、平成16年度：32億円
の内数）

　

左記取組により得られた主な成果
○ナノテクノロジーを活用した
新しい原理のデバイス開発
（文部科学省、平成14年度補
正：21億円、平成15年度：4億
円）

○タンパク質吸着過程のその場観察に成功
○数ナノメートル級の金属および化合物半導体
ナノ粒子のタンパク質内部空間合成に成功
○フローティングゲートメモリの基本となる構造を
シリコンナノドットにより実現
○情報伝達物質ｃAMPの一分子計測に成功

○ナノテクノロジーを活用した新しい
原理のデバイス開発（文部科学省、
平成16年度：4億円）
・シリコン基板上選択吸着によるナノ
粒子の２次元ドメインの作製
・シリコン基板上2次元バイオナノコア
の酸化膜への埋め込み
・生物の情報処理原理の応用モデル
構築

○ナノ技術を活用した超高機能ネット
ワーク技術の研究開発(総務省、平成
１６年度：1.4億円)
初年度はナノ技術活用による小型・
省電力の中継伝送技術や超高速・省
電力の高機能ルーティング技術に関
する研究開発に着手する予定。

○宇宙環境を利用して数百ナノメート
ルサイズの高密度微粒子をコロイド
結晶化・固定し、高付加価値材料（３
次元フォトニクス結晶を用いたレー
ザーパルス増幅用素子）の開発を行
うため、国際宇宙ステーションのロシ
アサービスモジュール等を用いた宇
宙実験の準備及び宇宙環境利用の
前提となる地上研究を行う。（文部科
学省、平成16年度：１．８億円（新
規））

○量子情報通信技術の研究
開発（総務省、平成13年度：
2.5億円、平成 14年度：2.6億
円、平成 15年度：2.8億円）

150km程度の量子暗号鍵配布実験の成功や、量
子暗号の実現に適した誤り訂正法の提案など、
量子暗号の実用化に向け、特許出願も含めた着
実な成果が上がっている（総務省）。

○量子情報通信技術の研究開発
（NICT、平成16年度：3.2億円）
これまでの量子暗号技術等への取組
に加え、量子通信に関する課題を開
始する予定。

単一光子による量子暗
号伝送実験、量子コン
ピューターの基礎となる
固体素子での２量子ビッ
ト実現など、量子暗号・
量子コンピューターの要
素技術研究開発が徐々
に進展している。

動向概況

多様な新原理デバイスの競争的研究開発による次世代の最先端基幹技術の獲得に向けた絞込み

平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組研究開発の目標

ナノメートルサイ
ズの種々の素子
のデバイス動作を
確証

量子情報通信の
実現に向けた基
本素子の多様な
手法による構築と
複合化の実現

単一磁束量子（ＳＦＱ）素
子、磁性半導体等を利用
したスピントロニクスデバ
イス、カーボンナノチュー
ブＦＥＴ、さらには単一分
子トランジスターなど、新
原理デバイスの探索が
広範に進められている。

○ナノ粒子の要素技術、自己組織化による量子ドット作成技術、カー
ボンナノチューブのデバイス応用、単一電子トランジスタの記憶素
子、論理素子への応用などなナノサイズの加工応用技術は順調に進
展しているものの、ナノの機能発現を伴う新規な次世代情報通信シ
ステム用ナノデバイスなどの実用化までには克服すべき課題が多
い。
○バイオコンピュータ、有機材料による新素子等の研究で新規材料
を伴うものは、長期的な視野からの取組みが必要であり、3-5年で判
断できない。

○新原理デバイスや量子コンピューターの量子ビットについては依然
本命が定まっておらず、競争的資金を活用した研究者の自由な発想
に基づく広範な探索的研究が重要。ただし、実用化判断可能な目標
設定を行った上で推進すべきである。

課題・論点等
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ナノ領域における
電子や電場・磁場
の挙動を人為的
に制御する手法
の開発

○単量子操作研究（文部科学
省、理化学研究所、平成14年
度：1.6億円、平成15年度：0.1
億円+運営費交付金（370億
円）の内数）

量子コンピュータの基礎となる２量子ビットの論
理演算回路を開発し、動作を確認。微少磁性体
中の磁気渦の静的磁気特性を解析。

○単量子操作研究（文部科学省、理
化学研究所、平成16年度：運営費交
付金（692億円）の内数）

戦略目標「情報処
理・通信における
集積・機能限界の
克服実現のため
のナノデバイス・
材料・システムの
創製」

○ナノテクノロジー分野別バー
チャルラボ（文部科学省、平成
14年度：戦略的創造研究推進
事業（427億円）の内数、平成
15年度：戦略的創造研究推進
事業（447億円）の内数）。

左記の研究課題の代表的な成果として、
○多層量子細線レーザーの室温連続動作＞
8700時間達成、
○高品質ダイヤモンド薄膜に電子線照射した時
の紫外発光スペクトルから、励起子がBose-
Einstein1凝縮相に近づきつつあることが判明、
○カーボンナノチューブを用いた単電子トランジ
スタインバータ回路の作成に成功、
○正孔をドープした半導体に電場を印加すると、
電場に垂直な方向に熱の発生を伴わないスピン
の流れが発生する原理を発見、
等が得られている。

○ナノテクノロジー分野別バーチャル
ラボ（文部科学省、科学技術振興機
構、平成16年度：戦略的創造研究推
進事業（463億円）の内数）

量子ドットによる
人工原子、人工
分子の作製、およ
びこれらに生じる
電子相関の解明

○創造科学技術推進事業、樽
茶多体相関場プロジェクト（文
部科学省、科学技術振興機
構、平成14年度：72億円の内
数、平成15年度：54億円の内
数）

○単一電子整流素子を作製し、
非対称2重ドットのスピン3重項状態を経由する単
一電子トンネル電流が抑制される現象を発見し
た。
○新しい近藤効果の発見
人工原子の電子スピン状態、外部電極とのトン
ネル結合を厳密に制御することによりスピン1重
項-3重項縮退による近藤効果増強、ユニタリ極
限の近藤効果、非平衡系の近藤効果など、数々
の新しいタイプの近藤効果を発見した。

創造科学技術推進事業、樽茶多体相
関場プロジェクト、（文部科学省、科学
技術振興機構、平成16年度：32億円
の内数）

非線形光学効
果、巨視的量子
効果を用いた新し
い光学技術の開
拓

○創造科学技術推進事業、五
神共同励起プロジェクト、（文
部科学省、科学技術振興機
構、平成14年度：72億円の内
数）。
○戦略的創造研究推進事業
継続研究、電子系の多体量子
相関とその光制御機能（文部
科学省、科学技術振興機構、
平成14年度：427億円の内数、
平成15年度：447億円の内数）
（平成14年度後半から実施。）

○アルカリ土類原子のスピン禁制遷移を利用し
たレーザー冷却法を開拓し、常温からわずか１０
０ミリ秒で数百ナノケルビン台の極低温の原子気
体を得る技術を確立し、また、半導体における電
子正孔系の多体量子相関による光制御機能の
解明、電子正孔凝縮相の実現、モット絶縁体であ
る一次元銅酸化物系の巨大非線形光学効果の
発見などの成果が得られた。今後これらを更に
発展させる。

戦略的創造研究推進事業継続研究、
電子系の多体量子相関とその光制御
機能（文部科学省、科学技術振興機
構、平成16年度：463億円の内数）
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量子もつれ
(Quantum
Entanglement)の
本質を量子光学、
原子物理、固体
物理、核磁気共
鳴等の実験技術
を駆使して解明す
るとともに、量子
情報システムの
中核技術となりう
る技術の確立を
目指す。

○国際共同研究事業（文部科
学省、科学技術振興機構、平
成14年度：14億円、平成15年
度：8億円）のうち、量子もつれ
プロジェクト
○戦略的創造研究推進事業
（文部科学省。科学技術振興
機構、平成15年度：447億円）
の継続研究の研究課題、光を
用いた量子情報システムの研
究（平成15年度後半から実
施。）

○新たに開発したフォトニックス結晶構造の共振
器に量子ドットを埋め込むことにより、単一光子
の取り出し効率を大幅に改善できることを理論的
に解明。
○単一光子発生源を用いて量子暗号鍵の電送
実験を行い、伝送損失の大きな長距離での伝送
速度が高速になることを実証。
○半導体微小共振器中の量子井戸におけるエ
キシトンと光子の相互作用によるポラリトンの増
幅及びレーザー発振の現象の観測に成功。

戦略的創造研究推進事業（文部科学
省、科学技術振興機構、平成16年
度：463億円）の継続研究の研究課
題、光を用いた量子情報システムの
研究
将来の量子情報技術に関する中核
技術の確立を目指す。

　

左記取組により得られた主な成果
高光電変換効率・
低コスト（モジュー
ル製造コストが現
行の２分の１）の
太陽電池の実現

既に実用化されているも
のの一般への普及はま
だまだ十分ではない。

○一層の改良と製造コストの削減し、低価格化による普及が望まれ
る。

火力発電の単位
電力あたりＣＯ２
の３０％削減を実
現する高温強度・
耐食性を向上した
金属材料の実現

　 ○新世紀耐熱材料プロジェクト
（文部科学省、物質･材料研究
機構、平成13年度：運営費交
付金（172億円）の内数、平成
14年度：運営費交付金(167億
円）の内数、平成15年度：運営
費交付金（165億円)の内数）

ニッケル基超合金について、目標耐用温度の
1100℃を達成。実用化に向けた単結晶タービン
翼の鋳造性を確認。セラミック材料について耐用
温度1500℃を達成。（文部科学省、物質・材料研
究機構）

○新世紀耐熱材料プロジェクト（文部
科学省、物質・材料研究機構、平成
16年度：7億円）

○次世代型燃料電池プロジェ
クト（文部科学省、平成14年度
補正：18億円、平成15年度：5
億円）

高耐熱・高電導率電解質膜、高性能合金電極触
媒、新型膜/電極接合体等の開発着手（最適材
料の探索、構造設計等）

○次世代型燃料電池プロジェクト（文
部科学省、平成16年度：３億円）

燃料電池・水素関連で
は、電解質膜、電極・触
媒等の燃料電池用部材
および水素貯蔵用材料
等の研究開発が活発に
行われている。携帯用ダ
イレクトメタノール燃料電
池は商品化が近い。

課題・論点等平成１６年度の主な取組

○燃料電池の普及のためには、各部材の改良による大幅な低コスト
化が必要であり研究開発の重要性は依然大きい。また、水素貯蔵イ
ンフラの確立にも材料開発が重要である。
○京都議定書の受諾に伴い、水素吸蔵材料用カーボンナノチューブ
等の新エネルギー・省エネルギーに資するナノテクノロジー・材料の
研究開発の重要性があらためて指摘されている。しかし、新エネル
ギー・省エネルギーを目的とした材料等要素技術を統一的に評価す
る基準が未整備であるため、研究開発を推進していくとともに、この
評価基準の整備を同時並行的に行うことが必要である。
○光触媒、カーボンナノチューブなどを用いた燃料電池用の電極材
料、水素貯蔵材料の高性能化等が進展。ＣＯ2分離膜や燃料電池材
料等での進展はあったものの、実用につながるか心配。

②環境保全・エネルギー利用高度化材料

高性能・低コスト
の次世代型燃料
電池の開発

ＣＯＰ３目標実現に必要な総合的な二酸化炭素排出量削減のための材料の実現と実社会への浸透

平成１５年度までの主な取組研究開発の目標 動向概況
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○高効率高温水素分離膜の
開発（経済産業省、平成14年
度：６億円、平成15年度：５億
円）

液相反応及び気相反応プロセスを利用して、シリ
カ複合酸化物系、ジルコニア系、SiC系及び多元
素系を対象とした微細構造制御及び化学組成制
御技術の確立等（経済産業省）

○高効率高温水素分離膜の開発（経
済産業省、NEDO、平成16年度：５億
円）
無機膜微細構造制御、化学組成制御
技術及び膜モジュール化技術の開発

自動車の軽量化
による燃費向上を
実現する、自動車
軽量部品向けの
カーボンナノファ
イバー複合材料
の開発。

自動車軽量化のための
高強度材料開発等が研
究されている。

○カーボンナノファイバー複合
材料プロジェクト（経済産業
省、平成１５年度：３．２億円）

最適なカーボンナノファイバーの選定、表面処理
技術の開発および軽金属への分散技術の開発
等により、従来品（鉄鋳物）と同等以上の強度を
得る目処を得た。

○カーボンナノファイバー複合材料プ
ロジェクト（経済産業省、NEDO、平成
１６年度：３．７億円）
カーボンナノファイバーの軽量金属合
金への分散加工技術及び成形加工
技術に関する研究開発

自動車に実装可
能な軽量、高強度
のアルミニウム材
料の実現

○革新的温暖化対策技術プロ
グラムの一部「自動車軽量化
のためのアルミニウム合金高
度加工・形成技術」（経済産業
省、平成14年度:6.4億円、平成
15年度:7.5億円）

温間異周速圧延による成形性の改善やフラック
スを利用した鋼との接合、ポーラスアルミニウム
の気泡制御の可能性が判明（経済産業省）

○自動車軽量化のためのアルミニウ
ム合金高度加工・形成技術（経済産
業省、NEDO、平成16年度：7.1億円）
板材の成形性、鋼との接合強度およ
びエネルギー吸収性を向上する研究
開発

変換効率が現行
の約2倍の熱電変
換モジュールの実
現

○革新的温暖化対策技術プロ
グラムの一部「高効率熱電変
換システムの開発」（経済産業
省、平成14年度4.0億円、平成
15年度4.7億円）

カスケードモジュールの試作およびモジュール評
価技術の確立により熱電変換システムにおける
技術課題が判明（経済産業省）

○高効率熱電変換システムの開発
（経済産業省、NEDO、平成16年
度:4.3億円）
熱電変換モジュールの効率化に関す
る研究開発

自動車の変速
機、水圧ポンプ、
タービン軸受け等
の駆動システム
における摩擦損
失を、大幅に低減
する材料表面制
御技術を確立

○低摩擦損失高効率駆動機
器のための材料表面制御技
術の開発プロジェクト（経済産
業省、平成14年度：４億円、平
成15年度：５億円）潤滑膜の構
造・特性及び生成機構の解明
のための評価・解析技術に関
する研究・自動車変速機の動
力伝達システムに関する研
究・高効率高耐久性水圧機器
システムに関する研究・耐高
面圧複合軸受システムに関す
る研究を実施

自動車の変速機の動力伝達システム開発につ
いて、表面処理技術と潤滑剤の組み合わせ２種
類について、性能評価などを開始した。

○低摩擦損失高効率駆動機器のた
めの材料表面制御技術の開発プロ
ジェクト（経済産業省、NEDO、平成16
年度：４．７億円）
中間評価を実施するため、個々の課
題について、目標達成へ向けた研究
開発の進捗。

○駆動システムにおける摩擦損失を大幅に低減する材料表面制御
技術（材料表面と潤滑膜）の確立

○今後、重点化により、研究を加速し、普及に向けた材料開発も望ま
れる。健全なトップダウンにより、重点領域、要素技術を見直してほし
い。
○ナノテク材料技術は地球温暖化対策等環境分野の課題解決に大
きく貢献出来る可能性があり、研究開発は推進されるべきであるが、
ナノテク材料自体の環境負荷はＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）等
により科学的に評価される必要があることに留意すべきである。
○持続可能な社会の形成を目的とした技術開発は、かなりの多角的
開発が必要。
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現行よりも電力損
失（鉄損）を0.6％
程度低減できる、
電力トランス用の
最高級電磁鋼板
薄膜コーティング
技術の確立

○変圧器の電力損失削減の
ための革新的磁性材料の開
発プロジェクト（経済産業省、
平成14年度：２億円、平成15
年度：２億円）鉄損低減のキー
となる磁区の微細化を実現す
るため、鋼板表面に別の金属
を平滑かつ連続的に製膜する
ための技術検証並びにパイ
ロットプラントの製作を行った。

変圧器に使用される最高級の電磁鋼板につい
て、薄膜コーティング技術を(CVD)用いて、厚さ１
mmの薄膜を平滑かつ連続的に高速製膜させる
ことにラボ実験で成功。また、実験用のパイロット
プラントが完成。

○変圧器の電力損失削減のための
革新的磁性材料の開発プロジェクト
（経済産業省、NEDO、平成16年度：
１．９億円）
実機の１／３以下の幅35cmの電磁鋼
板のサンプルをパイロットプラントで
薄膜コーティングし、変圧器メーカー
に依頼して変圧器を製造し、性能テス
トを行う。パイロットプラントの運転実
験を繰り返し、最適操業条件を探索。

○低エネルギー損失に最も効果的な薄膜物質の探索とその高速・連続製
膜技術の開発

○エネルギー使用合理化技術
戦略的開発の一部（経済産業
省、平成１５年度５１億円の内
数）

ＬＥＤの高効率化（目標４８％、現行15％）を目指
し開発中（経済産業省）。

○エネルギー使用合理化技術戦略
的開発の一部（経済産業省、NEDO、
平成１６年度６５億円の内数）

○高効率UV発光素子用半導体開発
プロジェクト（経済産業省、平成１６年
度：3.7億円、（1/2補助、F21））
深紫外ハイパワー・レーザダイオード
用のAIN系半導体材料に関する研究
開発

SF6を使用しない
軽量なマグネシウ
ム合金の製造技
術の実現

○SF6フリー高機能マグネシウム合
金組織制御技術開発プロジェクト(経
済産業省、NEDO、平成16年度:2.7億
円）
SF6フリーの溶解技術および組織制
御等による高機能化技術に関する研
究開発

○超電導応用基盤技術研究
開発（経済産業省、平成13年
度：１８．０億円、平成14年度：
１９．４億円、平成15年度：２
６．８億円）

イットリウム系超電導線材に関して、５０m長にお
いて、臨界電流７４A/cmの均一な線材の作製に
成功（経済省）

○超電導応用基盤技術研究開発（経
済産業省、NEDO、平成16年度：２６．
７億円）
イットリウム系高温超電導材料の長
尺化、特性向上を目指した研究開発

○環境適応型高性能小型航
空機研究開発プロジェクト（経
済産業省、平成15年度：10億
円（F２１））

航空機の軽量化・CO2排出量削減に資する先進
材料加工・成形技術を試作機に適用するため
に、必要な研究開発を行った。具体的な研究内
容は以下のとおり。
○オートクレーブを用いた加熱・加圧工程を削減
することにより、航空機に適用可能な高強度・高
品質な複合材による構造部材を、従来に比べ高
効率に製造することを可能とする、革新的な複合
材成型法（ＶａＲＴＭ）
○摩擦熱で金属を軟化させつつ攪拌することに
より、従来溶接が不可能であった航空機用アルミ
合金の接合を可能とする、摩擦攪拌接合法
（FSW）等（経済産業省）

○環境適応型高性能小型航空機研
究開発プロジェクト(経済産業省、
NEDO、平成16年度：26.7億円）
１５年度に引き続き、航空機の軽量
化・CO2排出量削減に資する先進材
料加工・成形技術を試作機に適用す
るために、必要な研究開発を行い、
適用する技術の内容、適用部位等を
確定する。
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「環境保全・エネ
ルギー利用高度
化材料」実現に資
する各研究課題
ごとの研究目的

○戦略的創造研究推進事業
（文部科学省、科学技術振興
機構、平成13年度：74億、平成
14年度：427億円、平成15年
度：447億円）、個人型研究の
研究領域「組織化と機能」にお
いて、平成11年度採択10課
題、平成12年度採択11課題、
平成13年度採択10課題の、計
31の研究課題を推進。
（注）平成13年度までは若手個
人研究推進事業として推進。
平成14年度より現在の戦略的
創造研究推進事業に事業再
編。

代表的な成果としては、温室効果ガスと考えられ
ている二酸化炭素やメタンを含む空気分子の、
極地氷床中における分布の時系列変化モデルを
構築し、約４０万年間の変化を年単位のステップ
で計算することに成功した。

戦略的創造研究推進事業（文部科学
省、科学技術振興機構、平成16年
度：463億円）、個人型研究の研究領
域、「組織化と機能」において、平成
13年度採択10課題を引き続き推進。
（平成11年度採択課題・平成12年度
採択課題は研究終了。）

　

左記取組により得られた主な成果
ppbレベルの物質
を簡便に検出す
る技術の実現

○ナノテクノロジーを活用した
環境技術開発推進事業（環境
省、１５年度：３億円）におい
て、「ポータブル環境モニタリン
グ機器とデータの収集・処理・
配信システム」の開発（環境
省、１５年度：１億円）

「ポータブル環境モニタリング機器とデータの収
集・処理・配信システム」の研究開発において、
小型ＮＯ2検出システムを開発するとともに、ネッ
トワークへの接続を試行。（環境省）

○ポータブル環境モニタリング機器と
データの収集・処理・配信システム
（環境省、１６年度：１億円）

○米国におけるテロ事件などの影響もあり、環境中の微量有害物質
に対する国民の関心は増加しており、極微量物質の検出や除去技
術への要望が高まっている。これらの検出・除去技術についても、評
価基準が未整備であるため、研究開発を推進していくとともに、その
整備を同時並行的に行うことが必要である。

　 ○ナノテクノロジーを活用した環境技
術開発推進事業（環境省、１５年度：
３億円）において、「ポータブル環境モ
ニタリング機器とデータの収集・処理・
配信システム」の開発（環境省、１５
年度：１億円）船舶からの環境負荷低
減のための総合対策（国土交通省、
平成16年度：0.3億円）
・海水添加水利用システムの検討等
　①硫酸-海水反応中和水利用シス
テムの検討
　②海水による増湿冷却システムの
検討
・パイロットプラントによる検証試験

○光触媒、ナノ材料によるダイオキシンの抑制・除去など化学物質リ
スク低減に向けた取組を推進するとともに、ナノチューブのようなナノ
物質自体の人体影響あるいはセキュリティ面からの対応策といった
視点からの研究開発も重視すべき。

課題・論点等平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組研究開発の目標 動向概況

ＰＲＴＲ法対象物
質を中心とした化
学物質リスク削減
技術の確立

○マイクロ・ナノ化学を環
境計測に応用する試み
が開始されている。（たと
えば知的クラスター創成
事業（九州広域））。
○自動車排出ガス中の
ナノ粒子の健康への影
響について調査を開始
（自動車工業会、環境
研）
○酸化鉄を原料とした鉛
や砒素などの有害物質
吸収材や光触媒を利用
した有害物質除去技術
が開発されている。

安全な生活を保障する化学物質リスク削減・除去技術の実現と実社会・国民生活への組み込み
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○ナノテクノロジーを活用した
環境技術開発推進事業におい
て、「微量でも有害な化学物質
を分子レベルで選択的に除
去・回収できる技術」（環境省、
１５年度：１億円）、「有害物質
の健康・生態影響評価に適し
たＤＮＡ、細胞等を載せた環境
チップ」（環境省、１５年度：１億
円）

「微量でも有害な化学物質を分子レベルで選択
的に除去・回収できる技術」として、ビスフェノー
ルＡを選択的に除去できる膜の合成に成功。（環
境省）

○ナノテクノロジーを活用した環境技
術開発推進事業において、「微量でも
有害な化学物質を分子レベルで選択
的に除去・回収できる技術」（環境
省、１５年度：１億円）、「有害物質の
健康・生態影響評価に適したＤＮＡ、
細胞等を載せた環境チップ」（環境
省、１５年度：１億円）、「環境汚染修
復のための新規微生物の迅速機能
解析技術」の開発（環境省、１６年度：
０．３億円）及び「新たな炭素材料を用
いた環境計測機器」の研究開発（環
境省、１６年度：０．２億円）

既存材料の環境
リスクに対する
データも取り込み
計算機等を活用
した予測先導型
研究開発の定着

○環境モニタリング、有害物質除去、環境改善等の「ナノ環境エネル
ギー産業」発掘を目指し、各省「連携プロジェクト」での推進を検討
中。

戦略目標「環境負
荷を最大限に低
減する環境保全・
エネルギー高度
利用の実現のた
めのナノ材料・シ
ステムの創製」

○ナノテクノロジー分野別バー
チャルラボ（文部科学省、平成
14年度：戦略的創造研究推進
事業（427億円）の内数、平成
15年度：戦略的創造研究推進
事業（447億円）の内数）

左記の研究課題の代表的な成果として、
○表面構造を制御されたカーボンナノファイバー
を合成し、脱硫プロセスへの応用を試みた結果、
乾式脱硫に適用するとSO2吸着量が従来の活性
炭の2倍の性能を示した、
○ナノ組織制御により液体窒素温度（-196℃）下
で5テスラという強磁場にもかかわらず、高温超
電導体として20万アンペア/cm2の世界最高の臨
界電流密度を達成、等が得られている。

○ナノテクノロジー分野別バーチャル
ラボ（文部科学省、科学技術振興機
構、平成16年度：戦略的創造研究推
進事業（463億円）の内数）

「環境保全・エネ
ルギー利用高度
化材料」実現に資
する各研究課題
ごとの研究目的

戦略的創造研究推進事業（文
部科学省、科学技術振興機
構、平成13年度74億、平成14
年度：427億円、平成15年度：
447億円）、個人型研究の研究
領域、「合成と制御」において、
平成13年度採択10課題、平成
14年度採択12課題、平成15年
度採択6課題の、計28の研究
課題を推進。
（注）平成13年度は若手個人
研究推進事業として推進。平
成14年度より現在の戦略的創
造研究推進事業に事業再編。

代表的な成果としては、
○フグ毒tetrodotoxinの効率的全合成法に繋が
る、完全保護体の合成を確立した
○植物から抽出した物質に抗エイズ活性がある
ことを見出し、本化合物の実用的な不斉合成法
を確立した。

戦略的創造研究推進事業（文部科学
省、科学技術振興機構、平成16年
度：463億円）、個人型研究の研究領
域「合成と制御」において、計28の研
究課題を引き続き推進。
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左記取組により得られた主な成果
○生体材料推進事業（文部科
学省、物質・材料研究機構、平
成13年度：運営費交付金（172
億円）の内数、平成14年度：運
営費交付金(167億円）の内
数、平成15年度：運営費交付
金（165億円)の内数、文部科
学省/物質・材料研究機構）
○ナノテクノロジーを活用した
人工臓器・人工感覚器の開発
（文部科学省、平成１４年度補
正：12億円、平成15年度：2億
円）

○骨再生に適した有機無機複合素材、低アレル
ギー性ニッケルフリーステンレス綱、神経再生用
チューブ材料、生体接着剤（毒性が1/10）を開
発。ステンレス・接着剤について、企業と実用化
のための共同研究を開始。（文部科学省、物質・
材料研究機構）
○人工骨に関しては、企業への技術移転を開始
し産業化の取り組みを開始し、人工靭帯に関して
は臨床研究に向けた医工連携体制を構築。

○生体材料推進事業（文部科学省、
物質・材料研究機構、平成16年度：運
営費交付金（162億円）の内数）
○ナノテクノロジーを活用した人工臓
器・人工感覚器の開発（文部科学省、
平成16年度：4億円）
○革新的ナノ薬物送達システムのた
めの担体材料開発（文部科学省、物
質・材料研究機構、平成16年度：4億
円（新規））

○萌芽的先端医療技術推進
研究－ナノメディシン分野（厚
生労働省、平成１４年度：１３．
８０億円の内数、平成１５年
度：１２.０億円の内数）
○身体機能解析・補助・代替
機器開発研究経費（厚生労働
省、平成１５年度７．０億円の
内数）

経皮的インシュリン投与を可能にするパッチの動
物実験成功、量子ドットの製造体制の構築、
HVJ-E非ウイルスベクターの安全性試験の実施
等DDS（Drug Delivery System)の研究が順調に
進捗している。また、迷走神経刺激による心不全
の進展抑制の機序の動物実験による検討などに
よりナノテク技術を応用した埋込型突然死防止
装置の開発が進んでいる。（厚生労働省）。

○萌芽的先端医療技術推進研究－
ナノメディシン分野（厚生労働省、平
成１６年度：１３億円の内数）
○身体機能解析・補助・代替機器開
発研究経費（厚生労働省、平成１６年
度７億円の内数）

○生物機能の革新的利用の
ためのナノテクノロジー・材料
技術の開発（農林水産省、平
成14年度：2.0億円（内数）、平
成15年度：2.0億円（内数））
・新機能素材の開発と利用
・ナノレベルでの生物機能活用
技術の開発

○キトサンでゴマ酸性多糖をカプセル化し、この
ナノ粒子によるアレルギー予防効果を動物実験
により検証。
○マイクロ流路内に、外部からの圧力により開閉
動作するマイクロバルブを構築。（農水省）

○生物機能の革新的利用のための
ナノテクノロジー・材料技術の開発
（農林水産省、平成16年度：2.0億円
（内数））
・新機能素材の開発と利用
・ナノレベルでの生物機能活用技術
の開発

　 ○ナノ医療デバイス開発プロジェクト
（経済産業省、NEDO、平成１６年度：
２億円）
ナノテクノロジーと内視鏡技術を組み
あわせ、次世代の医用光学を拓く医
療機器（次世代内視鏡）を開発する。

課題・論点等

健康寿命延伸のための生体機能再生材料・ピンポイント治療等技術の基本シーズ確立

平成１６年度の主な取組研究開発の目標 動向概況

○再生医療に資するナノ構造材料の研究開発や、人工骨・人工筋肉
等のバイオマテリアル開発に今後とも注力必要。
○極めて微量の血液で計測可能な血糖測定器が国内外で開発・販
売されるなど、ナノテクノロジーを活用した医療用機器が出現し始め
ている。ナノテクノロジーを本格的に活用した高度な医療機器の実現
は将来的な課題ではあるが、現時点でも戦略的に基本特許を取得し
技術基盤を抑えていく必要が生じている。
○微細加工技術が全般に強いが、製品化に向けて他分野との融合
の必要性が明確となりつつある。理工学系・医学系・農学系の連携
が不足している印象が強く、この分野に関しては学部や組織を超え
た連携が必要。最近、医工連携等の融合分野のインフラ整備がされ
つつあるが、まだ十分とはいえない状況である。「ナノバイオニック産
業」発掘を目的とするDDS及びナノ医療デバイスに関する府省連携
プロジェクトは、分野融合・府省横断的なプロジェクトを目指しており、
今後こうした動きを積極的に推進していくことが重要である。
○少子高齢化社会に向けた安心・安全な社会の構築のために、この
分野への世の中の期待は大きいが、研究はまだ緒についたところに
ある。実用化検討はこれからの課題で、特に、臨床現場への適用に
はクリアすべき課題が多く、まだ時間を必要とする。
○特に海外大学での研究／実用化が急激に進展しており、日本の
立ち後れを懸念。

平成１５年度までの主な取組

③医療用極小システム・材料、生物のメカニズムを活用し制御するナノバイオロジー

低侵襲診断・治療
を可能にする医
療用極小システ
ム・材料実用化の
ための安全性等
の検証

○人工骨、人工角膜等
の生体適合材料の開発
が持続的になされてい
る。
○ナノ構造制御技術の
応用による組織再生の
為の足場の設計や自己
組織化を応用した足場な
ど再生医療等に資する
基盤技術の開発が盛ん
である。
○ドラッグ・デリバリー・シ
ステム（DDS）関連の研
究が持続的になされてお
り、一部臨床第Ⅰ相試験
を終了したDDSも出てき
た。

○ワイヤレス通信を利用
した飲み込み型胃カメ
ラ、有機･無機融合ナノ生
体材料などにおいて新し
い研究が進展。
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戦略目標「非侵襲
性医療システム
の実現のための
ナノバイオテクノ
ロジーを活用した
機能性材料・シス
テムの創製」

○ナノテクノロジー分野別バー
チャルラボ（文部科学省、平成
14年度：戦略的創造研究推進
事業（427億円）の内数、平成
15年度：戦略的創造研究推進
事業（447億円）の内数）によ
り、戦略目標の達成に向けた
研究を推進中。

左記の研究課題の代表的な成果として、
○合成高分子や脂質分子の自己組織化によっ
て、ウイルスの宿主細胞への感染機能を模した
“ナノ構造ベクター”の創製に成功、
○分子モーター（ATP合成酵素のF1部分）を人為
的に回転させて、ADPとリン酸からATPを合成す
ることに世界で初めて成功、
○有機配位子と金属イオンからナノメートルサイ
ズの中空構造体を自己組織化により構築し、構
造体内部の空間を活用して“孤立空間に特異な
反応や物性”の発現に成功、等が得られている。

○ナノテクノロジー分野別バーチャル
ラボ（文部科学省、科学技術振興機
構、平成16年度：戦略的創造研究推
進事業（463億円）の内数）により、戦
略目標の達成に向けた研究を引き続
き推進。

　

左記取組により得られた主な成果
○細胞内ネットワークのダイナ
ミズム解析技術開発（経済産
業省、平成14年度：１３．２億
円、平成15年度：８．９億円）

細胞内分子が形成する情報伝達ネットワークシ
ステムを解析するため、蛍光・発光タンパク質な
どの分子標識技術やセミインタクト細胞などを利
用した標識物質の細胞内導入技術を確立した。
（経済産業省）

○細胞内ネットワークのダイナミズム
解析技術開発（経済産業省、NEDO、
平成16年度：８．９億円）
細胞内分子の挙動を解析するための
分子標識技術及び標識物質の細胞
内導入技術の製品化に向けた開発を
行う。

○ナノFISH法の開発（農林水
産省、平成13年度：0.6億円、
平成14年度：0.5億円）

光学限界を超えた高分解能で高感度かつ効果
的に遺伝子の位置情報を計測する新たな方法
（ナノＦＩＳＨ法）を開発した（農林水産省）

○萌芽的先端医療技術推進
研究－ナノメディシン分野（厚
生労働省、平成１５年度：１２
億円の内数）

心筋トロポニンの結晶構造についてNature誌に
発表するなど、分子イメージングの解析成果が出
てきている（厚生労働省）。

○萌芽的先端医療技術推進研究－
ナノメディシン分野（厚生労働省、平
成１６年度：１３億円の内数）

たんぱく質立体構
造情報に基づき
任意の官能基を
必要箇所に配置
する技術の確立

　

生物反応を応用
した高効率エネル
ギー変換極小シ
ステムのための
基盤技術の取得

生体機能を利用した分子
モータに関する研究が進
展している。

○萌芽的先端医療技術推進
研究－ナノメディシン分野（厚
生労働省、平成１４年度：１３．
８０億円の内数、平成１５年
度：１２.０億円の内数）

生体燃料電池（起電力、電流密度、酵素とその
寿命）について実現可能な仕様の検討を行った
（厚生労働省）。

○萌芽的先端医療技術推進研究－
ナノメディシン分野（厚生労働省、平
成１６年度：１３億円の内数）

課題・論点等平成１６年度の主な取組

○生体メカニズムのナノレベルでの解明は、今後とも裾野広く行うべ
き。細胞内情報伝達系ののダイナミズム解析研究や、遺伝子発現機
序の解析のための分子イメージング等の研究を積極的に推進するた
め、実時間一分子計測技術などナノテクからの技術的サポートは今
後とも不可欠。
○また、生体メカニズム解明の成果を有効活用するため、医学、工
学、理学等の異分野の研究者が産学官を越えて結集・融合し、刺激
しあうことにより活発にアイデアを発想できる環境を整備することが重
要。
○分子エレクトロニクスのように有機分子などを自由に操った多様な
機能の実現は大きく期待される分野であるが、分子を扱う実験手段
が未確立であり、期待したほどの進展とはなっていない。但し、生体
タンパク質を、単に均一な粒子として電子素子の構築に活用するよう
な研究開発の胎動が世界的に見られてきている。将来のボトムアッ
プな物質製造技術のニーズを考えると今後強化されるべきであろう。
○このように、バイオコンピュータ、有機材料による新素子等の研究、
特に、新規材料を伴うものは、長期的な視野からの取組みが必要で
あり、3-5年で判断すべきではない。
○また、生体分子機構を活用した機械の創成なども将来的な課題で
はあるが、ナノバイオロジーは今後の有望な領域であり、医学応用の
みならず工学応用についても積極的に研究開発を推進するとともに
基本特許の取得を戦略的に行うことが必要である。

Spring-8、強磁場NMR、
電子顕微鏡等のナノ計
測技術を利用して、創薬
等に向けたタンパク質構
造解析の試みが積極的
に行われている。

生体分子の構造、動作原理を活用した高効率、超集積度システム構築のため基礎原理の解明

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

たんぱく質一分子
やたんぱく質複合
体（超分子）一粒
子の構造、動態、
反応の時間的・空
間的情報を取得
し解析する技術
の確立
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生体特有のデー
タ処理を活用した
超大容量インテリ
ジェントメモリや超
並列プロセッサの
ための基盤技術
の取得

　 　

即時検出マルチアレイ型
や微量検出等のナノテク
応用のセンサー開発盛
んである。

○先進ナノバイオデバイスプロ
ジェクト（経済産業省、平成１５
年度：4.9億円）

２０分程度で３０項目程度の血液検査を可能とす
るナノバイオデバイスを開発するため、ナノピラー
構造による分離精製技術等の要素技術開発を
実施。（経済産業省）

○先進ナノバイオデバイスプロジェク
ト（経済産業省、NEDO、平成１６年
度：4.7億円）
少量試料・短時間・同時多項目分析
が可能なナノバイオデバイスの開発
等の実用化を加速する。

ATP合成酵素の
構造、作用機構、
調整機構の解明

○創造科学技術推進事業、吉
田ATPシステムプロジェクト（文
部科学省、科学技術振興機
構、平成14年度：72億円の内
数、平成15年度：54億円の内
数）

これまでに、ATPを利用した生体ナノモーターの
材料の蓄積および改良、顕微鏡をはじめとした
分析技術・解析方法など研究の基礎部分の確立
を行った。今後はこの確立した系でのATPナノ
モーターのメカニズムの解明をはじめ各研究を発
展させる。

創造科学技術推進事業、吉田ATPシ
ステムプロジェクト（文部科学省、科
学技術振興機構、平成16年度：32億
円の内数）

1分子レベル、サ
ブピコニュートンレ
ベルで細胞膜中
での膜タンパク観
察を実現

○創造科学技術推進事業、楠
見膜組織能プロジェクト（文部
科学省、科学技術振興機構、
平成14年度：72億円の内数、
平成15年度：54億円の内数）。
○戦略的創造研究推進事業
継続研究、分子観察／操作に
よる細胞膜の動的情報変換シ
ステムの解明（文部科学省、
科学技術振興機構、平成15年
度：447億円の内数）（平成15
年度後半から実施。）

生細胞における１分子観察／操作技術を開発・
高度化し、さらに、分子の活性化（反応）までをも
１分子毎に見る方法を創成した。これは、ナノサ
イエンス／ナノテクノロジーとの融合領域として、
１分子ナノバイオロジー、１分子細胞生物学とい
う新しい学問分野の創造につながりつつある。そ
れらの技術を用いることにより、細胞膜上の膜分
子組織化の機構の解明に加えて、細胞膜近傍で
起こるシグナル変換の構築原理・作働機構の解
明に取組中である。

戦略的創造研究推進事業 継続研
究、分子観察／操作による細胞膜の
動的情報変換システムの解明（文部
科学省、科学技術振興機構、平成16
年度：463億円の内数）
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左記取組により得られた主な成果
現在の１／３の線
幅の半導体加工
技術の実現

○放射光（ＳＰｒｉｎｇ－８）
を利用する種々の材料
評価技術が積極的に開
発されている。一方で、
実験室レベルで使用可
能な高強度Ｘ線源等の必
要性も認識されており研
究開発が続けられてい
る。
○自己組織化に関して
は、空隙利用を念頭にし
た各種多孔質材料の研
究開発や、種々の分子
の配向を制御する試み
等が行われている
○ナノ加工技術において
は、10nmを切るレベルま
でのレジスト材料実用化
（①次世代情報通信・・・
世界最先端の情報通
信・・・現在の1/2の線幅
の半導体・・・の部分と同
じ）

　（①次世代情報通信・・・世界
最先端の情報通信・・・現在の
1/2の線幅の半導体・・・の部
分と同じ）

　　（①次世代情報通信・・・世界最先端の情報通
信・・・現在の1/2の線幅の半導体・・・の部分と同
じ）

　　（①次世代情報通信・・・世界最先
端の情報通信・・・現在の1/2の線幅
の半導体・・・の部分と同じ）

○プローブ顕微鏡、放射光利用等のナノレベルでの材料評価手法の
開発は着実に推進すべきである。ダイナミックな過程をin-situでリア
ルタイムに観察する機器は重要。また、最先端手法を産業現場で利
用可能とするための機器開発にも注力すべき。
○加工技術については、サブミクロン領域からナノ領域にかけて、適
応される分野別に体系的に整備すべきである。その際には、リソグラ
フィー等のトップダウン手法の高度化を推進するとともに、自己組織
化等の新しい原理を実現するための広範な研究開発も必要である。
○新たなナノ加工・計測技術を開発し、国際標準化も視野に入れた
「ナノ計測・加工産業」の発掘を目指して各省「連携プロジェクト」での
推進を検討中。
○ナノ加工技術においては、10nmを切るレベルまでのレジスト材料
実用化、胎動的な計測手法・シミュレーション技術、各種光技術、
ビームプロセス技術、アトムテクノロジーなど着実に進展。計測分野、
シミュレーションソフト分野は依然欧米が強い状態。
（①次世代情報通信・・・世界最先端の情報通信・・・現在の1/2の線
幅の半導体・・・の部分と同じ）

○次世代の科学技術をリード
する計測・分析・評価機器の開
発（文部科学省、平成14年度
補正：25億円、平成15年度：3
億円）

従来の10倍の感度の新方式NMR(核磁気共鳴装
置）の開発に着手、基本的な構成の開発がほぼ
完了。

○次世代の科学技術をリードする計
測・分析・評価機器の開発（超高感度
核磁気共鳴装置（NMR）の開発及び
ナノ計測・加工技術の実用化開発）
（文部科学省、平成16年度：9.8億円）

○３Ｄナノメートル評価用標準
物質創成技術プロジェクト
（経済産業省、平成１４年度：
３．６億円、平成１５年度：２．６
億円）

面内スケール校正に不可欠なXY軸差動型干渉
計モジュールの確立。深さ１０ｎｍ校正法確立に
向けた角度校正法，試料平面度評価法の確立。

○３Ｄナノメートル評価用標準物質創
成技術プロジェクト（経済産業省、
NEDO、平成１６年度：５億円）
・走査プローブを用いた面内２５ｎｍス
ケール校正法および光を用いた面内
100nmスケール校正法に関する研究
開発。
・X線を用いた深さ１０ｎｍスケール校
正手法およびスケール作製に関する
研究開発

平成１６年度の主な取組

○技術は進んだが、応用されて経済的に大きな効果を出すところに
至っていない。装置や手法を開発する研究者と実際の研究に適用す
る研究者の溝が深く、技術が活躍する場が拡がっていない。性格上，
ユーザあっての技術開発・装置開発なので、ユーザと連携した技術
開発を推進すべき。高い技術レベルにあっても、機器が高価なため
に先端技術研究のための計測・分析機器の多くが海外に依存。安価
化の工夫も必要。
○科学の進歩には新たな計測・分析・評価機器の開発と同時に行わ
れることが多い。また、材料開発には計測・評価技術が極めて重要で
あり、このような基盤技術を高めることによりナノテクノロジーを進展
させるべき。世界標準となる技術やデータの提案や実現が望まれる。

課題・論点等

○プローブ顕微鏡に関し
ては、計測だけでなくバ
イオや微細加工等への
応用の可能性が大きいＡ
ＦＭと近接場光技術の研
究開発が特に盛んになっ
ている。

動向概況

上記①～③領域で要求される加工レベルに対して1桁以上高精度な計測・評価、加工技術の実現

研究開発の目標

ナノテクノロジー
研究開発に必要
な微小・微量を対
象とした計量標準
を現状の２倍に整

備

④計測・評価、加工、数値解析・シミュレーションなどの基盤技術と波及分野

平成１５年度までの主な取組
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○ナノ加工・計測技術「ナノ計
測基盤技術プロジェクト」
（平成１３年度：２．１億円、平
成１４年度：２．３億円、平成１
５年度：１．６億円、経済省）

○ピコ秒サーモリフレクタンス法による100nm金
属薄膜・金属多層膜の熱拡散率計測技術および
薄膜間界面熱抵抗計測技術の確立
○普及型陽電子ビーム装置による1nm～10nm空
孔の計測技術の開発
○粒径50～100nmの微粒子の粒子質量分析装
置の開発

○ナノ計測基盤技術プロジェクト（経
済産業省、NEDO、平成１６年度：１．
６億円）
・ピコ秒サーモリフレクタンス法による
薄膜熱物性計測を室温から600℃以
上の温度領域に拡大
・普及型陽電子ビーム装置による
1nm以下の空孔を計測するための改
良
粒径50～100nmの微粒子標準物質
開発に関するプロトコルの作成

原子・分子を基本
単位とした観測・
操作・制御・加工
基盤技術による
物性解明の実現

○次世代ナノサイエンステクノ
ロジー研究（文部科学省、理
化学研究所、平成14年度：5.6
億円、平成15年度：1.0億円+
運営費交付金（370億円）の内
数）

単一分子デバイスの実現を目指し、10nm 以下
のギャップを持つナノ電極を作成する技術を確
立。単一分子の量子状態制御に向け、個々の分
子の振動状態の観測に成功。

○次世代ナノサイエンステクノロジー
研究（文部科学省、理化学研究所、
平成16年度：運営費交付金（692億
円）の内数、文部科学省/理化学研究
所）

放射光を利用した
ナノレベルにおけ
る材料の計測・分
析・評価の実施

○大型放射光施設(SPring-8)
の運用体制の改善
（文部科学省、日本原子力研
究所、理化学研究所、（財）高
輝度光科学研究センター、平
成13年度：163億円、平成14年
度：129億円、平成15年度：112
億円（＊運営費交付金中の推
計値を含む））

○カーボンナノチューブの電気伝導性を制御す
ることに世界で初めて成功。（平成15年10月、
「Nature Materials」に掲載）
○ナノスケールの細孔を規則正しく並べた物質を
ブロックを組むようにデザインし、化学的に合成
することに世界で初めて成功。（平成14年12月、
「Science」に掲載）

○本格利用期における大型放射光施
設(SPring-8)の共用の促進
（文部科学省、日本原子力研究所、
理化学研究所、（財）高輝度光科学研
究センター、平成16年度：114億円（＊
運営費交付金中の推計値を含む））

ナノスケール微細
構造の機能、特
性を計測する新し
い手法の開発

○量子材料研究（文部科学
省、理化学研究所、平成14年
度：3.2億円、平成15年度：0.6
億円+運営費交付金（370億
円）の内数）

SPring-8の放射光とナノスケール微細構造との
相互作用を実空間でかつ原子スケールで観察で
きるSR-STMシステムを開発。

○量子材料研究（文部科学省、理化
学研究所、平成16年度：運営費交付
金（692億円）の内数）

空間分解能1nm
以下の次世代X
線回折顕微鏡の
開発

○先端技術研究（物理科学研
究）（文部科学省、理化学研究
所、平成14年度：3.4億円、平
成15年度：0.3億円+運営費交
付金（370億円）の内数）

SPring-8建設による技術蓄積をもとに、プロトタイ
プを開発中。

○先端技術研究（物理科学研究）（文
部科学省、理化学研究所、平成16年
度：運営費交付金（692億円）の内数）

○ナノレベル電子セラミックス
材料低温成形型・集積化技術
（経済産業省、平成１４年度
４．０億円、平成１５年度２．８
億円）

機能性セラミクス材料粉末の衝撃固化現象を基
に、５００℃以下のプロセス温度で相対密度９
５％、最小パターン幅５０μmの高密度複合・集
積化成形技術を実現（経済産業省）

○ナノレベル電子セラミックス材料低
温成形型・集積化技術（経済産業省、
平成１６年度：２．６億円）
更なる機能集積化を目指した研究開
発及び、事業化の検討を行う

○次世代量子ビーム利用ナノ
加工プロセス技術（経済産業
省、平成１４年度４．４億円、平
成１５年度３．１億円：経済省）

超高速・高精度のナノ加工技術開発により従来
のモノマーイオンによる加工と比較し、１０００倍
以上の高速エッチングを実現（経済産業省）

○次世代量子ビーム利用ナノ加工プ
ロセス技術（経済産業省、NEDO、平
成１６年度：３．０億円）
ビームの仕様等、高精度加工に関す
る技術を確立する
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○クラスターイオンビームプロ
セステクノロジー（経済産業
省、平成１３年度：２．６億円、
平成１４年度：１．７億円、平成
１５年度：１．３億円）

クラスターイオンのビーム電流値０．８mAを発生
可能な技術開発を実施（経済産業省）

○ＭＥＭＳプロジェクト（経済産
業省、平成１５年度：１９．２億
円）

RF-MEMS,光MEMS,センサMEMS分野で特に有
望と期待されるデバイスの実用化に必要な製造
技術の研究開発を実施。（経済産業省）

○ＭＥＭＳプロジェクト（経済産業省、
NEDO、平成１６年度：１１．６億円）
デバイスを試作し、加工・計測装置、
部材の性能確認及びデバイス特性評
価を行う

○ＭＥＭＳ用設計・解析支援システム
開発プロジェクト（経済産業省、
NEDO、平成１６年度：４．３億円）
MEMSの設計に関する研究開発

近接場光を用い
たナノフォトニクス
の創成

○創造科学技術推進事業、大
津局在フォトンプロジェクト（文
部科学省/科学技術振興機
構、平成14年度：72億円の内
数、平成15年度：54億円の内
数）。
○戦略的創造研究推進事業
継続研究、ナノフォトニックデ
バイスとシステムの開発（文部
科学省、科学技術振興機構、
平成15年度：447億円の内数）
（平成15年度後半から実施。）

極微少な光すなわち近接場光を創製し、これを
用いたナノ物質の創製、その基本構成要素の原
子と近接場光の相互作用を研究し、アトムフォト
ニクスの科学技術分野を開拓した。その成果とし
て、各種ナノフォトニックデバイスを作製、その動
特性評価、性能向上を研究実証した。また、近接
場光による原子操作の研究にも進展が見られ
た。

戦略的創造研究推進事業 継続研
究、自己構造・組織創成型過冷金属
の応用展開（文部科学省、科学技術
振興機構、平成16年度：463億円の内
数）

　

左記取組により得られた主な成果
微視的シミュレー
ションと巨視的シ
ミュレーションの
シームレス化の
実現と研究開発
現場への浸透

計算材料科学の研究組
織が独法研究機関、大
学等の多くに設けられて
いる。

○革新的鋳造シミュレーション
（経済産業省、平成１３年度：４
億円、平成１４年度：３．６億
円）

適用プロセスの多様化、解析内容の大幅な拡
充、解析性能面での劇的向上（形状近似精度の
向上、計算時間の大幅短縮、使用メモリの削減
等）が図られた。（経済産業省）

- ○第一原理計算やシミュレーション等を用いて物質・材料の構造や
特性を予測する技術を、ミクロからマクロまで様々なレベルに対し開
発し、さらにそれらを材料設計や加工技術の検討に利用する取組を
強化していく必要がある。
○数値解析・コンピュータ上の模擬試験などの計算機活用研究開発
においては、当該領域の研究者からも、我が国の従来のプロジェクト
が、他のプロジェクトとの連携が少ないために、成果の積み上げが出
来ずに、欧米に対して劣っているとの指摘がなされている。この状況
を改めるためには、当該領域の研究者間の連携を実現する体制構
築が必要である。

平成１５年度までの主な取組

○微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）や微細加工に関しては、我が国
は論文数等のデータでは米国に比較して劣っている。サブミクロン領
域を含むこの領域は有望分野であると指摘されており、製造技術の
維持と製造業の復権のためにも、当該分野の強化が必要である。Ｍ
ＥＭＳの材料もシリコン以外にも広がりつつあるが、海外技術を凌駕
していない。

平成１６年度の主な取組 課題・論点等

○MEMSのための部品開
発およびその加工技術
（セラミックMEMS等）開発
が盛んに行われている。
またMEMS技術を採用し
た新たな製造技術の開
発も行われている。
○ナノメーターサイズの
電動アクチュエーターの
試作例も報告されてい
る。

動向概況研究開発の目標

新規材料並びに新デバイス開発におけるシミュレーション活用の定着
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○ナノマテリアル・プロセス技
術「ナノ機能合成技術」（経済
産業省、平成１３年度：２．５億
円、平成１４年度：３．２億円、
平成１５年度：３．２億円）

スピン注入技術では室温で１％以上のスピン注
入現象を実証し目標を達成。ナノ構造形成技術
では１ｘ１μｍの領域に１５ｎｍラインアンドスペー
スを形成し、中間目標を達成。その他、ナノシミュ
レーション技術、電子スピン機能材料の創製と機
能実証技術、分子機能のの創製と機能実証技術
においても、中間目標も達成。

○ナノ機能合成技術（経済産業省、
NEDO、平成１６年度：２．５億円）
新しい複合的機能を予測するという
最終目標に向けて理論モデルの拡張
と展開を行う。

　

左記取組により得られた主な成果
実用従来材と比
べ比強度及び寿
命が２倍に向上し
た構造材料の実
現

鉄鋼、アルミなどで従来
の微量元素添加ではなく
微細粒化による機能発
現の研究が行われ、リサ
イクル性の向上につなが
る可能性が出ている。

○安全で安心な社会・都市新
基盤実現のための超鉄鋼研
究、等（文部科学省、物質・材
料研究機構、平成13年度：運
営費交付金（172億円）の内
数、平成14年度：運営費交付
金(167億円）の内数、平成15
年度：運営費交付金（165億円)
の内数）

強度2倍、寿命2倍の超鉄鋼材料について、板材
小型サンプルを試作、超高力ボルト鋼のボルト材
の成形可能性を確認。（文部科学省、物質・材料
研究機構）

○安全で安心な社会・都市新基盤実
現のための超鉄鋼研究、等（文部科
学省、物質・材料研究機構、平成16
年度：運営費交付金（162億円)の内
数）

○我が国のナノテクノロジー・材料分野での競争力維持のためには、
ナノレベルでの組成・構造制御、高純度化や高圧等の極限条件の利
用など種々の手法を利用して、革新的な機能を有する物質・材料を
広範に探索していく研究開発を継続的に推進していく必要がある。特
に、「従来の材料分類の垣根を越えたナノレベルの研究開発による
多様な材料の確保」が図れるテーマ設定が重要である。
○革新的構造材料や複合材料等の「革新的材料産業」の発掘を目
指して各省「連携プロジェクト」での推進を検討中。
○研究開発成果をより迅速に社会へ還元するために、材料創製から
成形加工技術までの一体化を進める等の研究・開発手法自体を検
討することも必要である。

現行の２倍の外
部量子効率を持
つ電界発光デバ
イス用材料の実
現

電子デバイス等機能材
料としてのダイヤモンド
の研究開発が活発に
なっている。

○生物機能の革新的利用の
ためのナノテクノロジー・材料
技術の開発（農林水産省、平
成14年度：2.0億円（内数）、平
成15年度：2.0億円（内数））
・マイクロバイオリアクター

○マイクロチップ上で局所的に温度を制御するシ
ステムを開発。
○マイクロ流路内部の培地の流れが細胞に与え
る影響を解明。（農林水産省）

○生物機能の革新的利用のための
ナノテクノロジー・材料技術の開発
（農林水産省、平成16年度：2.0億（内
数））
・マイクロバイオリアクター

○我が国のナノテクノロジー・材料分野での競争力維持のためには、
ナノレベルでの組成・構造制御、高純度化や高圧等の極限条件の利
用など種々の手法を利用して、革新的な機能を有する物質・材料を
広範に探索していく研究開発を継続的に推進していく必要がある。特
に、「従来の材料分類の垣根を越えたナノレベルの研究開発による
多様な材料の確保」が図れるテーマ設定が重要である。

危険物施設に関
する腐食・劣化評
価の開発・導入環
境整備

　 ○地下に埋設される危険物施
設の安全・環境対策に係る調
査検討（平成１４年度：0.9億
円、総務省）

地下タンク・配管等に関する腐食・劣化評価手法
の現状・課題等を整理（総務省）

○危険物施設に関する腐食・劣化評
価手法の開発・導入環境整備（総務
省、平成１６年度：１．１億円）
府省連携プロジェクトにて実施

○ナノメタル技術（経済産業
省、平成13年度:2.8億円、平成
14年度:6.0億円、平成15年
度:4.9億円）

実用金属に対してナノ組成制御またはナノ組織
制御により、クリープ破断強度や強度-靱性バラ
ンス、強度等の特性が向上することが判明。

○ナノメタル技術（経済産業省、
NEDO、平成16年度：3.9億円）
計算科学との組み合わせによる指導
原理の確立およびナノメタラジーの応
用に関する研究開発

課題・論点等平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組

従来の材料分野の垣根を越えたナノレベルでの研究開発による戦略的・俯瞰的視野に基づく多様な材料の確保

研究開発の目標 動向概況

⑤革新的な物性、機能を付与するための物質・材料技術

実用従来材に比
べ機械的特性、
機能的特性の飛
躍的な向上
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○高機能高精度省エネ加工型
金属材料（金属ガラス）成形加
工技術（経済産業省、平成１４
年度：６億円、平成１５年度：
４．２億円）

　材料創成、成形加工両面からのアプローチを
行い、鉄基金属ガラスは２㎜φ、チタン基金属ガ
ラスは１．５㎜φの鋳造丸棒になる合金組成、成
形加工方法を見出した。（経済産業省）

○高機能高精度省エネ加工型金属
材料（金属ガラス）成形加工技術（経
済産業省、NEDO、平成１６年度：４．
２億円）
目標とする最終製品への適用に向け
成形加工技術の開発を本格化させ
る。

優れた電気的・機
械的機能を有す
る新規な炭素系
高機能材料の実
現

○炭素系高機能材料技術プロ
ジェクト（経済産業省、平成１３
年度：１１．８億円、平成１４年
度：１０．４億円）

多層カーボンナノチューブの量産技術、電気的・
機械的高機能材料の創製プロセスの基盤技術
の確立等。（経済産業省）

優れた特性を有
するナノカーボン
材料の実現

○ナノカーボン技術プロジェク
ト（経済産業省、平成１４年度：
７．５億円）

単層カーボンナノチューブ合成法の開発、ナノ
ホーンを用いた燃料電池電極用材料技術の開
発、電子デバイス応用のためのナノチューブ成長
技術及び低抵抗コンタクト技術 の開発等。（経済
産業省）

カーボンナノ
チューブを用いた
薄型、低消費電
力、高輝度、高画
質のフィールドエ
ミッションディスプ
レイ（ＦＥＤ）の実
現（再掲）

○カーボンナノチューブＦＥＤプ
ロジェクト（経済産業省、平成
15年度：７.４億円）（再掲）

微小な画素に対応したカソード電極を形成する
方法、画素間の電子放出特性ばらつきを低減す
る技術、パネル構造の大型化に向けた構造設計
等の開発を実施（経済産業省）（再掲）

○カーボンナノチューブＦＥＤプロジェ
クト（経済産業省、NEDO、平成16年
度：8.4億円）
均質電子源の開発、パネル化及び
ディスプレイ性能評価技術の開発（再
掲）

ナノカーボン応用
製品の早期の実
用化の実現

○ナノマテリアル・プロセス技
術「ナノカーボン応用製品創製
プロジェクト」（経済産業省、平
成１５年度：１２．４億円）

触媒を用いた単層カーボンナノチューブ量産技
術の開発、ナノホーンを用いた高出力燃料電池
電極の開発、ＬＳＩビア配線応用のための方向・長
さを制御した精密成長技術の開発等。（経済産
業省）

○ナノカーボン応用製品創製プロジェ
クト（経済産業省、NEDO、平成１６年
度：１１．３億円）
触媒大量担持処理法の開発、デバイ
ス応用に向けた高密度成長技術の
開発等。

○革新的部材産業創出プログ
ラムの一部「超高温耐熱材料
MGCの創成・加工技術研究開
発」（平成１３年度：５億円、平
成１４年度６．９億円、平成１５
年度２．７億円）

○約２０００℃のMGC融液に最適な鋳型物質を
選定し、かつ複雑形状に成型可能な鋳型製造法
を開発。また、鋳造温度を精密制御できる新規鋳
造装置を試作。
○１７００℃、１０００時間の暴露試験を行うことに
より、MGC部材切り出し試験片での強度、組織安
定性を確認し、また、削り出し成型によるMGC
タービン静翼及び燃焼器部材での寸法安定性を
確認。（経済産業省）

○超高温耐熱材料MGCの創成・加工
技術研究開発（経済産業省、NEDO、
平成１６年度：２．５億円）
・試作した新規鋳造装置を用い、
MGCタービン静翼及び燃焼器部材の
鋳造試作を行う。
・試作した部材を用い、１７００℃の実
環境耐熱試験を行い、MGC部材の耐
環境性を確認する。

○ナノガラス技術プロジェクト
（経済産業省、平成１３年度：
６．０億円、平成１４年度：６．２
億円、平成１５年度：４．３億
円）

異質相微細析出技術におけるアサーマルガラ
ス、超微粒子分散技術における高輝度発光ガラ
ス、高次構造化材料技術における高強度ガラス
等などにおいて、中間目標の多くを既に達成。
（経済産業省）

○ナノガラス技術プロジェクト（経済産
業省、NEDO、平成１６年度：４．１億
円）
三次元光回路を実現するための高屈
折率異質層を形成できる材料技術の
開発等

○ナノカーボンや各種のナノチューブについては物質探索や基礎研
究と平行して、ディスプレイや２次電池等応用先が明確になっている
ものの実用化促進を図ることが必要。
○ナノカーボン材料の基礎研究・応用研究では、産学官連携が上手
く機能し、大きな進展。各種触媒技術も大きく進展。具体的成果はま
だ先と思うが、研究のアクティビティとしては大幅に拡大。将来の画期
的革新を期待。
○代表的なナノ材料であるカーボン・ナノチューブやフラーレンなどに
関して大量合成への動きが活発になるなど、産業化を意識した動き
が出現しているが、より一層早期実用化への加速が必要とされる。
○分子エレクトロニクスのように有機分子などを自由に操った多様な
機能の実現は大きく期待される分野であるが、分子を扱う実験手段
が未確立であり、期待したほどの進展とはなっていない。
○発見や基礎的検討は続いているが、商用化・実用化にはまだ距離
がある。用途開拓が課題であり、産官学連携を強化して、さらなる研
究開発が必要。
○殆どのプロジェクトが個別の材料に立脚しており、用途のための観
点が低いことが問題。材料に関しては、研究者が思いもつかない性
能や用途が見出されることがあるが、個々の研究者には広い範囲の
知識がなく。これを解消するために、個別の材料研究を行うのと並行
して、研究コーディネータの導入が必要。
○第一原理的基礎に基づく物質材料設計の視点から個別材料を選
択する演繹的な研究手法の流布も試行錯誤の開発時間を短縮する
ために必要。

○カーボンナノチューブ、
フラーレンの低コスト大
量生産への取り組みが
続くとともに、ナノデバイ
ス応用のために指定位
置へカーボンナノチュー
ブを成長させる研究開発
も盛ん。さらに、新規の
（ナノ）カーボン材料が発
見・合成されている。ま
た、炭素以外のナノ
チューブの研究開発も盛
んになっている。
○各種ナノチューブのガ
スセンサー等への応用
が検討されたり、カーボ
ンナノチューブを用いた
回転アクチュエーターが
作成されたりしている。

○分子ワイヤーの電気
伝導特性に関する基礎
研究が進展している。
○ナノスケール細孔にお
ける水分子の動的挙動
の基礎研究（オックス
フォード大）が報告されて
いる。
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○精密高分子技術（経済産業
省、平成１３年度：１３億円、平
成１４年度：１１．５億円、平成
１５年度：９．３億円）

要素技術について研究開発を行い、以下の成果
を得た。
・材料表面でナノサイズの凹凸を制御し、高撥
水、高撥油性を持つ材料表面処理技術を開発
・高分子／無機物質等の多成分系材料による可
とう性、難燃性に優れた非ハロゲン材料の開発
・元素識別三次元電子顕微鏡について分解能
1nmを達成

○精密高分子技術（経済産業省、
NEDO、平成１６年度：９億円）
引き続き、ナノテクノロジーの技術基
盤を支える要素技術として、精密高
分子技術に関する研究開発を行う。

○光触媒利用高機能住宅部
材プロジェクト（経済産業省、
平成１５年度：５億円）

光触媒を利用した放熱部材、室内環境浄化部材
の試作等、可視光対応型光触媒の評価手法の
開発に着手

○光触媒利用高機能住宅部材プロ
ジェクト（経済産業省、NEDO、平成１
６年度：５億円）
放熱部材の開発と散水装置との組合
わせによる放熱性能の評価、室内環
境浄化部材の開発とその性能評価を
行うと共に、可視光型対応型光触媒
の評価方法の開発を行う。

多面的かつ精密
な構造制御による
セラミック材料の
実現

○シナジーセラミックスの研究
開発（経済産業省、平成１５年
度：８億円）

強度・靭性、耐熱性、耐摩耗・耐食性、分離・浄
化機能等の高度化、機能多様化技術および応用
設計技術の確立。（経済産業省）

金属液体の高安
定性の極限と機
構の探求、新規な
機能を持った金
属材料の創成

○創造科学技術推進事業、井
上過冷金属プロジェクト（文部
科学省、科学技術振興事業
団、平成14年度：72億円の内
数）。
○戦略的創造研究推進事業
継続研究、自己構造・組織創
成型過冷金属の応用展開（文
部科学省、科学技術振興機
構、平成14年度：427億円の内
数、平成15年度：447億円の内
数）（平成14年度後半から実
施。）

○過冷金属の安定化に必要な合金成分の３経
験則に基づいて組成探査を行ない、新規なFe
基、Co基、Ni基、Cu基、Ca基、Mg基等の多くの新
しい過冷金属系を発見した

○戦略的創造研究推進事業 継続研
究、自己構造・組織創成型過冷金属
の応用展開（文部科学省、科学技術
振興機構、平成16年度：463億円の内
数）

ナノメートル領域
の界面相互作用
によるメモリー性
液晶の開発

○創造科学技術推進事業、横
山液晶微界面プロジェクト（文
部科学省、科学技術振興機
構、平成14年度：72億円の内
数、平成15年度：54億円の内
数）

○AFMの探針を用いて、微視的スケール上で配
向パターンを作ることにより、
液晶の多重安定な状況の実現に成功

○創造科学技術推進事業、横山液晶
微界面プロジェクト（文部科学省、科
学技術振興機構、平成16年度：32億
円の内数）
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新しい透明半導
体物質の設計と
探求

○創造科学技術推進事業、細
野透明電子活性プロジェクト
（文部科学省、科学技術振興
機構、平成14年度：72億円の
内数、平成15年度：54億円の
内数）

透明酸化物化合物の透明性を活かした光・電子
機能の発現に関して、ｐ‐型伝導性透明酸化物、
紫外光誘起伝導性、反応型固相エピタキシャル
成長、紫外酸化物発光ダイオードの開発など、こ
の分野を主導する先駆的な成果をあげ、「透明
酸化物半導体」あるいは「透明酸化物エレクトロ
ニクス」と言うべきフロンティアを開拓してきた。い
ずれの成果も、材料に対する深い洞察、エネル
ギーバンド構造に基づく固体中での電子の挙動
の解析等に加え、ナノサイズケージの活用など、
ナノテクノロジー的な発想を加味した結果であ
る。

○創造科学技術推進事業、細野透明
電子活性プロジェクト（文部科学省、
科学技術振興機構、平成16年度：32
億円の内数

ポリマー光ファイ
バーにおける、10
ギガビット超伝送
能の検証、ナノ粒
子添加によるポリ
マーの配向複屈
折現象消去

○創造科学技術推進事業、小
池フォトニクスポリマープロジェ
クト（文部科学省/科学技術振
興機構、平成14年度：72億円
の内数、平成15年度：54億円
の内数）

○屈折率分布型プラスティック光ファイバーの伝
送実験において、10Gbpsの光伝送に成功した。
②ポリマーに針状無機結晶を添加する方法によ
り、世界で初めてゼロ福屈折性光学ポリマーを作
成することに成功した。

○創造科学技術推進事業、小池フォ
トニクスポリマープロジェクト（文部科
学省、科学技術振興機構、平成16年
度：32億円の内数）

ナノスケール超格
子や原子レベル
でのスピン構造に
基づく新機能素
子、超高速素子
の開発

○創造科学技術推進事業、十
倉スピン超構造プロジェクト、
（文部科学省、科学技術振興
機構、平成14年度：72億円の
内数、平成15年度：54億円の
内数）

○巨大な非線形磁気光学効果の発現に成功 ○創造科学技術推進事業、十倉スピ
ン超構造プロジェクト（文部科学省、
科学技術振興機構、平成16年度：32
億円の内数）

レーザーの集光
性、長短パルス
化、コヒーレンス
性を利用し、多光
子過程など物質
内部の光と光の
相互作用による
新しい材料の効
率的な創製を目
指す。

○国際共同研究事業（文部科
学省、科学技術振興機構、平
成14年度：14億円、平成15年
度：8億円）のうち、フォトンクラ
フトプロジェクトにて、多光子過
程など物質内部の光と光の相
互作用による新しい材料の効
率的な創製を目指した研究を
推進。

○線形干渉場を用い、表面レリーフグレーティン
グ構造だけでなくガラスとポリマーの内部に屈折
率変化による周期的な構造（回折効率が９５％以
上）の形成に成功。
○フェムト秒レーザーを用い一枚の石英ガラス基
板中にDammann型グレーティング、バイナリーレ
ンズの集積化をはかり、フェムト秒レーザーのダ
イレクトライティングによる複合的な機能をもつマ
イクロ光学素子の作製に成功。
○空間選択的に遷移金属イオンの価数制御や
ナノ金属微粒子の析出制御を行い、超高速ス
イッチへの応用が可能であることを実証。

○国際共同研究事業（文部科学省、
科学技術振興機構、平成16年度：5億
円）のうち、フォトンクラフトプロジェク
トにて、多光子過程など物質内部の
光と光の相互作用による新しい材料
の効率的な創製を目指した研究を推
進。
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アーク放電法や
レーザー蒸発法
を駆使し、①ナノ
チューブ状物質の
生成機構と生成
方法の解明、②
生成物質の物理
的及び化学的修
飾法の探索、③
生成物や他の物
質との複合物質
を原子レベルで評
価する新技術の
展開、を目指す。

○国際共同研究事業（文部科
学省、科学技術振興事業団、
平成14年度：14億円）のうち、
ナノチューブ状物質プロジェク
トにて、ナノチューブ状物質の
生成機構と生成方法の解明等
の研究を実施。
○戦略的創造研究推進事業
（文部科学省、科学技術振興
事業団、平成14年度：427億
円、平成15年度：447億円）の
継続研究の研究課題、カーボ
ンナノチューブの特異な吸着
現象　－水素吸蔵とバイオテ
クノロジーへの応用－（平成14
年度後半から実施。）

○レーザーアブレーション法による単層カーボン
ナノチューブの生成機構を解明。
○プラズマ法によって細密多層カーボンナノ
チューブ、CO2レーザー蒸発法によってカーボン
ナノホーンの高純度大量生成成功と構造制御法
を確立。
○フラーレン分子をナノチューブ内空間へ高効率
でドーピングする方法を開発するとともに、ナノ
チューブ内でのフラーレンの融合過程を解明。

○戦略的創造研究推進事業（文部科
学省、科学技術振興事業団、平成16
年度：463億円）の継続研究の研究課
題、カーボンナノチューブの特異な吸
着現象　－水素吸蔵とバイオテクノロ
ジーへの応用－

　

左記取組により得られた主な成果
触媒開発へのコ
ンビナトリアル手
法の適用等により
開発期間を十分
の一に短縮

　 ○有害化学物質除去触媒の
探索・創製（文部科学省、物
質･材料研究機構、平成13年
度：運営費交付金（172億円）
の内数、平成14年度：運営費
交付金(167億円）の内数、平
成15年度：運営費交付金（165
億円)の内数）

コンビナトリアル化学手法による試験触媒高速合
成を実施し、ダイオキシンの完全分解に効果の
あるホ－ランダイト化合物光触媒等を開発。（文
部科学省、物質・材料研究機構）

○有害化学物質除去触媒の探索・創
製（文部科学省、物質･材料研究機
構、平成16年度：運営費交付金（162
億円)の内数）

○コンビナトリアルな手法は材料開発を高速化するが、これと並行し
てシミュレーション予測技術を併用すればさらに研究開発期間は短
縮されるため、今後この分野の研究グループへの各種シミュレーショ
ン技術の導入が望まれる。

２０１０年に１８０
万件の達成を目
指した材料物性
データベースの充
実

　 ○物質・材料に関する知的基
盤構築（文部科学省、物質･材
料研究機構、平成14年度：運
営費交付金(167億円）の内
数、平成15年度：運営費交付
金（166億円)の内数）

高分子、基礎物性、構造材料、超伝導の各種
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ（11種）を整備、公表。（文部科学省、
物質・材料研究機構）

○物質・材料に関する知的基盤構築
（文部科学省、物質･材料研究機構、
平成16年度：運営費交付金（162億
円)の内数）

計算機等支援
ツールの活用の
定着

　 　 ○普及には基礎教育と計算支援ツールの有用性のデモンストレー
ション、既存ソフトウエアの流布の工夫が必要。

課題・論点等研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組

研究開発を加速し、成果を社会的な課題の迅速な解決につなげるための研究・生産手法の構築
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化学プロセスのマイクロ
化は欧米で活発である。
国内でも大学等で基礎
研究が続けられていた
が、最近では国のプロ
ジェクトとして戦略的な取
組が行われている。

○高効率マイクロ化学プロセ
ス技術（経済産業省、平成１４
年度：９．２億円）
○マイクロ分析・生産システム
プロジェクト（経済産業省、平
成１５年度：１２．６億円）

○マイクロリアクター
各種単位操作を行うデバイスに関する研究開発
を行い、以下の成果を得た。
・独自デバイスによるラジカル重合の分子量調節
技術を開発。
・通常－１００℃でしか出来なかった有機リチウム
反応を－１０℃～２０℃の範囲での利用を可能と
した。
・直径１００ｎｍの金属石けん粒子が合成可能な
ことを確認した。
○マイクロチップ
・耐圧40MPaのコネクタやインジェクタを開発し、
オンチップＨＰＬＣを実現した。
・オンチップ熱レンズ測定装置を製作し、性能が
従来の大型装置と遜色ないことを確認した。
・マイクロチップを用いたアレルギー分析法が、
従来法（蛍光法、吸法）に比べて、測定時間、試
料量とも十分の一になることを確認した。

○マイクロ分析・生産システムプロ
ジェクト（経済産業省、NEDO、平成１
６年度：１１．４億円）
これまでに開発した各種単位操作、
デバイスのシステム化等に関する研
究開発

ナノ組成制御技
術による高温特
性に優れたCr-Fe
合金の量産レベ
ルでの製造

○超高純度Cr-Fe合金の実用
化技術開発(経済産業省、平
成16年度新規）

○超高純度Cr-Fe合金の実用化技術
開発（経済産業省、平成16年度：0.9
億円）
超高純度Cr-Fe合金の量産化技術の
関する研究開発

材料創製技術と
成形加工技術の
一体的開発によ
る部材の高付加
価値化と開発時
間の短縮

○精密部材成形用材料創製・
加工プロセス技術（経済産業
省、平成14年度:1.4億円、平成
15年度:4.2億円）

硬質粒子の微細化および結晶粒成長抑制により
金型の加工精度が向上し、成形体の精度が向上
することが判明。

○精密部材成形用材料創製・加工プ
ロセス技術（経済産業省、NEDO、平
成16年度:4.2億円）
プロセス条件の最適化および部材特
性の向上に関する研究開発

左記取組により得られた主な成果
○生物機能の革新的利用の
ためのナノテクノロジー・材料
技術の開発（農林水産省、平
成14年度：2.0億円（内数）、平
成15年度：2.0億円（内数））
・新機能素材の開発と利用
・ナノレベルでの生物機能活用
技術の開発
・マイクロバイオリアクター

府省の枠を越え、（独）産業技術総合研究所が研
究に参画。

○生物機能の革新的利用のための
ナノテクノロジー・材料技術の開発
（農林水産省、平成16年度：2.0億円
（内数））
・新機能素材の開発と利用
・ナノレベルでの生物機能活用技術
の開発
・マイクロバイオリアクター

○日米の科学技術競争力を比較すると、単一の技術で競争力を比
較すると我が国が優位にある場合でも､この技術を用いたシステム的
な研究開発となると､米国が優位となるような例が多く見られた｡この
ことは､我が国の研究開発が単発的で、組織や分野を越えた融合が
不充分であると言われていることを裏付ける結果となっている。この
ことが、我が国において新規の研究分野が出現しないことや、基礎
的な研究開発と産業化の繋がりがスムーズではない原因の一つと考
えられる。

　

課題・論点等平成１６年度の主な取組動向概況

重点領域における研究開発の推進方策の基本的事項

平成１５年度までの主な取組研究開発の目標

研究開発現場の
競争の活性化と
そのための環境
整備
① 独創性発揮の
ための競争的資
金の重視
②省庁・制度の枠
を越えた研究開
発の推進
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○産業技術研究助成事業(経
済産業省、平成１３年度：４２．
５億円、平成１４年度：５２．８
億円、平成１５年度：５２．８億
円）

平成１５年度までに“材料・プロセス分野”として７
５テーマを採択した。

○産業技術研究助成事業（経済産業
省、NEDO、平成１６年度：５８．２億
円）
競争的研究資金を活用して大学・独
立行政法人等の若手研究者が産業
応用を意図した研究開発に取り組む
ことにより、産業界のニーズや社会の
ニーズに応える産業技術シーズの発
掘や産業技術人材の育成を図る。

○ ナノテクノロジー(NT)の研究開発は情報通信技術（IT）や生物工学（バイ
オテクノロジー、BT)分野との融合により革新的な発展が望めると考えられ
ており、我が国のように組織や分野を越えた融合が不充分な状況では、将
来の明るい展望は望めない。米国においては、専門知識を有する、多人数
の専任に近い研究予算管理者（ファンディングマネージャー）や研究制度管
理者（プログラムマネージャー）が研究開発の立案・遂行に関わっており、
それらの管理者群がグループ間の融合や、競争を巧みに調整していると指
摘されている。我が国においても競争的資金の改革が検討されているが、
特にナノテクノロジー・材料分野の研究開発においては、これらの管理者制
の導入による研究調整体制の構築が望まれる。また、異分野・産学官の研
究者が一堂に会して融合することの有効性も指摘されており、融合を目的
とする研究開発拠点を整備する必要がある。

　 　 革新的構造材料府省連携プロジェク
トにおいて、数年後の市場投入をにら
んだ新構造システム建築物のニーズ
とシーズのマッチングを図り、必要な
高強度・高機能鋼やその接合法及び
環境整備課題等を明確化する（経済
産業省）

○ナノ医療デバイス開発プロジェクト
（経済産業省、NEDO、平成１６年度：
２億円）（再掲）
府省連携プロジェクトとして、ナノテク
ノロジーと内視鏡技術を組みあわせ、
次世代の医用光学を拓く医療機器
（次世代内視鏡）を開発する。

○革新的ナノ薬物送達システムのた
めの担体材料開発（文部科学省、物
質・材料研究機構、平成１６年度：４
億円（新規））
○ナノテクノロジーを活用した人工臓
器、人工感覚器の開発（文部科学
省、平成16年度：4億円）
（以上、ナノバイオニック産業におけ
る府省「連携プロジェクト」として実
施。）
○安全で安心な社会・都市新基盤実
現のための超鉄鋼研究（文部科学省
/物質・材料研究機構、平成16年度：8
億円の内数）
（以上、革新的材料産業における府
省「連携プロジェクト」として実施。）

○ ナノテクノロジー・材料領域の研究開発に用いる測定装置、製造
装置等の機材は研究開発の高度化に伴い、大型化・高度化が著し
く、その操作・維持管理には高度な技能を有する人材が必要となって
いる。このような技能を有する研究補助者の人数が、欧米に対して我
が国では半分程度以下であることは科学技術白書にも示されてお
り、今後研究補助者の増員が必要と考えられる。しかし、現在の体制
下での定員化は困難であるため、高齢者の積極的な活用も含めて対
処していく必要がある。

○ナノテクノロジーは短期的な成果も期待されているが、長期的視点
で画期的な応用が期待される分野であり、人材の育成・確保も長期
的視点から検討する必要がある。基本的には異分野融合に対応でき
る、専門知識を有する人材を育成すべきであるが、我が国における
博士号取得者の割合は欧米に比較して少ないことは科学技術白書
においても示されているところであり、博士取得者の割合の向上が望
まれる。しかしながら、我が国における博士課程の学生は米国と比
べて研究に対する姿勢が弱いとの指摘もあり、単に博士号取得者を
増やしても、必要とされる人材の増加には繋がらない危険性が高い。
その理由のひとつとして、我が国では学生が学部から大学院博士課
程まで移動することなく一つの研究室に所属することが普通であるた
めに、教官との関係も含めて緊張感が少ないとの指摘がある。この
ような現状を改めるためには､学生･教官の両者とも流動性を高める
必要があり､学生に関しては､例えば日本学術振興会の博士研究員
の応募に当たって､流動性を考慮するようにし、経済的にも移動を促
進する方策が必要である。また、教官に関しては、自校出身者の割
合を制限するなどの方策が考えられる。大学における組織の再編に
ついては、振興調整費の戦略的拠点形成等により引き続き支援する
必要がある。

③技術のユーザ
の評価への参画
の徹底
④ 研究者の研究
開発活動の底上
げのための環境
整備
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ナノカプセル型人工酸素運搬
体製造プロジェクト（経済産業
省、平成１５年度：４．５億円）

ヘモグロビンのウイルス不活化工程及び製造設
備の設計及び製造条件検討を行い、現有の10L
試作設備に対してウイルス不活化工程等の増
設、改造を行った。また、ウイルス不活化法に関
してモデルウイルスを用いて予備有効性試験を
行いウイルスの不活化の確認等を実施した。

○ナノカプセル型人工酸素運搬体製
造プロジェクト（経済産業省、NEDO、
平成１６年度：３．８億円）
15年度に改造を行った10L試作設備
を用いて試験材料を試作し、規格試
験法の設定、有効性試験、安全性試
験、体内動態試験を開始する。

○タンパク質相互作用解析ナ
ノバイオチッププロジェクト（経
済産業省、平成１５年度：４．２
億円）

膜タンパク質複合体をウイルス上に再構成する
技術を用いて、膜タンパク質のシグナル伝達を蛍
光検出する系を開発。（経済産業省）

○タンパク質相互作用解析ナノバイ
オチッププロジェクト（経済産業省、
NEDO、平成１６年度：４億円）
膜タンパク質のシグナル伝達を解析
するチップを開発し、コンテンツの充
実化を図る。

○先進ナノバイオデバイスプロ
ジェクト（経済産業省、平成１５
年度：４．９億円）（再掲）

２０分程度で３０項目程度の血液検査を可能とす
るナノバイオデバイスを開発するため、ナノピラー
構造による分離精製技術等の要素技術開発を
実施。（経済産業省）（再掲）

○先進ナノバイオデバイスプロジェク
ト（経済産業省、NEDO、平成１６年
度：４．７億円）（再掲）
府省連携プロジェクトとして、少量試
料・短時間・同時多項目分析が可能
なナノバイオデバイスの開発等の実
用化を加速する。

○ナノ微粒子利用スクリーニン
グプロジェクト（経済産業省、
平成１５年度：４．５億円）

有用生体物質の高速・高度な自動スクリーニン
グのためのナノ磁性微粒子創製技術を確立。
（経済産業省）

○ナノ微粒子利用スクリーニングプロ
ジェクト（経済産業省、NEDO、平成１
６年度：４．２億円）
有用物質の高速・高度スクリーニング
技術等の実用化を加速する。

競争的研究資金である「環境
技術開発等推進費」（１５年
度：７．７億円）の課題選定に
おいて、ナノテクノロジーを活
用した研究開発課題を重視す
ることとした。（環境省）

ナノテクノロジーを活用した課題を６課題採択。
（環境省）

環境技術開発等推進費（環境省、１６
年度：８．３億円）の課題選定におい
て、ナノテクノロジーの活用を重視す
る。必要に応じて府省連携プロジェク
トへの参画を検討する。（環境省）

○地下に埋設される危険物施
設の安全・環境対策に係る調
査検討（平成１４年度：0.9億
円、総務省）（再掲）

地下タンク・配管等に関する腐食・劣化評価手法
の現状・課題等を整理（総務省）（再掲）

○危険物施設に関する腐食・劣化評
価手法の開発・導入環境整備（総務
省、平成１６年度：１．１億円）（革新的
材料産業における府省「連携プロジェ
クト」として実施、再掲。）

○ナノテクノロジー総合支援プ
ロジェクト（文部科学省、平成
14年度：22.5億円、平成14年
度補正：37.8億円、平成15年
度：29億円）

ナノテクノロジー研究者間のネットワークの構築
等を目的として、大型・特殊な施設・設備の外部
研究者（企業を含む）への提供、ナノテクノロジー
に関する情報の収集・発信等を実施。

○ナノテクノロジー総合支援プロジェ
クト（文部科学省、平成16年度：4億
円）
ナノテクノロジー研究者間のネット
ワークの構築等を目的として、大型・
特殊な施設・設備の外部研究者（企
業を含む）への提供、ナノテクノロ
ジーに関する情報の収集・発信等を
実施。

　異分野間や研究
者間の融合の促
進
① 融合的・学際
的取組の促進策
の実施
② 研究者・研究
開発機関間の
ネットワーク構築
等の融合促進の
ための基盤整備
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○ナノバイオニック産業における府省
「連携プロジェクト」として、「革新的ナ
ノ薬物送達システムのための担体材
料開発」を実施。（文部科学省、物
質・材料研究機構、平成１６年度：４
億円（新規））
○超微細技術開発産業発掘戦略調
査等委託費（経済産業省、平成１６年
度：０．５億円）
産学官連携によるナノテクに関する
研究・情報ネットワークの在り方等に
ついての検討

○産学官連携情報技術共同
研究施設整備(経済産業省、
平成１３年度：０億円、平成１４
年度：４８億円、平成１５年度：
１２２億円）

○産学官連携情報技術共同研究施
設整備
超並列クラスタ技術に基づく次世代
超高速情報処理技術に係る研究開
発の拠点及びベンチャー共同研究棟
として、国際共同研究を進めるととも
に、これらの技術を活用したナノテク
分野における新技術やバイオ分野に
おける創薬などの新産業、ベンチャー
企業の創出を図る。（経済産業省）

○萌芽的先端医療技術推進
研究－ナノメディシン分野（厚
生労働省、平成１４年度：１３．
８０億円の内数、平成１５年
度：１２.０億円の内数）

平成１４年度より、ナノメディスンのシーズとニー
ズのマッチングの場を提供するためのデータ
ベースの作成を行っている（厚生労働省）。

○萌芽的先端医療技術推進研究－
ナノメディシン分野（厚生労働省、平
成１６年度：１３億円の内数）（府省連
携プロジェクトとして実施。）

○ナノテクノロジーを活用した
環境技術開発推進事業（環境
省、１５年度：３億円）

これまで研究が中心に行われていた（独）国立環
境研究所において、新規技術の開発とその実用
化に携わる新たな体制を構築することに成功。ま
た、分野横断的かつ学際的な研究開発体制によ
り、事業が着実に進展。（環境省）

○ナノテクノロジーを活用した環境技
術開発推進事業（環境省、１６年度：
３．５億円）を通じた分野横断的かつ
学際的な事業実施体制による研究開
発を推進する。（環境省）

③ 創造的な研究
開発システム実
現のための研究
開発拠点の整備
④ 組織的な人事
交流とその成果
の人事考課等へ
の反映
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○経済社会ニーズに対応した
産学官の共同研究を促進する
ため、科学技術振興調整費に
より「産学官共同研究の効果
的な推進」（マッチングファン
ド）プログラムを実施。（文部科
学省、平成１４年度：２８億円、
平成１５年度：４３億円）
○大学発ベンチャー創出のた
めに必要な研究開発を支援。
（文部科学省、平成１４年度：１
８億円、平成１５年度：２３億
円）
○産学官連携を推進する際に
不可欠な各種専門知識を有す
る人材を大学のニーズに対応
して配置。（平成１６年１月現
在１０３名）（文部科学省、平成
１４年度：９億円、平成１５年
度：１４億円

○平成１５年８月末、大学発ベンチャー数：６１４
社（政府系研究施設発ベンチャーを含めると６５
４社）
○平成１４年度における大学等と企業の共同研
究実績は７０００件以上。
○平成１５年度承認ＴＬＯによる特許出願件数４０
８８件。
○平成１５年度承認ＴＬＯによる実施許諾件数９２
０件。

○経済社会ニーズに対応した産学官
の共同研究を促進するため、科学技
術振興調整費により「産学官共同研
究の効果的な推進」（マッチングファン
ド）プログラムを引き続き実施。（文部
科学省、平成１６年度：５３億円）
○大学発ベンチャー創出のために必
要な研究開発を引き続き支援。（文部
科学省、平成１６年度：４３億円）
○産学官連携を推進する際に不可欠
な各種専門知識を有する人材を大学
のニーズに対応して配置。（文部科学
省、平成１６年度：１４億円）
○大学等において知的財産の創出・
取得・管理・活用を戦略的に実施する
（文部科学省）

大学発事業創出実用化研究
開発事業（マッチングファンド
事業）（経済産業省、ＮＥＤＯ、
平成１４年度２４．１億円、平成
１５年度２６億円）
○大学等の研究成果を実用化
するための研究開発に対し、
補助する。
大学発ベンチャー経営等支援
事業（経済産業省、平成１４年
度１．５億円、平成１５年度１．
５億円）
○大学の研究者等に対し、ＴＬ
Ｏ等を通じ、経営専門家の派
遣を行う
大学等技術移転促進費補助
金（経済産業省、平成１４年度
２．５億円、平成１５年度６億
円）
○承認ＴＬＯに対する技術移転
事業に必要な資金を補助す
る。

○平成１５年度承認ＴＬＯによる平成１４年度特許
出願件数４０８８１３３５件。
○平成１５年度承認ＴＬＯによる平成１４年度実施
許諾件数９２０３４９件。

○大学等において知的財産の創出・
取得・管理・活用を戦略的に実施する
マッチングファンド事業（経済産業省、
平成１６年度予算案２９億円）
○引き続き大学等の研究成果を実用
化するための研究開発に対し補助す
る。
大学発ベンチャー経営等支援事業
（経済産業省、平成１６年度予算案２
億円）
○大学の研究者等に対し、ＴＬＯ等を
通じ、経営専門家の派遣を行う
大学等技術移転促進費補助金（経済
産業省、平成１６年度予算案９億円）
○引き続き承認ＴＬＯに対する技術移
転事業に必要な資金を補助する。

○革新的ナノ薬物送達システムのた
めの担体材料開発」を実施。（文部科
学省、物質・材料研究機構、平成１６
年度：４億円（新規））（ナノバイオニッ
ク産業における府省連携プロジェクト
として実施。）

　産業化に結びつ
けていく仕組みの
構築、産学官の
責任と役割の分
担、連携
① 産業化に結び
つけていく仕組み
の構築
② 産学官連携の
促進
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○ナノテクノロジーを活用した
人工臓器・人工感覚器の開発
（文部科学省、平成１４年度補
正：12億円、平成15年度：2億
円）

産業化に結びつけていくため、「産業ハイウェイ
委員会」を実施。

○ナノテクノロジーを活用した人工臓
器、人工感覚器の開発」を実施。（文
部科学省、平成16年度：4億円）（ナノ
バイオニック産業における府省連携
プロジェクトとして実施。）

○安全で安心な社会・都市新
基盤実現のための超鉄鋼研
究、において研究開発成果を
産業化に結びつけるための環
境整備等を含む方策の調査・
検討を実施。（文部科学省、物
質・材料研究機構、平成14年
度：運営費交付金(167億円）の
内数、平成15年度：運営費交
付金（165億円)の内数）

土木研究所(国土交通省）、日本鋼構造協会との
シーズ・ニーズのすり合わせに関する検討を実
施。

○安全で安心な社会・都市新基盤実
現のための超鉄鋼研究（文部科学
省、物質・材料研究機構、平成16年
度：8億円の内数）（革新的材料産業
における府省連携プロジェクトとして
実施。）

○ナノテクノロジー総合支援プ
ロジェクト、により企業等の研
究開発を学官の研究機関が施
設設備の提供等の支援を実施
（文部科学省、平成14年度：
22.5億円、平成14年度補正：
37.8億円、平成15年度：29億
円）

企業による施設の利用が拡大。平成１５年度の
「ナノテクノロジー総合支援プロジェクト」の支援
件数のうちおよそ３割が企業の利用。

○ナノテクノロジー総合支援プロジェ
クト、による支援を企業に対しても実
施。（文部科学省、平成16年度：28億
円）

○ナノテクノロジー・材料研究
拠点関連施設の整備を実施。
（文部科学省、物質・材料研究
機構、平成１３年度補正：９０
億円）
○ナノテクノロジー・材料に関
する産学官連携棟の整備を実
施。（文部科学省、物質・材料
研究機構、平成１３年度補正：
３．５億円）

○ナノ／生体材料実験棟は平成１６年２月竣工。
１GHZｚ級高分解能NMR施設は平成１５年９月に
施設が竣工し、平成１６年２月より試験運用を開
始。（文部科学省、物質・材料研究機構）
○ナノ連携棟は平成１５年２月に竣工し、ナノテク
ノロジー・材料に係る外部研究者の受け入れを
実施。（文部科学省、物質・材料研究機構）

○ナノテクノロジー・材料に係る研究
設備の充実を図り、企業・大学等との
効率的・効果的な連携体制の下で研
究を推進。（文部科学省、物質・材料
研究機構）
○ナノテクノロジー・材料に係る外部
研究者の受け入れを引き続き実施。
（文部科学省、物質・材料研究機構）

革新的構造材料府省連携プロジェク
トにおいて、数年後の市場投入をにら
んだ新構造システム建築物のニーズ
とシーズのマッチングを図り、必要な
高強度・高機能鋼やその接合法及び
環境整備課題等を明確化する（経済
産業省）
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革新的材料産業における府省「連携
プロジェクト」として、超微細技術開発
産業発掘戦略調査等委託費（経済産
業省、平成１６年度：０．５億円)
ナノテクの研究成果の実用化を促進
するために、ナノテクの特性に配慮し
た市場環境整備等、産学官連携によ
るナノテクビジネスの創出戦略に関す
る調査等の実施

○ビジネスマッチング及びその
促進を目的として、最新の技
術情報の交換、起業家・研究
者と投資家との情報共有、研
究者・技術者間の人的交流、
研究開発戦略の政府への提
言、ベンチャー支援、標準化、
普及啓発のためにナノテクロノ
ジービジネス推進協議会を設
立した（経済産業省）。
○当該協議会を通して、大学
と産業界の連携を図る人的交
流の場を提供（経済産業省）。

○トップセミナーやロードマップ作成委員会を立
ち上げ、ビジネスマッチングに向けた取組を本格
化（経済産業省）。
○大学、産業界、地方自治体が共同でビジネス
マッチング・セミナーを主催する等、積極的な交
流が図られている（経済産業省）。

○セミナー・フォーラム委員会、商品
化・ビジネス化委員会等、ビジネス
マッチングのための取組を充実（経済
産業省）。
○さらに充実した人的交流を促進さ
せる（経済産業省）。

TLOの実務を担う人材育成することを
目的として研修を実施。（経済産業
省）

起業家育成プログラム導入促
進事業（平成１５年度２．０億
円）
産業界への迅速かつ実践的な
技術経営の普及・定着を目的
とした技術経営（ＭＯＴ）プログ
ラムを開発するとともに、産業
界、教育機関等による技術経
営コンソーシアムの設立を支
援。（経済産業省）

産業界のニーズを踏まえて教材開発を行い、そ
れらを用いた実証講義やシンポジウムを開催し
た。

技術経営人材育成プログラム導入促
進事業（平成１６年度９．５億円）
引き続き高度なＭＯＴ教育を行う人材
の育成も視野に入れつつ、より実践
的な分野のＭＯＴプログラムを開発
し、ｅ－プラットフォーム等を通じて情
報提供等を行う。

○新構造システム建築物につ
いては、来年度からの研究開
発に備え、準備会を発足させ、
事前検討を実施。
○橋梁構造体については、材
料側シーズと土木側ニーズの
摺り合わせのため、文部科学
省および国土交通省が所管す
る各独立行政法人の研究者間
で、定期的な打合せを実施（国
土交通省）。

○新構造システム建築物については、準備会に
おける各機関との打合せを通じて、来年度から
の研究課題を絞り込みを行った。
○橋梁構造体については、４回にわたる両機関
の研究者間の打合せを通じて、接合部の高度化
等の具体的な研究開発課題を絞り込みを行っ
た。

○新構造システム建築物について
は、「革新的構造材料ワーキング府
省連絡会」に設けられた「新構造シス
テム建築物ワーキング」及び新都市
ハウジング協会に設けられた「新構
造システム建築物研究開発委員会」
において研究開発を実施予定（国土
交通省予算）。
○橋梁構造体については、材料側
シーズと土木側ニーズの摺り合わせ
のための定期的な打合せを継続する
と共に、革新的構造材料およびその
溶接・接合技術の開発の状況に応
じ、橋梁の構造部材としての要求材
料性能を検討する（国土交通省）。
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○ナノテクノロジーを活用した
環境技術開発推進事業（環境
省、平成１５年度）

平成１５年度より開始の「ナノテクノロジーを活用
した環境技術開発推進事業」を進めるにあたり、
(独)国立環境研究所を中心とした産学官の連携
体制を構築。特に、企業（産業界）の参画により、
商品化までを視野に入れた開発計画を策定、事
業が着実に進展。（環境省）

引き続き、産学官連携による研究開
発を推進する。（環境省）

ナノテクノロジー総合支援プロ
ジェクト（文部科学省、平成14
年度：22.5億円、平成14年度
補正：37.8億円、平成15年度：
29億円）

「ナノバイオスクール」や「ナノテクノロジー総合シ
ンポジウム」などセミナー、シンポジウムの開催
等を実施。平成14年度：7件、平成15年度：5件。

○ナノテクノロジー総合支援プロジェ
クト（文部科学省、平成16年度：  億
円）（セミナーの開催等に加え、若手
研究者国際交流を実施）
○科学技術振興調整費「新興分野人
材養成」において、ナノテクノロジー融
合領域等を対象分野として公募（文
部科学省）

技術者・技能者によるナノテク
の研究成果を事業化する方策
を民間事業者と共に検討。（経
済産業省）

ビジネス教育を実施する大学等と連携して産業
界の人材育成を行なう可能性の検討を行う。

ナノテクMOT(Management Of
Technology、技術系企業の持つべき
経営スキル)を開発する。（経済産業
省）

「起業家育成プログラム導入
促進事業」（平成１５年度２．０
億円）として、産業界への迅速
かつ実践的な技術経営の普
及・定着を目的とした、技術経
営（ＭＯＴ）プログラムを開発す
るとともに、産業界、教育機関
等による会員制で技術経営コ
ンソーシアムの設立を支援。
（経済産業省）

産業界のニーズを踏まえて教材開発を行い、そ
れらを用いた実証講義やシンポジウムを開催し
た。

引き続き「技術経営人材育成プログラ
ム導入促進事業」（平成１６年度９．５
億円）として、高度なＭＯＴ教育を行う
人材の育成も視野に入れつつ、より
実践的な分野のＭＯＴプログラムを開
発し、ｅ－プラットフォーム等を通じて
情報提供等を行う。

○ナノテクノロジーを活用した
環境技術開発推進事業（環境
省、平成１５年度）

平成１５年度より開始の「ナノテクノロジーを活用
した環境技術開発推進事業」を通じて(独)国立環
境研究所における環境・ナノテク両分野に精通し
た研究者の支援・育成・確保を図っているところ。

引き続き、環境とナノテク両分野に精
通した研究者の支援・育成・確保を図
る。（環境省）

○ナノテクノロジーを活用した
環境技術開発推進事業（環境
省、平成１５年度）

平成１５年度より開始の「ナノテクノロジーを活用
した環境技術開発推進事業」を進めるにあたり、
(独)国立環境研究所を中心とした産学官の連携
体制を構築するとともに、ナノテクノロジー分野の
外部有識者からなるアドバイザリボードを設置。
第１回アドバイザリボードの会合を１６年３月に
(独)国立環境研究所にて開催。（環境省）

引き続きアドバイザリボードの会合を
定期的に開催し、最新情報の集積と
研究開発計画への反映を進める。
（環境省）

ナノテクノロジービジネス推進協議会を
通じ、必要に応じ海外の諸機関との連携
を図る（経済産業省）。

推進に当たっての
配慮事項
① 状況の変化に
対する柔軟かつ
機動的な対応
② 研究者の確保
や我が国の技術
の補完、研究開
発のスピード向上
等のための国際
協力の推進
③ 研究者等の社
会的責任、社会
に対する説明責
任

　

人材の確保・養成
①研究者の確保・
養成
②研究支援者の
充実
③研究評価・マネ
ジメント能力のあ
る人材の養成
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エネルギー分野

　

左記取組により得られた主な成果

ア．水素エネルギー利用システ
ム
およそ5年後の燃料電池の導入
を皮切りに、今後のより広範な
社会への導入の準備として、水
素の製造・輸送・貯蔵・利用技術
の開発、水素ステーションの実
証、基準・標準化等水素エネル
ギー利用の制度面の基盤の整
備を目指す。

○1999年度から開始された
WE-NET第2期計画では、早期
に実用可能な燃料電池自動車
用水素供給インフラの開発に取
り組み、2002年に、天然ガス改
質型、固体高分子電解質水電
解型、副生水素貯蔵型の水素
ステーションが完成した。

○固体高分子燃料電池／水素エ
ネルギー利用技術（経済産業省、
H14年度176億円、H15年度220億
円）
○高温工学試験研究（文部科学
省、H14年度36億円、15年度33億
円）

○国産燃料電池車が市販。
○燃料電池、水素関連いずれもテ
スト機の実証で実用化目前。
○高温ガス炉の基礎技術の確立と
利用技術開発

○水素安全利用等基盤技術開
発（NEDO、64億円）
○高温工学試験研究（文部科
学省、51億円）

○供給・輸送関連のインフラが不十分。
○トータルシステムとしての検討は不十分。

イ．バイオマスエネルギー開発・
利用技術
未活用のバイオマスエネルギー
の汎用性の高い燃料形態への
転換効率の向上、コスト削減技
術の開発、システム技術の実証
試験、モデル事業の開始等を目
指す。

○バイオマス資源の総合的な
有効利用に関する「バイオマ
ス・ニッポン総合戦略」が閣議
決定された（平成14 年12 月）。
○バイオマスエネルギーの導
入目標値としては、我が国にお
いては平成１４年３月に地球温
暖化対策推進本部決定された
「地球温暖化対策大綱」におい
て２０１０年までにバイオマス発
電について原油換算３４万ｋｌ、
バイオマス熱利用について同６
７万ｋｌの導入目標。

○一般・産業廃棄物・バイオマスの
複合処理・再資源化プロジェクト
（文部科学省、H15年度５億円）
○バイオマス高効率転換技術（経
済産業省、H14年度20億円、H15
年度28億円）
○農林水産バイオリサイクル研究
等（農林水産省、H14年度8億円、
H15年度10億円）
○バイオマス燃料供給施設の安全
性に関する調査検討（総務省）

○新たな環境調和型産業の雇用創
出に期待。
○木質バイオマスの石炭混焼技術
について、既設石炭専焼火力発電
所並の発電効率を維持しながら、
木質バイオマス混焼率５％を行う技
術開発について終了。

○一般・産業廃棄物・バイオマ
スの複合処理・再資源化プロ
ジェクト（文部科学省、５億円）
○バイオマスエネルギー高効
率転換技術開発（NEDO、38億
円）
○バイオマス燃料供給施設の
安全性に関する調査検討（総
務省、0.3億円）

○「バイオマス・ニッポン総合戦略」を踏まえ、バイオマ
ス資源を有用なエネルギーに高効率で転換する技術
の開発。
○バイオマスエネルギー高効率転換技術開発の進捗
に伴い、多岐に渡るバイオマスの種類に対して、技術
の汎用性を確保するために、エネルギー高効率転換
のコア技術だけではなく、エネルギー転換システムの
構成要素であるバイオマス原料の前処理技術や生成
エネルギーの後処理技術、更には生成エネルギーの
利用技術等の要素技術開発の必要性がある。
○低コスト化・高品質化技術によってもたらされるエネ
ルギー転換システムの①小型化②自動化③信頼性
向上を図ることは、バイオマスエネルギーの担い手と
目されている、ローカルコミュニティの主体となる地方
自治体やＮＰＯなどへの普及を進めるうえでも特に重
要な課題である。
○多種多様な廃棄物・バイオマス原料に対応した処
理・再資源化技術やシステムの開発を推進するため、
継続的な研究運営が必要。

課題・論点等

供給部分を中心とした新たなエネルギーシステムの研究開発

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組

①供給、輸送、変換、消費のエネルギートータルシステムの変革をもたらす研究開発

平成16年度の主な取組

エネルギー－1



ウ．DME（ジ・メチル・エーテル）･
GTL（ガス・トゥ・リキッド）製造・
利用技術（天然ガス等からの液
体燃料製造・利用技術）
概ね5年後までの商業生産の開
始を目指し、効率的・低コストな
生産技術の開発、実証試験によ
る利用技術の確立、保安規制、
規格類の整備を目指す。

○エタノール3％含有ガソリン
（E3）を取り扱う給油取扱所に
関する運用上の指針のとりまと
めを実施（バイオマス燃料供給
施設の安全性に関する調査検
討委員会：危険物保安技術協
会）。
○数年後の商業生産を目指し
て海外でＤＭＥ・ＧＴＬプロジェク
トが計画されているが、我が国
への導入開始時期については
未定。

○DME関連（経済産業省、H14年
度10億円、H15年度21億円）
○GTL関連（経済産業省、H14年
度14億円、H15年度12億円）

○DME燃料の安全性を確保する技
術開発。
○DME燃料のLPG流通インフラの
転用実証試験研究。
○E3の給油取扱所での取扱いを可
能とする環境整備を実施（総務
省）。
○ＤＭＥ製造実証プラント（100㌧/
日）を完成させ、試運転を実施しパ
イロットプラント全系の性能確証を
行った。
○日本国内で初めて天然ガスから
合成油生成（７バーレル／日）を達
成した。(H15.9)
○ＤＭＥ燃料の標準スペックを確
立。

○環境負荷低減型燃料転換技
術開発（経済産業省、32億円）
○DME燃料利用技術開発費補
助金（経済産業省、14億円）

○海外における生産プラント等の供給源の拡大、コス
ト低減のための技術開発の推進。
○製造コストの低減、利用機器の開発等の研究開発
の実施。

エ．核燃料サイクル
エネルギーとしての原子力利用
は資源の利用効率の向上等を
図る核燃料サイクルシステムと
しての確立が不可欠であり、ウ
ラン濃縮、再処理、MOX（混合酸
化物）燃料加工及びFBR（高速
増殖炉）サイクルの各分野にお
いて中長期的視野の下、着実な
研究開発を進める。5年後には、
ウラン濃縮分野における新型遠
心分離機の最終仕様決定、FBR
導入に向けた核燃料サイクルの
実用化候補概念の絞込み等を
目指す。

○平成13年5月にブッシュ政権
が発表した「国家エネルギー政
策(NEP)」での勧告を反映し、
DOE「先進燃料サイクル・イニシ
アチブ（AFCI）」発表（平成15年
1月）。
○青森県大間町において「フル
MOX炉」が建設準備中。
○高速増殖原型炉「もんじゅ」
は平成７年12月に発生したナト
リウム漏えい事故により、現在
運転を停止している。平成15年
１月の｢もんじゅ｣の原子炉設置
許可処分を無効とする高裁判
決については、現在上訴してお
り、係争中。
○サイクル機構東海事業所の
プルトニウム燃料開発施設に
おいて，高速実験炉「常陽」，高
速増殖原型炉「もんじゅ」及び
新型転換炉「ふげん」用に累計
約170トンのMOX燃料の加工を
行った。

○FBRサイクル開発戦略調査研究
（文部科学省、H14年度35億円、
H15年度34億円）
○遠心法ウラン濃縮事業及び
MOX燃料加工事業推進（経済産業
省、H14年度17億円、H15年度18
億円）
○高速実験炉「常陽」での研究開
発（文部科学省、H13年度52億円、
H14年度44億円、H15年度36億円）
○高速増殖原型炉「もんじゅ」での
研究開発（文部科学省、H13年度
106億円、H14年度120億円、H15
年度122億円）
○FBRサイクル開発戦略調査研究
（文部科学省、H13年度39億円、
H14年度35億円、H15年度34億円）
○プルトニウム燃料製造施設での
研究開発（文部科学省、H13年度
55億円、H14年度42億円、H15年
度43億円）
○東海再処理施設での研究開発
（文部科学省、H13年度55億円、
H14年度51億円、H15年度54億円）

○我が国の原子力発電の利用推
進の観点から、不可避の課題であ
る高レベル放射性廃棄物等の安全
かつ合理的な処分に向け、地層の
科学的研究、処分技術の信頼性向
上、安全評価手法の高度化等の研
究開発を推進。
○高速増殖原型炉「もんじゅ」は実
験炉｢常陽｣等の成果を基に、設計・
建設し、平成6年に初臨界、平成7
年に発電。40％出力までの運転試
験を行い、炉心特性、運転性能に
関するデータを取得。
○核燃料サイクル開発機構と電気
事業者が連携し、「高速増殖炉サイ
クル実用化戦略調査研究」を行っ
ている。

○遠心法ウラン濃縮事業推進
費補助金（経済産業省、14億
円）
○全炉心混合酸化物燃料原子
炉施設技術開発費補助金（経
済産業省、24億円）
○高速実験炉「常陽」での研究
開発（文部科学省、３１億円）
○高速増殖原型炉「もんじゅ」
での研究開発（文部科学省、１
０８億円）
○FBRサイクル開発戦略調査
研究（文部科学省、３４億円）
○プルトニウム燃料製造施設
での研究開発（文部科学省、３
４億円）
○東海再処理施設での研究開
発（文部科学省、５６億円）

○原子力産業の国際的な位置付けの向上、国際競争
力の強化。
○フルMOX炉の建設例がなく世界初の試みであり、
開発リスクが高く民間のみでの実施が困難。
○実用化に向けた燃料・材料開発のため、高性能被
覆管や新型燃料の高燃焼度・高照射量条件への適用
性を実証するには、数年から十年の長期の照射試験
が必要で、「常陽」の高い稼働率が求められる。
○「もんじゅ」の安全性を更に高めるための改造工事
着手には、地元の了解が必要。
○民間商業再処理施設の平成18年度操業開始に向
けて、東海再処理施設からの技術支援を継続すること
が必要。
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オ．長期的研究開発課題
エネルギー技術となるには計画
的で着実な開発努力と技術の段
階的実証を要する核融合発電、
宇宙太陽光発電、海洋エネル
ギー利用、メタンハイドレート開
発（メタンと水の分子から成る氷
状の固体物質）等については、
将来へのエネルギー供給オプ
ションに繋がるよう、それぞれの
成熟度を踏まえつつ、基盤技術
の確立を目指す。

○メタンハイドレートの開発（経済
産業省、H15年度100億円、H14年
度55億円）
○宇宙太陽発電システム実用化
技術調査研究（１３年度予算：１億
円、１４年度予算１億円）
○ITER計画の推進（文部科学省、
平成14年度３億円、平成15年度６
億円）
○JT60の運転・整備（文部科学
省、平成14年度３０億円、平成15
年度２９億円）
○宇宙エネルギー利用システムの
研究（文部科学省、H13年度1.0億
円、H14年度2.4億円、H15年度運
営費交付金の内数）
○海洋エネルギー利用技術（海洋
温度差発電）の研究開発（文部科
学省、H15年度１億円）

○日本周辺海域でのメタンハイド
レート賦存状況の把握（物理探査、
試錐）。
○カナダの永久凍土地帯におい
て、天然のメタンハイドレートを地下
で分解し、メタンガスを地上に取り
出す試験に世界で初めて成功（Ｈ１
４．３）。南海トラフ（東海沖～熊野
灘）海域おいて物理探査を行い基
礎試錐位置を決定（Ｈ１５．７）
○工学設計活動によりＩＴＥＲの建
設の可能性を判断するために必要
な詳細設計と技術的データの取得
に成功した。
○日本原子力研究所の臨界プラズ
マ試験装置（ＪＴ－60）は、世界最高
の温度、５．２億度を達成。
○核融合科学研究所においては、
ＬＨＤ（大型ヘリカル装置）によって、
アルゴンガスを用いたプラズマのイ
オン温度１億１３００万度を達成。
○佐賀大学のアンモニア水を用い
たウエハラサイクル海洋温度差発
電で、低温運転、エネルギー出力
に成功した。（Ｈ１５．６）

○メタンハイドレート開発促進
事業（経済産業省、67億円）
○ITER計画の推進（文部科学
省、２９億円）
○JT60の運転・整備（文部科学
省、２７億円）

○国産エネルギー資源として期待されるメタンハイド
レートの開発導入を進めるため、将来の商業化を目
指し、当面10年程度の期間を念頭に新たな生産・探査
技術の開発。
○技術の成熟度やエネルギー技術上の重要政策との
関係等を総合的に考慮しつつ、長期的視野に立ち必
要な取組や検討を進める。
○平成15年１月に科学技術・学術審議会核融合研究
ＷＧが取りまとめた「今後の我が国の核融合研究の在
り方について」で述べられている核融合研究計画の重
点化、施設の共同利用、機関間の共同研究、重点化
後の人材育成のあり方等について、どのように推進す
るか検討の必要がある。
○宇宙エネルギー利用システム実現の為に多くの課
題があるため、産学官の連携も図りつつ多岐にわたる
技術分野において長期の研究が必要。
○海洋エネルギー利用は、各国との協力による海洋
温度差発電の効率化、コスト低減等の推進が必要で
ある。

　

左記取組により得られた主な成果

電力システムにおける超電導利
用技術について、およそ10年後
からの導入開始を目途として、
高効率な電力貯蔵装置、発電
機、ケーブル、変圧器等に用い
る要素技術の確立を目指す。

○イットリウム系超電導線材の
作製に関して、50m長におい
て、臨界電流74A/cmの均一な
線材の作製に成功。

○超電導利用関連（経済産業省、
H15年度71億円、H14年度65億円）

○電力，ガスの自由化の進展をトリ
ガーとして、電力貯蔵技術，分散電
源技術の技術が進歩。

○超電導応用基盤技術研究開
発（NEDO、27億円）

○ITの急激な進歩による将来的な送電需要の増大等
に応える手段として、高温電導線材を用いた機器開発
が重要。

○南海トラフ（御前崎沖）で砂層
中のメタンハイドレートの存在
が確認された（平成13年1月）。
○カナダ陸上産出試験（第一
回）の世界初の成功（平成14年
3月）。
○我が国の核融合の研究開発
は、日本原子力研究所、核融
合科学研究所、大学等で、相互
の連携・協力により進められて
おり、今後はさらに、平成15年１
月に科学技術・学術審議会核
融合研究ＷＧが取りまとめた
「今後の我が国の核融合研究
の在り方について」を踏まえ重
点化。
○NASAの動向：２０００年に改
定されたNASA戦略計画の中で
定義された５大事業のひとつで
あるHEDS（有人宇宙探査・開
発：２００５年までに有人惑星探
査計画を決定するとされてい
る）などで分散開発する形で研
究を推進。
○欧州の動向：EUの第６次フ
レームワークの中でエネルギー
対策としての位置づけでESTEC
（欧州宇宙技術研究センター）
が中心となりコンセプト開発の
段階。

輸送・変換部分が中心となる新たなエネルギーシステムの研究開発

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組 課題・論点等
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左記取組により得られた主な成果

ITインフラを高度活用したエネル
ギー管理システム（EMS）及び住
宅・ビル・交通システムを含めて
の都市エネルギーシステムの研
究について、今後5年間で、最適
制御技術、評価手法の開発、省
エネルギー技術のシステム的な
開発等を目指す。

○ HEMS(Home Energy
Management System)は、家電
機器をネットワークに接続して、
家庭全体で省エネ運転になる
ように制御するシステムであ
る。本システムの利用例では、
電力使用量の約23%の省エネ
ルギー効果が得られている。
○また、BEMS(Building Energy
Management System)は、HEMS
と同様に、ビルや店舗におい
て、稼働している機器の運転状
況や周辺情報（温度、照度等）
を検出し、省エネ運転になるよ
うに制御するシステムである。
本システムを用いたビル熱源
空調制御シミュレーション事例
では、電力使用量の約14%の省
エネルギー効果を示す結果が
得られている。

○エネルギー需要最適マネジメン
トシステム推進事業費補助金（経
済産業省、H13年度20億円、H14
年度20億円、H15年度9億円）

○電気／ガソリン系ハイブリッド車
の実用化研究の進展により、自動
車の大幅な燃費向上および環境対
策が向上。
○平成１５年度においては、約700
戸の家庭でＨＥＭＳ（ホームエネル
ギーマネジメントシステム）の実証
実験を行い、エアコンの最適制御
等により省エネ効果が得られてい
る。

○電源利用対策発電システム
技術開発費補助金（経済産業
省、3億円）
○エネルギー需要最適マネジ
メントシステム推進事業費補助
金（経済産業省、５億円）

○電力系統制御運用技術が重要。
○新エネルギーの大規模導入時に懸念される電力品
質への悪影響に対応するための技術開発。
○今後実用化に向けた採算性の検証等制御規格の
統一化や実用化が課題となる。

消費部分を中心とした新たなエネルギーシステムの研究開発

動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組研究開発の目標 課題・論点等
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エネルギー分野

　

左記取組により得られた主な成果

ア．燃料電池
車載用プロトタイプの開発と併
行して、小容量から発電用大容
量タイプまでも含め基盤研究を
行い、コスト削減を目指す。
（参考）
固体高分子形燃料電池の開発
については、およそ10年後から
の普及段階においては、5,000
円／kw程度の自動車用燃料電
池、30万円／基程度（家庭用）
の定置用燃料電池システムの
実現を目指す。

○平成13年8月資源エネルギー
庁長官の私的研究会である「燃
料電池実用化戦略研究会（座
長：茅陽一）」において、固体高
分子形燃料電池／水素エネル
ギー利用技術開発戦略を策
定。

○次世代型燃料電池プロジェクト
（文部科学省、H14年度補正18億
円、H15年度5億円）
○燃料電池スタンドを給油取扱所
に併設する場合の安全性に係る調
査検討（総務省、H15年度補正0.8
億円）

○燃料電池の普及が我が国のエネ
ルギー供給の安定化・効率化、地
球温暖化問題等の解決、新規産業
創出に資する。
○低加湿対応のＭＥＡでは目標に
近い７３０mVの初期電圧（従来MEA
より８０mV向上）を得た
○１／１００以下の低コストと高性能
を併せ持つ炭化水素系の膜と、そ
れを用いた長時間連続発電試験
(4000時間)においても安定した発電
特性を維持できるＭＥＡを開発
○熱硬化性樹脂のセパレーターで
は、従来コスト比１／１００（１００万
枚製作時）を達成　等
○燃料電池の基本性能試験につい
てIEC/TC105へ修正提案を行っ
た。

○固体高分子形燃料電池シス
テム技術開発（NEDO、42億円）
○燃料電池スタンドを給油取扱
所に併設する場合の安全性に
係る調査検討（総務省、0.03億
円）
○次世代型燃料電池プロジェ
クト（文部科学省、3億円）

○燃料電池自動車や住宅用等定置用燃料電池の開
発・普及を推進するため、技術開発、実証試験等を集
中的に実施。
○（導入目標）
燃料電池自動車：2010年約5万台、2020年約5百万
台。
定置用燃料電池：2010年約2．1百万kw、2020年約10
百万kw。

イ．太陽光発電
パネル発電システムの普及拡
大と共に材料などの基盤研究を
並行して行い、変換効率の向上
等コスト削減を目指す。
（参考）
普及拡大に向けて、発電コスト
30円/kwh程度、システム設置価
格37万円/kw程度の太陽光発
電の商用化を目指し、10年後に
は25円/kwh程度、システム設置
価格30万円/kw程度、20年後に
は10～15円／kwh程度、システ
ム設置価格20万円/kw程度の商
用化を目指す。

○わが国の太陽光発電は、技
術開発、導入支援策等の相乗
効果により、導入が進みつつあ
る。また、設置コストも９３年と
比べ５分の１に低減し、設置発
電容量ベースで６４万ｋW、生産
量が２５万ｋWと、導入量、生産
量とも国際シェアの半分近くと、
現在では世界一。
○技術開発面では、「先進太陽
電池技術開発」として、シリコン
系やCIS（銅・インジウム・セレ
ン）系などの薄膜太陽電池、超
高効率化合物半導体系の研究
が行われている。また、「革新
的次世代太陽光発電システム
技術開発」として、従来とは異
なる発想で、大幅なコストダウ
ンの可能性を有する新材料や
製造プロセスを対象とした要素
技術開発が行われている。

○太陽光発電技術研究開発（経済
産業省、H14年度73億円、H15年
度51億円）
○太陽光発電システム普及加速
型技術開発（経済産業省、H15年
度11億円）

○建材一体型等新商品の開発や
価格の低下により導入が進みつつ
ある。
○光吸収領域が世界最高のルテニ
ウム色素を開発して、変換効率
9.6％を達成。
○新ハイブリッド構造の有効性を確
認し、新構造セルの大面積化へ基
盤となる技術を確立。
○条件の最適化によりアモルファス
シリコンの高速製膜が可能となり、
また、セル連続形成技術により生
産性向上に見通しを得た。

○太陽光発電技術研究開発
（NEDO、46億円）
○太陽光発電システム普及加
速型技術開発（経済産業省、8
億円）

○これまで経済産業省の補助金制度により、世界の
トップクラスの導入量・生産量を維持してきたが、補助
金打ち切りの動きもあることから、今後の国の支援の
あり方が注目される。新材料研究は、大学を中心に行
われているが、本来大学に対して支援を行うべき文部
科学省関連のプロジェクトが少ない。
○普及に不可欠な新製品に対応した性能評価手法、
リサイクル・リユース技術などの技術開発。
○家庭用電力料金と比較して約２～３倍と割高。太陽
光発電の一層の普及のためには、低コスト化が鍵。

②エネルギーインフラを高度化していくために必要な研究開発

平成16年度の主な取組 課題・論点等

エネルギー機器等の効率向上

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組
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ウ．石油探査・利用技術
石油資源の遠隔探知技術の開
発と精製・利用技術の高度化を
目指す。

○平成14年1月に市場原理を
活用することによって石油業界
の競争条件の一層の整備を図
る等の観点から石油業法が廃
止。

○内部熱交換による省エネ蒸留技
術開発（経済産業省、H15年度4億
円、H14年度2億円）
○石油資源遠隔探知技術研究開
発
（経済産業省、H13年度40億円、
H14年度31億円、H15年度24億円）
○石油精製業を中心としたコンビ
ナートにおけるエネルギー利用の
最適化や精製プロセスの高度化・
効率化等に資する技術を開発（経
済産業省、H13年度計100億円、
H14年度計73億円、H15年度計72
億円）

○石油精製設備等のエネルギー使
用量10％減。
○我が国初の資源探査衛星JERS-
1で得られた成果を活かして更なる
機能向上を図ったセンサ （ASTER
及びPALSAR）を開発し、既に
ASTERを平成11年度に打ち上げ
た。また、ASTER、PALSARのデー
タを利用する石油資源探査アルゴ
リズム開発、地上システム開発を
行ってきている。
○石油精製を中心としたコンビナー
トの生産・操業に関わる原料等の
最適融通・利用技術、従来比2倍以
上の寿命を有する触媒等の開発に
より、石油精製プロセスにおけるエ
ネルギー使用量の10％以上の削減
を達成。

○石油燃料次世代環境対策技
術開発費補助金（経済産業
省、15億円）
○石油精製等高度化技術開発
費補助金（経済産業省、31億
円）
○石油精製環境低負荷高度統
合技術開発費補助金（経済産
業省、53億円）
○石油資源遠隔探知技術研究
開発（経済産業省、23億円)
○高度統合技術の開発に関わ
る基礎研究、先端的な要素技
術の研究、装置の設計・導入を
行う（経済産業省、H16年度計
83億円）

○環境負荷の少ない新たな石油燃料（超低硫黄ガソ
リン、軽油）の開発や石油残さ油の有効活用技術の開
発、国際競争力を確保しつつ環境対応を図るための
石油精製関連技術の開発等の実施。
○石油開発コストの低減のため、掘削コストの低減や
原油の回収･生産効率向上に資する技術開発。
○石油探鉱では鉱区の評価・取得、調査、試掘、探鉱
等に際してリモートセンシングデータを活用しており、
今後もその有効な利用技術の開発が求められてい
る。
○我が国の石油産業が今後とも石油製品の低廉かつ
安定的な供給を確保していくために、環境面での社会
的要請に応えつつ、石油精製業の一層の高度化及び
効率化を図ることが急務。
○石油コンビナートの中で他の製油所や石油化学等
の他業種との連携を通じた更なる環境問題への対
応、石油精製設備等の一層の高度化及び効率化が
必要。

エ．クリーン･コール･テクノロ
ジー（石炭のクリーンな利用技
術）
IGCC(石炭ガス化複合発電)実
証試験の実施及び熱効率の向
上等を目指す。
（参考）
現行約39％の熱効率（送電端）
を46％～48％程度まで向上させ
ることを目標とした燃焼システム
等の技術の確立とともに、55％
程度まで向上させることを目標
とした基盤技術の開発等を目指
す。

○石炭ガス化複合発電技術
（IGCC:Integrated Gasfication
Combined Cycle）の実証機の
基本設計に着手。
○米国でも2003年2月に
FutureGENイニシャティブ（石炭
ガス化によりゼロエミッションで
発電・水素製造を行うプロジェ
クト）を提唱。

○クリーン・コール・テクノロジー
（CCT）の研究開発（経済産業省、
H15年度25億円、H14年度39億円）
○噴流床石炭ガス化発電プラント
実証（経済産業省、H13年度3億
円、H14年度4億円、H15年度16億
円）
○燃料電池用石炭ガス製造技術
開発（経済産業省、H13年度9億
円、H14年度9億円、H15年度9億
円）

○既存石炭火力に比べてCO2排出
量約2割減。
○噴流床石炭ガス化発電プラント
実証：２５万kW実証機建設に向け
た基本設計及び詳細設計
○燃料電池用石炭ガス製造技術開
発：パイロットプラント（石炭処理量：
150ｔ／ｄ）による試験運転

○噴流床石炭ガス化発電プラ
ント開発費補助金（経済産業
省、48億円）
○燃料電池用石炭ガス製造技
術開発（経済産業省、11億円）

○石炭ガス化による燃焼効率向上に資する技術や石
炭からの水素製造技術等の研究開発。
○米国等、他国の動向も注視しつつ、研究開発を一
層加速化することが必要。

オ．コージェネレーション（熱電
併給）技術
更なる低コスト化、発電効率の
向上等技術の高度化を目指す。

○高効率・小型天然ガスコージェ
ネ技術開発（経済産業省、Ｈ１５年
度１億円）

○予混合圧縮自着火エンジンにつ
いて、単気筒機関試作機及び燃焼
確認試験装置等の設計を行い、試
作機の作製を行った。また、単気筒
エンジンの設計を踏まえ、多気筒機
関試作機及び混合制御装置並び
に排ガス触媒評価装置の設計を
行った。

○高効率ガスタービン実用化
要素技術開発費補助金（経済
産業省、4億円）

○都市ガス分野では、エネルギー効率が高く環境負
荷の低い天然ガスコジェネレーションの導入促進。
○ガスタービンの高効率化を始め発電効率の向上等
の技術開発を行うこと等により、環境負荷の低減を図
るほか、系統電力と分散型電力の調和のとれた低コ
ストな電力ネットワークシステムや電力貯蔵の実現の
ための技術開発・実証を推進。
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カ．クリーンエネルギー自動車開
発
ゼロエミッションを目指すクリー
ンエネルギー自動車の効率向
上技術については、エンジンの
改善、エネルギー回生装置の効
率向上を目的とした要素技術の
開発を目指す。

○環境対策が特に必要な大型
ディーゼル車に使用可能なバイ
オディーゼル燃料について使用
時の環境・安全性への影響が
十分に評価されていない。
○自動車に起因する環境・エネ
ルギー問題の解決は喫緊の課
題。特に、以下の３課題に対す
る社会適用性が高まっている。
①大気環境問題への対応
②地球温暖化への対応
③エネルギーセキュリティの確
保

○高効率クリーンエネルギー自動
車等（経済産業省、H15年度12億
円、H14年度13億円）
○高効率・超低公害天然ガス自動
車実用化開発（経済産業省、Ｈ１３
年度２億円、Ｈ１４年度２億円、Ｈ１
５年度２億円）

○次世代低公害車の安全上・環境
保全上の技術基準等の策定の開
始。
○天然ガス直噴ディーゼルサイク
ルエンジン技術の確立に成功し、
従来の天然ガスエンジンに比して２
５％の効率向上、排出ガス低減に
おいてはNＯｘ０．８５ｇ／kWｈ以下を
達成。また、ディーゼルエンジンに
比して、ほぼ同等の出力、トルクを
達成。

○次世代低公害車開発促進事
業（国土交通省、14億円）

○自動車の起因する大気環境問題の改善。
○過度に石油に依存した運輸部門のエネルギー構造
の改善。
○ディーゼルトラック・バス等の大型車については、抜
本的に環境・エネルギー問題を解決する車両の開発
が急務。

　

左記取組により得られた主な成果

超低損失電力素子、超電導材
料、高効率光電変換素子、耐熱
単結晶超合金、耐熱性・信頼性
に優れたセラミックスといった新
材料等のエネルギー機器・イン
フラへの適用、実用化を目指し
た基盤研究を行う。

○超低損失電力素子：パワー
半導体デバイスの超低損失化・
小型化・軽量化を目指して、SiC
（シリコンカーバイト）等を対象
にした超低損失電力素子技術
開発プロジェクト(1998～2002)
が終了し、今後の展開を考慮
すべき段階にきている。欧米で
は、CPES（Center for Power
Electronics Systems）やECPE
（Engineering Center for Power
Electronics）等の産学連携組織
が発足し、我が国よりも研究開
発が活発に行われている。

○超低損失電力素子技術開発（経
済産業省、H15年度15億円、H14
年度3億円）
○交流超電導電力機器基盤技術
開発（経済産業省、H15年度18億
円、H14年度14億円）
○新世紀耐熱材料プロジェクト（文
部科学省、平成13年度：運営費交
付金（172億円）の内数、平成14年
度：運営費交付金(167億円）の内
数、平成15年度：運営費交付金
（165億円)の内数）

○送電損失を30％程度に低減。
○ニッケル基超合金について、目
標耐用温度の1100℃を達成。実用
化に向けた単結晶タービン翼の鋳
造性を確認。セラミック材料につい
て耐用温度1500℃を達成。

○超電導応用基盤技術研究開
発（NEDO、27億円）
○新世紀耐熱材料プロジェクト
（文部科学省、7億円）

○超低損失電力素子：材料開発に重点が置かれてい
たこれまでのプロジェクトに続く実用化を見据えたプロ
ジェクトの企画・検討が必要。企業単体では、新しいパ
ワー半導体デバイス開発に積極的に投資できない状
況にあり、また、その企業に人材を供給する大学にお
いても人材教育の面で課題を有している。
○自給可能なエネルギーインフラの開発や情報と融
合したエネルギーシステムの開発が必要。
○超耐熱材料：CO2削減など環境負荷の低減や省エ
ネ省資源の観点から、発電ガスタービン、ジェットエン
ジン、ロケットエンジンなど熱機関の高度化・高効率化
実現のため超高温、高応力環境に耐える優れた超耐
熱材料開発が必要。

　

左記取組により得られた主な成果

アクチニド燃焼・立地制約の軽
減・多角的利用等に着目した革
新的原子炉、バイオプロセス（生
物機能を活用した生産工程）等
革新的課題の技術基盤の確立
等を目指す。

○「原子力の研究、開発及び利
用に関する長期計画」（原子力
委員会平成12年11月）において
「炉の規模や方式にとらわれず
多様なアイディアの活用に留意
しつつ、国、産業界及び大学が
協力して革新的な原子炉の研
究開発についての検討を行うこ
とが必要」とされている。

○革新的実用原子力技術開発費
補助金（経済産業省、23億円）

○原子力分野における技術レベル
の向上のみならず人材育成にも寄
与。

○革新的実用原子力技術開発
費補助金（経済産業省、25億
円）

○電気事業の規制緩和の進展に伴い、安全性を大前
提としつつ経済性の向上等に向けた取組が必要。
○新型炉技術、新型燃料技術、新型計測技術等に関
する独創性豊かな研究開発を産学官連携で促進する
ことが必要。

課題・論点等

エネルギー機器・インフラ用各種材料等開発

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組 課題・論点等

革新的技術

動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組研究開発の目標
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エネルギー分野

　

左記取組により得られた主な成果

高レベル放射性廃棄物処分に
おける地質環境の把握研究、設
計／安全評価データ・モデル等
の整備を目指す。

○平成17年度の再処理工場操
業に伴い、核燃料サイクル事業
が本格化。

○高レベル放射性廃棄物処分研
究開発（文部科学省、H14年度77
億円、H15年度81億円）

○炭素-14の閉じ込め性能に特化
した廃棄体の開発
○高ｐH環境下での人工バリアの長
期性能評価
○ヨウ素-129の固定化等の技術開
発

○高レベル放射性廃棄物処分
研究開発（文部科学省、84億
円）
○地層処分技術調査等委託費
（経済産業省、35億円）

○高度の経済性、安全性、核拡散抵抗性等の特徴を
有する次世代の核燃料サイクルの確立に向けた研究
開発が重要。

　

左記取組により得られた主な成果

実証試験等を通じて安全性を保
障する技術の高度化を目指す。

○平成13年度から現行の安全
研究年次計画がスタートし、今
後の指針類の策定に資するだ
けでなく、ウラン加工工場臨界
事故等で明らかになった災害
対応を含めた原子力施設の安
全確保のための諸課題への対
応等のため、各研究機関で鋭
意研究が行われているところ。
○安全目標などリスク情報を活
用した安全規制の導入の基本
方針　(原子力安全委員会、
H15.11）

○安全性研究（文部科学省、H14
年度35億円、H15年度21億円）

○非常用炉心冷却系性能評価や
反応速度事故指針等、多数の安全
審査指針類の策定、シビアアクシ
デント対策や定期安全レビュー等
施設の安全性向上、リスク情報に
基づく規制や安全目標等、効果的
効率的規制に向けた政策の確立に
貢献。
○安全指針類の策定・改訂及び安
全審査に必要なデータの提供等に
貢献
○国内外の原子力施設の事故原
因、影響評価、事故対応等に貢献
○国際機関での安全問題の検討、
安全関連の人材育成等を通じた貢
献

○安全性研究（文部科学省・経
済産業省、53億円）

○安全対策については、安全規制の実効性向上を目
指した検査技術や手法の高度化を図る。

　

左記取組により得られた主な成果

リスクアセスメント、寿命予測技
術等それぞれの個別開発の達
成を目指す。

○中堅の地方都市ガス事業者
は、天然ガス化のためのLNG基
地等供給基盤を整備中であり、
他の地方中小都市ガス事業者
についてもIGF計画（ガス種統
一計画）に沿って、2010年を目
標に天然ガス化を推進。

　
○電力制御区域内での分散電源
の導入促進、系統側からみた負荷
の平準化。

　
○関係行政機関の連携による道路等への円滑なガス
管埋設手法の検討。

課題・論点等

放射性廃棄物処分

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組

動向概況

③エネルギーの安全・安心のための研究開発

平成16年度の主な取組

平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組 課題・論点等

原子力の安全向上技術

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組 課題・論点等

電力、ガス等エネルギー供給・利用に関わる保安対策向上技術

研究開発の目標
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左記取組により得られた主な成果

長距離海底用等パイプラインの
安全評価の確立を目指す。

○米国は国内生産の他、カナ
ダからのパイプラインによる輸
入割合が多い。
○仏、独は欧州域内、旧ソ連か
らのパイプラインによる天然ガ
ス輸入割合が多い。

　
○我が国企業が参加している二つ
のサハリンプロジェクトが進行中。

　
○パイプラインに係る投資インセンティブの付与。
○長距離海底パイプラインの安全規制の整備等の面
での環境整備が必要。

天然ガスパイプラインに係る安全評価研究

動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組研究開発の目標 課題・論点等
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エネルギー分野

　

左記取組により得られた主な成果

エネルギーシステムが社会、経
済、環境の諸面に与える影響を
総合的に分析・評価する手法や
ライフ・サイクル･アセスメント（資
源採取から廃棄に到るまでの生
涯を総合した評価）手法による
各種エネルギーシステムの環境
影響評価手法の構築を目指す。

○EU経済の競争力強化、国際
エネルギー市場への影響力強
化のため、市場自由化・統合を
推進。

○産業部門を中心に大幅な省エネ
ルギーに成功。

○確立されたトータルシステムの社会的受容性に関
する研究の進展に遅れ。
○地球温暖化と絡めて，どのようなエネルギーミックス
が組織，地域，国にとってベストであるかを，色々な側
面(経済，環境，福祉)から評価する研究が，今後重
要。

　

左記取組により得られた主な成果

原子力に特有の障害要因を解
析評価し、社会的受容性の向上
に向けた方策の構築を目指す。

○原子力安全の信頼の回復に
関して内閣総理大臣を通じ、経
済産業大臣に対し、勧告（平成
14年10月29日）。

○原子力研究開発利用の推進等
（内閣府、H14年度3億円、H15年
度2億円）

○市民参加懇談会の開催。
○原子力政策への決定プロセ
スへの市民参加の促進（内閣
府、0.1億円）

○ 社会監視機能を持つ「申告制度」の適切な活用。

　

左記取組により得られた主な成果

民生、運輸部門を中心とした、
都市・建造物・交通といった社会
システム単位でのエネルギー消
費の実態把握とそれに基づく省
エネルギー促進の研究、人間の
エネルギー消費の行動モニタリ
ングによる分析評価手法の構築
等を目指す。

○ガソリン自動車の燃費につい
ては2010年まで1995年度比約
23%程度の向上、家電・OA機器
等のエネルギー消費効率につ
いては14%ないし83%程度の向
上を目指す。

　

○エネルギー分野の規制改革等に
より市場競争が進展し、エネルギー
関連企業が市場で評価される時代
へ。

○持続可能な社会構築を目指
した建築性能評価・対策技術
の開発（国土交通省、2億円）

○分野横断的、融合的技術分野であり、エネルギー
以外の分野も含めた幅広い技術分野の発展にも資す
ることから、技術開発と導入支援とを有機的に連携さ
せながら、技術の波及効果が大きく、より投資効果の
高い技術開発を実施。
○省エネ法におけるトップランナー方式の効果的な実
施に資するような技術開発の推進。
○融資・税制、性能表示制度等の効果的な運用を図
るとともに、省エネ法に基づく建築物の新築・増改築
時の省エネルギー措置の届出等を通じて、省エネ法
に基づく省エネルギー基準 を満たす住宅・建築物の
普及を推進。

課題・論点等

原子力エネルギー利用の社会的理解に関する研究

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組 課題・論点等

省エネルギー推進のためのインセンティブの研究

研究開発の目標 動向概況

④エネルギーを社会的・経済的に評価・分析する研究

平成16年度の主な取組

平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組

課題・論点等

エネルギーシステムの経済、環境面を含む総合分析評価に関する研究

研究開発の目標 動向概況 平成15年度までの主な取組
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左記取組により得られた主な成果

新エネルギーの導入・普及量の
目標達成を目指した政策オプ
ション等の提案を目指す。

○電気事業者に対して販売電
力量に応じた一定割合以上の
新エネルギー等から発電される
電気の利用を義務付ける「電気
事業者による新エネルギー等
の利用に関する特別措置法
（RPS制度）」が、2003年4月1日
に全面施行された。2010年度に
おける導入目標値を販売電力
量の1.35%（122億kwh）に定めて
いる。
○太陽光、風力、バイオマス、
水力等、合計で約340万kw（約
12万8千件）の設備が認定さ
れ、これまでの新エネルギー等
電気相当量の記録は約11億
kwhとなっている（2004年2月1
日現在）。

○燃料電池等の新エネルギーの
住宅への導入のための技術開発
の推進（国土交通省、H15年度3億
円）

○燃料電池等などの新たな技術が
出現し、中長期的に「世界の範とな
る省エネ国家」の実現に向けて分
散型電源の普及等の新たな需給構
造の可能性。

　

○出力が不安定な新エネルギーの導入量が増加した
場合の系統対策内容やその費用負担のあり方につい
ての方向性が明確になっていない。
○新エネルギー源は、各地域に分散しているため、地
方公共団体や住民主導による草の根レベルでの取組
が重要。
○安全と社会的受容性（パブリック・アクセプタンス）を
確保するために、実証試験を丁寧に行い、技術の確
証を行うとともに、技術基準の策定等に必要なデータ
の集積が不可欠。
○技術開発と導入支援とを有機的に連携させつつ、
新エネルギー機器・システムのコスト削減及び利便性
や性能面での向上を図るための技術開発。

課題・論点等

新エネルギー導入のためのインセンティブの研究

動向概況 平成15年度までの主な取組 平成16年度の主な取組研究開発の目標
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エネルギー分野

　

左記取組により得られた主な成果

研究開発の質と効率の向上を
図るための重要事項
① 国際協力
② 研究開発成果の普及と研究
開発の評価
③ 産学官の役割分担、連携
④ 省庁連携による効率的推進
⑤ 短・中・長期的研究開発課題
の組合せ

○燃料電池自動車及び水素供給
設備の実証研究は、ＪＨＦＣプロジェ
クトとして実証研究と普及啓発活動
を組み合わせ推進をしている。具
体的には、燃料電池自動車・水素
に係る普及啓発を図る観点から子
供教室、水素ステーション見学会等
を行うと共に、年度末にはﾌｫｰﾗﾑを
開催している。また、定置用燃料電
池についても全国３１ヶ所で実証研
究を進め、各所で見学会、成果報
告会を実施している。

○地球温暖化防止のためには、環境低負荷エネル
ギー技術の開発が重要ではあるが、それに劣らず、
省エネ技術について、重点課題として取り組むことが
重要である。その際、民間の個別アイデアを広く吸い
上げる方式の研究開発プロジェクトを拡充すべき。
○エネルギー資源の可採量の推定精度の向上。
○エネルギーと環境保全を両立するベストミックスシ
ステムの開発。
○世界最先端の石炭採掘・利用技術をもつ我が国と
して、クリーンな石炭利用技術等をアジアを始めとす
る途上国に提供。
○国際的なエネルギー機関及び環境保全機関への
協力、研究者等の国際的交流、国際的な研究開発活
動への参加、国際的共同行動の提案、二国間及び多
国間におけるエネルギー開発協力、産消対話 の実施
といった国際的な協力の推進。

研究開発に必要となる資源に関
する留意事項
① 人材の確保・育成

○次世代を担う子供達が、将来
においてエネルギーについての
適切な判断と行動を行うための
基礎を構築するとともに、将来
におけるエネルギー技術開発
の担い手を育成するため、エネ
ルギーに関する教育の充実に
資するべく、教職員、児童・生徒
及び学校に対する各種の支援
を行っているところ。

○エネルギー教育実践校が１１９
校、省エネルギー教育推進モデル
校が４８１校選定されるとともに、地
域拠点大学が１８校選定され、エネ
ルギー教育及びエネルギー教育の
推進に係る活動を進めている。

○原子力分野の事業に携わる人材・技術力の維持、
原子力の研究開発利用を支える優秀な人材の育成・
確保は重要な課題であり、大学や研究機関のみなら
ず原子力産業界も含め、人材の養成、蓄積された技
術の将来世代への承継に取り組むことが必要。
○次世代を担う子供達が、将来においてエネルギー
についての適切な判断と行動を行うための基礎を構
築するとともに、将来におけるエネルギー技術開発の
担い手を育成するためには、子供の頃からエネル
ギーについて関心を持ち、正しい理解を深めることが
重要。

○平成１４年１０月に政府として
燃料電池の実用化に向けた規
制の再点検の道筋をとりまとめ
た。
平成１４年１２月に自動車メー
カーが燃料電池自動車の試験
的販売を開始し、政府として５
台の燃料電池自動車を率先導
入。その後、燃料電池自動車及
び水素ステーションの実証研究
が本格化、現在では、４８台の
燃料電池自動車が走行すると
ともに、建設中のものを含め東
京神奈川地区に１０の水素ス
テーションが設置された。
○定置用燃料電池については
全国３１ヶ所で実証研究が進め
られるほか、民間企業の研究
開発も積極的に進められ平成１
６年度末には試験的な販売を
予定する企業もみられる。
○国際的な取り組みとしては、
平成１５年１１月に米国エネル
ギー省のエイブラハム長官の
呼びかけによる、水素経済のた
めの国際パートナーシップ（ＩＰ
ＨＥ）が開催され、１５ヶ国とＥＵ
が参加し、水素経済にむけ協
力・協調していくことを確認し
た。

重点領域における研究開発の推進方策の基本的事項

平成16年度の主な取組 課題・論点等基本的事項 動向概況 平成15年度までの主な取組
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左記取組により得られた主な成果
○造船業のIT革命の推進による
「ものづくり基盤技術」の高度化
（国土交通省、平成14年度：0.1億
円）

○高度熟練技能を計測・数値化し、
技能のデジタル化・データベース化
を実現。

○次世代型輸送系ミッションイ
ンテグレーション基盤技術研究
開発事業（(独)NEDO、平成16
年度：5億円）
・ロケット打上の信頼性を高め
るとともに、開発着手から打上
までの作業を短期間で実施す
るための衛星とロケット間の適
合性解析に係る基盤技術の開
発を行う。

○先端的ITによる技術情報統合化
システムの構築による研究開発
（（独）理化学研究所、平成13年
度：7.2億円、平成14年度：5.9億
円、平成15年度2.4億円＋運営費
交付金の内数）

○ものの内部構造や物理属性を一
元的に管理する３次元データである
ボリュームデータを用いたCADシス
テム（V-CAD）を開発。

○先端的ITによる技術情報統
合化システムの構築による研
究開発（（独）理化学研究所、
平成16年度：5億円

○ものづくりトライアル・パーク（文
部科学省、平成14年度補正：3.0億
円）

○ネットワーク上でシミュレーション
技術を活用した高度の仮想試作を
行うためのシステム基本設計を
行った。また、金属プレス成形加工
シミュレーションを利用したプロトタ
イプ・ソフトウェアの開発を実施、こ
れらの有効性を確認。

課題・論点等

○ＩＴ利用としてシミュレーション
技術は広範に取り組まれてお
り、民間でもエンジンの燃焼状
態、半導体デバイス製造過程
等様々な開発が行われてい
る。
○またIT高度利用による、CAD
（コンピュータを利用した設計、
製図）やSCM（サプライチェーン
マネジメント：原材料や部品の
調達から最終顧客までの製品
やサービスの流れを一つにとら
える）等の製造体系が広く普及
しつつある。
○生産の要とも言える金型分
野においては、金型製造に必
要とされるすべての情報をデー
タベース化し、従来の１／３～１
／４程度の時間で携帯電話の
金型を作製（インクス）。

○ITを活用したCAD,、SCM、セル生産方式の普
及による生産性向上、および品質管理の向上に
おいては大きな進展が見られる。しかし、システ
ムのソフトウェアの種類、バージョンの違いなど
による互換性の確保、データ形式やデータ通信
プロトコル等の標準化や、高度化するシステム
に対するエンジニアの教育・育成が課題となっ
ている。また中小事業者へのIT活用の促進も充
実させる必要がある。今後は、設計作業に必要
な知識を支援する、音声処理、画像認識等の融
合技術や、幅広い領域でITの活用を促進する取
り組みが必要である。

IT高度利用による生産性の飛躍的向上

動向概況 平成１５年度までの主な取組研究開発の目標 平成１６年度の主な取組

IT高度利用により、グローバル
展開の中での新時代の製造技
術の競争力強化を図る。

①　製造技術革新による競争力強化
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ブレークスルー技術による製造プロセス変革
　

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組
左記取組により得られた主な成果

○次世代半導体材料・プロセス基
盤プロジェクト（MIRAI）（経済産業
省、平成13年度：38億円、平成14
年度：45.6億円、平成15年度：45.5
億円）

○高品質な高誘電率絶縁膜を形成
するLL-D&A（Layer-by-Layer
Deposition & Annealing）法を新規
に開発。
○比誘電率２以下の低誘電率層間
絶縁膜が実現できる可能性を示し
た。
○低誘電率膜の機械的強度が
TMCTSガス処理によって向上する
ことを見いだした。
○独自のひずみ構造によりCMOS
動作を従来の1.7倍高速化。
○将来のマスク検査装置に必要な
高出力の連続発振レーザー光（波
長：200nm）が得られた。
○遺伝的アルゴリズムの導入によ
り、高速デジタル回路を高速化かつ
低消費電力化。

○次世代半導体材料・プロセス
基盤プロジェクト（MIRAI）（経済
産業省、平成16年度：46億円）
・高誘電率絶縁膜とメタルゲー
トを組み合わせたゲートスタッ
ク構造を実現するための材料
開発・装置開発・プロセス開発
・低誘電率層間絶縁膜の要素
プロセス技術（膜質高度化、装
置開発を含む）の構築
・32nm以細のデバイス技術とし
て、SGOI(SiGe-on-Insulator)や
GOI(Ge-on-Insulator)のトラン
ジスタ開発
等

○極端紫外線（EUV）露光システム
プロジェクト（経済産業省、平成15
年度：25.0億円）

○現存のLPP（Laser Produced
Plasma：レーザ励起プラズマ）研究
機関の中で世界最高出力４Wを達
成。また、光源の品位を高めるため
に必要な計測技術を開発し、
13.5nmのEUV像観察が実現。
○非球面加工を行うための加工装
置、非球面形状を高精度に計測す
るための高再現性干渉計測装置の
製作を開始。
○EUV露光装置のコンタミネーショ
ンを制御するための各種技術につ
いて検討。

○極端紫外線（EUV）露光シス
テムプロジェクト（（独）NEDO、
平成16年度：22億円）
・集光点でのEUV出力10W実現
に向けて、課題抽出と要素技
術開発を実施する。
・露光装置用非球面加工・計測
技術開発等を開始し、実証試
験による評価実施を実施する。
・有機物コンタミ除去装置を高
度化、その場で多層膜の性能
を評価できる装置の仕様を検
討、装置の開発を実施する。

○極端紫外線（EUV）露光システム
基盤技術開発（経済産業省、平成
14年度：10.9億円）

○ＬＰＰ（Laser Produced Plasma ：
レーザー生成プラズマ）方式でシン
グルパルス変換効率0.53％、ＤＰＰ
（Discharge Produced Plasma ：放
電生成プラズマ）方式で、集光点見
積もり5.8Wを得た。

○高効率マスク製造装置技術
開発（経済産業省、平成16年
度：2.9億円）
・マザーマスクを超高速に描画
できる基盤技術を開発する。

課題・論点等平成１６年度の主な取組

○半導体・デバイスプロセスで
は、微細加工技術に加え、基板
表面加工の新インプリント法の
開発（プリンストン大）やマイク
ロプラズマ技術等、低コスト製
造技術の開発が積極的に行わ
れている。
○化学および材料プロセスで
は、低コストのフッ素化芳香族
化合物の新規製造法の開発
（デュポン社）等、各種製品の低
コスト生産方法の広範囲な研
究活動が遂行されている。
○人間工学の活用において
は、自動車の衝突安全性能を
向上させる技術や生体のひず
み計測手法の開発等が行われ
ている。
○加工技術では、米国ＮＩＳＴ等
が組織的に加工・計測・標準化
を推進中である。我国では、半
導体微細加工技術およびその
低コスト化技術の開発が特徴
的である。

○半導体、ディスプレイ、化学プロセスのマイク
ロマイクロモジュール化等の分野で、様々な施
策、取り組みが実施されている。半導体分野で
は、ナノテクノロジー等の日本が強みを持つ技
術分野を核として、世界的競争力がある革新的
なシーズ技術開発が必要である。また、加工寸
法がミクロンからサブミクロン、ナノレベルにシフ
トすると同時に、加工技術もそれに追随する形
で、国際競争力を確保することが必要である。
また、分野全体においては、競争力強化のため
のコスト削減に対する取り組みも重視する必要
がある。

革新的な技術開発による世界的
に競争力のある特徴ある製造プ
ロセスの実現
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○マイクロ波励起高密度プラズマ
技術を用いた省エネ型半導体製造
装置の技術開発（経済産業省、平
成14年度：12.3億円、平成15年度：
9.0億円）

○100-65nｍ世代用ゲート絶縁膜と
して、SiO2換算膜厚1.0nm以下、か
つリーク電流を1桁以上低減する窒
化酸化膜、直接窒化膜形成プロセ
スを確立。本プロセス用に300mm
ウェーハ上で１％（σ)以内の均一
性を得られる装置技術を確立し、実
証実験装置を製作。
○低誘電率薄膜について層間誘電
率2.2以下、成膜速度3000Å/min以
上、膜厚均一性5％以下で成膜す
ることを可能とした。

○マイクロ波励起高密度プラズ
マ技術を用いた省エネ型半導
体製造装置の技術開発（（独）
NEDO、平成16年度：7億円）
・消費電力１／５で良質なトラン
ジスタを形成できる成膜装置等
の開発・実証等を実施する。

○FeRAM（強誘電体不揮発性メモ
リ）製造技術の開発（経済産業省、
平成14年度：9.7億円）

○微細化と高信頼性を両立する大
容量ＦｅＲＡＭを実現できる製造プロ
セスを構築し、さらに大容量化が可
能な製造プロセスを構築。

○先端的半導体製造技術開発（経
済産業省、平成13年度：6.3億円、
平成14年度：5.8億円、平成15年
度：2.2億円）

○平成13年度は、リソグラフィー・マ
スク関連分野1事業、ウエハープロ
セス関連分野2事業、欠陥検査・計
測装置関連分野2事業の計5事業
に対して助成を実施。
○平成14年度は、継続5件を含め、
リソグラフィー・マスク関連分野１事
業、ウエハープロセス関連分野3事
業、欠陥検査・計測装置関連分野2
事業の計6事業に対して助成を実
施。
○平成15年度は、リソグラフィー・マ
スク関連分野１事業、ウエハープロ
セス関連分野3事業、欠陥検査・計
測装置関連分野2事業の計6事業
に対して平成14年度に引き続き継
続して助成を実施。

○先端的半導体製造技術開発
（（独）NEDO、平成16年度：2億
円）
・ウエハープロセス関連分野２
事業、欠陥検査・計測装置関
連分野１事業の計3事業に対し
て、平成15年度に引き続き継
続して助成を実施。

○高効率次世代半導体製造シス
テム技術開発（経済産業省、平成
13年度：7.2億円、平成14年度：6.8
億円、平成15年度：5.3億円）

○半導体製造システムにおいて、
複数のプロセスについて個別に同
一の装置で対応可能とする共用化
技術等を確立し、実用性を実証。
○開発技術により、100ロット／月
規模の半導体生産ファブにおける
電力使用量を、ロット当たりほぼ従
来（平成12年度）の40.5％に削減。

○低消費電力次世代ディスプレイ
製造技術共同研究施設整備事業
（経済産業省、平成13年度補正：
153億円）

○仙台市泉センターシティに研究
施設を建設し、低消費電力大型液
晶ディスプレイの研究開発に必要
な製造装置を導入。
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○エネルギー使用合理化液晶デ
バイスプロセス研究開発
（経済産業省、平成13年度：7.9億
円、平成14年度：7.0億円、平成15
年度：5.1億円）

○低温酸化技術により作成した絶
縁膜のリーク電流密度等の電気特
性が、高温で作成したものと同等で
あることが判明
○位相シフトレーザ照射法により室
温で形成したSi単結晶粒上にTFT
を試作。実用化時の性能目標値を
越える移動度が得られた。

○エネルギー使用合理化液晶
デバイスプロセス研究開発
（経済産業省、平成16年度：6
億円）
・平成15年度までに開発した技
術等により液晶ディスプレイを
構成するトランジスタ構造・配
線構造等のテストパターンの試
作、実用性の実証を行う。

○高効率マイクロ化学プロセス技
術（経済産業省、平成14年度：9.2
億円）
○マイクロ分析・生産システムプロ
ジェクト（経済産業省、平成15年
度：12.6億円）

○マイクロリアクター
・各種単位操作を行うデバイスに関
する研究開発を行い、独自デバイ
スによるラジカル重合の分子量調
節技術を開発する等の成果を得
た。
○マイクロチップ
・耐圧40MPaのコネクタやインジェク
タを開発し、オンチップＨＰＬＣを実
現する等の成果を得た。

○マイクロ分析・生産システム
プロジェクト（（独）NEDO、平成
16年度：11.4億円）

○ナノレベル電子セラミックス材料
低温成形型・集積化技術（経済産
業省、平成14年度：4.0億円、平成
15年度：2.8億円）

○500℃以下のプロセス温度で、相
対密度95％、最小パターン幅
50μmの高密度複合・集積化成形
技術を実現。

○ナノレベル電子セラミックス
材料低温成形型・集積化技術
（（独）NEDO、平成16年度：2.7
億円）

○次世代量子ビーム利用ナノ加工
プロセス技術（経済産業省、平成
14年度：4.4億円、平成15年度：3.1
億円）

○超高速・高精度のナノ加工技術
開発により、従来の1000倍以上の
高速エッチングを実現

○次世代量子ビーム利用ナノ
加工プロセス技術（（独）
NEDO、平成16年度：3.0億円）
・高精度加工に関する技術を確
立する

○エネルギー使用合理化生物触
媒等技術開発（経済産業省、平成
13年度：2.4億円、平成14年度：2.4
億円、平成15年度：1.7億円）

○未利用バイオマスからの実用的
なメタン発酵技術の研究開発にお
いて、アンモニア性窒素の90％以
上を亜硝酸性窒素に硝化できる等
を確認

○バイオプロセス実用化開発
プロジェクト（（独）NEDO、平成
16年度：21.1億円）の一部

○産業システム全体の環境調和
型への革新技術開発（経済産業
省、平成13年度：10.7億円、平成14
年度：18.7億円、平成15年度：21.8
億円）

○生物機能を活用した生産プロセ
スの基盤技術開発においては、大
腸菌等の宿主細胞の開発、モデリ
ング技術の開発、微生物遺伝資源
ライブラリーの構築等を実施
○生分解・処理メカニズムの制御
技術開発においては、嫌気性処理
プロセスにおける微生物群の検
出、解析、同定を実施

○産業システム全体の環境調
和型への革新技術開発（経済
産業省、平成16年度：19.0億
円）
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○バイオプロセス実用化開発
プロジェクト（（独）NEDO、平成
16年度：21.1億円）
・製造プロセスの省エネルギー
化、新規高付加価値製品の製
造等を可能とするバイオプロセ
スを製造工程に導入するため
の実用化開発を補助する。

○極端紫外(EUV)露光システムお
よび光源開発等（文部科学省、平
成14年度補正：58.0億円、平成15
年度：12.0億円）

○高効率EUV発光のプラズマ条件
が予測可能なシミュレーションコー
ドを開発。EUV発光効率3%(従来の
2倍以上)の世界最高値を達成。

○極端紫外(EUV)露光システム
および光源開発等（文部科学
省、平成16年度：11億円）

品質管理・安全・メンテナンス技術の高度化
　

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 　
左記取組により得られた主な成果

○建設機械の保守管理システム
高度化のための損傷評価技術の
開発（厚生労働省、平成13年度：
0.4億円、平成14年度：0.4億円）

○旋回輪ボルト損傷モニタリングの
基礎実験として、ひずみゲージ埋
込みボルトを使用し、繰返し荷重下
のゲージの出力をモニターした結
果、対角位置に２本ゲージ埋込み
ボルトを配置することで、取付けボ
ルト１本が疲労破断しても、検知が
可能であった。

○人間・機械協調型作業システム
の基礎的安全技術に関する研究
（厚生労働省、平成14年度：0.6億
円）

○機械と共存・協調作業する人間
の動的回避可能性を検証し、画像
監視する装置および、危険点近接
作業における定量的リスクアセスメ
ント手法を開発。

○人間・機械協調型作業シス
テムの基礎的安全技術に関す
る研究（厚生労働省、平成16年
度：0.6億円）

○ＩＭＳ国際共同研究プログラム
（経済産業省、平成13年度：14.2億
円、平成14年度：13.3億円、平成15
年度：8.8億円）

○工作機械による大物鋳物部品の
加工時間を３割削減。
○土壌や地下水の汚染を測定でき
るバイオセンサの開発等。

○ＩＭＳ国際共同研究プログラ
ム（経済産業省、平成16年度：
5.6億円）

○石油精製プラント保守・点検
作業支援システムの開発(経済
産業省、平成16年度：3.2億円）

②　製造技術の新たな領域開拓

○最近の製造業を取り巻く経済
環境が低迷していることから、
製造・管理技術の伝承、製造設
備の維持・メンテ技術に関する
ニーズが急速に高まっている。
○例えば高品質で安全性が高
い製品開発には、欠陥等の検
出が不可欠である。これら欠陥
を非破壊で検査する技術開発
が、炭素繊維強化複合材料（産
総研）、コンクリート（住友大阪
セメント、阪大）素材で進められ
ている。その他に、超小型金属
疲労センサ（三菱重工）、ペット
ボトルの中身に引火性がある
かどうかを瞬時に判別する装置
の開発（東京ガス）、タンクの腐
食を高速で検査するロボット装
置の開発（旭エンジニアリング）
等が挙げられる。

○プラント、工場の保守・管理において、保守管
理に携わるオペレータの少人数化、高齢化が問
題となっている。巡視、保守管理技能、ノウハウ
の伝承に役立つツールや、プラント施設におい
て、設備の欠陥をリアルタイムまたは早期に感
知できるシステムの開発等が望まれる。
○製品の品質および長期信頼性を確保しつつ、
低コストで製造する技術は、我が国における強
みの1つであり、国際競争力の一端を担ってい
ると考えることができる。品質、信頼性の向上に
寄与する製造技術、評価技術の維持、発展が
今後も望まれる。

課題・論点等平成１６年度の主な取組

我が国が得意とする品質の高度
化技術、安全技術で継続して優
位性確保
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左記取組により得られた主な成果
○ＭＥＭＳプロジェクト（経済産業
省、平成15年度：19.2億円）

○RF-MEMS等の分野で、特に有望
なデバイスの実用化に必要とされ
る製造技術の研究開発を実施。

○MEMSプロジェクト（（独）
NEDO、平成16年度：11.6億円）
・デバイスを試作し、加工・計測
装置、部材の性能確認及びデ
バイス特性評価を行う

○MEMS用設計・解析支援シス
テム開発プロジェクト（（独）
NEDO、平成16年度：4.3億円）
・MEMSの設計に関する研究開
発

　 　

○バイオプロセス実用化開発
プロジェクト（（独）NEDO、平成
16年度：21.1億円）
・製造プロセスの省エネルギー
化、新規高付加価値製品の製
造等を可能とするバイオプロセ
スを製造工程に導入するため
の実用化開発を補助する。

○次世代構造部材創製・加工技術
開発（経済産業省、平成15年度：
13.5億円）

○複合材料及び金属材料について
の革新的な部材創製技術を確立す
ることを目的として、複合材料の非
加熱成形技術及び大型成形技術
並びに次世代マグネシウム合金部
材創製・加工技術の開発を開始。
複合材料の健全性診断について、
センサー開発、解析シミュレーショ
ンシステム及び診断システムの検
討を実施。

○次世代構造部材創製・加工
技術開発（（独）NEDO、平成16
年度：12.5億円）
・複合材料及び金属材料に係
る革新的な部材創製技術等の
開発を行い、樹脂・プリプレグ
の開発・選定等の基本技術の
確立を図る。

○多次元量子検出器の開発・応用
研究（（独）理化学研究所、平成14
年度：0.9億円、平成15年度：0.2億
円＋運営費交付金の内数）

○超伝導体素子を用いた量子検出
器の開発により、可視、極端紫外、
軟X線、X線、硬X線にわたる領域で
の単一光子分光検出が単素子レベ
ルで実現。

○多次元量子検出器の開発・
応用研究（（独）理化学研究
所、平成16年度：運営費交付
金の内数）

○基盤技術開発（（独）理化学研究
所、平成13年度：1.2億円、平成14
年度：1.1億円、平成15年度：0.4億
円＋運営費交付金の内数）

○先端技術開発に係る研究協力者
の招聘、精密加工装置などの先端
的な基盤ツールの運転、理研の分
析技術を活用した有機微量分析・
金属分析等により、先端的基盤技
術の創出を指向する研究開発活動
の一層の推進を実施。

○基盤技術開発（（独）理化学
研究所、平成16年度：運営費
交付金の内数）

課題・論点等

○ナノテクノロジーが進展し、我が国で発見され
た代表的ナノテク材料である、CNT（カーボンナ
ノチューブ）を利用したデバイスが報告される等
進展が見られる。今後、ナノテクノロジー分野で
我が国がリードするためには、CNTをはじめとす
るナノテクノロジー材料が低コストで量産できる
ための製造技術への取り組み等が期待される。
また、ナノテクノロジーを支える微細加工機、観
察用機器の普及を促進し、研究開発が更に活
発となるための取り組みも必要である。

平成１６年度の主な取組

高付加価値製品化技術

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

○この分野はMEMS（微小電気
機械システム）や、マイクロ化学
チップ技術等に代表される微小
化・複合高機能化技術が代表
的である。微小化・複合高機能
化技術では、EMS（電子機器の
受託製造）のための部品開発
およびその加工技術（セラミック
MEMS等）開発が盛んに行われ
ている。またMEMS技術を採用
した新たな製造技術の開発も
展開中である。
○化学プロセスのマイクロ化は
欧米で活発であり、国内でも大
学等で基礎研究が続けられて
いたが平成15年度から国のプ
ロジェクトとして戦略的に取り組
まれるようになった。
○ナノ製造技術では、ナノレベ
ル構造(基板や薄膜等)を作製
する新規技術や黒鉛から強硬
度ダイヤモンドの合成法も開発
された(住友電工)。
○バイオテクノロジーとＩＴとの
融合領域では、人工ＤＮＡを用
いた金属錯体の集積化技術や
筒状タンパクを用いたナノクラ
スター複合体の作製技術、ＤＮ
Ａフィルムの生産技術等に取り
組まれている。
○計測技術では、半導体化学
イメージセンサー、微小磁気セ
ンサー等の開発や走査型プ
ローブ顕微鏡用の強磁性複合
探針の開発が認められ、顕微
鏡装置としては、共焦点光学顕
微鏡と走査プローブ顕微鏡を組
み合わせた装置などが開発さ
れている。

マイクロ化、複合高機能化等に
よる我が国でしかできない高付
加価値製品の開拓
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○リアルタイム生体ナノマシン観察
技術開発（（独）理化学研究所、平
成13年度：1.3億円、平成14年度：
1.0億円、平成15年度：0.4億円＋運
営費交付金の内数）

○4次元光学顕微鏡の導入、高機
能共焦点レーザー顕微鏡の開発等
により、アクチンフィラメント配向試
料の調製方法等を開発し、生きた
ままの細胞内タンパク質分子動態
の観察を可能にした

○生物機能の革新的利用のため
のナノテクノロジー・材料技術の開
発（①新機能素材の開発と利用、
②ナノレベルでの生物機能活用技
術の開発、③マイクロバイオリアク
ター）（農林水産省、平成14年度：2
億円の内数、平成15年度：2億円
の内数）

○キトサンでゴマ酸性多糖をカプセ
ル化し、このナノ粒子によるアレル
ギー予防効果を動物実験により明
らかにした。
○マイクロチップ上で局所的に温度
を制御するシステムを開発。
○マイクロ流路内部の培地の流れ
が細胞に与える影響を明らかにし
た。

○生物機能の革新的利用のた
めのナノテクノロジー・材料技
術の開発（農林水産省、平成
16年度：2億円の内数）

新たな需要を開拓するための技術
　

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組
左記取組により得られた主な成果

○身体機能解析・補助・代替機器
開発プロジェクト（厚生労働省、平
成15年度：7億円の内数）

○身体機能解析・補助・代替機
器開発プロジェクト（厚生労働
省、平成16年度：7億円の内
数）

○萌芽的先端医療技術推進研究
－ナノメディシン分野（厚生労働
省、平成15年度：12億円の内数）

○平成14年度より、ナノメディスン
のシーズとニーズのマッチングの場
を提供するためのデータベースの
作成を実施。

○萌芽的先端医療技術推進研
究－ナノメディシン分野（厚生
労働省、平成16年度：13億円
の内数）

○萌芽的先端医療技術推進研究
－トキシコゲノミクス分野（厚生労
働省、平成15年度：13億円の内
数）

○平成14年度より、バイオインフォ
マティクス技術を用いて、医薬品開
発時における化合物の毒性を、従
来よりも早期に予測するデータベー
ス・システムを構築。

○萌芽的先端医療技術推進研
究－トキシコゲノミクス分野（厚
生労働省、平成16年度：13億
円の内数）

○健康維持・増進のためのバイオ
テクノロジー基盤研究プログラム
（経済産業省、平成14年度：55.1億
円、平成15年度：130億円）

○主要な疾患の遺伝子解明に基づ
くテイラーメイド医療の実現、画期
的な新薬開発への着手に寄与する
とともに、バイオテクノロジーの応用
によって幅広い分野における産業
の創出に繋げるための研究開発、
基盤整備等を実施。

○健康安心プログラム（経済産
業省、平成16年度：142.2億円）
・「健康寿命延伸のための医療
福祉機器高度化プログラム」と
統合し、バイオテクノロジーに
係る研究開発や医療福祉機器
開発を一体化。

○人間協調・共存型ロボット開発
（経済産業省、平成13年度：8.8億
円、平成14年度：8.3億円）

○人間環境で作業する研究用プ
ラットフォームロボットとしてヒューマ
ノイドロボットを開発。

○ロボットの開発基盤となるソ
フトウェア上の基盤整備（（独）
NEDO、平成16年度：1億円）
○次世代ロボット基盤要素技
術開発（経済産業省、平成16
年度：15.9億円）

平成１６年度の主な取組

○医療、福祉機器に関しては、国際的に見て必
ずしも優位にある産業ではないが、我が国が優
位性を有するナノテクノロジー、MEMS等に代表
される微細加工技術との融合によって、新たな
事業化、産業化を目指す必要がある。また、新
規需要開拓という観点から、我が国が技術的に
先導していると考えられる次世代ロボットについ
ては、高度な知能ソフトウェアやネットワーク技
術等の情報通信技術を取り込んだロボット開発
において、欧米が一部先行している見方もあり、
今後積極的な取り組みが期待される。

課題・論点等

○医療・福祉機器では、ITを活
用した遠隔手術やイメージング
等の画像処理技術に関する研
究開発が進展している。
○医療、福祉、生活支援や災
害救助等の人間生活に近い分
野におけるロボットでは、研究
機関に加え家電業界、玩具業
界、警備会社等の異業種にお
ける開発が活発化している。

高度福祉社会に対応する医療・
福祉用機器・ライフサイエンス対
応技術等の製造技術基盤の確
立および関連する知的基盤整備
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○人間行動解析システム技術開
発（経済産業省、平成13年度：6.1
億円、平成14年度：4.4億円、平成
15年度：3.1億円）

○生活時間等の3つの尺度で、個
人の生活状態の異常を検知する技
術を開発
○92名、2,300強トリップの運転行
動データベースを構築
○統計的データに基づく通常運転
からの逸脱判定技術を開発
○段取り作業支援機能等をもつＮ
Ｃ作業支援システムを開発

○人間特性基盤整備事業（経
済産業省、平成16年度：1億
円）

○石油プラント高度情報化システ
ム技術開発（経済産業省、平成13
年度：5.6億円、平成14年度：4.5億
円、平成15年度：1.9億円）

○熱交換機メンテナンス作業の全
体工期を短縮する作業工程適正化
支援システムを開発
○4器の熱交換メンテナンス作業に
適用し、従来より1割工期を短縮し
た工程を検証

　 　 ○ナノ医療デバイス開発プロ
ジェクト（（独）NEDO、平成16年
度：2億円）(再掲)
・ナノテクノロジーと内視鏡技術
を組みあわせ、次世代の医用
光学を拓く医療機器（次世代内
視鏡）を開発する

○早期診断・短期回復のための高
度診断・治療システムの開発
（（独）NEDO、平成13年度：17.2億
円、平成14年度：16.8億円、平成15
年度：9.3億円）

○内視鏡やマニュピレータを用いた
手術システムの開発や、超音波を
用いた診断機器の開発を実施。

○早期診断・短期回復のため
の高度診断・治療システムの
開発（（独）NEDO、平成16年
度：4.8億円）

○身体機能代替・修復システムの
開発（経済産業省、平成13年度：9
億円、平成14年度：13.3億円、平成
15年度：6.4億円）

○自己修復が困難となった心機
能・視覚機能等を人工的に代替修
復する機器技術及び生体親和性の
高い人工骨材料等の開発を実施。
○体内埋込型人工心臓のトータル
システムが完成し、動物実験にお
いて、連続70日間を達成。

○身体機能代替・修復システ
ムの開発（（独）NEDO、平成16
年度：7億円）
・人工骨材料や体内埋込型人
工心臓のトータルシステムにつ
いて動物実験等による評価を
実施する。

○高齢者等社会参加支援のため
のシステム開発（経済産業省、平
成13年度：2.6億円、平成14年度：
1.3億円、平成15年度：0.4億円）

○高齢者等の自立した生活の実現
を支援し、積極的な社会参加を促
すため、四肢の機能回復を図るシ
ステムや高齢者等の日常生活を支
援するシステムを開発。

　

○健康寿命延伸に資する医療福
祉機器開発のための基礎研究（経
済産業省・（経済産業省、平成13
年度：2.9億円、平成14年度：2.4億
円）

○医療の低侵襲化・高度化に資す
る新たな技術の応用可能性や再生
医療など細胞レベルでの診断・治
療に必要な要素技術についての基
礎研究を終了。
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○健康寿命延伸に資する医療機
器・生活支援機器等の実用化開発
（経済産業省、平成13年度：4.8億
円、平成14年度：3.5億円、平成15
年度：3.3億円）

○がん、心疾患、骨折等の予防・早
期診断等に資する医療機器等の実
用化開発を実施中。平成13年7件、
平成15年4件（平成14年公募なし）
を採択し、計11件の事業に対して
助成。

○健康寿命延伸に資する医療
機器・生活支援機器等の実用
化開発（（独）NEDO、平成16年
度：2.2億円）
・継続4テーマの他、新たに5～
6テーマを採択予定。

○エネルギー使用合理化住宅福
祉機器システム開発（経済産業
省、平成13年度：2億円、平成14年
度：0.8億円）

○高齢者配慮住宅の構造特性、福
祉機器の使用特性等を踏まえなが
らエネルギー有効利用型の在宅福
祉機器システムの研究開発を行う
11事業者に助成金を交付し、11件
それぞれについて福祉機器として
の有用性及びエネルギー使用合理
化について確認。

○障害者等ＩＴバリアフリー推進の
ための研究開発（経済産業省、平
成15年度：2.7億円）

○障害者等が共通に利用でき、か
つ、障害者等の移動を支援する利
用者端末を活用した移動支援シス
テムを試作。

○障害者等ＩＴバリアフリー推進
のための研究開発（（独）
NEDO、平成16年度：5.5億円）
・平成17年の愛・地球博での評
価試験に向けて、試作器の小
型化・高度化に取り組む。

○福祉用具実用化開発推進事業
（経済産業省、平成13年度：2.4億
円、平成14年度：1.7億円、平成15
年度：1億円）

○生活支援分野、社会活動分野を
中心とした福祉用具の実用化開発
を実施中。平成13年度10件、平成
14年度10件、平成15年度5件を新
規に採択し、実用化開発を実施。

○福祉用具実用化開発推進事
業（（独）NEDO、平成16年度：
1.2億円）
・継続5テーマの他、新たに10
テーマ程度を採択予定。

○ロボット等によるＩＴ施工システム
の開発（国土交通省、平成15年
度：2億円）

○３Ｄ空間データ取得管理、活用シ
ステムの開発・実証実験
○施工状況の３次元計測技術の技
術動向調査、土木施工の作業分析

○ロボット等によるＩＴ施工シス
テムの開発（国土交通省、平成
16年度：2億円）
・３Ｄ空間データ取得管理、活
用システムの開発・実証実験
・施工状況計測システム、ロ
ボット施工の操作制御アルゴリ
ズムの試設計

○戦略的創造研究推進事業（「相
互作用と賢さ」研究領域）（文部科
学省）

○インテリジェントバイオマイクロラ
ボラトリ、群れを形成して行動する
群知能ロボットシステム、環境その
ものに知能を与えて、空間全体で
高度な知能を実現するオントロジー
技術など、幅広い分野で独創的な
技術基盤を構築。

○戦略的創造研究推進事業
（「相互作用と賢さ」研究領域）
（文部科学省）

○戦略的創造研究推進事業（「大
津局在フォトン」研究領域）（文部
科学省）

○各種ナノフォトニックデバイスを
作製、その動特性評価、性能向上
を研究・実証。

○戦略的創造研究推進事業
（「大津局在フォトン」研究領域）
（文部科学省）
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○地域結集型共同研究事業（光
ビームによる機能性材料加工創成
技術開発）（文部科学省）

○高出力超短パルスYb：YAGマイ
クロチップレーザ等を開発。

○地域結集型共同研究事業
（光ビームによる機能性材料加
工創成技術開発）（文部科学
省）

○地域結集型共同研究事業（超高
密度フォトン産業基盤技術開発）
（文部科学省）

○半導体レーザー励起全固体高強
度フェムト秒レーザー等を開発。

○地域結集型共同研究事業
（超高密度フォトン産業基盤技
術開発）（文部科学省）

○新産業基盤「未踏光学（テラヘ
ルツ光学）」開発・創生プロジェクト
（文部科学省、平成14年度補正：
14.0億円、平成15年度：3.0億円）

○テラヘルツ光を利用した医療シ
ステム及び関連基盤技術、テラヘ
ルツ光の高感度・高効率検出を可
能とする検出技術の研究開発に着
手。

○新産業基盤「未踏光学（テラ
ヘルツ光学）」開発・創生プロ
ジェクト（文部科学省、平成16
年度：3億円）

　

左記取組により得られた主な成果
○植物をメタノールに効率よく変換
する装置を開発。

○これまで浄化処理が困難であっ
たリンを回収し、肥料として利用す
ることが可能な尿汚水処理プロセ
スを開発。

○豚のふん尿等の家畜排せつ物と
食品廃棄物、木質バイオマスを組
合せ、その残さを土壌改良資材とし
て利用する乾式メタン発酵処理シ
ステムを開発。

○廃木材を加溶媒分解することに
より、レブリン酸等の有用化学物質
を取得する方法を開発。

○廃棄物処理等科学研究費補助
金（環境省、平成15年度：11.5億
円）

○廃棄物の減量化等に資する循環
型社会構築技術研究等

○廃棄物処理等科学研究費補
助金（環境省）

○LCA（ライフサイクルアセスメント）システムの
基盤が確立したことや、バイオリサイクルを中心
とした施策の取り組みにより、一定の進展は認
められる。再使用、再資源化技術では、リサイク
ル対象となる材料・物質の拡大や、リサイクル
事業への展開を視野にいれた場合に必要な技
術開発の活性化によって、リサイクル、リユー
ス、リデュースがさらに浸透することが必要であ
る。

○農林水産バイオリサイクル研
究（①食品廃棄物等の革新的
な減量化・循環利用技術の開
発、②家畜排せつ物等に関す
る革新的な循環利用技術の開
発、③作物資源由来の工業原
材料生産技術の開発、④地域
循環利用システムの開発、⑤
多段階利用による地域モデル
の構築、⑥地域モデルの実証）
（農林水産省、平成16年度：13
億円の内数）

③　環境負荷最小化技術

課題・論点等

○農林水産バイオリサイクル研究
（①食品廃棄物等の革新的な減量
化・循環利用技術の開発、②家畜
排せつ物等に関する革新的な循
環利用技術の開発、③作物資源
由来の工業原材料生産技術の開
発、④地域循環利用システムの開
発）　（農林水産省、平成15年度：8
億円の内数）

○環境対応技術としては、難燃
性の生分解樹脂、環境対応型
の触媒、二酸化炭素吸収材料
等の開発が行われ、リサイクル
に対しても食品廃棄物の堆肥
化システム等、この分野におけ
る研究開発は急進している。平
成13年には家電リサイクル法
が制定され、主要家電の回収、
リサイクル技術に進展が見られ
る。その他にも廃タイヤから
カーボンナノチューブを製造
（OHCカーボン）、し尿からリン
を回収（三菱電機他）等の技術
例がある。
○我国でも「バイオマスニッポン
総合戦略」が決定され、取組強
化が図られている。

循環型社会形成適応生産システム

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組

廃棄物の減量化目標を達成す
るためのリデュース、リユース、
リサイクル技術の実用化
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○一般・産業廃棄物・バイオマスの
複合処理・再資源化プロジェクト
（文部科学省：平成15年度：4.5億
円）

○各研究機関において研究開発の
ための設備・機器等の構築及びシ
ステムの基本的な設計等を実施。

○一般・産業廃棄物・バイオマ
スの複合処理・再資源化プロ
ジェクト（文部科学省：平成16年
度：5億円）
・平成15年度に構築した実証プ
ラントを用いて、廃棄物等から
高濃度有価ガスを取り出すガ
ス化高効率変換技術の実証実
験を本格的に開始する

○生物機能活用型循環産業シス
テム創造プログラム（経済産業省、
平成13年度：25.7億円、平成14年
度：51.7億円、平成15年度：41.8億
円）

○植物機能を利用した工業原料生
産技術の開発等、バイオプロセス
により有用物質を生産し、廃棄物や
汚染物質を処理又は再資源化する
循環型産業システム実現に必要
な、基盤技術開発等を実施。

○生物機能活用型循環産業シ
ステム創造プログラム（（独）
NEDO、平成16年度：60.4億円）

○構造物長寿命化高度メンテ
ナンス技術開発（経済産業省、
平成16年度：1億円）

有害物質極小化技術
　

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組
左記取組により得られた主な成果

○21世紀型農業機械等緊急開発
事業
（農林水産省、平成13年度：12.1億
円、平成14年度：10.7億円）
○次世代農業機械等緊急開発事
業
（農林水産省、平成15年度：13.9億
円の内数）
○地域特産農作物機械開発
(農林水産省、平成13年度：0.8億
円、平成14年度：0.6億円)
○基礎・基盤研究
(農林水産省、平成13年度：2.7億
円、平成14年度：2.7億円)

○除草剤を使用せず、機械的に水
田除草が可能な高精度水田用除
草機等の開発・実用化

○次世代農業機械等緊急開発
事業（農林水産省、平成16年
度：20億円の内数）

○次世代化学プロセス技術研究開
発（経済産業省、平成13年度：7億
円、平成14年度：7億円）

○有害な溶媒を使用しない反応プ
ロセス、省エネ効果を実現する新規
の高性能触媒反応系を開発し、実
用化プロセスへの見通しを得た。

○有害物質除去技術については、環境負荷が
少ない製造技術の開発、排出された化学物質
の浄化技術、微量な化学物質を検出できる装置
の開発等の推進が必要とされる。鉛、酸・アルカ
リ等の有害物質を用いた製造工程から脱却でき
る技術開発、早期実現が望まれる。

○循環化社会をより効率化するために、電子タ
グを有効活用する等のIT技術の利用促進、およ
び廃棄物の回収ルートの確立、コスト削減、分
別作業の自動化等に必要とされる要素技術の
開発も必要である。

平成１６年度の主な取組 課題・論点等

製造工程、製品からの有害物質
極小化、化学物質リスクミニマム
技術の実用化

○循環型社会形成において、
モノの移動は増大するため、物
流コストの削減は大きな課題で
ある。これに対して、例えば平
成13年7月には「新総合物流施
策大綱」が閣議決定され、環境
負荷を低減させる物流体系の
構築と循環型社会への貢献等
を目標として、政府において具
体策を実施している。

循環型社会に適応する社会イン
フラの構築

○化学プロセス技術において
は、有害化学物質を分解する
ための光触媒技術、ダイオキシ
ンや環境ホルモン類等の微量
化学物質を高感度、短時間、低
コストで測定できる手法に関し
ても開発が進展している。また
日、米、欧では「鉛フリー半田実
用化のワールドロードマップ」の
骨子について合意し、２００５年
にも半田の鉛フリー化を見込む
動きも見られる（電子情報技術
産業協会他）。
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○超臨界流体利用環境負荷低減
技術研究開発（経済産業省、平成
13年度：13億円、平成14年度：13
億円）

○各種有機合成プロセス等を対象
に、超臨界流体を利用してトルエ
ン、フロン等の代替技術や、反応プ
ロセスの高効率化に関する研究開
発を実施。
○プロセス開発により得られた要素
技術データを体系化し、広く超臨界
流体プロセスの実用化に資するた
めの、データ蓄積を開始。

○ナノテクノロジーを活用した環境
技術開発推進事業（環境省、平成
15年度：1億円）

○左記の研究開発における要素技
術の一部を開発。

○ナノテクノロジーを活用した
環境技術開発推進事業（環境
省、平成16年度：1億円）
○環境汚染修復のための新規
微生物の迅速機能解析技術の
開発（環境省、平成16年度：0.3
億円）

地球温暖化対策技術
　

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組
左記取組により得られた主な成果

○植物利用エネルギー使用合理
化工業原料生産技術開発（経済産
業省、平成13年度：5.0億円、平成
14年度：14.6億円、平成15年度：8.6
億円）

○シロイヌナズナに関する情報及
びクローンを解析。25,000余の遺伝
子に分類し、このうち約8,000遺伝
子を搭載したマイクロアレイを設
計・テスト生産し、省エネルギー型
植物工場実現に向けた研究を行う
上でのツールを作成。

○植物利用エネルギー使用合
理化工業原料生産技術開発
（経済産業省、平成16年度：8.2
億円）
・植物の代謝系の解析および
物質生産制御技術の開発を実
施。

○環境適応型高性能小型航空機
研究開発プロジェクト（経済産業
省、平成15年度：10億円）

○航空機の軽量化によるCO2排出

量削減に資する先進材料加工・成
形技術である(1)革新的な複合材成
型法（ＶａＲＴＭ）、(2)摩擦攪拌接合
法（FSW）を、試作機に適用するた
めの研究開発を実施

○環境適応型高性能小型航空
機研究開発プロジェクト（（独）
NEDO、平成16年度：27億円）

○環境適応型小型航空機用エン
ジン研究開発（経済産業省、平成
15年度：2.5億円）

○環境適応型小型航空機用エ
ンジン研究開発（（独）NEDO、
平成16年度：12.4億円）
・平成15年度の成果に基づき、
環境適合性等の市場要求を満
足する小型航空機用エンジン
の実現に必要な要素技術開発
を開始する

平成１６年度の主な取組 課題・論点等

○自主規制などによる地球温暖化ガスの排出
量削減に関する技術、省エネルギー技術の進
展は見受けられるが、抜本的解決策としての水
素エネルギー、太陽電池や風力発電等の自然
エネルギーの導入、普及に寄与する製造技術
の発展も必要である。

○省エネ技術としては、省エネ
型アルミ鋳造法、低コストの過
酸化水素製造法等の新しい製
造技法に幾つか進展が見られ
る。また京都議定書の批准を受
けて、産業界でも本格的な取組
みが強化されている。
○新エネ技術としては、太陽光
を利用した有機電池やバイオマ
スを利用した燃料電池の開発
など、非化石燃料利用の電池
開発が活性化。また、水素貯蔵
技術開発、水蒸気プラズマによ
る水素製造など次世代電池燃
料として有望な水素エネルギー
に関する各種技術が進展して
いる。
○我国でも「バイオマスニッポン
総合戦略」が決定され、取組強
化が図られている。
○米国では、２月に「水素燃料
イニシアティブ」を発表し、国家
戦略としての取組を強化。

COP3における京都議定書の目
標を実現する総合的な省エネル
ギー、新エネルギー技術の確立
と実社会への適用
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○次世代内航船（スーパーエコ
シップ）の研究開発（国土交通省、
平成13年度：1.5億円、平成14年
度：3.9億円、平成14年度補正：2.3
億円、平成15年度：3.3億円）

○船型開発手法を確立し、ポッド型
推進器の要素技術を開発。

○次世代内航船（スーパーエコ
シップ）の研究開発（国土交通
省、平成16年度：5.6億円）
・ポッド実寸モデル試験及び実
証試験に向けた実証船の建造
を実施する

○低環境負荷型外航船の研究開
発（国土交通省、平成15年度：1億
円）

 

　 　 ○地球温暖化対策技術開発事
業（競争的資金）」（環境省、平
成16年度：16.3億円）
○公募型による競争的な温暖
化対策市場化直結技術開発補
助事業（環境省、平成16年度：
5億円）

　

左記取組により得られた主な成果
人材の育成、独創性を発揮しう
る環境整備

○ものづくりに携わる人材を専
門に育成する機関として、もの
つくり大学、職業能力開発大学
校等がある。
○民間企業では製造体質強化
を支援する専門会社の立ち上
げ、また中小企業では、企業の
枠を超えた技能継承を目的とし
た塾の開講等の取り組みが見
られる。
○経営と技術の双方を理解し、
開発戦略を構築できる人材育
成の一貫として、技術経営
（MOT）教育が盛んである。

○少子高齢化によって、ものづくりに携わる若
者の減少がクローズアップされている。企業が
インターンシップ（学生が在学中に自らの専攻、
将来のキャリアに関連した就業体験を行う制
度）の受け入れを拡大する、技能労働者を小中
学校に派遣してものづくりの教育を行う、等の取
り組みを行い、若者が早い段階からものづくり
へ興味・関心を持つような機会を作ることが期
待される。また、独創的な技術、人材を十分評
価し、育成、支援するシステム構築も重要であ
る。

○萌芽的先端医療技術推進研究
－ナノメディシン分野（厚生労働
省、平成15年度：12億円の内数）

○平成14年度より、ナノメディスン
のシーズとニーズのマッチングの場
を提供するためのデータベースの
作成を実施。

○萌芽的先端医療技術推進研
究－ナノメディシン分野（厚生
労働省、平成16年度：13億円
の内数）

○萌芽的先端医療技術推進研究
－トキシコゲノミクス分野（厚生労
働省、平成15年度：13億円の内
数）

○平成14年度より、バイオインフォ
マティクス技術を用いて、医薬品開
発時における化合物の毒性を、従
来よりも早期に予測するデータベー
ス・システムを構築。

○萌芽的先端医療技術推進研
究－トキシコゲノミクス分野（厚
生労働省、平成16年度：13億
円の内数）

課題・論点等平成１６年度の主な取組

○技能労働者の高齢化は、少子化に次ぐ大き
な問題であるが、高度な技能をいかに効率良く
若手に伝承するかが大きな課題の１つである。

平成１５年度までの主な取組動向概況基本的事項

研究開発の推進方策に関する基本的事項

知識基盤、技術・ノウハウの蓄
積

○IT技術を活用して、製品設
計、製造における熟練技能、知
識、ノウハウをデータベース化
し、過去の知見や類似事例を
再度活用したり、職人が持つい
わゆる「暗黙知（経験や勘）」
を、「形式知」として整理する取
り組み等が行われている。
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○疾患関連たんぱく質解析研究
（厚生労働省、平成15年度：5億円
の内数）

○平成15年度より、疾患関連たん
ぱく質の解析手法を検討し、我が
国における五大主要疾患である高
血圧、糖尿病、がん等に係る疾患
関連たんぱく質に関するデータベー
スの作成を行っている。

○疾患関連たんぱく質解析研
究（厚生労働省、平成16年度：
7億円の内数）

○バイオインフォマティクス知的基
盤整備（経済産業省、平成13年
度：5.4億円、平成14年度：9.3億
円、平成15年度：7.8億円）

○膨大なバイオ関連情報を相互関
連付け（アノテーション）し、産業・研
究用に効果的かつ効率的に利用す
ることができる検索・解析ソフトウェ
アを備えた統合データベースの構
築に取組み、平成15年度までに国
内外のｃＤＮＡ関係データを集め、ヒ
ト遺伝子のアノテーション統合デー
タベースを構築。

○バイオインフォマティクス知
的基盤整備（経済産業省、平
成16年度：7.8億円）

○生分解性プラスチック製品の識
別表示方法のJIS化を行うため、平
成15年度から生分解性プラスチッ
ク識別表示JIS原案作成委員会を
開催（経済産業省）

○平成15年度は、生分解性プラス
チックの識別表示方法のうち、「生
分解性」に係るJIS規格原案を策
定。

知的財産権に関する戦略 ○平成14年7月に知的財産戦
略会議は、知的財産戦略大綱
をとりまとめ、これに基づき、
「知的財産の取得・管理指針」
を平成15年3月に策定（経済産
業省）する等の動きが見られ
る。
○例えば金型図面データが海
外同業他社に渡る問題に対し、
平成14年7月に「金型図面や金
型加工データの意図せざる流
出の防止に関する指針」を策
定・公表している（経済産業
省）。

○研究者、大学、TLO（技術移転機関）、技術者
等のインセンティブを高め、発明者が正当に評
価される仕組みを構築することが必要である。

○身体機能解析・補助・代替機器
開発プロジェクト（厚生労働省、平
成15年度：7億円の内数）
○萌芽的先端医療技術推進研究
－ナノメディシン分野（厚生労働
省、平成15年度：12億円の内数）

○平成15年度より5年計画で開始さ
れ、民間資金も導入した上で、産学
官の研究を開始。

○身体機能解析・補助・代替機
器開発プロジェクト（厚生労働
省、平成16年度：7億円の内
数）
○萌芽的先端医療技術推進研
究－ナノメディシン分野（厚生
労働省、平成16年度：13億円
の内数）

○萌芽的先端医療技術推進研究
－トキシコゲノミクス分野（厚生労
働省、平成15年度：13億円の内
数）

○平成14年度より5年計画で開始さ
れ、民間資金も導入した上で、産学
官の研究を開始。

○萌芽的先端医療技術推進研
究－トキシコゲノミクス分野（厚
生労働省、平成16年度：13億
円の内数）

○疾患関連たんぱく質解析研究
（厚生労働省、平成15年度：5億円
の内数）

○平成15年度より5年計画で開始さ
れ、民間資金も導入した上で、産学
官の研究を開始。

○疾患関連たんぱく質解析研
究（厚生労働省、平成16年度：
7億円の内数）

○産学官連携を進めるに当たって、連携範囲が
複数に及ぶ場合もあるため、企業側と大学・研
究機関の「組織対組織」の対応が必要である。
そのためには、互いに明確なルール作りを構築
する必要があると共に、２つの組織を円滑に結
びつける、コーディネーターの育成も必要であ
る。また、製造技術全体で協調的に研究開発を
行える仕組み作りも期待される。

産学官連携 ○大学と民間企業の橋渡し役
を担うTLO（技術移転機関）の
承認数は、すでに30を超えてい
る。さらにTLO法の制定、承認
TLOに対する特許料等の軽減
等の環境整備が行われてい
る。
○地域においては、地域の特
性を活かした技術開発の推進、
起業家育成施設、起業環境整
備を推進することにより、地域
経済を支え、世界に通用する新
事業が展開される産業クラス
ターの形成に対する取り組みが
行われている。
○企業によっては、大学と包括
的提携を結ぶ動きも見られる
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○地域結集型共同研究事業（光
ビームによる機能性材料加工創成
技術開発）（文部科学省）

○高出力超短パルスYb：YAGマイ
クロチップレーザ等の開発を実施。

○地域結集型共同研究事業（超高
密度フォトン産業基盤技術開発）
（文部科学省）

○半導体レーザー励起全固体高強
度フェムト秒レーザー等の開発を実
施。

○生物機能の革新的利用のため
のナノテクノロジー・材料技術の開
発
（農林水産省、平成14年度：2億円
の内数、平成15年度：2億円の内
数）
○農林水産バイオリサイクル研究
(農林水産省、平成15年度：8億円
の内数）

○農水省所管の独立行政法人の
みならず、民間、大学、他省庁所管
の独立行政法人、都道府県の研究
機関が研究に参画。

○生物機能の革新的利用のた
めのナノテクノロジー・材料技
術の開発（農林水産省、平成
16年度：2億の内数）
○農林水産バイオリサイクル研
究（農林水産省、平成16年度：
13億円の内数）

知的基盤の整備、標準化の推
進

○国際的に展開する半導体・
電子部品業界等を中心として、
企業間取引の効率化を目指
し、世界的なサプライチェーンを
構築するため、多数の企業が
参加する「ロゼッタネット」にお
いて、電子商取引に関するイン
タフェース等の標準化活動が行
われている。
○また平成14年度では、中小
企業技術基盤強化促進標準化
事業を推進し、中小企業の技
術的ノウハウ等の中から、事業
活性化につながるJIS規格原案
作成を支援した例も見受けられ
る。

○国際競争力強化の観点から、国際標準化活
動の推進は重要と考えられる。知的財産の保護
同様に、グローバルな視点からの取り組みが必
要である。

ベンチャービジネス化等の実用
化への方策

○平成13年5月に発表された、
「新市場・雇用創出に向けた重
点プラン」を受け、戦略的に重
要な技術領域等における実用
化開発事業であって、事業終了
後3年以内に実用化が可能と認
められるテーマに取り組むベン
チャー企業を支援する、「産業
技術実用化開発補助事業」等
によって、ベンチャー活動を促
進する動きが見受けられる。

○ベンチャービジネスにおいてコアとなる技術
が、今後新しい製造技術の基盤となり、知的財
産の取得、TLO（技術移転機関）の積極的活用
が図れるよう支援を行うことが重要である。

経営・ビジネスモデル・科学技術
政策上の課題

○IT技術を活用して、製造技術
とサービスを融合し、顧客に対
するメンテナンス、アフターサー
ビスを付加することで、全体の
付加価値を高める取り組みが
ある。

○製造技術で新たなビジネスモデルの構築が
進展するよう、規制緩和を含めた取り組みが必
要である。
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社会基盤分野

　

左記取組により得られた主な成果

平成16年度までに、活断層や海
溝型地震の長期評価、全国を概
観した地震動予測値図の作成
の終了

H15.3 確率論的地震動予測地
図の試作版（地域限定ー北日
本）を地震調査研究推進本部
が発表。H16.3 同（地域限定ー
西日本）を発表予定。

地震調査研究の推進(文部科学省,
平成13年度:23億円,平成14年
度:23億円,平成15年度:21億円）

平成15年度末までに、全国主要98
活断層の長期評価（場所、規模、発
生確率等）のうち、50断層帯につい
て評価・公表するとともに、南海トラ
フの地震（東南海・南海地震）、三
陸沖から房総沖にかけての地震
（宮城県沖地震を含む）、千島海溝
沿い、日本海東縁部及び日向灘及
び南西諸島海溝周辺の地震の長
期評価を評価・公表。

地震調査研究の推進(文部科
学省,18億円）

○着実に進展している。
○作成データの有効活用について検討が必要。

①安全の構築

異常自然現象発生のメカニズム

動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組研究開発の目標 課題・論点等

○東海地震の予測精度向上及
び東南海・南海地震域の発生
準備過程の研究(国土交通
省,0.5億円）
○火山活動評価手法の開発研
究（国土交通省、0.5億円）
○大規模地震・津波等による
被害軽減のための検討(国土
交通省,0.6億円)
○東南海・南海地震等海溝型
地震に関する調査研究（文部
科学省,7億円)
○実大三次元振動破壊実験施
設整備(文部科学省,48億円)

○地震発生メカニズムの解明については、かなり進展
している。
○地震予測信頼性については、効果的な取組みが必
要。
○局地豪雨については、今後も更なる取組みが必
要。

異常自然現象発生（強振動、局
地豪雨、及び要監視火山を中心
に）の予測信頼性向上

H15.9.26 北海道十勝沖地震発
生(M8.0)。(家屋の損壊、道路の
破損、津波、製油所タンクの火
災、等の被害発生）地震調査委
員会は同年3月、「十勝沖では
今後三十年以内に、Ｍ８・１前
後の海溝型地震が起きる可能
性は60％程度」と発表。

○地震発生過程の詳細なモデリン
グによる東海地震発生の推定精
度向上に関する研究(国土交通省,
平成１３年度0.3億円、平成１４年
度0.3億円、平成１５年度0.4億円）
○火山活動評価手法の開発研究
（国土交通省、平成１３年度0.3億
円、平成１４年度0.6億円、平成１５
年度0.5億円）
○東南海・南海地震等海溝型地震
に関する調査研究（文部科学省,平
成15年度:4億円)
○実大三次元振動破壊実験施設
整備(文部科学省,平成13年度:57
億円,平成14年度:55億円,平成15
年度:45億円)

○地震発生過程の詳細なモデリン
グによる東海地震発生の推定精度
向上に関する研究(国土交通省）
・東海地震の想定震源域の見直し
（平成13年10月中央防災会議決
定）
・東海地震の発生に関係するフィリ
ピン海プレートの詳細な形状の解
明
・海溝型巨大地震発生前後の地殻
変動の具体的な事例の解明による
東海地震監視シナリオの検証
・平成13年（2001年）頃から発生し
ているスロースリップ現象の確認と
検証
・予想されるプレート固着域の縮小
の様子や地殻変動の解明、東海地
方のスロースリップが東海地震に
与える影響の評価
○火山活動評価手法の開発研究
（国土交通省）
数値シミュレーションによって圧力
源の形状が地殻変動にどのように
影響するのか、山体や火口のくぼ
んだ地形が周辺の地殻変動にどの
ような影響を与えるか明らかにし
た。この結果、圧力源の形状や位
置を精度良く推定するには火口近く
での上下変動量の観測が重要であ
ること等が分かった。
○平成15年度より、東南海・南海地
震に関して、予測精度向上のため
の観測研究を開始。(文部科学省）
○実大三次元震動破壊実験施設
整備については、実験棟外設備工
事、付帯施設工事、外溝工事が完
了。(文部科学省）
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左記取組により得られた主な成果

各省庁(内閣府、総務省、国土
交通省）データ流通のシームレ
ス化、災害現地情報収集のリア
ルタイム化と国民への情報提供
システムの研究開発を完了

○H14.4 新官邸の危機管理セ
ンターが運用開始。（発災時の
緊急災害対策本部等の開催場
所として活用）
○地震発生直後から大きな地
震動が到達する前に揺れの大
きさなどを予測して伝える「緊急
地震速報」提供のためのナウ
キャスト地震計の整備が進めら
れ、平成15年度から情報提供
実施。

○高度即時的地震情報伝達網実
用化(文部科学省,平成15年度:2億
円）
○総合防災情報システムの整備
(内閣府,平成15年度:7億円）

大地震の震源パラメータを即時的
に求め、震度分布を推定し、大きな
揺れが到達する前に関係機関へ伝
達し、エレベータ制御等を自動的に
措置を行うシステム等を開発。(文
部科学省)

○高度即時的地震情報伝達網
実用化(文部科学省,2億円）
○総合防災情報システムの整
備(内閣府,6億円）

○関係府省庁間のネットワークに関しては、進展して
いる。
○国民への情報提供に関しては、効果的な取組みが
必要。

防災用光ファイバセンシング及
び通信システムの研究開発を実
施

地震発生直後から大きな地震
動が到達する前に揺れの大き
さなどを予測して伝える「緊急
地震速報」提供のためのナウ
キャスト地震計の整備が進めら
れ、平成15年度から情報提供
実施。

○新技術等に対応した防火安
全対策の研究(総務省,1億円）

研究開発レベルの成果を実用システムに転換するた
めの取組みが期待される。

左記取組により得られた主な成果

高度危険区域及び施設での要
素技術研究完了、技術体系の
樹立、社会システム研究を実施

官庁既存施設の耐震改修を推
進、H15年度は外務省庁舎につ
いて引き続き実施(国土交通
省）

大都市大震災軽減化特別プロジェ
クト(文部科学省,平成14年度:32億
円,平成15年度:30億円）

首都圏や京阪神などの大都市圏に
おいて、大地震が発生した際の人
的・物的被害を大幅に軽減するた
めの科学的・技術基盤の確立にむ
け、研究開発を実施。

○新技術等に対応した防火安
全対策の研究(総務省,1.4億
円）
○消防活動が困難な地下空間
等における活動支援情報シス
テムの実用化(総務省,0.6億円）
○地下施設、大規模複合建築
物等における避難誘導効果評
価法に関する研究（(独）消防研
究所、0.2億円）
○大都市大震災軽減化特別プ
ロジェクト(文部科学省,29億円）

○個別の要素技術レベルでは、ある程度進展してい
る。
○近年、ますます複雑化する地下・地上空間の利用
形態による複合的な災害への脆弱性に対する総合的
な取組みは不十分である。

　

　

　

左記取組により得られた主な成果

要素技術開発及びシステム構
想立案

中枢機能が集中する大都市部
に関する被害軽減対策は継続
的に実施。

大都市大震災軽減化特別プロジェ
クト(文部科学省,平成14年度:32億
円,平成15年度:30億円）

首都圏や京阪神などの大都市圏に
おいて、大地震が発生した際の人
的・物的被害を大幅に軽減するた
めの科学的・技術基盤の確立にむ
け、研究開発を実施。

○新技術等に対応した防火安
全対策の研究(総務省,1.4億
円）
○大都市大震災軽減化特別プ
ロジェクト(文部科学省,29億円）

○個別の要素技術レベルでは、ある程度進展してい
る。
○総合的な観点に立った被害軽減に有効なシステム
構想についての取組みは不十分である。

　

課題・論点等平成１６年度の主な取組

平成１６年度の主な取組 課題・論点等

　発災時即応システム(防災IT、救急救命システム等）

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

過密都市圏での巨大災害被害軽減対策

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

中枢機能及び文化財等の防護システム

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組 課題・論点等
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左記取組により得られた主な成果

次世代防災支援システムの構
想研究と要素技術研究開発

国土交通省はH15.6 [防災情報
提供センター」を設置し、気象
や災害に関する情報をインター
ネットを通じて提供。

○災害情報を活用した迅速な防
災・減災対策に関する技術開発及
び推進方策の検討(国土交通省,平
成15年度:2億円）
○人工衛星等を活用した被害早期
把握システム整備(内閣府,平成14
年度:6億円,平成15年度:7億円の
内数）

○宇宙・情報通信・通信技術などを
活用して、リアルタイムな情報の収
集・伝送、解析・予測、共有・提供を
行うことにより、被災地における被
害の軽減や応急復旧・救援活動を
支援するシステムを開発中。
○人工衛星等の画像から被害を抽
出するシステムを設計した。また、
防災対策に人工衛星等を有効に活
用するための枠組みを構築した。

○消防・防災ロボットの研究開
発(総務省,2億円）
○災害情報を活用した迅速な
防災・減災対策に関する技術
開発及び推進方策の検討(国
土交通省,2億円）
○人工衛星等を活用した被害
早期把握システム整備(内閣
府,6億円の内数）

○ロボット、IT活用等の個別の要素技術レベルでは、
ある程度進展している。
○支援システムとして現場のニーズに対応した有効な
研究開発としては、更に取組みが必要。

超高度防災支援システム

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組 課題・論点等
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左記取組により得られた主な成果

安全の向上に資する走行支援
道路システム(AHS)、先端安全
自動車(ASV)等、及びそれらを
支える情報通信技術の研究開
発を実施し、国際標準化研究を
推進

○総務省は、移動する車両に
おけるシームレスな通信の実
現を目指し、民間企業と連携し
て、平成１５年１月、実験を行っ
た。
○国土交通省はH15年1月、ス
マートコミュニケーション基盤の
早期構築を目指し、日本道路
公団、関連企業と連携して、イ
ンターネット環境での情報提供
サービスに関する公開実験を
実施。安全を目的とするASVプ
ロジェクトではH13・14年度に
AHSとの共同実証実験を実施。
H15年度からは車車間通信の
開発を実施。

○高度道路交通システム(ITS)に
関する研究（総務省,平成13年
度:17億円,平成14年度:15億円,平
成15年度:9億円、経済産業省,平成
13年度:5.0億円,平成14年度:4.2億
円,平成15年度:3.9億円、国土交通
省,平成13年度:84億円,平成14年
度:85億円,平成15年度:84億円）
○鉄道技術基準整備のための調
査研究等陸上・海上交通安全対策
(国土交通省,平成13年度:3.5億円,
平成14年度:3.5億円,平成15年度:4
億円）

○高速ハンドオーバー技術、高速
認証・セキュリティ技術等の要素技
術を確立。（総務省）
○日本提案をベースとした３つの国
際標準（IS）を発行した。(経済産業
省）
○ASV・AHS共同実証実験によって
技術的課題が明確化された。（国土
交通省）

○高度道路交通システム(ITS)
に関する研究（総務省,7億円、
経済産業省,5億円、国土交通
省,82億円）
○鉄道技術基準整備のための
調査研究等陸上・海上交通安
全対策(国土交通省,4億円）

○個別の要素技術レベルでは、ある程度進展してい
る。
○情報通信を活用した総合的なシステム化に関して
は、更なる取組みが必要。

　

左記取組により得られた主な成果

道路交通事故の年間の２４時間
死者数を8,466人以下（交通安全
基本法施行以降の最低死者数
（昭和５４年））に低減

○交通事故による死者数は、
近年減少傾向にあり、平成１５
年中の交通事故死者数（２４時
間以内）は７,７０２人と、８,０００
人を下回った。

○自動車の安全基準の拡充・強化
○より安全な自動車の普及を促進
する自動車アセスメント事業の推
進
○先進技術により自動車の安全性
を格段に高める先進安全自動車
（ASV）プロジェクトの推進

○大型トラックへのスピードリミッ
ター（速度抑制装置）装着義務付け
の開始。
○衝突軽減ブレーキやレーンキー
プシステムといったASV技術の実用
化。

○事故分析・効果評価を踏ま
えて効果的に安全対策を促進
○ASV技術の普及促進のため
の検討と車車間通信を中心と
する新たな技術開発

安全技術の普及のためのより高信頼性・低コストのシ
ステム実用化に向けた研究開発の推進が望まれる。

海難及び船舶からの海中転落
事故による死亡・行方不明者数
を200人以下に低減

海難による死亡・行方不明者の
数は，第２次交通安全基本計
画期間の年平均で４２６人で
あったものが，平成１４年では１
８３人。           　また，船舶か
らの海中転落による死亡・行方
不明者の数は，第２次交通安
全基本計画期間の年平均で２
６８人であったものが，平成１４
年では１３８人と、減少傾向に
はあるものの、トータルでは３２
１人と２００人を下回るには至っ
ていない。

IT分野における技術革新の応用により、より小型・軽
量・低コストのシステム開発に向けた研究開発の推進
が望まれる。

次世代航空保安システムの研
究開発

国土交通省は、社会資本整備
重点計画（H15.10）等に基づき、
次世代航空保安ｼｽﾃﾑの構築
等を図ることとしている。

航空機間隔維持支援ｼｽﾃﾑ
（ASAS：Airborne Separation
Assistance System）用データリンク
方式の電磁環境に関する研究（平
成13年度0.1億円、平成14年度0.1
億円、平成15年度：0.1億円、（独）
電子航法研究所）

電磁信号環境予測シミュレーション
手法を開発し、飛行実験により検証

○ASAS用データリンク方式の
電磁環境に関する研究（（独）
電子航法研究所、0.1億円）
○国産旅客機等に関する航空
科学技術の研究開発（（独）宇
宙航空研究開発機構、26億
円）

最新のIT利活用によるシステム実用化に向けた研究
開発の推進が望まれる。

平成１６年度の主な取組 課題・論点等

陸上、海上及び航空交通安全対策

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

高度道路交通システム(ITS)

課題・論点等研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組
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社会基盤の劣化対策
　

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組
左記取組により得られた主な成果

大規模構造物（ﾗｲﾌﾗｲﾝを含む）
の劣化監視・倒崩損壊事故防止
技術

平成１５年９月に発生した十勝
沖地震により、タンク火災発
生、空港ターミナルビル等の崩
落被害発生

○実大三次元震動破壊実験施設
整備（平成１５年度：４４．７億円、
文部科学省）
○十勝沖地震に関する緊急調査
研究（平成１５年度振興調整費：
０．９億円、東京大学）

○実大三次元震動破壊実験施設
整備については、実験棟外設備工
事、付帯施設工事、外溝工事を完
了。
○平成15年度十勝沖地震による長
周期地震動と石油タンクにおけるス
ロッシング現象との関係の研究に
より、石油タンクの耐震設計見直し
に反映。

実大三次元震動破壊実験施設
整備（文部科学省、48億円）

○取組みは十分とはいえない。
○大型構造物、特にライフラインの機能を維持しつつ
防止対策を施すための効果的な技術等、多角的な研
究開発の推進が望まれる。

社会基盤の補修・長寿命化技術
の確立

平成１４年５月、建設リサイクル
法の完全施工

○既存建物の有効活用に関する
研究開発（平成15年度：0.5億円、
（独）建築研究所）
○積雪寒冷地における構造物の
劣化予測手法とマネジメントシステ
ムに関する研究(平成15年度：運営
費交付金２０億円の内数、(独)北
海道開発土木研究所)
○社会資本ストックの管理運営技
術の開発(国土交通省,平成14年
度:0.8億円,平成15年度:0.8億円）

○北海道管内の直轄橋梁を対象
に、既存の点検済みデータを基に
環境区分を塩害、凍害、交通量の
項目別に分析を行い、いくつかの
部材の劣化予測式を導き出した。
○社会資本ストックの構造・機能の
劣化等の評価・予測技術の開発
○社会資本ストックの有効活用の
ための維持管理・補修・改修・転用
技術の開発

○積雪寒冷地における構造物
の劣化予測手法とマネジメント
システムに関する研究（(独)北
海道開発土木研究所、運営費
交付金18億円の内数)
○安心で安全な社会・都市新
基盤実現のための超鉄鋼研究
（（独）物質・材料研究機構）
○社会資本ストックの管理運営
技術の開発（国土交通省,0.4億
円）

○取組みは十分とはいえない。
○整備後、年月を経た社会基盤の補修、長寿命化に
関して、材料分野等の先進的な成果を活用した総合
的な研究開発の推進が望まれる。

平成１６年度の主な取組 課題・論点等
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研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

左記取組により得られた主な成果

交通公害、汚染物質、シックハ
ウス、病原性微生物、放射性物
質、水質汚染事故、社会的犯罪
等の対策の確立

○平成12年10月、住宅性能表
示制度においてシックハウス対
策に係る表示を開始。
○平成15年7月、建材等の規制
によるシックハウス対策のため
の改正建築基準法の施行。
○平成13年9月、米国において
９．１１テロ発生。その後米国に
おいて炭疽菌がばら撒かれる
など、テロリズムによる具体的
な脅威が現実化。
○平成14年5月、土壌汚染対策
法制定。
○犯罪件数が増加する一方、
犯罪検挙率は戦後最低水準、
認知刑法犯件数は昭和初期よ
り倍増。

○廃棄物及びその処理施設の火
災安全技術に関する研究（平成１
５年度：0.2億円、(独）消防研究所）

○廃棄物施設の調査・分析により
火災予防・消火技術の適用性につ
いて検討（特にＲＤＦについて事故
調査等に対応。Ｈ17年度まで継続
事業）

○バイオテロに対応するため
の生物在の検知及び鑑定法に
関する研究（警察庁、0.3億円）
○国際テロで使用される爆薬
の探知法に関する研究（警察
庁、0.3億円）
○廃棄物及びその処理施設の
火災安全技術に関する研究
（(独）消防研究所、0.4億円（継
続））

○国民の安全に直結する犯罪、テロ対策への取組み
が不十分である。
○テロの脅威に対応するための分野横断的な取組み
が必要。
○犯罪の増加（特に来日外国人犯罪）、検挙率の低
下に対応するために、水際における監視・取締り、捜
査手法の改善等に寄与するITなどの先端技術の適用
が必要。

　

左記取組により得られた主な成果

建物、街並み、公共施設等を有
機的、或いは一体的に改善する
技術・システム研究開発、社会
システム研究を実施

H16.2 景観法案が閣議決定さ
れる(国土交通省）。

自然共生型国土基盤整備技術の
開発（国土交通省,平成14年度:3億
円,平成15年度:3億円）

○政策評価を目的とした水・物質循
環モデル
○陸域生態系評価モデル
○流域基盤ＧＩＳデータベース

自然共生型国土基盤整備技術
の開発（国土交通省,3億円）

電線地中化にあたっての低コスト化に寄与する技術
革新のような景観改善施策を加速する研究開発が望
まれる。

　

左記取組により得られた主な成果

広域地域として一体的に問題解
決にあたり、誇りにできるような
美しく心豊かな地域づくりを行う
ため、10地区、3ベイエリア（東
京、大阪、名古屋）、5海域（東京
湾、大阪湾、伊勢湾、有明海、
瀬戸内海）の研究を実施

○指定地域におけるさまざまな
施策が推進されている。
○H15.3「東京湾再生のための
行動計画」とりまとめ（国土交通
省）
○H15.7「大阪湾再生推進会
議」を設置(行動計画を策定予
定)(国土交通省)。

都市臨海部に干潟を取り戻すプロ
ジェクト(国土交通省,平成15年
度:0.3億円）

○生態系形成のための大規模現
地実験を実施するための、詳細な
設計条件の検討等を行う予備的実
験を開始した（大阪湾阪南２区）
○シンポジウムを開催し、市民参加
による順応型の管理手法の検討の
知見を得た（東京湾、大阪湾）

都市臨海部に干潟を取り戻す
プロジェクト(国土交通省,0.3億
円）

地域固有の課題に柔軟に対応するための体系的な研
究開発の推進が望まれる。

課題・論点等

広域地域課題

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組 課題・論点等

②美しい日本の再生と質の高い生活の基盤創成

自然と共生した美しい生活空間の再構築

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組

有害危険物質・犯罪対応等安全対策

平成１６年度の主な取組 課題・論点等
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左記取組により得られた主な成果

山紫水明の国土に復元するた
め、重要な水系、主要中小都市
数河川、地盤沈下防止等対策
要綱対象地域（関東平野北部、
濃尾平野、筑後・佐賀平野）、及
び世界数河川の流域の水循環
系の健全化の研究開発を実施

主要な河川の再生を推進：H15
年度は東京都心部の渋谷川･
古川における環境の再生、大
阪圏の道頓堀川における環境
の再生(国土交通省)。

○地球温暖化に対応した国土保
全支援システムの研究(国土交通
省,平成14年度:1.4億円,平成15年
度:1億円）
○流域圏における水循環・農林水
産生態系の自然共生型管理技術
の開発(農林水産省,平成14年度:3
億円,平成15年度:2億円）
○地球規模水循環変動に対応す
る水管理技術に関する研究(国土
交通省,平成15年度:1億円）

○地球温暖化に伴う降水量特性変
化に関する研究を実施し、地域気
候モデルの結果を利用した洪水、
渇水等のリスクを評価する等、災害
リスク評価を実施した。(国土交通
省）
○流域を構成する個々の単位流域
の接続関係(上流・下流)をグラフ構
造としてモデル化し、ＧＩＳ上での任
意の支川流域の抽出を可能とし
た。(農林水産省）
○実測及び予測降水量データの活
用可能性の検討、降水量情報を活
用した洪水・低水流出予測モデル
等のモデル開発に着手した。(国土
交通省）

○地球温暖化に対応した国土
保全支援システムの研究(国土
交通省,1億円）
○流域圏における水循環・農
林水産生態系の自然共生型管
理技術の開発(農林水産省,2億
円）
○地球規模水循環変動に対応
する水管理技術に関する研究
(国土交通省,1億円）

継続的な研究開発成果の社会への還元

　

　

　

左記取組により得られた主な成果

生活の質を向上する次世代の
新しい人流・物流システムの構
想研究と要素技術の開発及び
システム研究開発を実施すると
ともに、高度な交通基盤整備技
術の研究開発を実施

○物流事業においては、多様
な側面でEDI（電子データ交
換）、電子タグといったITの導入
が加速されている。
○都市内道路交通の円滑化を
図るため、都市モノレール、新
都市交通システムの建設が促
進され、平成15年末現在全国
で25路線、約200kmで運行され
ている（国土交通省）。

○次世代内航船の研究開発(国土
交通省,平成13年度:2億円,平成14
年度:4億円,平成15年度:3億円）
○鉄道技術開発費補助金（国土交
通省,平成13年度:17億円,平成14
年度:15億円,平成15年度:13億円）
○軌道可変電車の技術開発（国土
交通省,平成13年度:12億円,平成
14年度:12億円,平成15年度:12億
円）
○環境適応型高性能小型航空機
プロジェクト(NEDO,平成15年度:10
億円)
○環境適応型小型航空機用エン
ジン研究開発(NEDO,平成15年
度:2.5億円)

○船型開発手法を確立し、ポッド型
推進器の要素技術を開発した
（鉄道技術開発費補助金）
○超電導磁気浮上式鉄道・・・最高
速度更新：５５２ｋｍ／ｈ（Ｈ１１．４）
→５８１ｋｍ／ｈ（Ｈ１５．１２），一日
連続走行距離更新：１１００ｋｍ（Ｈ１
３．４）→２８７６ｋｍ（Ｈ１５．１２）
（軌間可変電車の技術開発）
○これまでの試験結果から、新幹
線ではアメリカ・プエブロ試験線で
の走行試験結果から概ね２００km
／h程度、また、在来線では国内走
行試験結果から１３０km／hまでの
高速走行性能を確認。
○航空機の低コスト、低環境負荷
化に資する、複合材成型法（ＶａＲＴ
Ｍ）及びアルミ合金の摩擦攪拌接
合法（FSW）等の技術を、試作機に
適用するための研究開発を行っ
た。
○エネルギー使用効率に優れ、低
環境負荷のエンジンを実現するた
めの要素技術検討を行うとともに、
航空機用エンジンの技術・市場動
向調査を行い、将来的に要求され
るエンジンシステムの概念・仕様等
をとりまとめた。

○国産旅客機等に関する航空
科学技術の研究開発(JAXA,26
億円)
○環境適応型高性能小型航空
機プロジェクト(NEDO,27億円)
○環境適応型小型航空機用エ
ンジン研究開発(NEDO,12億円)
○次世代内航船の研究開発
(国土交通省,6億円）
○鉄道技術開発費補助金（国
土交通省,12億円）
○軌道可変電車の技術開発
（国土交通省,12億円）

○物流に関しては、市場が形成されていることから民
間主体での研究開発が加速されている。
○交通システムに関しては、さまざまな次世代システ
ム構想研究、システム開発研究が進められており、実
用化に向けての整備コスト等の課題に対する検討を
推進する必要がある。

平成１６年度の主な取組 課題・論点等

新しい人と物の流れに対応する交通システム

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組 課題・論点等

流域水循環系健全化・総合水管理

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組
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左記取組により得られた主な成果

所管を越えた空間等のバリアフ
リー化及びユニバーサルデザイ
ン化の要素技術及びシステム研
究を実施、社会性の高い生活情
報のユニバーサル化の技術・シ
ステム研究開発を実施

○事故・災害による死亡率を人
口動態統計から見ると、犠牲者
の数では自動車事故が多いも
のの減少傾向であるが、一方
で建築災害は増加傾向にあ
る。これには少子高齢化に伴う
独居老人等の増加など国民の
ライフスタイルの変化が大きく
影響している。今後の更なる高
齢化を考えると、ユニバーサル
デザインを用いた手法はより重
要となってくる（国土交通省）。
○H15.4 一般の多くの人が利用
するデパートやホテル等の新築
等の際にバリアフリー化を義務
づける（国土交通省）。
○H15.10.1 身体障害者補助犬
法が施行される(厚生労働省）。

○高齢者対応と環境対応を融合さ
せた住宅技術の開発（国土交通
省,平成11年度0.3億円,平成12年
度0.3億円,平成13年度0.2億円）
○人体寸法や身体機能から見た
住宅・建築の設計寸法に関する研
究（国土交通省,平成14年度0.08億
円,平成15年度0.05億円）
○官庁施設におけるユニバーサル
デザイン検討委員会（国土交通省,
平成14年度:0.04億円,平成15年
度:0.04億円）

○住宅・建築における高齢対応技
術に関する実験検証により、住宅・
建築における新たな高齢社会対応
技術の提案（国土交通省）
○人体寸法等の情報が建築部品
へ反映可能な設計プロセスの構築
（国土交通省）
○「ユニバーサルデザインの考え
方を導入した官庁施設整備のガイ
ドライン（仮称）」の策定

○人体寸法や身体機能をもと
に住宅・建築の寸法を決定する
ための参照可能なデータベー
スのプラットフォーム構築（国土
交通省）
○主要な鉄道駅等を中心とす
る地区において、高齢者、身体
障害者等に配慮した安全で快
適な歩行空間を確保するた
め、交通バリアフリー法に基づ
き、バリアフリー化された歩行
空間ネットワークの整備を進め
る（国土交通省）

○公共設備等のバリアフリー化（スロープの整備等）
は推進されている。
○整備実績を積んでいくことによって、施工の低コスト
化等の技術開発に結びつけることが求められる。

　

　

左記取組により得られた主な成果

GISの高度利用技術システムの
研究開発及び社会基盤システ
ムの情報面における国際化の
研究開発を実施

H15.4 地理情報システム(GIS)
関係省庁連絡会議が「アクショ
ンプログラム2002-2005」に基づ
く、「政府の地理情報の提供に
関するガイドライン」を決定。

○都市再生のための精密三次元
空間データ利用技術の開発(国土
交通省,平成14年度:1億円,平成15
年度:1億円）
○GISに関する研究開発(国土交
通省,平成13年度:43億円,平成14
年度:31億円,平成15年度:32億円）
○次世代GISの実用化に向けた情
報通信技術の研究開発(総務省,平
成15年度:3億円）

○空間データの仕様の検討ならび
にそれをベースとする測位技術の
検証実験を行い、慣性計測ユニット
（IMU）の併用、DGPSの高度化、無
線LANの使用等が有望であること
が判明
○東京・名古屋・京都・大阪・福岡
地区の高精度数値標高データの整
備
○次世代GISの実用化に向けた情
報通信の要素技術研究開発

○国土基本情報リアルタイム
整備（国土交通省,3億円）
○都市再生のための精密三次
元空間データ利用技術の開発
(国土交通省,1億円）
○GISに関する研究開発(国土
交通省,30億円）
○次世代GISの実用化に向け
た情報通信技術の研究開発
(総務省,2億円）

利用技術の研究開発を加速させるための取組みが必
要。

平成１６年度の主な取組 課題・論点等

社会情報基盤技術・システム

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組 課題・論点等

バリアフリーシステム・ユニバーサルデザイン化

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組

社会基盤－8



　

左記取組により得られた主な成果

研究開発の推進計画
○各府省連携及び各府省の一
体的な研究開発の仕組みの構
築

　 　 　 　
研究開発目標、個別施策により状況は異なるが、全
般的に取組みとしては不十分であり、改善に向けた検
討が必要。

研究開発の質の向上
○人文社会系研究者と科学技
術系研究者との協働
○行政間横断的領域の研究開
発
○研究者と行政の交流促進及
び産学官の研究者コミュニティ
の活性化
○国際政治、地域研究、民族学
等国際関係諸科学との連携

　 　

研究開発目標、個別施策により状況は異なるが、取
組みとしては不十分であり、改善に向けた検討が必
要。
特に、社会基盤分野で重要な「人文社会系研究者と
科学技術系研究者との協働」についての推進方策が
必要。

平成１６年度の主な取組 課題・論点等

重点領域における研究開発の推進方策の基本的事項

基本的事項 動向概況 平成１５年度までの主な取組

社会基盤－9



フロンティア分野

左記取組により得られた主な成果

衛星の開発・打上げ

○平成15年3月に、情報収集衛
星1号機（2機）の打上げを行っ
た。
○平成15年11月、情報収集衛
星2号機（2機）の打上げに失
敗。

○情報収集衛星システム開発等
に必要な経費（平成13年度：601億
円、平成14年度：676億円、平成15
年度：640億円、内閣官房）
○情報収集衛星施設整備に必要
な経費（平成13年度：172億円、平
成15年度：4.1億円、内閣官房）

○情報収集衛星１号機の打上げ
○情報収集衛星の運用に必要な施
設整備

○情報収集衛星システム開発
等に必要な経費（621億円、内
閣官房）
○情報収集衛星施設整備に必
要な経費（10.4億円、内閣官
房）

○早期に４機体制を確立するための方策
○次期以降、継続的な情報収集のための衛星の研究
開発のあり方

運用・情報処理技術・利用シス
テムの確立

情報収集衛星1号機(2機)によ
る運用を平成16年4月から実施
する。

○人工衛星等を活用した被害早期
把握システムの整備（平成14年
度：6億円、平成15年度：7億円、内
閣府総合防災情報システム整備
の内数）

○人工衛星等の画像から被害を抽
出するシステムを設計した。また、
防災対策に人工衛星等を有効に活
用するための枠組みを構築した。

○人工衛星等を活用した被害
早期把握システムの整備（6億
円、内閣府総合防災情報シス
テム整備の内数）

得られた情報が関係機関において有効に利用される
ための環境整備

　

左記取組により得られた主な成果

高精度測位・探査システムの確
立のためのシステム・要素技術
の確立と技術応用の開拓

○平成15年度より、準天頂衛
星システムの確立に必要な高
精度測位システム及び要素技
術の研究開発が開始された。
○人工衛星による地球観測に
関しては、平成12年Terra（米
国）、平成14年ENVISAT（欧
州）、Aqua（米国）、ADEOS-
II(日本）等の地球観測衛星が
打ち上げられた。

○準天頂衛星システム(平成15年
度：15億円(総務省)、27億円((独）
宇宙航空研究開発機構)、12億円
(経済産業省)、4億円(国土交通
省))
○電子基準点測量（平成14年度：
8.8億円、平成15年度：9億円、国土
交通省）
○陸域観測技術衛星（ALOS）、温
室効果ガス観測技術衛星
（GOSAT）、全球降水観測/二周波
降水レーダ(GPM/DPR)の研究開
発 (（独）宇宙航空研究開発機構,
平成15年度:合計82億円)

○高精度測位に関する開発・利用
技術を取得中。
○高精度測位に関する衛星の軽量
化･長寿命化技術を取得中。
○高速移動体に適用可能な新たな
高精度測位補正方式を開発中。
○電子基準点のリアルタイムデー
タの配信。
○電子基準点のリアルタイムデー
タの配信。
○ALOS、GOSAT、GPM/DPR の打
上げを目指し、研究開発を実施中。

○準天頂衛星システム(25億円
（総務省）、33億円（(独）宇宙航
空研究開発機構）、13億円（経
済産業省）、5億円（国土交通
省)）
○ALOS, GOSAT,GPM/DPR
(（独）宇宙航空研究開発機構,
合計109億円)

○我が国における衛星測位システムのあり方
○準天頂衛星システムにおける官民役割分担

高度な測位及び探査技術

課題・論点等研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組

課題・論点等

安全の確保

衛星による情報収集技術（輸送能力を含む）

動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組研究開発の目標
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左記取組により得られた主な成果

ロケットの欧米並のコストと信頼
性の獲得

○平成15年2月にＨ－ⅡＡ標準
型の民間移管協定を締結。
○平成15年8月に宇宙開発委
員会によりＨ－ⅡＡ能力向上型
の開発を進めることは妥当であ
ると評価。
○平成15年11月にＨ－ⅡA６号
機打上げ失敗。

○Ｈ－ⅡＡロケットの開発（平成13
年度18億円、平成14年度56億円、
平成15年度71億円（(独）宇宙航空
研究開発機構））
○ロケット信頼性向上等（平成13
年度6億円、平成14年度7億円、平
成15年度14億円（(独）宇宙航空研
究開発機構））

○H－ⅡA打上げ費として欧米並み
のコストを実現（約85億円～100億
円）
○Ｈ－ⅡＡ第１段メインエンジンの
信頼性向上のための改良等。

○Ｈ－ⅡAロケット標準型の信
頼性確立(49億円、(独）宇宙航
空研究開発機構）
○ロケットの不具合再発防止
対策（56億円、(独）宇宙航空研
究開発機構）
○Ｈ－ⅡAロケット能力向上型
の開発(５億円、(独）宇宙航空
研究開発機構）

○H－ⅡAの我が国の基幹ロケットとして相応しい信
頼性を確立するための方策
○H－ⅡAの民間移管のあり方

更なる低コスト・高信頼性化輸
送システム実現のための基盤技
術の確立

民間主導のGXロケットの開発
推進

○LNG推進系の飛行実証等(平成
14年度：30億円、平成15年度：27
億円（文部科学省・(独）宇宙航空
研究開発機構)）
○輸送系システム統合設計支援
基盤研究開発事業等(平成14年
度：24億円、平成15年度：24億円、
経済産業省)

LNGエンジンの燃焼試験等のLNG
推進系開発のための技術データ蓄
積、産業化へ必要な設計基盤技術
の整備等

○LNG推進系の飛行実証等
(25億円、(独）宇宙航空研究開
発機構)
○次世代輸送系ミッションイン
テグレーション基盤技術研究開
発事業等(34億円、（独）新エネ
ルギー・産業技術総合開発機
構)

民間主導プロジェクトにおける官民それぞれにおける
責任分担とリスク回避

世界市場の開拓を目指せる技術革新

輸送系の低コスト・高信頼性化技術

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組 課題・論点等
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衛星系の次世代化技術
　

左記取組により得られた主な成果

超高速通信技術の開発・実証

○平成１３年度からパイロット実
験を開始。
○平成１５年８月に民間におい
ては、超高速インターネット衛
星（WINDS）の成果を用いた事
業化を検討する企画会社設
立。

超高速インターネット衛星(平成13
年度：75億円、平成14年度：68億
円、平成15年度：61億円（(独）宇宙
航空研究開発機構））

衛星システム開発等を通じ、固定
超高速衛星通信技術等を取得中。

超高速インターネット衛星(52億
円（(独）宇宙航空研究開発機
構））、383億円の内数：(独）情
報通信研究機構)

ブロードバンド化が加速されている地上通信網との棲
み分けを含めた、利用に関する検討の推進

新たな利用系のニーズに対応す
るモバイル等の高機能通信･放
送･観測･利活用技術の開発

○平成１４年１１月に民間にお
いて測位と通信・放送を融合し
た新しいサービスが可能となる
準天頂衛星システムの事業化
推進のための企画会社設立。
○民間による米国通信・放送衛
星を用いたモバイル放送サー
ビスの開始に向けて準備が進
められている。
○次世代型無人宇宙実験シス
テムの帰還・回収

○技術試験衛星Ⅷ（ETS-Ⅷ）(平成
13年度：73億円、平成14年度：54
億円、平成15年度：44億円、(独）
宇宙航空研究開発機構）
○光衛星間通信実験衛星
（OICETS）（平成13年度18億円、平
成14年度2億円、平成15年度2億
円、(独）宇宙航空研究開発機構）
○データ中継技術衛星（DRTS）
（平成13年度30億円、平成14年度
98億円、平成15年度13億円、(独）
宇宙航空研究開発機構）
○陸域観測技術衛星（ALOS）、温
室効果ガス観測技術衛星
（GOSAT）、全球降水観測/二周波
降水レーダ(GPM/DPR)の研究開
発 (（独）宇宙航空研究開発機構,
平成15年度:合計82億円)
○準天頂衛星システム(平成15年
度：15億円(総務省)、27億円(文部
科学省)、12億円(経済産業省)、4
億円(国土交通省))
○次世代型無人宇宙実験システ
ム（平成13年度：24億円、平成14
年度：25億円、平成15年度：18億
円、経済産業省）

○OICETSについては、大容量衛星
間通信に必要な光衛星間通信技術
の獲得を目的とし、軌道上実験を
実施するため準備中。
○DRTSは、平成１４年９月に打上
げ成功。平成15年2月にADEOS-II
との衛星間通信実験に成功。
○ETS-Ⅷの衛星システム開発等を
通じ、３トン級静止バス技術、大型
展開アンテナ技術等を取得中。
○ALOS、GOSAT、GPM/DPR の打
上げを目指し、研究開発を実施中。
○ALOSの衛星システム開発等を
通じ、高分解能陸域観測技術等を
取得中。
○準天頂衛星システム計画の推進
を通じ、高精度測位に関する開発・
利用技術及び軽量化･長寿命化技
術を取得中。
○無人宇宙実験システムの総合評
価中。

○技術試験衛星Ⅷ型（55億
円、(独）宇宙航空研究開発機
構）
○OICETS（6億円、(独）宇宙航
空研究開発機構）
○ALOS, GOSAT,GPM/DPR
(（独）宇宙航空研究開発機構,
合計109億円)
○準天頂衛星システム(25億円
（総務省）、33億円（(独）宇宙航
空研究開発機構）、13億円（経
済産業省）、5億円（国土交通
省)
○次世代型無人宇宙実験シス
テム（6.5億円、（独）新エネル
ギー・産業技術総合開発機構
等)

○地球観測におけるデータ取得の継続性、ユーザの
声の反映方法
○宇宙実証機会の確保

長期運用等による高信頼性の
実証

○平成１５年１０月、環境観測
技術衛星「みどりⅡ」の観測運
用断念。
○宇宙実証衛星１号機打上げ

○民生部品・コンポーネント実証衛
星（MDS-1）（平成13年度3億円、
(独）宇宙航空研究開発機構）
○軌道上技術開発関連研究等(平
成13年度:81億円、平成14年度：70
億円、平成15年度：65億円、文部
科学省)
○宇宙環境信頼性実証システム
(平成13年度：47億円、平成14年
度：39億円、平成15年度：31億円、
経済産業省)

○MDS-1については、民生部品の
軌道上データ、宇宙環境計測の
データ等を計画どおり取得（平成15
年9月に運用を終了）。
○衛星の信頼性を高めるため、各
種試験等を実施し基盤技術を取得
中。
○民生部品の宇宙実証評価中。

○人工衛星の継続的運用
（(独）宇宙航空研究開発機構）
○衛星の不具合再発防止対策
（18億円、(独）宇宙航空研究開
発機構)
○宇宙環境信頼性実証システ
ム(28億円、（独）新エネル
ギー・産業技術総合開発機構)

○基盤技術の維持強化
○高信頼性とコストダウンの両立化の方策の探求

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組 課題・論点等
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左記取組により得られた主な成果

メタンハイドレート・海洋微生物
等の新たな海洋資源の利用が
可能であるかの見極め

○国際極限環境生物学会
（Extremophiles）の活動が本格
化し、国内における極限環境微
生物学会も学会として順調に活
動を展開している。

○極限環境生物フロンティア研究
費（平成１５年度：８．８億円、文部
科学省）
○海洋生物資源の変動要因の解
明と高精度変動予測技術の開発
（平成１４年度：１．５億円、平成１５
年度：１．1億円、農林水産省）

○深海から分離・培養した３種類の
微生物の全塩基配列の決定、地殻
内微生物生態系の実証、産業化に
向け企業との共同研究の締結（計
７社）
○海洋中深層の生物生態系を解
明中

○極限環境生物フロンティア研
究の推進（運営費交付金342億
円の内数、（独）海洋研究開発
機構）
○海洋生物資源の変動要因の
解明と高精度変動予測技術の
開発（１．０億円、農林水産省）

○研究開発としての継続的な取組みの成果（社会へ
の還元）並びに産業化への展望
○国民に対する意義・成果の説明責任

　

左記取組により得られた主な成果

未来を切り拓く質の高い推進的
な基礎研究で国際的地位と尊敬
を獲得

○日本実験棟「きぼう」船内実
験室においては米国に輸送
後、国際宇宙ステーション本体
結合部との組み合わせ試験を
実施
○宇宙実験における、高品質
たんぱく質結晶の生成に成功
○統合国際深海掘削計画
（IODP）に関し、日米間で覚書
に署名
○「はやぶさ」(小惑星からのサ
ンプルリターン)打上げ
○「のぞみ」(火星探査)の火星
軌道投入失敗

○国際宇宙ステーション(平成13年
度：337億円、平成14年度：393億
円、平成15年度：377億円（(独）宇
宙航空研究開発機構）)
○深海地球ドリリング計画(平成13
年度：76億円、平成14年度：71億
円、平成15年：82億円、文部科学
省)
○第23号科学衛星ASTRO-EII(平
成13年度：8億円、平成14年度：18
億円、平成15年度：57億円、文部
科学省)

○有人宇宙滞在技術の取得中
○宇宙実験による宇宙環境利用の
有効性確認
○地球深部探査船運用に向けた技
術開発、事前調査を実施
○世界最高の分光性能をもつＸ線
観測機器の製作

○国際宇宙ステーション(375億
円、(独）宇宙航空研究開発機
構）
○深海地球ドリリング計画の推
進(運営費交付金342億円の内
数、（独）海洋研究開発機構)
○地球深部探査船の建造
（58.1億円、文部科学省）
○第23号科学衛星ASTRO-
EII(50億円、（独）宇宙航空研究
開発機構)

○国民に対する意義・成果の説明責任
○プロジェクトにおける我が国の国益を考慮した主体
性の発揮
○プロジェクト運用経費の効率化
○優先順位付けの適用とその考え方の整理

国産技術の高度化

○「はやぶさ」(小惑星からのサ
ンプルリターン)打上げ
○「のぞみ」(火星探査)の火星
軌道投入失敗

○第23号科学衛星ASTRO-EII(平
成13年度：8億円、平成14年度：18
億円、平成15年度：57億円、文部
科学省)

○世界最高の分光性能をもつＸ線
観測機器の製作

○第23号科学衛星ASTRO-
EII(50億円、（独）宇宙航空研究
開発機構)

○国民に対する意義・成果の説明責任
○優先順位付けの適用とその考え方の整理

課題・論点等

海洋資源利用のための技術

基本的事項 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組 課題・論点等

人類の知的創造への国際貢献と国際的地位の確保

国民、とくに次世代が夢と希望と誇りを抱ける国際プロジェクト

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組 平成１６年度の主な取組
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左記取組により得られた主な成果

情報流通システムの確立とシー
ムレスな観測情報の流通による
国際貢献体制の確立

２００４年４月に東京で地球観測
サミット開催が決定しており、そ
れに向けて、観測計画ととも
に、データシステムのあり方に
ついて検討が進められている。

○地球シュミレータ計画の推進
（（独）海洋研究開発機構,平成13
年度:18億円,平成14年度:22億円,
平成15年度:59億円）
○地球観測フロンティア研究（（独）
海洋研究開発機構,平成13年度:21
億円,平成14年度:18億円,平成15
年度:15億円）
○海洋観測研究開発（（独）海洋研
究開発機構,平成13年度:22億円,
平成14年度:21億円,平成15年
度:19億円）
○地球環境研究総合推進費(環境
省,平成13年度:27億円の内数,平
成14年度:29億円の内数,平成15年
度:30億円の内数）
○ALOS, GOSAT,GPM/DPR (（独）
宇宙航空研究開発機構,平成15年
度:合計82億円)

○地球シミュレータの計画推進にお
いて、MDPS(大容量データ処理シ
ステム)や新たなジョブ投入システ
ムの導入等により効率的な地球シ
ミュレータの運用を行うとともに、非
静力学現象を取り入れるための準
備研究を行った。
○地球観測フロンティアにおいて
は、梅雨前線が発達する中国長江
下流域での集中観測（平成14年６
月）により、梅雨時に日本に豪雨を
もたらす直径数百ｷﾛﾒｰﾄﾙの雲の
固まりが出来る様子を立体的に観
測することに成功した。
○海洋観測研究開発において、南
半球を横断する全断面において物
理・化学データを取得出来た。海洋
観測ブイシステムで2002-0３エル
ニーニョのモニターに成功し発生か
ら消滅までのデータを得た。北極海
カナダ海盆南部の未観測域で海洋
循環・水塊変動研究のためのデー
タを得た。

○地球シュミレータ計画推進費
（（独）海洋研究開発機構,運営
費交付金342億円の内数）
○地球観測フロンティア研究費
（（独）海洋研究開発機構,運営
費交付金342億円の内数）
○海洋観測研究開発（（独）海
洋研究開発機構,運営費交付
金342億円の内数）
○地球環境研究総合推進費
(環境省,30億円の内数）
○ALOS, GOSAT,GPM/DPR
(（独）宇宙航空研究開発機構,
合計109億円)

○統合的なデータシステムの構築
○地球観測サミットへの対応における我が国としての
イニシアチブの発揮

平成１６年度の主な取組 課題・論点等

地球環境情報の世界ネットワーク構築

研究開発の目標 動向概況 平成１５年度までの主な取組
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左記取組により得られた主な成果

研究開発の推進計画
○以下の優先度に従った計画
的・効率的な推進
　　-「安全の確保」に係わるもの
　　-緊急性のあるもの/重点４
分野との関係度の高いもの
　　-国際的水準の高いもの

　
○総合科学技術会議（宇宙開発利
用専門調査会）、宇宙開発委員会
にて長期的指針・計画を策定。

○平成14年6月に総合科学技術会
議にて「今後の宇宙開発利用に関
する取組みの基本について」を決
定。
○平成14年6月に宇宙開発委員会
にて「我が国の宇宙開発利用の目
標と方向性」を決定
○平成15年9月1日、「宇宙開発に
関する長期的な計画」の決定。

○平成15年10月より再開した
宇宙開発利用専門調査会にお
いて、「取組みの基本」のフォ
ローアップを実施。

○最近の宇宙開発利用を取り巻く内外の状況を踏ま
え、今後の我が国の宇宙開発利用をどのような方向
に進めるべきかの検討が必要。

研究開発の質の向上
①宇宙開発利用の国家としての
一体的な推進体制の強化
②宇宙産業の基幹産業への成
長
③海洋開発の利用研究の促進
④地球環境変動の解明・予測と
社会への還元（海洋観測）
⑤人材育成と保持
⑥データ流通のシームレス化
⑦高度情報化
⑧国際協力プロジェクトの円滑
な推進
⑨国民の意識高揚
⑩プロジェクトの効率化

○平成15年10月１日、宇宙科
学研究所、航空宇宙技術研究
所、宇宙開発事業団が統合し、
宇宙航空研究開発機構設立。

○特殊法人等整理合理化計画（平
成13年12月閣議決定）において、
新たな宇宙航空関係研究開発を
実施する独立行政法人を設置する
こととされた。
○青山文部科学副大臣（当時）を
座長とする「宇宙３機関統合準備
会議」において、３機関統合後の
新機関の在り方等についての検討
を行い、平成14年３月に報告書を
とりまとめた。また、宇宙開発委員
会においても、新機関の役割や重
点化の方向についての報告書を
平成14年６月にとりまとめた。
○新法人設立のための法案が平
成１４年臨時国会にて成立。

○平成15年10月1日に独立行政法
人宇宙航空研究開発機構が設立。

○H-ⅡAﾛｹｯﾄの打上げ失敗や
衛星のﾄﾗﾌﾞﾙを教訓として自律
性の維持、信頼性の確立を最
優先に、宇宙開発基盤の強化
を図るなど、研究開発を着実に
推進する。また、航空機関連技
術について、時代の要請に応じ
た研究開発を推進する。

○上記検討を踏まえた「基本的事項」の見直しが必
要。

平成１６年度の主な取組 課題・論点等

重点領域における研究開発の推進方策の基本的事項

基本的事項 動向概況 平成１５年度までの主な取組

フロンティア－6


